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序軍　分析視点と課題

　大恐慌を契機として、日本では重要産業統制法と工業組合法という2つの統制法が成立

し、それを根拠として以後の統制政策が進展することになった。こうした組織化は、すぐ

後にも述べるように政府と産業1企業との関係に重大な変更をせまるものとして、日本経

済史↓重要な歴史的意味をもっていたといえる。そこで本稿は、主として1930年代前半期

に焦点をあて、上言己統制法の下で展開される経済統制の実態およびその歴史的意味を多角

的に分析することを課題とする。

　もちろん“多角的”といっても、単に経済統制のあらゆる側面をよせ集めるあるいは網

羅するということではないし、それは不可能でもある。したがって以下では、まず1と2

で本稿全体の基木的視点ないし歴史認識を先行研究を踏まえつつ提示し、次に3～5では

上記の課題を実証するうえで、本稿がどのような理由ないし間題意識にたって、いかなる

分析対象を選択したのかを論じることにしたい。なおその場合、3では国内の経済構造、

4では対外輸出の動向、5では植民地経済との関係に、それぞれ重点がおかれることにな

る。

1．基本的視点

　さて上記の課題にアプローチするにあたって、本稿では、章ず第一に、1929年の大恐慌

を景気循環過程で生じた単なる不況局面としてとらえるのではなく、　“産業の白治”を基

本原則としてきた従来の市場経済システムがその限界を顕在化させるに至った歴史的画期

と位置づけ、その結果として生じた杜会体制の動揺。危機に対処するために政府による日

本経済の組織化＝統制経済化が30年代以降本格化したととらえる視点に立脚している。そ

の意味で、本稿の分析手法は、体制維持論的アプローチということができる（王）。

　ところで、こうした体制論的アプローチに対して、むしろ戦時から戦後にかけての共通

性を重視し、杜会体制の相違や変化をネガティヴにとらえようとする視点が存在する。日

本経済の歴史的視点として近年注目された野口悠紀雄氏等のいわゆるri940年体制論」な

い、しはr戦時起源論」もその一つということができよう。そこで、以下では野口氏の「19

40年体制論」とその問題点を行論に必要な限りで検討しつつ、体制論的視点の重要性をよ



り明確にすることにしたい。

　まず野口説の骨子をごく簡単に要約すれば、戦前の日本はrアングロ1サクソン型の古

典的市場経済システム」であったが、戦時体制への移行を契機として日本独白の経済シス

テムヘと転換したというものである。つまりそれは、日本経済が戦前と戦時とで“断絶”

し、これに対して戦時と戦後は、同質の「総力戦体制」として“連続”するという歴史的

視点の提示であった（2）。

　ここにみられるように、野口説においては、経済成長やそのための生産力増強にむけて、

戦時も戦後も“総力戦体制”であるとする共通性が強調される点に特徴があり、同時に問

題点が内包されていた。というのは、戦前から戦時へと移行する過程で、いわゆるファシ

ズム的で戦争志向国家的な杜会体制が形成されたのに対して、戦後は戦後改革を起点とし

て新たな体制二福祉国家体制へと変革されるに至るという、重要な歴史的転換＝不連続性

を積極的に問題としえない枠組みとなっていたからである（3）。

　さらに以上の問題点と多少重なるが、本稿と直接関連する問題として、30年代の把握方

法についても、以下の点を指摘することができる。すなわちこの説が、30年代以前も以後

も一様に戦煎・＝「古典的市場経済」としてとらえている点である。その結果、日本経済が

大恐慌という体制的危機を契機として、30年代に“古典的市場経済”から現代的なそれへ

と移行を開始するという、重要な歴史的転換を積極的にとらえることができない視点とな

っていたのである。

　ちなみにこうした問題点に関しては、すでに榊原英資氏によって次のように批判されて

いる。

rたしかに、明治末期から大正の末期ごろまでのシステムがかなり古典的資本主義に近

づいていったということは事実であろう。しかし、こうした状況が存在したのはたか

だか一○年から二○年であり、1111このシステ．ムはコメ騒動や農村の疲弊等を背景に

した杜会不安、大恐慌等によって急速に崩れてゆく」。そして、　r世界大恐慌は、古

典的資本主義の息の根を止め、各国は一九三一～三三年にかけて次々と金本位制を離

脱し、管理と統制の時代に入っていく」（4）。

　榊原氏の指摘からは、以下の点を読み取ることができよう。すなわち、①戦前の経済シ

三テムとされる「古典的市場経済」は、大恐慌を契機に大きな転換を余儀なくされたので

あって、この転換を軽視すべきではないこと、②30年代以降は“管理と統制の時代”とし



て特徴づけられること、③しかもそれは30年代以降における世界的傾向であり、かかる傾

向の一環として日本における市場経済システムの転換をとらえる必要があるということで

ある。そこで、以下では、この3点に関して、筆者なりの認識を示すことにしたい。

　1930年代以前、すなわち政府が経済過程を統制することで体制維持をはかるに至る以前

の市場経済システムの下では、不況局面で生じた企業活動の停滞および雇用1失業問題は、

循環的な景気変動によって生じた一時的問題であり、それらは“産業の自治”原則に則っ

て市場白身が白律的に処理する問題とするのが一般的であった。このことから、政府の積

極的な市場介入は、そうした自治原則を侵すものとされたのである。

　ところが周知のように、29年に生じた世界的規模の大恐慌は、各国の産業。企業に壊滅

的な打撃を与えるとともに、深刻な雇用。失業問題を惹起させることになった。そして、

これらの問題が、単なる景気循環上の問題にとどまらず構造的な様相を呈するに至ると、

それを白律的に処理できない従来の市場経済システムに対して激しい批判が噴出すること

になったのである。この点は、日本も決して例外ではなかった。例えばNHK取材班他

『r日本株式会杜」の昭和史』は、当時の日本における状況を以下のように指摘している。

r（左翼のみならず）リベラルや右翼も資本主義体制を公然と批判した。　（中略）昭和

初期の体制批判に共通しているのは、＜資本主義が隈界に来ており、新しい国家と経

済システムが必要である＞ということであった。国家と経済の改革という点で、右翼

と左翼は一致していた。」（5）

　そこで、こうした事態に直面して政府は、体制批判に対抗しつつ自国の経済体制を維持

するため、上記問題の解決を主要課題として経済の組織化＝統制に積極的に乗り出すこと

になった。その意味で、30年代以降は、上述のように“管理と統制の時代”として位置づ

けることができる。

　そして、この“管理と統制の時代”の幕開けの時期に登場し、30年代煎半期における組

織化を規定することになったのが、重要産業統制法と工業組合法であった。しかもそれら

は、従来の市場経済システムの基本である“産業の自治原則”に重大な修正をもたらすも

のであったことから、既存秩序の番人である司法省がr本邦立法史上画期的ノ重要法律案

†一1～」（6）として注視したように・きわめて重要な歴史的意義をもつことになったのである。

　さらに目を転じてこれを世界的に見れば、大恐慌を契機として、かかる体制的危機に対

応するために、他の先進国でも経済統制法が次々と登場することになった。つまり、日本



における上記統制法の成立は、いわばそうした世界的に同時的な歴史現象の一環としてと

らえるこ．とができる。

　とりわけ重要産業統制法は、部分的には諸外国のカルテル立法（7）の影響を受けていると

はいえ、それら外国の立法が未だ特定業種に限定されたものにすぎなかったのに対して、

対象部門を予め明記しない産業統制の一般的立法として、その包括性において世界で最初

の画期的な法であった。そして以後、このような包播的な産薬統制法が、イタリア（強制

カルテル設立法、1932年）、ドイツ（同上、1933年）アメリカ（N　I　RA，1933年）と踵、

を接して先進国に登場したのである（8）。その意味で、上記統制法による組織化は、世界が

“管理と統制の時代”へと向かうにあたって、その先駆をなしたものとしても注目するこ

とができよう。

2．1930年代前半期と戦時期における経済統制の相違

　そこで第二として、さらに次の点を明確にしておく必要がある。すなわち、大恐慌を契

機として日本経済の組織化が本格化するものの、それは当初から戦争体制の構築を指向し

たものではなかったということである（9）。そしてそれは、経済統制分析におけるオーソド

ックスな視点への批判を含意している。

　ところでこれまで、30年代前半期の評価、およびそれと戦時期における経済統制の関連

については、大きく分けて2つの見方が提示されてきた（川。

　一つは、経済統制の本質を最初から総動員体制の構築に求め、かかる視点から、上記統

制法の成立をその出発点と位置づける。あるいはこの時期を、総動員体制のための“前史

”と評価する兄方である（川。なお、こうした視点は、単に大工業統制のみならず、中小

エ業統制を評価する場合にも踏襲されている。例えば、1930年3月に発足した臨時産業合理

局が主導した中小工業統制を、　「まさに準戦時体制から戦時国家独占資本主義体制づくり

の出発点そのものであった」と位置づけている後藤靖氏の見解がそれである。（川。

　さらにもう一つは、30年代前半期を、　“産業合理化1恐慌対策のライン”と“戦時統制

のライン”との二つの比重の変化によって説明しようとする見方である（川。それによれ

ば、当該期は、　「満州事変」以降の軍備拡張と直接連なる戦時統制と、産業合理化の推進

および恐慌脱出策とが重複。平行していた時期であった。そして、　「年を追って前者の比
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重が高まっていったことは事実であるが、一般的経済政策1立法の面では総じて後者の比

重が高かった」（川ととらえる点に特徴がある。

　このうちまず前者に関して、たしかに先進国では、第一次大戦以降、それが総力戦であ

ったことをふまえ、　“一朝有事の際いかにして迅速かつ確実に一国のもつ経済力を総動員

しうるか”という問題に取り組みだすことになった（川。そして日本においても、陸軍を

中心に、そうした研究や政策構細1法律の策定が開始されている（1・）。それに関連して、

加藤俊彦氏の研究によれば、軍人が経済問題に重大な関心を抱くようになり、日本経済全

体を視野に収め、経済政策に関する発言を行なうようになったのは、まさに第一次大戦以

降のことであった（川。したがって、すでに大戦以降、総力戦構想が存在し、そのために

経済の組織化も構想され始めていたと考えることは可能であろう。

　しかしながら、戦後に制定された軍需工業動員法（19！8年）をテコとして、軍部による

総動員体制の確立が志向されはしたが、そのことがただちに軍部の経済問題への介入を生

みだしたわけではなかった。すなわち、軍部は、戦後の反戦思想の横溢、軍縮の進展、大

正デモクラシーの展開によって、　「一九二○年代前半の時期にはその企画を希望どおり達

成するヒとができず焦慮をかさねた」（ユ8）のであって、総力戦体制確立という見地から経

済過程への介入が実現するのは、むしろ30年代以降のことであった。

　さらに、加藤氏と同じく総動員体制に着目する安藤良雄氏によると、30年代煎半におい

ては、「主として軍内部で進められていた軍需工業育成政策と平行して行なわれていたこ

の時期の一般的な経済立法。経済政策は、軍事的というよりはむしろ恐慌脱出政策ないし

ブロック経済体制への対応策といった性格が強かったというべきであろう」（川として、

軍部による経済過程への介入、あるいは政府の統制課題が総動員体制の構築におかれる時

期を30年代後半以降に求めている。

　また実際、産業構造の面からみた場合にも、1930年代前半期の日本経済は、昭和恐慌か

らの回復過程にあり、基本的には平時経済であった（川。それが戦時経済へと本格的に移

行するのは、以上からもうかがえるように、37年以降日中戦争が全面化してからであった。

逆に言えば、30年代初頭6こ登場してくる経済統制を総動員体制構築の出発点とし、戦時と

いう非常事態における政策の出発点と理解したのでは、平時における経済統制の独自の歴

史的意義を見失うことになりかねない。

　他方、後者のいわゆる二つのライン説に関しては、前者のように総動員体制構築の出発

点と理解する難点からは免れる視点となっている。しかしこの説では、30年代煎半期を二



つのラインの同時並存としてとらえ、その比重の変化に主たる関心があった。言い換えれ

ば、当該期における経済統制の本質の解明を、両者の比重の変化という量的な問題へとす

りかえることになっていた。

　その意味で、いったい当該期の統制の基本ないし本質が、どこにあったかを不明確にす

る視点であるといわざるをえない。さらに同説では、上述のように1つのラインを“恐慌

。合理化対策”というように、恐慌対策と合理化策とを一括して並べているが、この点で

も統制の基本を不明確にしているといえよう。

　これに対して木稿では、1930年代前半期の統制が、戦時総動員のための出発点ととらえ

るのではなく、また恐慌1合理化対策と戦時統制の同時並存というのでもなく、大恐慌と

いう危機的状況からの回復と、それによる体制の安定こそを基本としていたのではないか

とする視点にたっている。さらにそうした統制が、30年代後半に戦時統制へと移行してゆ

く論理は、単に統制政策の自己展開のうちに明らかにされるものではなく、むしろ当該期

の日本における経済発展のあり方と、その行き詰まりから導き出されるのではないかと考

えるものである。

　もっとも1930年代の日本が、いかなる条件に規定されて戦時体制へと推移していったか

は、単に経済要因のみではとらえきれない複雑な歴史過程であったことはいうまでもない。

とはいえ、経済的要因としては、特に世界経済のブロック化という国際環境とともに、日

本における重化学工業化の問題に焦点をあてる必要があると思われる。なお“重化学工業

化の問題”とは、その生産力水準についての問題をさす。

　戦前日本の重化学工業は、第一次大戦期に発展の機会をえたものの20年代には停滞し、

大恐慌からの回復過程でようやく本格的な発展を迎えるという過程をたどった。しかし“

本格的発展”とはいっても、そこで達成された生産力水準は、第一次大戦前のヨーロッパ

で支配的であった旧型の重化学工業水準のそれであった。つまり、第一次大戦後の世界で

支配的となった耐久消費財の大量生産を特徴とする薪たな重化学工業に対しては、生産力

的劣位を免れなかったという点が決定的に重要である（川。

　このことから30年代に重化学工業化が進展したとはいえ、それは世界市場において十分

な国際競争力をもちうることができず、その内実は国内あるいは植民地1従属国の市場を

発展基盤とするにとどまった。また他方で、世界経済におけるブロック化の進展は、輸出

面で日本の景気回復を支えてきた繊維1雑貨工業に対しても、その輸出拡大の途を閉ざす

ことになったのである。



　その結果、日本経済は、重化学工業化の進展と繊維。雑貨の輸出拡大に支えられて景気

回復と雇用拡大を一時的には実現するものの、やがて30年代半ばに至ってゆきづまりの様

相を呈することになる。例えば、実質GNE成長率をとってみれば、1933年から36年にか

けて日本のそれは傾向的に低下していった。そして、36年の成長率は主要先進国よりも低

水準となり、日本経済はリセッション局面にはいったのである（22）。つまり、30年代前半

に日本が形成した経済成長パタニンならびにそれによる体制安定のありかたは、単に軍部

のクーデター（2126事件）や戦争の勃発といった政治的なインパクトのみならず、経済過

程自身からも転換をせまられていたといえよう。

　こうして日本経済は、重化学工業にしろ繊維。雑貨工業にしろ世界市場への輸出拡大に

よるいっそうの発展がのぞめないなか、旧型の重化学工業を軍事的に拡大1発展させる形

で経済発展と完全雇用を維持し、体制安定をはからざるをえなくなってゆく。それにとも

なって経済統制も、戦争遂行のために全てを組織的に動員する手段へと転化してゆくこと

になったのである（28）。

　これに対して30年代前半期の経済統制は、そうした戦争遂行の手段としての性格よりも、

むしろ上述のように大不況下での杜会体制の維持、そのための主要産業の救済。復興支援

を主眼としていたとするのが本稿の視点である。

3．日本経済の二重構造と経済統制

　さらに第三として、本稿では、当時の日本経済における特徴であった二重構造に注目し、

それとの関連で経済統制の意味をとらえる視点にたっている。なお二重構造とは、1920年

代のいわゆる慢性不況期に形成され、昭和恐慌以降の30年代に定着した特有な構造をさす

（24）。そしてそれは、この時期の特徴を端的に示すものとして、近年の経済史研究でも、

ホット・イシューであり続けている（25）。

　もっとも、二重構造論自体に深く立ち入ることは、ここで目的とするところではない。

本稿の統制分析にとっては、特に以下の点が重要である。

　第一は、第一次大戦の勃発を契機としていわゆる企業勃興ブームが生じたこと、それに

と、辛なって都市化が進展したことである。そして、こうした事態を規定した主要因こそ、

大戦中における急速な重化学工業化にほかならなかった。というのは、1916年以降、大企
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業の設立が急増したが、その主役は重化学工業であり、この点が日清1日露戦争期とは異

なる企業勃興の特徴であったからである（川。

　その結果として、大戦景気の下、農林業人口の都市への急激な流出が生じ都市化が進行

した。その際、都市人口の増大は、主にr近代産業」において高かったことが先行研究に

よって明らかとなっている（27）。つまり、都市化の進展とは、都市部での重化学工業を中

心とした企業勃興による雇用拡大がも牟らした結果であったといえよう。

　ところが第二として、1920年代の慢性不況下における経済停滞は、以下のような変化を

もたらした。いまそれを多少シェーマテッシュに整理すれば、大戦期は、上述のように重

化学工業化の進展一寺企業勃興にともなう雇用吸収力の拡大一寺都市への労働力の流出→

都市化の進展と推移した。それに対して大戦以降になると、逆に重化学工業の停滞→雇

用吸収力の鈍化ないしは減少という事態が生じるに至ったのである。

　実際、上述のように大戦期に雇用吸収力をのばした「近代産業」部門における有業者の

対前期増加率（％）をみると、19！1～15年の26．4から16～20年には44．4へと伸びたのに対

して、大戦後の21～25年にはユ4．1へと低下した。そして、それにともない総有業人口中に

しめるr近代産業」部門の構成比（％）も、大戦期は7．5から10．5へと急激に伸びたのに対

して、大戦後はわずか11．7にとどまり、雇用吸収力が著しく鈍化したことがわかる（28）。

　なかでも注目されるのは、　r近代産業」部門を構成する重工業大企業において、人員整

理が著しかったことである（29）。例えば機械工業の大企業では、20年代を通じて経営の合

理化を推進し、主に中高年労働者を対象として人員削減を行った。その結果、同部門にお

ける従業貝1，000人以上規模工場の従業員総数にしめる割合（％）は、1919年の47から29年に

は37へと大幅に減少したのである。

　これに対して、中小工場を主とするr在来産業」部門では、上言己r近代産業」部門にお

ける雇用吸収力の鈍化ないし減少をカバーして、高い増加率を維持した点が注目されねば

ならない。すなわち、中小工場では、大工場の合理化による解雇の増大とは対照的に、工

場数および対従業貝総数比が増加傾向をたどった。特に機械・金属工業に関してr工場統

計表』でみた場合、5～9人規模の小工場における増加が顕著であった。

　なおその背景には、当時の農村が慢性的な不況にあり、そのため都市で排出された失業

者を吸収しえなくなっていたという事情がある。　「生産力的には周辺であっても、社会経

湊的に極めて重要な地位を占めたのが中小工業であった」（川と指摘されるのは、以上の

ような理由によるものと理解することができよう。



　さらに第三として、昭和恐慌期には、20年代におけるよりもさらに激しい不況圧力を受

けるなか、上記の構造が拡大再生産される形で普及。定着していった。例えば機械工業に

おける大規模工場（従業員1，000人以上）の従業員構成比（％）をみると、29～31年のわず

か3年間のうちに37から25へと急減した。これに対して5～9人規模の工場では、同比率が

8から12へと上昇し、また工場数も著しく増加するに至っている。

　こうして1920～30年代にかけ亡、農工間の二重構造とともに、民間工業部門においても

大工業と中小工業が、また同一業種内においても大企業と中小企業とが併存する構造が形

成されていった。そしてその過程で、大工業部門が雇用吸収力を大幅に減退させたのとは

対照的に、農村から流出し都市に堆積した労働力は、再び農村に戻ることなく都市の中小

工業部門とりわけ小工場へと吸収されていったのである。

　っまりそのことは、都市の零細企業や中小企業が、大戦以後とりわけ大恐慌下において、

過剰人口のプールとして、言い換えれば大量失業の顕在化を抑制する緩衝地帯として重要

な役割を担っていたことを意味する。このことから、経済統制が主要産業の救済。復興と

それによる大量失業の抑制を主要課題とした際、大工業分野あるいは大企業とともに、中

小工業分野あるいは中小1零細企業の維持。存続が、きわめて重要な意義を持つことにな

った。大恐慌下の日本経済に関して、「経済の組織化の面では中間層（農民。中小商工業

者）の組織化が重大な課題となる傾向を有している」（川と指摘されるゆえんである。

　そこで以上の視点に立って、本稿では、日本の二重構造を構成する大工業部門の統制を

第I部で、また中小工業部門のそれを第n部でそれぞれ分析する。もっとも、両者を分析

すること自体は、研究史において必ずしも新しいものではない。例えば、戦前の代表的文

献である有澤廣巳r日本工業統制論』く32）では、まずr日本工業の構成」を概観した後、

「基本工業、大工業における統制」と「中小工業の統制」とが検討されている。また、小

島精一r産業統制政策』（39）も、第1，2篇が両者の分析にあてられているといった具合

である。

　とはいえ、そうした先行研究では一当時の関心がそこにあったということなのか一一

重産法および工業組合法の内容に即した解説とその批判に主たるウェイトが置かれていた。

もちろん法律の形成過程および法内容の分析は重要であり、本稿でも第1章で独白の視点

からそれを試みている。しかしながら、それに加えて、さらに以下の点でより踏み込んだ

考察を行う必要がある。

　第一は、重産法および工業組合法の適用業種について、その業界の動向に即しつつ、組



織化の進展あるいはそこで生じた問題などを具体的に実証分析することである。ちなみに

重産法下における大工業統制に関しては、近年、橋本寿朗、宮島英昭、丁振聲および筆者

などによって、そうした研究が進展しつつある（34）。これに対して工組法下における中小

工業統制に関しては、綿織物業ならびに陶磁器業に関する研究（37）が進展しつつあるとは

いえ、その実態分析の遅れが指摘されているのが現状である。さらに事例分析の豊富化と、

それによる統制研究の深化が必妻とされているといえよう（36）。本稿第■部の実証分析は、

そうした試みの1つとして研究史に位置づけることができる。

　また第二として、単に大工業と中小工業との部門間の相違に着目して、それぞれの統制

を個別に検討するというにとどまらず、両者が産業連関上密接な関係を有する場合、ある

いは同一業種内に大企業と中小企業とが並存する場合の統制のあり方にも注目する必要が

ある。

　というのは、大工業と中小工業とが、あるいは大企業と中小企業とが並存するといった

場合には、両者の利害の異なることがしばしばあり、それをいかに調整するかが統制策に

とって重要な意味を持っていたからにほかならない（38）。実際、当時の政策運営において、

大企業と中小企業とが並存する業種に関しては、例えばr（工業組合に）大工業ヲ加入セ

シメテ統制ノ実ヲ挙ゲルタメ、連合会ヲ設ケ大工業ハー組合トシテ取扱フコト」（39）とい

った点が統制上の要点として重視されたのである。そこで本稿第2～3章は、こうした事

例にそくして、経済統制の意味を考察するものである。

　さらに、中小工業部門における統制分析に関しては、その前提として、以下の点を明確

にしておく必要がある。

　第一は、中小工業統制の基礎となる工業組合法は、25年の重要輸出晶工業組合法の改正

という形をとって31年に成立したが、後者から前者への過程で、その性格が実質的に大き

く変化したことである。その場合、特に重要な点は、法改正におけるポイントの一つが

r工業組合ヲ重要輸出品ノミナラズ中小工業全般二及ボスベキコト」（川にあったことで

ある。というのは、それにより、31年法では、単に輸出品のみならず国内市場向け中小工

業製品に至るまで幅広い範囲にわたって、その適用が可能となったからである。

　っまり、日本の主要産業が危機に直面していた大恐慌下においては、大工業から中小工

業にわたって幅広く組織化を推進し、社会体制を維持する必要があったことはすでに指摘

したとおりである。ところが、中小工業部門の組織化を推進する上において、一部の輸出

晶のみを対象とした26年法では、そうした目的に十分対処することはできなかった。
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　また中小工業の実態をみても、32年後半以降、輸出向けが比較的好調な状態にあったの

に対して、国内市場向けは、主に農村の不況や実質賃金の低下にもとづく購買力の低下に

よって、容易に不況から脱却できなかったことから、国内向け中小工薬の安定化およびそ

のための組織化はなおさら重要な意味をもっていた。ここに重要産業統制法とともに、工

業組合法が経済統制を根拠づける法律として、実質上新たに制定された理由があったとい

える。

　それにともない第二として、政府のスタンスも曳31年法の制定以前と比べ大窪く変化し

た。なお、30年代以前の政策スタンスと、大恐慌下におけるその限界に関しては、先行研

究によって、以下のように指摘されている。

「中小工業問題に対する政府の基本的な態度は、中小工業経営を組織化することにより

産業資本として維持ないし育成しようとする産業政策としての立場であった。それは、

明治末年にこの問題が認識されていらい昭和年代にいたるまで、一貫してきたといっ

てよい。しかるに、恐慌過程における中小工業の窮乏・没落と、これに対する政策の

不振は、中小工業問題を急速に杜会問題化し、政治的な救済運動を熾烈によびおこす

にいたった。」（41）

　こうした事態に至って、政策の重点は、従来のr産業政策」＝中小工業育成から、中小

企業経営の救済1保護とそれによる雇用の安定化を意図した組織化へと変化した。そして

それは、以下の事実として、具体的におさえることができる（川。

　一っは、上記組織化のために工業組合制度を積極的に活用する方針へとスタンスを転換

したことである。そしてそれを反映して、工組法の適用対象＝工業組合を設立しうるr重

要工産品」の種類は急速に拡大し、組合の設立認可基準も大幅に緩和されていったのであ

る。

　すなわち、31年法制定までの商工省は、組合活動を一定の輸出業種および範囲に隈定し、

設立認可もいわゆる厳選主義を基本としていた。そのため、重要工産品の指定は、25年法

施行当時22、その後31年までわずか15業種が遣加されたにすぎなかった？．これに対して、

32年以降は急増し、36年までに計64業種が追加指定されたのであって、奉実上、指定制度

の撒廃とほとんど変わらない状態となった。また、組合数の推移をみても、30年までわず

か100前後にすぎなかったものが、認可基準の綬和により31～36年には662にまでに急増し
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たのである。

　さらに二つめとして、工組法の運用においては、同法第8条（アウトサイダーに対する

工業組合統制への服従命令）の発動に対して、それまできわめて慎重であったスタンスを、

積極的なそれへと転換した点が注目される。その結果、25～30年末までの発動は、わずか

3件にとどまったが、33～36年にかけては計46件もの発動をみたのである。

　ところでこの事実に関して、先行研究は、31年に重産法が制定され、大工業においても

同じく強制権の発動が可能となり、そのことが「中小工業に対しては、より当然に、統制

をひろく実施することが容易になった」結果であるとしている（川。もちろん、そうした

技術的側面は看過できないが、形の上では大工業と中小工業双方に発動が可能になったに

もかかわらず、政府は前者に対する強制権発動には慎重であり（川、これとは対照的に後

者に対しては積極的であったという相違に注目すべきであろう。

　つまり法技術的に発動が容易になったから、その件数が急増したというのみではなく、

より根本的には、大工業分野に比べて自己統制力が相対的に弱い中小工業に対しては、同

法の発動によって積極的に組合統制に介入し、組織化を支援せざるをえなかった結果であ

ったとみることが、より重要であろう。

　以上みられるように、単に輸出晶のみならず国内向け中小工業部門の統制も、30年代に

おける経済統制の重要領域として注目しなければならない。しかも、国内1輸出の各市場

。生産組織の特質に対応して、直面する問題あるいは組織化の課題が異なっていたのであ

って、中小工業統制を分析する際にはそうした相違にも留意する必要がある（45）。

　そこで、本稿の第n部では、まず国内市場向け中小工業の組織化を、次に輸出中小工業

のそれを取り上げ事例研究を行っている。もっともこの点でも、事例分析の豊富化による

統制研究の深化が必要とされていることはいうまでもない。

　それとともに、例えばその当時、高橋亀吉が「中小工業の砂からざる部分に於ては、生

産、流通部面が現実的には必しも明確に分離されず、間屋が其の間に特殊な地位を占め両

者を統一する機能を果し、支配的勢力を占あている場合が紗くない」として、1930年代に

r中小工業の利益を守るがためには、此の問星に対する統制が或程度まで必要となる」と

指摘したように（46）、中小工業部門の統制分析においては、問星制の普及ないしその支配

カ、野著にみられた点を看過することはできない。

　なおそれに関連して、30年代前半期における中小工業の破行的な発展に注目する必要が

あろう。というのは、すぐ後で述べるように、たしかに32年下期以降の中小工業による輸
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出の拡大は、大恐慌からの回復を輸出面から支える重要な役割を果たした。とはいえ、輸

出向け中小工業が好景気に恵まれたとはいっても、問星制下の下請あるいは受託製造業者

は相変わらず競争が激しく、それらの経営難はさして緩和されなかったからである（川。

　このことから、30年代前半期をとおして、問屋制下の下請メーカーの過当競争を規制す

ること、さらには下請メー力一が問屋の支配に対して組織的に対抗することで経営の安定

化を実現することが、中小工業統制の重要課題の一つとなった。事実、31年に制定される

工業組合法は、　r問星資本主義ノ勢力駆逐ノ為商人ノ加入ヲ許サザルコト」をその要点と

していた（48）。またそれをうけて、当時の工業組合運動は、「問屋資本の排除」を主要ス

ローガンとしてかかげたのである（49）。

　以上のように、中小工業統制の分野では、問屋と下請メーカー両者の組織化をめぐる利

害関係や、工業組合運営の特質といった点にまで立ち入って考察することが重要となる。

とはいえ、これまでの研究史をみた場合、上述のように実態分析自体の蓄積が少ないこと

もあるが、組織化をめぐる問屋と下請業者との対立などはきわめて断片的に言及されるに

とどまってきた。

　例えば、中小工業統制を扱った代表的研究である由井r中小企業政策の史的展開』をみ

た場合にも、　r組合の内部でも組合相互の間においても、深刻な対立を生じた業種はけっ

して少なくなかった」として、問屋と下講メーカーの利害対立の存在が指摘されている。

しかし、　「そうした統制運営上の摩擦については、派生的な問題である」として、立ち入

った考察は等閑に付されてきたのが現状である（50）。これに対して本稿では、間屋制が普

及定着している業種に注目し、そこでどのような組織化が進展したのかを積極的に考察す

ることにしたい。

　以上のように、二重構造下における大工業と中小工業統制の双方を多角的に検討しては

じめて、両統制がそれぞれどのような役割を演じ、あるいはどのように関連しあいながら

体制安定を実現しようとしたのかという、経済統制め歴史的意義をトータルにとらえるこ

とができると思われるのである。

4．対外輸出と経済統制一輸出中小工業の統制を中心として．一

さて次には、視点を国内の経済構造から対外関係へと転じて、1930年代における対外輸

13



出と経済統制の関係に注目することにしよう。もっとも、例えば当該期の日印1日蘭会商

なども含めて広く通商問題および輸出統制全般に関して、先行研究を踏まえつつ検討を加

えることは、現在の筆者の能力を超えるものであり、また本稿の意図するところではない。

　そこで本稿では、輸出向け中小工業の統制をとりあげ、その意義を明らかにすることに

したい。というのは、大恐慌からの回復とそれによる体制安定の実現という本稿の視点か

らすれば、①それを輸出拡大側面から支えた産業として、綿織物業や雑貨工業といった輸

出中小工業が特に注目されること、②そしてそのことが当該部門の統制に二重の意味を付

与することになったからである。

　このうちまず①に関して多少敷術するならば、1930年代前半期における輸出の回復は、

一方で量的に圧倒的な繊維製品によって、他方では重化学工業晶および雑貨製品の輸出増

大によって支えられていた。その場合、重化学工業品輸出の伸びは、この時期に国内で本

格的な進展をみた重化学工業化を反映したものといえる。とはいえ、その対外競争力は未

だ弱く、同製品の輸出は、　r満州」、朝鮮、台湾といった植民地。従属地域を主要市場と

するにとどまった。実際、当該地域への輸移出は、同製晶輸出総額の50～60％に達してい

たのである（51）。

　したがって、これらのいわゆる円圏地域を主要市場として、重化学工業晶の輸出が急激

に伸びたとしても、それは外貨を十分補填しうるものではなかった。また繊維製品輸出に

関しても、これまで外貨獲得産業の中心に位置し、日本の輸出を支えてきた生糸が30年代

にはいって著しい輸出不振に陥り、急激に外貨獲得力を減衰させ、対外均衡を達成するう

えで、その役割を大きく後退させたのは周知のとおりである。

　これに対して、上記の輸出中小工業は、当該期の輸出拡大において高い寄与率を示すと

ともに、日本の植民地1従属地域以外の第三市場へも広く輸出を伸ばし（52）、対外均衡あ

るいは貿易収支の観点からみて、きわめて重要な役割を担っていた。しかしそg反面で、

そうした同製品の輸出急増は、同じく大恐慌からの復興を課題とする各国市場において種

々の貿易・通商問題を惹起させ、それに対処する過程で業界の組織化が進展することにも

なったのである。

　このように、1930年代における中小工業製品の輸出急増と統制の進展と一は、密接な連関

を、ちっていた。そしてそのことは、輸出中小工業統制に関して、対外、対内両面において、

以下のような二重の意味を付与するものであったと考えることができる。

　まず対外的には、各国の輸出規制に直面するなかで、そうした規制拡大を回避する目的
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から、無秩序な輸出を自主的にチェックする必要があった。というのは、低価格を武器と

した輸出展開が“不当廉売”にあたるとして問題とされ、ダンピング課税などの対象とさ

れたからである。さらに過当競争を伴った価格の切り下げ、およびそれによる熾烈な販売

競争を統制することは、これを対内的観点からみれば、一方で経営の安定化につながると

ともに、他方では、＜製晶価格の切り下げ競争一歩労賃コストのさらなる切り下げ→下

請および労働条件の悪化＞という事態を回避する意味からも重要であった。

　要するに、30年代における輸出中小工業統制は、それにより同製晶の安定的かつ秩序あ

る輸出を確保することで、（1）対外均衡の観点から外貨獲得の戦略産業としての役割を維持

1確保させるとともに、（2）経営および雇用。労働条件の安定的維持1確保をはかるという

二重の歴史的意義を担うものであったといえる。言い換えれば、大恐慌からの回復による

社会体制の維持という統制政策の役割が、以上のように対外および対内両面にそれぞれ具

体化したものとみることができよう（59）。

　以上が、本稿で輸出中小工業統制’を分析する際の視点といえる。なお、それに加えて明

確にしておくべき点は、25年に制定された重要輸出品工業組合法による輸出振興政策と、

31年に成立した工業組合法による輸出統制との関連一両者はいかなる面で共通し、反対

に異なるのか一についてである。

　ちなみに前者の法は、関東大震災直後の1924年に生じた大幅な輸入超過問題を契機とし

て制定された（川。すなわちそれは、悪化した貿易収支を改善するために、主要な輸出晶

を対象に工業組合を設立させ、粗製乱造の取締りと晶質の向上をはかることで、輸出拡大

を意図したものであった。したがってそれは、対外均衡上の観点から貿易収支改善の一翼

を担うという意味で、（1）の目的をもつ工業組合法下の輸出統制と共通な側面をもつといえ

なくもない。しかしこの点のみをもって、ただちに両者は連続性をもち、したがって前者

は後者による組織化政策の“山発点”に位置すると評価するのは早計にすぎるであろう。

　まず、31年法が25年法の“改正”という形をとりらつも、実質的にはその性格を大きく

変質させるものであったことは、すでに指摘した。それに加えて、対外関係に注目した場

合、20年代と30年代とでは国際環境が大きく異なっていた点が重要であろう。改めて言う

までもなく、先進国が金本位制への復帰と自由貿易の拡大を追求した20年代に対して、30

年代は金本位制の崩壊が決定的となるなかで、各国が白国産業保護のため輸入制限措置を

とり、保護貿易。ブロック化へと大きく傾斜していった時期であった。

　したがって、工業組合制度を利用した輸出政策に関しても、両時代で相違が生じたのは
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当然であった。すなわち、当時、政策担当者白らがrわが国の輸出不振は、輸出品の価格

高よりもむしろ粗製晶の濫売に淵源する。したがって、両組合制度（工業組合と輸出組合）

は輸出増進上の根本対策である」（55）と指摘していたように、20年代の主要課題は、輸出

不振を価格競争力の強化というよりも、むしろ工業組合制度を利用した晶質管理の組織的

強化によって克服しようとする点にあった。

　これに対して30年代前半期は、単なる輸出振興を意図したものではなく、対日輸入制限

措置が各国で拡大する状況において、これまでの輸出水準をいかに維持するか、あるいは

自主規制により相手国の輸出制隈の拡充をいかに阻止するかという点に力点があった。つ

まり、輸出の“振興”から“防衛”的な目的へと変質したといえよう。そしてそれは、戦

時体制構築の一環として輸出入統制を行うに至る、30年代後半期以降とも質的に異なるも

のであった。

　ところで、横浜正金銀行『本邦の輸出組合』は、輸出組合の活動に関して、以下のよう

に時期区分している。まず第一期は、1925年の輸出組合法施行から31年の同法改正までが

該当し、それはr輸出不振の振興対箪として輸出組合の生誕したる時代」であった。これ

に対して、31～36年までの第二期は、「輸出躍進に伴ふ邦晶抑圧の防衛手段としての輸出

制隈遂行の為に組合の活動したる時代」として位置づけられている。さらに、37年9月の貿

易組合法制定以降の第三期には、統制の目的が、戦時体制遂行のための輸出入統細へと変

化したとしている（56）。

　そうした時期区分と組合の役割の変化は、単に輸出組合のみならず、それと密接に連携

していた工業組合による輸出統制をとらえるうえでも妥当するものと考えられる。またそ

れは、30年代前半期の統制が、それ以降の戦時期とは異なる意義を有していたことをも示

唆するものである。その意味で、上言己の指摘は、戦時期の経済統制との相違を重視する本

稿の視点を、輸出統制の側面から示しているともいえよう。

　以上のように、本稿では、30年代前半期における輸出統制が、20年代の輸出振興策ある

いは30年代後半期以降の戦時期とも異なる独自な意味をもっていたとする視点から、その

歴史的意義の一端を、輸出中小工業の統制にそくしつつ実証的に明らかにしようとするも

のである。
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5．日本経済の統制と植民地間題

　ところで、対外関係を視野にいれて経済統制の歴史的意義をとらえる場合、以上のよう

な輸出ないし輸出国の動向とならんで重要なのが、植民地経済の動向であった。というの

は、大恐慌下の深刻な農業不況により、それまで農業地域として位置づけられ、固定化さ

れてきた植民地経済が壊滅の危機に瀕し、それを打開する目的から新たな開発政策として

工業化戦略がとられるが、かかる工業化が本国の経済統制との間で問題を生じるに至るか

らである。

　そこで最後に、本稿では、統制研究の射程をさらに拡げて、本国の経済統制と植民地と

の関係について考察する。その場合、分析のうえで重要な点は、①大恐慌を契機として植

民地経済がどのような変質を被り、いかなる問題を抱えることになったのか、②かかる変

質および問題と植民地工業化とはいかなる関係にあるのか、③そしてなぜ工業化戦略が本

国の経済統制との間で問題を生じたのか、という点である。

　そこで、以上に関す1る本稿の認識を明確にするために、以下では植民地朝鮮に焦点をあ

てて、具体的に考察することにしたい。

　まずはじめに、1930年代以前における朝鮮開発の特徴をごく簡単に指摘するならば、そ

の重点は産米増殖計画と鉄道建設にあった（57）。すなわち、それまでの日本経済にとって

朝鮮は本国への安価な米供給基地として位置づけられており、その観点から以上の2つが

開発方針として重視されたといえる。

　したがって、こうした方針に規定されて、30年代初頭まで、朝鮮総督府の産業政策は、

ほとんど農業に限定されており、工業に対する積極的な工業化政策は存在しなかった。こ

の点は、例えば朝鮮の開発方針を検討する官民協議会として1921年に開催された産業調査

委員会の様子からもうかがうことができる。すなわち、同会においては工業に関する件は

ほとんど議論されず、「その会議の結論はどうかといふと、結局朝鮮は産米増殖、水利組

合を起さねばならなぬ。又鉄道を架けなければ朝鮮開発は出来ない、この二点が中心とな

ってゐて、工業問題は語られない有様」だったとされている（58）。

　さらに、20年代における総督府の工業化に対する消極姿勢を示すものとして、以下の指

卿辛興味深い。　r我々（京城商工会議所）は＜産米増殖も宜かろう、原始産物を増殖する

ことも非常に宜いが、総て農工併進で行かなかつたならば、国家の経済は発達しないぢゃ
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　ありませんか。何故産米増殖の資金だけ取つて来て、工業の振興する方法を講じて呉れま

　せんか＞といふことを下岡（政務総監）さんにお話したことがあったのです。」これに対

　して下岡は、　r内地の総ての会合或は内閣に於いて、朝鮮に工業を起さうとでも言はうも

　のなら、これには大反対が起るのだ。内地では今日でも工場があり乍ら、仕事を休んでを

　るのが沢山にある。だから朝鮮はそれらの工場に向って原料を送り、それを生産晶として

　更に朝鮮に送るといふ方針だ。だから朝鮮の工業に資金とか援助といふやうなことを話し

　ても、これは全く問題にならないのだ」（59）と答えたという。

　　以上からうかがえるように、。日本経済は、植民地朝鮮を自国への安価な米供給基地とす

　る方針にそって開発し、自己の体制内へと包摂してきた。そして第一次大戦以降、都市化

　や米騒動を契機として、木国における米の安定的供給の必要性が増大するにともなって、

　産米改良と増産政策が推進された（60）。その結果、朝鮮における米穀中心のモノ1カルチ

　ャーないし｛まモノ1エキスポート構造は、いっそう強化されることになったのである。

　　それでは、こうした植民地朝鮮の経済構造に対して、大恐慌はいかなる影響を及ぽすこ

　とになったといえるであろうか。本稿では、以下の点に特に注目することにしたい。

　　第一は、大不況下に、債務奴隷化に喘ぐ零細小作農と、小作地をもたずしかも離農しえ

　ないいわゆる土地無農民層とが大量に発生したことである。大恐慌を契機とした30年代前

　半期朝鮮における農民層分解に関しては、いくつかの研究が存在するが、以下では、朝鮮

　において最も地主的土地所有が進展していたとされる全羅北道の変化を実証的に分析した

　松本武祝氏の最近の研究成果（6’）によって、その特徴をとらえることにしよう。

　　まず30年代前半における農家戸数（指数）の変化をみた場合注目される点は、一方で白

　作および自小作農が減少したにもかかわらず、その他方で小作農家戸数はそれに見合う形

’　で増大することなくほぽ一定していたことである。また、農家総戸数に関しても、この時

　期、それまでの横這いから減少へと転じた。っまり以上の変化は、自作1自小作農が急減

　し小作農への転化がみられたが、それとともにそれにほぽ見合うだけ、あるいは農家総戸

　数が減少へと転じていることから、それ以上の数の小作農が農業経営をやめていったもの

　と推測することができる。

　　そこで問題は農業経営をやめた小作農の動向であるが、上述のように30年代以前の朝鮮

　は日本の米供給基地として、また工業製品消費地として位置付けられてきたことから、近

　代的工業の発展は抑制され、農外就業機会は極度に狭小であった。したがって、そうした

　小作農は農村外へと離農しがたく、経営地を持たぬ土地無し農民層として農村に大量に滞
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留することになったのである。

　なおその場合重要なのは、小作農が農外就業機会が狭小にもかかわらず経営小作地を放

棄せざるをえなかった理由である。その要因として、ここでは特に地主による小作地取上

げが、この時期増大していた点に注目する必要がある。この点に関して、先の松本氏の研

究によれぽ、恐慌下、小作経営が極度に窮遣し、地主に対する債務が累積する中で、かか

る債務累積を理由とした土地の取上げが増大したとされる。そしてその他方で、地主とし

ては、零細小作農からの取上げ地を相対的に高反収を実現できる1～2町歩層へと貸付け

ることで、農業不況下の収入減の回復をはかろうとした。

　実際、こうした動きを反映する形で、全羅北道では、20年代から30年代前半にかけて、

0．3町歩未満層が減少するのと対照的に、1～3町歩層が大きく増加した。しかしながら、以

上のような零細小作農の窮乏化と土地無農民層の著増といった状況は、朝鮮の農村経済さ

らにはそれを基盤とする植民地体制を著しく動揺させることになるのである。

　そこで第二として、30年代朝鮮における小作争議の動向に注目することにしたい。それ

は、およそ以下の特徴をもっていた（62）。まずなんと一いっても小作争議件数が、この時期

激増したことがあげられる。とりわけ33年になると前年のおよそ6倍以上へと激増し・．さら

に37年にピークを迎えるまで累積的に争議は増え続け、37年には33年の約16倍という規模

に達した。また朝鮮を13の道別にみた場合、争議が顕著に増大し始めた33年には、単に一

部の頻発地帯のみならず、はじめて朝鮮全域にわたって発生したことが注目される。

　さらに三つめとして重要なのが、争議内容の変化である。すなわち、争議を小作権に関

するもの、小作料に関するもの、その他といった原因別の構成比でみた場合、20年代後半

（27～29年計）には、それぞれ47．3％、50．0％、3．7％と、小作権、小作料争議がほぽ同じ

割合で生じていた。ところが争議が急増した33年以降（33～36年計）には、それぞれ78．3

％、18．8％、2．4％となり、小作権争議が圧倒的割合を示すに至ったのである。

　そして、　r小作権二関スル紛議ハ何レモ殆ンド地主側ノ所謂土地返還要求二基クモノニ

シテ111昭和七年迄ハー進一退ノ状態二在リシモ昭和八年以降躍進的二増加」（65）した

と『朝鮮小作年報』が指摘するように、先にみた地主による小作地取上げの増大が、かか

る争議の背景に存在したものと考えることができる。しかも、当時の農村では、一方で上

述のような要求を掲げつつ、同時に総督府による植民地統治からの解放＝民族解放を遺求

する、いわゆるr赤色農民組合運動」が展開され始めていた（64）。

　つまり以上のような事態は、植民地統治主体側からすれば、植民地体制からの解放を掲
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げた農民運動が、単なる政治的独立運動にとどまらず、大恐慌下における農民大衆の困窮

化。土地無し化という経済実態的な根拠を得て、朝鮮全域へと拡大しかねない危機を意味

していたといえる。したがって、総督府としては、民族解放要求に対抗しつつ揮民地体制

を維持するためには、単に政治的強圧的に農民運動を弾圧するのみならず、土地を失い食

えなくなった農民に対して経済的にも対処せざるを得なくなるのである。

　ところが第三として、そうした植民地経済の動揺に対して、これまで朝鮮が追求してき

た方式、すなわち産米増殖を政策的に支援して、本国への米供給を増大させるといったや

り方が、30年代に隈界に達する点が重要である。というのは、昭和恐慌を契機として、内

地の農民保護が本格化するにともない、本国における植民地米の移入規制が現実問題とな

ったからである。

　ところで、朝鮮で深刻な農業恐慌が発現したのは、30年10月に入ってからであった（65）。

未曾有の不況に内地。朝鮮を通じる空前の豊作が重なり、米の供給過剰が一挙に表面化し、

米価は29年から30年にかけてほぽ半分の水準へと暴落する。しかもこうした事態の下で、

朝鮮ではいわゆる窮迫販売が行われ、その結果、30年から3！年にかけて対日移出が急増し

た。移出量は翌32年には一時的に減少するが、33年以降再び増勢に転じ、34年には32年の

水準をうわまわる量を記録したのであった。

　こうした状況下において、本国の農業保護とりわけ米穀統制が本格化することになる。

そこで、30年代における本国の米価政策について、行論に必要な限りで概観しておきたい。

まず注目されるのが31年における米穀法の改正で、これによって外国産米の輸入規制がほ

ぽ完全に可能となった。とはいえ、この時点では、いまだ植民地米の移入は規制しえなか

った。

　そこで農林省は、33年以降、国内における米の供給過剰に関して、　「（その）主ナル原

因ガ朝鮮及台湾米ノ内地移入数量ガ年々躍進的二増加シマスコトニ在リ」（66）として、か

かる植民地米の移入規制に重点をおいた施策の実現を試みてゆく（67）。その第一が、34年

に成立した臨時米穀移入統制法であった。この法は、当初の案では植民地米の移入管理を

目的とするものであったが、植民地側の利害を重視する拓務省（68）との折衝の後、植民地

米の買い上げを規定するにとどまった。

　これに対して、36年に施行された米穀自治管理法は、米供給過剰時の超過分を、本国と

植民地とが一定の分配比率にしたがって各々貯蔵することで、米価の下落を防ごうとする

ものであった。その場合、かかる施策は、本国と植民地双方を対象とした過剰米対策であ
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りながら、実質上は後者の移入規制を主目的としていた点が重要である（69）。

　というのは、過剰米の分配比率をみた場合、内地35％、朝鮮43％、台湾22％という具合

に、植民地とりわけ朝鮮に相対的に高い貯蔵を義務付けることになっていたか戸である。

この結果、供給過剰が生じた際には、植民地米は一定の貯蔵という形で現地に封じられ、

本国への移出が大きく制限されることになったのである。

　さらに、以上のような一連の移入規制とともに、朝鮮では、34年5月にそれまで産業政策

の中心をなしてきた産米増殖計由の中止が決定された。それにともない、政府の同計画へ

の資金供給も急減し、新規事業の開始はほとんど皆無となったのである（70）。

　以上みられるように、20年代まで本国への米供給基地として重視されてきた植民地の位

置は、ここに大きな転換点を迎えることになった。つまり植民地経済は、た．とえその後景

気が一時的に回復したとしても、本国との関係から、以前と同様な経済構造の拡大路線を

持続し得えない事態に立ち入ったといえる。逆に日本にとってそれは、植民地経済を従来

どおり包摂し発展させられなくなったことを意味していたわけである。

　なお以上の農業保護策に加えて、大量失業の阻止を課題とする本国では、植民地米の移

入規制のみならず、朝鮮からの移住をも規制するに至った点に注目しなければならない。

すなわち、本国への渡航制限はすでに25年にも試みられていたが、その後渡航者は減少せ

ず・「内地在住朝鮮人に関する失業・各種犯罪・借家紛議等争般の社会問題は益々深刻化

し憂慮すべき状態を醸生し来りたるを以て内務拓務両省及本府（二朝鮮総督府）の三省合

議の上朝鮮人内地移住対策を樹立し昭和九年十月閣議に講議決定し愈々国策として」（川

実施することになったのである。

　その結果、朝鮮総督府によるr朝鮮人内地渡航帰還者職業別調」によれぱ、34年をピー

クに渡航者は減少し、その他方で朝鮮への帰還者は、それまでの7～9万人台から34年以降

は！1万人台へと顕著な増大をみせ、35年以降は帰還者超過となった。そうした本国への渡

航取締の強化は、　r必然的に朝、鮮人内地渡航帰還関係の各般に付内鮮両地に亘り各種摩擦

を生ずるの結果となり延て本渡航制限が朝鮮統治上にも紗からざる悪影響を与えつつあり」

（72）と、その当時指摘されたように、植民地体制’の安定をさらに制約するものであったの

である。

　以上要するに、植民地は、本国に依存する形で農民問題を処理できなくなったうえに、

本国への過剰人口の排出二移民も規制され、経済的に行き詰まるこ．とになった。本稿では、

以上のような植民地体制の行き詰まりを、日本本国の体制問題とは異なり、植民地自身が
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抱えるに至った固有の体制問題ととらえる。

　すなわち、大恐慌は、本国の経済体制とともに、植民地体制の危機をも惹起したが、そ

のことは前者の維持1安定とは別に後者の動揺に対処せざるをえないという固有の課題を

植民地の統治主体に対して提起するものであった。そして、こうした行き詰まりのなかで、

それを打開する新たな経済改革路線として30年代に重視されたのが工業化戦略であったと

するのが、本稿の基本視点をなす。

　とはいえその場合、植民地朝鮮では、すでに本国で一定の発達をみ、30年代に産業統制

が行われていた業種をも、工業化推進上の戦略産業として位置づけ保護育成したため、本

国と植民地との間で各々の体制安定のスタンスをめぐって対立が生じることになった。っ

まり、本国側よりすれば、植民地の工業化戦略は、国内の体制安定を課題とする経済統制

にいわば風穴をあけ、その効力を減衰させる性格のものであった。一方、植民地の側から

見た場合、本国の統制に植民地が服することは、体制安定上の主要戦略であった工業化が

制約されることを意味したのである。本稿の第皿部は、以上の問題を、大工業と中小工業

の双方に関して分析しようとするものである。

　ところで、本国の経済統制と植民地の工業化との対立に関しては、米穀管理をめぐる両

者の対立とともに、30年代当時、社会的に注目された問題であった。また研究史的にみて

も、かかる分析は、統制史研究と植民地経済史研究との結節点に位置する研究として重要

な意義をもっものといえる。しかしながら、本国の経済統制と植民地工業化との関連につ

いて、両者のスタンスの相違を基本視点にすえ、その実証分析を試みた研究は、少なくと

も管見の隈りでは存在しない状況にある。

　なおそうした研究状況の遅れは、植民地工業化に関する従来の分析視点白体の問題点に

も起因すると考えられる。ちなみにここで従来の分析視点と言う場合、大きく分けて以下

の2つを念頭に置いている。

　その！つは、日木経済史研究にみられるオーソドックスな視点として、いわゆる独占資

本の蓄積を植民地に拡大するための戦略として、工業化を位置づける見方である（73）。そ

の場合、こうした視角からは当然のこと下はあるが、本国政府と植民地総督府の双方は、

独占資本の利害の体現者として一体的にとらえられることになる。したがって、そもそも

呵考が上述のように体制安定のスタンスをめぐって対立するといった事実は・かかる視点

にたつ隈り積極的に問題とされることはなかったといえよう。

　さらにもう1つの視角は、近年の植民地経済史研究で新たに提起されている原始的蓄積
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論のスタンスから、30年代の工業化を第2次大戦後の経済発展に連なる“資本主義化の出

発点”と位置づけるものである（74）。ここからもある程度うかがえるように、かかる見解

の場合は、その主たる間題関心が植民地朝鮮における資本主義の形成過程の解明にあり、

そのことから“日木資本主義の論理’’とは異なる“植民地固有の論理’’を重視するところ

に特徴があっ1た（75）。

　その点で、上述のように“植民地固有の論理”を横極的には間題としえない第一の視点

の難点を免れ得るフレーム1ワークとなっているといえよう。しかしながら、その他方で、

かかる視点は、30年代という特定の時期に、しかもそれまでは農業地域として固定化され

てきた植民地において新たに生じた、その意味でまさに現代的な現象といえる植民地工業

化を、資本主義成立過程の分析という、きわめて一般的な枠組みの中へと押し込めて理解

することになっていた。

　したがって、このことから、　“植民地固有の論理”を重視するというきわめて重要な問

題提起も、せいぜい先進地域（：日本）とは型の異なる後進地域（＝朝鮮）の資本主義化

ないし一原始的蓄横の実証分析といった程度の意味しかもたないことになってしまう。つま

り、　“植民地固有の論理”の解明とは、　“植民地固有の原蓄の論理”の解明を意味すると

いうことになろう。

　実際、堀和生氏は、1930年代における朝鮮工業化分析の主要課題を、r朝鮮独自の本源

的蓄積の型を抽出すること」に置かれている。そして、その型の抽出によって、　「従来ほ

とんど無視されていた国という単位を構成していない社会における本源的蓄積に関して、

新しい研究の素材を提供することができるであろう」とされるのである（76）。

　かくして、原始的蓄積の視点に立った場合、本稿がこれまで注目してきたような論点一

すなわち、植民地が大恐慌を経た30年代という特定の時期に、なぜ本国経済の統制方針と

あえて対立するような独自の工業化を進めざるをえなかったのかというすぐれて現代的な

問題は、後進地域における資本主義成立過程の分析という主要な問題関心の下で、脇に追

いやられることになったのである。

　以上みられるように、従来の分析視点では、30年代の植民地にとって、何が体制的間題

であったのかを積極的に扱いえない枠組みとなっていた。そしてそのことが、これまでの

休邪状況の遅れの一因となっていたと考えられる。そうした反省に立って・木稿では・第

皿部において、①上述の体制維持論的アプローチを基本とし、②本国、植民地朝鮮の双方

が、大恐慌下に直面するなかで、それぞれ独自な課題を追求せざるをえなかったことに焦
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点をあて、③そのことが経済統制をめぐる両者の対立を生じるに至った過程を、実際の事

例に即しつつ具体的1実証的に明らかすることにしたい。

　ところで、以上みてきた植民地統治主体による問題解決は、30年代後半以降の戦時体制

への移行にともなって、しだいに本国自身の利益を優先する傾向を強めてゆく。これを日

本経済に即してみれば、日本本国、朝鮮・台湾、および満州を一体とする国防的な自給自

足経済の確立が追求される。ここにおいて植民地は、いわゆる“兵姑基地”として再編成

されてゆき、その過程で植民地経済は新たな方向を与えられる。すなわち、本国の総動員

体制の下で、これらの地域は、戦争遂行にとっての不足物資1労働力の収奪対象としての

性格を強めるのである。

　こうして、30年代に急進展をみせる植民地工業化も、戦時下に資源や労働力不足などの

制約条件によって停滞に入ることになり、改めて植民地での経済危機が深刻化する。そし

て結局、日本の敗戦・植民地独立という結末をむかえて、第二次大戦後は、大恐慌期に惹

起された二つの体制間題が、日本では福祉国家体制、朝鮮では独立国家による開発体制に

よってそれぞれ解決が求められてゆくのである。、その意味で、本稿第皿部の分析は、戦後

の展開を理解する歴史的煎提としても重要な研究史上の意義をもつものといえよう。
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【注：序章’】

（1）　なお、大恐慌を契機として、杜会体制の動揺。危機に対処する現代国家の新たな

　　役割に注目した先行研究としては、さしあたり降旗節雄編『現代資本主義論j1983

　　年、榎本正敏編r現代資本主義の基軸』1984年、小松聰rニューディールの経済体

　　制』1986年などをあげるととができる。

（2）　以上、野口悠紀雄『1940年代体制一’さらばr戦時経済」』1995年。

（3）　この点詳しくは、拙稿r戦後日一本経済と＜1940年体制＞論」、現代日本経済研究

　　会編r日本経済の現状』1996年版所収を参照されたい。

（4）　榊原英資r四○年体制諭批判」、　r週間東洋経済』1995年7月8日号。

（5）　NHK取材班他『「日本株式会杜」の昭和史』1995年、u～ユ3頁。括弧内引用者。

（6）　商工省臨時産業合理局統制委貝会（旧委貝会）『統制委貝会議事録』（内部資料）

　　　1930～31年。

（7）　例えぱ19ユ9年制定のドイツ「カリ経済の統制に関する法偉」など。通産省『商工

　　政策史』第11巻（産業統制）、1953年、58～60頁。

（8）　同上、44頁。

（9）　この点、原朗氏も、この時期の経済統制は、「戦時体制移行の準備としての性格

　　　よりもなお恐慌後の産業の回復にカ点を置いたものであった」　（原「戦後五○年と

　　　日本経済」、　r戦後五○年の史的検証』1995年所収、84頁）と指摘している。

（10）　もっとも近年では、本文で指摘したような視点とは異なり、筆者と同様、30年代

　　　前半期のなかで独白の意味を探ろうとする注目すべき研究も存在する。それらの詳

　　　細な検討は、第玉部　　　・にて改めて行うことにしたい。

（11）　例えぱ、古典的文献として、井上晴丸。宇佐見誠次郎『危機における日本資本主

　　　義の構造』19ら1年がその代表ということがで壱よう。また、経済法研究の観点から、

　　　この時期を戦時統制の前史と位置づけたものとしては、本間重紀「戦時経済統制法

　　　分析に関する予備作業」、東京大学r社会科学研究』第23巻3号、．1972年所収、およ

　　　び同氏r戦時経済法の研究（一）」、　r社会科学研究』第25巻6号、1974年所収がある。

（12）　後藤靖「昭和初年の中小工業政策の展開」、同氏編『日本帝国主銭の経済政策』

　　　1991年。引用は、同論文、262頁より。
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（13）

（14）

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

（23）

（24）

（25）

（26）

　安藤良雄「戦時経済統制の系譜」、同氏編『日本経済政策史論』下巻、1976年所

収（後に安藤r太平洋戦争の経済史的研究』1987年のr附論一」として再録、なお

以下での引用は初出より）および中村政則「国家独占資本主義の成立」　（同氏編

r戦争と国家独占資本主義』1979年）。

　安藤前掲「戦時経済統制の系譜」201～202頁。

　通産省『商工政策史』第11巻、1964年、26頁。

　防衛庁防衛研修所戦史室r陸軍軍需動員〈1〉』I967年、第2～3章を参照。

　加藤俊彦r軍部の経済統制思想」、東京大学社会科学研究所編r戦時日本経済』

！979年、所収、67～68頁。

　同上、109頁。さらに、同論文、68，87頁も参照されたい。

　安藤前掲r戦時経済統制の系譜」201頁。

　原朗「日本の戦時経済」、同氏編r日本の戦時経済』ユ995年、5頁。

　19世紀後半以降、世界経済における支配的生産力は軽工業から重化学工業へと移

行していたが、第一次大戦前のそれは＜鉄道一鉄鋼一石炭〉という連関を基軸とす

るものであり、これに対して戦後は、＜自動車一鉄鋼一石油1電力＞という連関を

基軸とする新たな生産力が支配的となるに至っていた。

　第一次大戦後、特に20年代アメリカにおける基軸産業の転換に関しては、塩見治

人他rアメリカ1ビッグビジネス成立史』1986年を、また、第一次大戦後の世界に

新たな重化学工業が登場したことに注目し、それを中心に戦間期の世界経済を論じ

たものとして、大島清編r世界経済論』1965年を参照されたい。

　以上のマクロデータに関しては、岡崎哲二r一九三○年代の日本における景気循

環と資本蓄積」、東京大学r社会科学研究』第39巻2号、I987年、2頁による。

　以上、拙稿r日本経済の発展過程と経済史観」、駒井洋編『杜会科学の非西欧的

パラダイム』1997年所収、240～242頁による二

　栗原源太r日本資本主義の二重構造』1989年、第1～3章、中村隆英r日本経済』

第3版、1993年、第3章などを参照されたい。またそれは、第二次大戦後の1955年以

降、60年代半ばにかけて再び問題となったことは、周知のとおりである。

　例えば尾高燈之助1中村隆英編r日本経済史’6　二重構造』工989年は、その代表的

研究成果ということができよう。

　橋本寿朗「巨大産業の興隆」、尾高・中村前掲r二重構造』所収、88～95頁。
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（27）　中村隆英r戦前期日本経済成長の分析』1971年、14～26頁。なお、ここでいう

　　　r近代産業」とは海外から移植された技術と制度に基づく産業を、これに対して

　　　r在来産業」とはr近代産業」以外の非農業部門として、中村氏により定義された

　　ものをそれぞれさす。

（28）　同上、20頁より。

（29）　以下、統計データに関しては、栗原源太r戦時経済と二重構造」、中央大学『経

　　済学論纂』第26巻5パ号、1985年、111～113頁による。

（30）　橋本寿朗r大恐慌期の日本資本主義』1984年、362頁。

（31）　大石嘉一郎r世界大恐慌と日本資本主義」、同氏編r日本帝国主義史2　世界大

　　恐慌期』1987年所収、32頁、ただし括弧内は原文。また関連して、r中小工業問題

　　は大恐慌下の日本資木主義において、失業＝労働問題または農業問題とともに、天

　　皇制国家が直面する政治問題であった」とする江口圭一氏の指摘も注目される（江

　　口「産業合理化と天皇制」、　『日本史研究』第51号所収、1960年、2頁）。

（32）　有澤廣巳r日本工業統制論』1937年、第1篇第1および3～4章。

（33）　小島精一r産業統制政策』1934年、第1および2篇。

（34）　橋本寿朗前掲『大恐慌期の日本資本主義』第5章、宮島英昭「昭和恐慌期のカルテ

　　ルと政府」　（原朗編r近代日本の経済と政治』1984年）、丁振聲r重要産業統制法

　　下における石炭独占組織の市場統制政策」　（『社会経済史学』第59巻4号、1993年）、

　　平沢「昭和恐慌下における重要産業統制法の運用に関する一考察」　（『歴史学研究』

　　第619号、1991年）などをあげることができる。

（35）　近年の研究として、綿織物業では阿部武司r日本における産地綿織物業の展開』

　　！989年、第5章が、陶磁器業では白木沢旭児r一九三○年代の統制経済と中小工業」、

　　　r日本史研究』第331号、1990年所収が注目される。

（37）　例えば、史学会編r史学雑誌一一回顧と展塑』第106編第5号、1997年では、筆者

　　の研究（r1930年代前半期における輸出向け電球工業と統制問題」、　r日本史研究』

　　第401号、1996年）に言及する形で、　r重要産業統制法下における大工業統制に比べ

　　　て工業組合法下での中小工業統制の研究はまだまだ不足しているが、同論文からは

　　　中小企業分野の組織化の同時代的な意義の大きさと、他業種をも含めた事例分析豊

　　　富化の急務を痛感させられた」と指摘されている（同書、173頁）。

（38）　なお、多元的利害を調整する点に現代国家の特徴をみるうえでも、こうした実証
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（39）

（40）

（41）

（42）

（43）

（44）

（45）

（46）

（47）

（48）

（49）

（50）

（51）

（52）

（53）

（54）

（55）

分析は、重要な意味を持っているといえよう。

　商工省工務局「＜重要輸出晶工業組合法ノ改正＞に関する資料」1930年3月、通産

省『商工政策史』第12巻、ユ963年、81頁所収。

　同上。

　由井常彦r中小企業政策の史的研究』1964年、219頁。ただし傍点は原文のまま。

　以下の事実関係につい亡は、前掲『商工政策史』第12巻、146～172頁による。

　由井前掲r中小企業政策の史的研究』163頁。

　重産法の強制権発動は、第皿部で検討対象とするセメントエ業のみであった。

　また「国内向け生産の担い手が同時に輸出品生産を手がけることは少ない」と指

摘されるように、たとえ同一品種であっても市場別に国内向けと輸出向けの生産部

門が並存し、両者は分業構造を形成する場合がみられた。竹内常善r諸階層とその

動向」、杜会経済史学会編『一九三○年代の日本経済』1982年所収、230頁。

　高橋亀吉r現代中小商工業論』1936年、280頁。

　由井前掲r中小企業政策の史的研究』238頁。

　商工省工務局前掲r＜重要輸出晶工業組合法ノ改正＞に関する資料」より。

　由井前掲r中小企業政策の史的展開』236頁、藤田貞一郎r工業組合の機能とその

変質」、　『追手門経済論集』第27巻1号、ヱ992年所収、149頁。

　以上、由井前掲『中小企業政策の史的展開』299頁。また同書、310頁注7～8も参

照されたい。

　伊藤正直r対外経済関係」、前掲『一九三○年代の日本経済』所収による。

　白木沢旭児r戦前中小工業と世界市場」、　r市場史研究』第12号、1993年所収、

49～53頁。

　このようにみてくると、1930年代の体制維持にとっての主な目標は、大恐慌から

の産業復興、’失業大量化の抑制、対外均衡の達成にあったと要約できる。ちなみに

“失業と入超”に悩んだ第二次大戦直後も、産業復興（経済成長）、完全雇用、経

済白立（入超の克服）が体制の安定的維持にとって主要な課題であったことが想起

される。

　前掲r商工政策史』第12巻、52頁。

　1925年の衆議院本会議における高橘是清商工大臣の答弁。括弧内は引用者による。

前掲r商工政策史』第12巻、54頁より。
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（56）　横浜正金銀行r本邦の輸出組合』1939年、13～14頁、傍点は引用者による。

（57）　金子文夫r一九二○年代における朝鮮産業政策の形成」、原朗編『近代日本の経

　　済と政治』1986年、1．95頁。以下、20年代の朝鮮開発の基本方針に関しては、同論文

　　に多くを負っている。

（58）　以上、京城商工会議所r京城商工会議所二十五年史』1941年、第3部、53頁。

（59）　同上、87頁、括弧内引用者。

（60）　i920年代のいわゆる産米増殖政策に関して詳しくは、河合和男『朝鮮における産

　　米増殖計画』1986年を参照されたい。

（61）　松本武祝「朝鮮1全羅北道農業の構造変化一昭和恐慌期を中心に一」、『日

　　本史研究』298号、1987年、および同氏r一九二○。三○年代の朝鮮農業構造」、中

　　村哲編『朝鮮近代の歴史像』1988年所収。

（62）　以下、小作争議に関する統計数値は、朝鮮総督府農林局『朝鮮小作年報』第2輯、

　　1938年、および同r朝鮮農地年報』第1輯、1940年による。

（63）　前掲『朝鮮小作年報』第2輯、29～30頁。

（64）　梶村秀樹「朝鮮の社会状況と民族解放闘争」、　r岩波講座1世界歴史』第27巻、

　　1971年所収、258頁。

（65）　金子文夫r資本輸出と植民地」、大石嘉一郎編r日本帝国主義史』第2巻、1987年、一

　　334頁。

（66）　r米穀対策調査会二於ケル米穀局長説明要旨」1934年より。ただし引用は、大豆

　　生田稔r1930年代における食糧政策の展開」、r域西経済学会誌』第20巻2号、198

　　4年から行った。また括弧内は平沢による。

（67）　以下、植民地米に対する本国の移入規制策の展開に関しては、主として大豆生田

　　前掲「1930年代における食糧政策の展開」およぴ同『近代日本の食糧政策』ユ993年、

　　第5章、大内力編r農業史』1960年、227～228頁などによる。

（68）　当時の拓務省のスタンスは、以下の指摘からうかがうことができる。　「北島（拓

　　務省殖産局長）にすれば、外地の利害を犠牲にし、度外視した行政は帝国行政の大

　　本ではない。〕・朝鮮1台湾。満州を無視しては行政もない一この原理に基づ

　　　いて、外坤米の輸入制限問題でさんざんに反対をつづけた」。以上、荷見安記念事

　　業会編『荷見安伝』1967年、174頁より。括弧内引用者。

（69）　この点、本法立案の中心人物であった荷見安は、それがr主として朝鮮米及台湾
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　　米の内地移入の急激なる増加に因つて生ずる米穀の供給過剰を調節する為には必要

　　且つ適当なる方策である」と強調している。荷見『米穀経済論』1937年、376頁。

（70）　大豆生田煎掲「1930年代における食糧政策の展開」62頁。

（71）～（72）　朝鮮総督府警保局編r最近に於ける朝鮮治安状況一一昭和八年1＋三年』

　　　3ユ4～321頁より。なお引用は復刻版（1966年）より、また括弧内は引用者による。

（73）　例えば、小林英夫r1930年代朝鮮＜工業化〉政策の展開癌程」、朝鮮史研究会編

　　　r朝鮮杜会の歴史的発展』1967年所収、同氏r　r大東亜共栄圏」の形成と崩壊』19

　　75年、朴慶植r日本帝国主義の朝鮮支配』下巻、1973年などが、こうした視点にた

　　つ研究といえよう。

（74）　例えば、中村哲『近代世界吏像の再構成』1991年、堀和生『朝鮮工業化の史的分

　　析』1995年などが、それた該当する。

（75）　この点、例えば、堀和生r1930年代朝鮮工業化の再生産条件」、中村哲他編『朝

　　鮮近代の経済構造』1990年、269～270頁を参照されたい。

（76）　以上、堀前掲『朝鮮工業化の史的分析』5～6頁より。
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第1章　重要産業統制法の成立とその歴史的意義

はじめに

　序論でも指摘したように、本稿第I部では、日本経済が大恐慌を契機として“管理と統

制の時代”へと移行する30年代初頭に登場し、工業組合法とともに以後、主要産業とりわ

け大工業分野における組織化を規定することになった重要産業統制法の成立（第1章）な

らびに運用過程（第2章）に着目する。そしてその両側面から、本法にもとづく大工業統

制の歴史的意義を実証的に考察しようとするものである。

　ところでかつての日本経済史においては、同法による経済統制の意義を、「独占資本の

ためのカルテル的統制を一層強化したものであ」り、r他面、それは、中小資本への犠牲

を一層強いるもの」（’）とする理解が支配的であった。そしてこうした認識は、今日でもし

ばしばみることができる。例えば「日本経済の足どりを、〈国家と経済〉の枠組み、すなわ

ち経済政策史に焦点を当てつつ、叙述することを目標」とした一その意味では政府と産

業・企業との関係に焦点をあてる本稿と同様の問題関心を共有するものといえる一山本

義彦編r近代日本経済史』でも、同法の意義を“独占資本による支配力強化”にあるとし

て、以下のように指摘している。

r同法は、独占資本によるカルテル支配体制を法的に強化せんとするもので、文字通り

〈カルテル奨励立法〉ということができる。同法はカルテル形成を促進して独占利潤を

保証していただけでなく、これ以降顕著に進展する大合同1トラストの形成にも一役

演じたであろうことも十分掩測できる。」（2）

　とはいえ研究史上、重要産業統制法の成立過程にまで立ち入って、その歴史的意義を検

討した研究は意外と少ない（3）。具体的には、以上のような“独占資本による支配力強化”

説と同様の視角にたち、さらに具体的な事実の評価にまでおりてそれを発展しようとした

高瀬雅男氏の研究（4）と、そうした見解とは異なる視角を提示し統制法の再評価を試みた宮

島英昭氏の研究（5）とがわずかに存在するといった状況といえよう。

　．なおその場合、前者が上述のように「独占資本」の意向を体現したものとして統制法を

とらえるのに対して、後者の宮島説では、　r財界」の意向と必ずしも一体的ではなかった
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当時の商工官僚の政策理念とその自葎性に着目した点に大きな特徴がある。そして、大恐

慌以前からすでに商工官僚が構想していた“カルテル指導による産業合理化”という理念

を現実化する過程として、本法の制定過程をとらえるのが宮島説といえよう。したがって

氏の場合、同法は“独占資本による支配体制の強化”とは異なり、むしろ当時の商工官僚

による合理化の促進にこそ、その歴史的意義があるとされるのである。

　これに対して本章は、上述の体制維持論的アプローチの観点から、これらの見解とは異

なる意義付けを試みようとするものである。すなわち、大手企業がリードする「財界」の

意向と、統制法の政策課睡とが必ずしも一体的ではなかったとする宮島氏が提起した視点

は重要なものとして継承すべきではあるが、本法の本質は恐慌以前から構想された合理化

の促進にあったのではないと考える。より正確に言えば、統制法の成立過程で、そうした

恐慌以前の構想1路線は、恐慌対策を基本としたものへと軌道修正を遣られることになっ

たと考えられる。ちなみに30年代の縞三綾統制の分析に際して阿部武司氏は、r戦間期の

商工政策を論ずる際、商工官僚の開明性を過度に強調することは危険と思われる」（6）と指

摘されているが、それは重要産業統制法の分析においても妥当するといえよう。

　むしろ本稿は、未曾有の恐慌下にあって、単に業界をリードする主要大企業の意向にと

どまらず、不況抵抗力の弱いしたがって大不況の影響をより深刻に受け倒壊の危機に陥り

やすい中小企業、さらには労働者1農民の救済をも重視せざるをえなかったという、恐慌

対策的側面を基本とする。そして、そうした現実の体制問題に規定されて、体制維持のた

めには「財界」をリードする主要大企業の利害にそった措置では十分に対処できないとい

う限界から、それとは異なった内容をもつ新たな統制法が制定されるに至ったとするのが

本章の視点をなす。

　ところですぐ後で具体的に検討するように、重産法が成立するにあたっては、（1）まず政

府原案（吉野案）がまとめられ、（2）続いてそれを修正する形で産業界より新たな案（長岡

案）が提出され、（3）さらに以上をふまえる形で法律が制定されるという過程をたどった。

そこで第1章第1～2飾では、統制法の成立過程で登場した2つの法案をとりあげ、それ

らと実際に制定された統制法とを対比しつつ、その基本的性格を明らかドする。さらにそ

れを踏まえて第3節では、上記先行研究の批判的検討も含めて、統制法成立の歴史的意義

牽二考察することにしたい。
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第1節　重要産業統制法の成立過程

1．政府原案登場に至る経緯

　金解禁で知られる浜口雄幸内閣の下で、産業統制の審議が本格化するのは、世界恐慌が

勃発した直後のことであった。すなわち、1930年1月20日に内閣諮問機関として臨時産業

審議会が設立され、r時局に鑑み我が経済界立直しの為企業の統制を必要とする産業並に

其統制の方策如何」（7）との諮問を受けて同審議会諮問第一号特別委員会が発足したのを出

発点とする。

　そこで表1－1は、臨時産業審議会諮問第一号特別委員会での審議経過を概観したもの

である。ここにみられるように、第2回から第7回までは、中小工業分野の方策が重視さ

れ、それが専ら審議の対象となった。その背景には、浜口内閣の主要課題であった金解禁

の断行にともなって、同分野における痛手がまず懸念されたという事情がある。それとと

もに次第に大恐慌の影響が顕在化し、例えば1930年5月、第58議会貴族院議会ではr中小産

業者並失業者救済二関スル建議」（8）が採択され、浜口内閣は中小工業および失業者の救済

を、当面の緊急課題として強く追られることになっていたのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ
　かくして、第一号特別委員会では、「企業統制1111圃1二関スル具体的方策ハ頻ル多企二

亘ルベシト難我産業界ノ現状二鑑ミ中小工業ノ統制並二其金融改善二付テハ此際最モ考慮

スル要アルベシ」（9）との認識に立ち、そのためには、「輸出晶タルト内地向工業晶タルトヲ

！問ハスー般重要工業品二対シ企業ノ統制ラ図ルヲ適当トス」（川との答申を行った。つま

り、輸出向け中小工業を対象としていた従来の重要輸出晶工業組合法を改正し、工業組合

制度の適用を国内向けにまで拡大して対処することが、当該分野にとって必要な施策とし

て答申されるに至ったわけである。

　続いて特別委貝会では、大工業分野に関する審議が行われた。しかし前掲表1－1にみ

られるように、それは以前よりその整理が問題とされ、しかも恐慌の影響によって業績の

悪化が深刻化した一部の業種（造船、鉄鋼）の救済＝合同策について論じたにとどまった。

しかも、それすら現実化の機運には至らなかったのである。つまり、　r少なくとも1930年

中頃までは、官僚1政府の双方にとって大工業に対する統制を法律で促進1助成するとい

33



表1－1 臨時産業審議会諮問第一号特別委員I会審議経過の概要

　　　　　　　　　　　　　　　（1930年）

2月13日

2月19日

2月27日

3月6日

4月24日

5月29日

ブ月18日

10月2日

！0月16日

’第1回

第2回

第3回

第4回

第8回

第9回

第16回

第17回

第18回

開会

中小企業者に意見聴取［セルロイド玩具］

　　　　同上　　　　［刷子，機業，莫大小］

　　　　向上　　　　［毛布敷布茅漆器、メリヤス］

中小工業統制に関する答申案提出

①「差当リ企業統制ノ必要ヲ認メラノレ・産業」の資料提出

②造船業合同案の審議開始

造船業合同答申案の提出

鉄鋼業の合同案の審議開始

鉄鋼業合同答申案の提出
　　　　（閉会）．

《資料）臨時産業審議会諮問第一号特別委員会ダ諮問第一号特別委員会議録』（1930年）

　　　より作成
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う方向は、いまだ表舞台にすえられた政策になっていなかった」（川と指摘される状況に

あったということができよう。

　ところがこれに対して、30年半ばをすぎ、昭和恐慌の影響がいよいよ産薬全般へと波及

して深刻化の様相を呈するに至ると、事態は新たな展開を迎えることになった。つまり、

産業分野の大小を問わず、産業全般を対象とした統制法制定の動きが、現実化の方向をと

り出したのである。

　なおそうした立法化への動きに関して注目されるのが、大工業分野の過燐酸肥料工業で

顕在化した統制問題であった（川。斯業では、すでに1900年代から大日本人造肥料を中心

としたカルテルを形成していたが、その他方で住友肥料、多木製肥といった有力企業（両

者の販売額シヱアの合計は20年代に約2割をしめていた）がアウトサイダーとして存在し

た。そうしたことから未曾有の恐慌に直面した際、カルテルの市場規制力はきわめて弱く、

製品価格は急落して各杜はきわめて深刻な状況に陥ったのである。

　いわば「産業の自治」のみによる事態の収拾が困難な状況のなかで、カルテル加盟各社

はその対策を政府に求め、30年9月過燐酸肥料工業改善委員会が設置されるに至る。その

場合、本稿の考察にとって重要なのは以下の点であろう。

　まず第一は、カルテル加盟各杜が、大工業分野においてもアウトサイダーの行動を規制

しうる新たな法律の制定を政府に要請したことである。しかしながら、斯業の状況は、新

たな統制法の制定をまつほどの余裕がないほど深刻であり、早急の対策を必要とした。そ

こで30年11月、政府は、斯業に対してアウトサイダーの行動規制を有する重要輸出晶工業

組合法を適用することで、現実的に対処したのである。

　とはいえ第二として、そうした措置は、次のような問題を内包するものであった。すな

わち、過燐酸肥料工業は輸出比率が1％前後ときわめて低く、輸出向け工業に属する産業

とはいいがたかった。したがって、輸出向け中小工業製晶のしかも粗製濫造規制を主目的

とした組合法を適用して対処することは、同法の本来的な主旨からの大きな逸脱を意味し

ていたのである。

　かくして以上の問題は、政府に対して、①輸出向けか国内向けかに関係なく、②また中

小工業分野のみならず大工業分野をも対象とし、③しかも単なる輸出晶の粗製濫造規制に

とどまらず、むしろ恐慌への対処を主要目的とした新たな法の制定を迫る、きわめて重要

な契機となったとみることができる。そしてこうした状況の下で、実際に新たな法の制定

を担ったのが、商工省臨時産業合理局内に設置された統制委貝会であった。
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　表1－2は、同委員会における審議経過を示したものである。委貝会は当初、上述の臨

時産業審議会の中小工業分野の統制に関する答申を受け、　「吾国企業統制二関シ制定若ク

ハ改正ヲ要スヘキ法制」（川の審議を主要目的とした。ところが恐慌の深刻化を背景に、

さらに具体的には上述の過燐酸肥料工業の統制を契機として、当初意図していた中小工業

分野とともに、大工業分野をも対象とした統制法の制定に着手するに至ったのである。こ

うした経緯から最初に登場したのが、第6回委員会で商工省工務局長吉野信次から提出さ

れた政府原案であった（川。

2．政府原案（吉野案）の特徴

　この案は、これまでの重要輸出工業組合法が、適用業種を指定したうえでその業界に工

業組合を設立させ、必要に応じてその組合事業への服従を非組合員にも強制しうるとして

いた点に着目したものである。そしてこの統制方法を、広く産業全般における過当競争の

規制へと利用しようとした点に特徴があった。

　すなわち本案は、まず第一に、国内市場を対象とする中小工業分野にも新たに工業組合

を結成させ、非組合員の市場撹乱を規制することで組合による統制機能を高め、大恐慌に

対処するという点を基本的枠組みとしていた。

　さらに第二として、同委貝会においてr本改正案ハ積極的二之ヲ明確ニセントスル」

（一5）とされたように、カルテル協約そのものも同法の対象とすることを新たに明示しよう

とした。つまりそれによって、工業組合法改正の枠内で、同時に白主的にカルテルを結ぶ

ことのできる大工業分野の統制も行おうとするものであったといえる。

　この点、吉野自身がr統制法ヲ別箇ノモノトスルトキハ種々ノ議論ヲ生ズベキモエ業組

合法中二規定スレバ目立タズ」（川と説明したように、不況が深刻化するなかで大工業分

野をも含めた諸産業の救済に速やかに対処する必要から、法改正といういわば穏当な手段

がとられたのである。

　第三として、これまでの工業組合法とは異なり、大工業分野をも対象に組み込んだこと

により、同法による統制の強化がカルテルによる独占行為に利用されないための措置が必

要となる。そこでそれを、いわゆる公益規定として新たに設定することになったのである。

（1）工業組合法改正とカルテル助成規定
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表1－2 商工省臨時産業合理局統制委員会（旧委員会）における

審議経過の概要

（1930年）

10月3日

10月13日

10月20日

10月27日

ユ1月4日

11月11日

11月20日

11月24日

12月2日

12月9日

12月16日

第1回　俵商工大臣挨拶

第2回　調査項目について審議

　　　　　一企業統制に必要な資料の整備

第3回　過燐酸肥料改善委員会の経過聴取
　　　　　a）工業組合法によって統制を行う方針
　　　　　b）大工業ながら本法による統制の間題点の浮上

第4回「差当り企業統制ノ必要ヲ認メル・産業」について主任官（吉

　　　　野委員）より説明

第5回　造船業改善委員会経過聴取

第6回　（1）吉野委員提出「企業統詣リニ関スル立法要綱」（＝吉野案）にっ、

　　　　　いて審議
　　　　12）縞リン統制について東洋紡績の困却が指摘される

第7回（1）吉野案について逐条審議，一部修正可決
　　　　（2）「重要工業」の具体的定義について

第8回　（1）吉野案について審議（新企業の参入制限など）

　　　　12）山室宗文・長岡徳治両委員提出「重要輸出品工業組合法改

　　　　正案要綱試案」，「金融。敗政措置二関スル時限立法案」，「企

　　　　業ノ整理，合同及統制協定二関スル臨時法律案要綱試案」（二

　　　　長岡案）についての審議

第9回　以上の検討をまとめて幹事より「企業ノ統制二関スル法律ノ
　　　　制定」，「国税及地方税ノ免除」，「工業組合法ノ制定」提案，

　　　　審議

第10回　（1）再び前回の検討をふまえて幹事より「企業ノ統制二関スル

　　　　　法制要綱案」提出，審議
　　　　（2ト部修正のうえ「企業ノ統制二関スル法制に就テノ決定」

　　　　　とし，これを統制委員会決議として公表

第11回　（1）渡辺委員より日本商工会議所において調査した「我国重要

　　　　　産業ノ現状」中，鉄鋼・セメント。硫安について説明あり
　　　　（2）岸幹事ドイツ産業合理化に関し帰朝報告

（1931年）

（1月20日

2月17日

5月26日

商工省案として重要産業統制法の成案を得る）

第12回’「企業ノ統制二関スル法律」要綱にもとづく’各省との交渉結果

　　　　を報告

　　　　　a）司法省から憲法違反の疑義の指摘あり

　　　　　b）農林省より肥料業の統制に関しては同省との共同所管
　　　　　　　としてほしい旨，要請あり

第13回　（1）重産法の運用に伴う新委員会設置と，本委員会の解散を決

　　　　　定
　　　　（2）重産法で届出すべき統制協定の種類について審議

　　　　　　　　　　　　　　　　　（解散）

（資料》商工省臨時産業合理局統制委員会（旧委員会）『統制委員会議事録』により作成
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　以上みられるように、本案の中核はカルテル助成策にあった。なおその場合、特に注目

すべき点は、本案が工業組合制度による統制方法を基本的枠組として構成されていたとい

うことである。というのは、このことが、後に「工業組合法ハ企業ノ内部二迄立入ツテ＜

コスト＞ヲ低減セシムルトイフ点迄干渉セントスルモノデアル」（17）と当局者が言及して

いるように、政府に対してかなり立入った介入権限を与える根拠となったからである。そ

こでこの点を、以下では具体的にみてゆこう。

　まず第一に指摘すべき点は、本案の組合設立に関する強制権限である。すなわち、中小

工業分野では、元来企業数も多く、自力による組織化が困難な業種が多かった。さらに恐

慌下、大工業分野においてさえも統制力が減衰している状況のなか、中小工業分野の組織

化はきわめて難しい状況にあっ走ことは先にみたとおりである。したがって政府としても、

不況圧力に対して早急に工業組合の成立を実現させ組織力の向上をはかる必要があった。

　このことから本案では、業界が白主的に統制組織＝組合を設立しえない場合には、その

設立を政府が強制しうるとする条項を設定していた。さらに単に設立のみ強制し、後は放

置しておくというのではなく、設立を強制するに際して「例ヘバ商工省ガ定款ヲ作レバソ

レガ其ノ儀協定トナル様ニセザルベカラズ」（’8）とされた。っまり、協定内容がまとまら

ない場合には、政府が協定の強制までなしうると考えられてい走のである。

　第二点として、工業組合制度による組織化を基本的枠組みとしていたことは、統制機関

の運営方法にも重要な影響を与えることになっていた。すなわち、組合運営における議決

権を、企業規模にかかわらず加盟者各々一票とし、その多数決で決めるということである。

いうまでもなく、一業種に多数の企業が存在し、しかも企業間に際立った規模格差がない

場合、それらにいちいちウエイトを付けることは、実際上きわめて困難である。したがっ

て、これまでの工組法でも、組合の議決権等は原則として各々一票とするといういわゆる

“貝数（平等）主義”が採られていた。

　この点、商工省の内部資料によれば、　「現行法（重要輸出晶工業組合法）ハ原則トシテ

組合貝ハ各一個ノ議決権ヲ有ス」く川とされているところから、その実態がうかがえる。

またこの重要輸出品工業組合法は、後述のように工業組合法へと改正されるが、その組合

議決権に関して、当時、以下のように指摘されていた。

「組合員は必ず出資一口以上を有しなければならぬ。而も各員の出資口数には制限あり
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原則として最高五十口を隈度とする。是れ工業組合が中小工業者の団体たることを旅

印とせる建前上当然の結果であり、大資本が工業組合内に入り込み独占的勢力を振ふ

を予め防止して居るのである。国1“11此の点に関し工業組合法は議決権は原則として

〈一人一票〉てふ平等主義に依ると言ふ建前を取つて居る。而して例外的に＜議決権総数

ノ十分ノ三ヲ超エザル範囲内二於テ出資口数二応ジニ箇以上ノ議決権ヲ有スルコトヲ

得〉として居る。此の点株式会杜制度に於けると対蹴的コントラストを為し、産業組合

制度に於けると全然共通である。即ち工業組合に於ては〈資本〉よりも〈組合員〉が（換

言すれば〈物〉よりも〈人〉）が重く見られて居る点に於て杜会政策的色彩が濃厚である。」

（20）

　こうしたことから吉野案でも、やはりこの原則が踏襲されることになっていたというこ

とができる。さらに第三として、こうした統制方法を大工業分野のカルテル統制の際にも

利用するというのが本案の特徴だったことに改めて注目する必要があろう。

　すなわち本案では、大工業分野といえども、カルテル形成を指向しながら未だ成立の実

現しえない業種、あるいは運営方法および協定内容をめぐってカルテル内が紛糾し、かわ

って新たな協定の形成が指向されつつもそれが反対者によって容易に実現しない業種等の

場合には、上述のように政府がカルテルの形成を強制し、その協定内容の決定に介入する

ことで組織化をはかる。また、すでに協定が成立しているにもかかわらず非加盟者がカル

テルの規制力を弱化させるという事態が生じた場合には、協定への服従を強制するという

かたちで、政府は大工業分野の統制をも推進しうるとされていたのである（川。

（2）公益規定の採用

　さて、以上の規定とならぶ本案のポイントは公益規定の採用にあった。すなわち、この

規定は、政府原案の段階に至づて初めて登場してきた規定であったのである。この点、商

工省自身も、重要輸出品工業組合法から新統制法へ変わる時点での当規定導入の重要性を、

以下のように説明している。

「新工業組合法ガ特二生産並販売二関スル協定ヲ組合事業トシテ重視シ、而モ此種ノ協

定ガ動モスレバ独占価格ノ形成二依リテ社会公衆ノ利益ヲ害スルコトナキヲ保シ難キ
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ヲ以テ、主務官庁ガ之二関スル取締二任ズルコトハ当然ナリトス」（22）

　みられるように、本案で初めてかかる規定が採用された根拠は、　“新工業組合法”が大

工業分野の統制も同時に目的としていたからであった。この点、輸出中小工業分野を対象

とするかつての法では、それが及ぽす独占の弊害はほとんど問題ではなかった。ところが

大工業分野をも対象とし、したがって“生産並販売二関スル協定ヲ組合事業トシテ重視”

する本法案では、事情は全く異なる。

　っまり上述のカルテル助成は、適用産業。企業によって独占行為に利用される余地を与

えることになる。したがって、そのような行為が消費者である労働者。農民あるいは関連

中小工業分野を圧迫することになれば、本来、体制安定を意図する統制策が、逆に体制不

安を増幅させかねないという重大問題を内包していた。このことから、政府にとっては、

カルテル助成をはかる他方で、その監視規定を採用することは必要不可欠であったといえ

よう。

　とはいえ、以上を柱として構成された政府原案は、「財界」にとって承認しがたい問題

点を内包することになっていた。そこで産業。企業サイドとしては、一方で政府の介入を

要請しつつも、他方ではそうした問題を回避しつつ政府の介入権限を必要最小限にとどめ

るための修正案を提起するにことになる。次項にてそれを検討することにしたい。

3．　「財界」修正案（長岡案）の登場とその特徴

　政府原案提出後、1930年1ユ月18日、三菱では、　「吉野案ハ三菱各社事業二重大ナル関係

ヲ有スルヲ以テ本案二対シ各社事業ノ立場ヨリ利害得失ヲ考究シ意見ヲ交換スルヲ適当ト

認メ」（川、資料課評議員会が臨時に開催された。そして、r各評議員ノ意見ヲ参酌」し

たうえで、先の第8回統制委員会に提出された案が長岡案であった（前掲表2」2参照）

（24）。

　すなわち長岡案とは、先の政府案に対して、r財界」をリードする大手企業の立場から

一定の修正を要求した案と位置付けることができる。そこで以下では、本案が先の政府案

のどの点を問題と考え、いかに修正を試みたかを検討することにしたい。

（1）修正案登場の背景＝工業組合法からの分離
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　前項で検討したように政府原案は、これまでの工業組合法の対象を拡げ、同じ組合法で

大工業分野の統制をも行なおうというものであった。これに対して本案は、このことから

生じる不利益を排除するため、大工業分野をそれとは独立の法により統制すべきことを主

張したものである。そこで統制委員会における、長岡自身による対象別統制法制定の理由

をもとにこの点を検討しよう。それは以下の三点にまとめることができる（25）。

（a）中小工業分野においては、工業組合の設立、およびその組合が果す共同施設機能

　による統制策は必要であり、組合法はr其ノマ＼二存置スル」べきである。

（b）とはいえ「工業組合法ノ任務トカルテル的任務トヲー法二纏メ置キ将来全テノ組

　合ヲシテ同時二統制ヲ考ヘシムルハ適当二非ズト母考シタル」。したがって、工業

　組合とカルテルとは別々の法によって統制すべきである。

（C）さらに後者のカルテル統制の内容は「工業組合法トシテ規定シ得ルヨリー層強ク

　規定スル必要ガ各間題毎二生ズ、依ツテ別個ノ法トシテ相当徹底シタルモノト」す

　べきである。

　以上を、これまでの検討を念頭において考えるならば、次のように理解することができ

よう。すなわち恐慌下、長岡自身が指摘するようにr本邦産業界ノ極端ナル競争ノ結果殆

ト自殺的無統制ナル現今ノ状勢」（26）では、大工業分野といえども不況克服のためrカル

テル的任務ノ助長」をはかる「強行法」を必要とした。したがって「財界」側も、従来の

“産業の自治”原則を修正し、政府の介入を要請せざるをえなかった。

　しかしながら重大な問題は、先の政府案があらゆる業種を一律に対象として「一法二纏

メ」、中小工業統制の枠組みに大工業分野の統制を、いわぱ押しこめる構成にあった。こ

のことから生じると予想される問題としては、さしあたり以下の点を指摘することができ

よう。

　まず第一に、先の政府案では、中小工業統制には必要でも大工業分野においては承認し

がたい介入をも政府に認める規定が存在したことである。すなわち、カルテル未成立業種

における統制組織の訣立に際して、上述のように政府が協定内容の強制までなしうること

去認める規定がそれである。実際、後に成立した工業組合法では、　r小は役貝の選任から

大は組合の設立及ホ解散に至るまで、ここに一々枚挙するいとまない有様である」（27〕と、
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当時指摘されたように、組合運営にかなり立ち入った行政権隈が政府に与えられていた。

したがって、仮にこうした介入が大工業分野においても適用されることとなれば、産業1

企業としては自己に不本意な協定が成立する場合にも、それに従わざるをえない可能性が

生じる。

　さらに第二として、カルテル運営が一人一票の員数によって決定されるとする点も問題

であった。というのは、例えば向一業種内に資本規模が異なる企業が存在した場合、カル

テル運営が員数によって決定されることは、数の上では少数にとどまる大手企業が、多数

を占めるそれ以下の企業の利害に拘束されかねないという危険性を内包していたからであ

る。

　そこで長岡案では、中小工業分野の統制を遂行してゆく場合は、上記（a）のように、先の

政府原案にそって重要輸出晶工業組合法の改正により対処する。他方、大工業分野のカル

テル統制については別に新たな法を作り、そこでは中小工業分野の統制上必要とされた先

の統制方法を、大工業分野を対象とする統制の枠組に適した形に修正する。その場合、新

たな法では（C）の方針にそって、単にアウトサイダーのみでなくインサイダーもカルテル協

定に服従させうるとする等の規定を盛り込み、統制を徹底させる内容にすることを新たに

提起したのである。

（2）修正案の概要

　さて次に長岡案の統制方法をみてゆくことにしよう。この時、長岡によって提出された

案は、以下の3つより構成されていた（以下、提出順）。

［1］重要輸出晶工業組合法改正案要綱

［2］金融1財政措置二関スル時隈立法案

［3］企業ノ整理、合同及統制協定二関スル臨時法律案要綱試案

　このうち［1コが中小工業分野の統制法案であり、［2］は大企業の合同を促進する金融。

財政手段を定めた法案であった。そして大工業分野の統制法案として審議に付されたのが

［3］である。

　なお［1］は、現行法の適用範囲を国内向に拡大したほかはほぽそのままの形で議会に提

出され、改正工業組合法として以後の中小工業統制の根拠法となる。他方〔2］は、勧業銀

42



行および日本興業銀行法の一部改正と、登録税および所得税法の一部適用除外を内容とし

ていた。しかしその後、［2］に関する具体的審議は行なわれず議会に提出もされなかった。

その理由は明らかではないが、すでに宮島氏も指摘するように（28）、当時の浜口内閣が緊

縮財政方針をとっていたことに関連して、合同のための金融・財政出動にコンセンサスが

得られなかったものと考えることができる。これらに対して以下本章では、重要産業統制

法に直接関連する［3］の内容を立ち入って検討することにしたい。

（3）カルテル助成方法の修正一修正案の特徴＝その1一一

　はじめに本案は、協定内容を政府が補強するカルテル助成規定を中核とする点で、前案

と共通の性格を有していたといえる。とはいえ、長岡案ではカルテル助成方法に関して以

下の二点を新たな内容としていた。

　第一に、政府は、未だ協定が成立していない業種に統制組織を成立させるにあたって、

それを斡旋できるとされた。またカルテル運営をめぐって、カルテル内で紛争が生じた場

合には、その破綻を防ぐため仲裁を行なうことが新たに規定された。

　さらに第二として、上述のようにアウトサイダーとともに加盟者にも協定の履行を強制

する権限が政府に付与された。ただしその場合、強制権の発動要件に関しては、単に“加

盟者ノ決議二拠ル申請二基キ”と規定されるのみで、決議方法はカルテル独自の方法を採

用することになっていたという点が注目される。

　さて以上のカルテル助成のうち、まず前者の協定斡旋規定は、以前に協定が成立してい

ながら恐慌下破綻に陥っている業種、あるいは組織化を指向しつつも協定の成立に至って

いない業種などの救済を意図したものであった。この点は、先の政府原案と同様の立場だ

が、前案が政府にカルテル設立の強制権を認めていたのに対して、長岡案では強制力を伴

わない“斡旋”にとどまった点が大きな相違として注目される。しかもその斡旋方法は、

政府が“主要ナル同業者”つまり実質上業界をリードする大手企業に命じて統制方法を協

議させ、カルテルの成立を促す形になっていた。つまり、大手企業にとって自己の利害に

反する協定を強制されることはなく、また自身がイニシアチブをとる形で協定を成立させ

うることとなっていたのである。

　それとともに、もう一つのポイントは、組織運営の方法にあった。すなわち以上のよう

に、政府の権限を協定内容の強制から斡旋ないし仲裁へと修正したとしても、なお各自一
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票の議決権という組織運営のあり方を法的に強制されたならなば、大手企業の行動がそれ

以外の利害に拘束される危険性がいぜんとして存在したからである。

　実際、この点は、先の三菱評議員会の審議においても中心問題となった。そして、大手

企業が統制に参加することが適当である場合には、「一人一票トセズ資本デ争フコトガ出

来ル様ニスルコト」、あるいは中小規模企業でひとつの組合を作り、「ソノ単位タル組合

ト大工業トノ間デ価格ノ協定ヤ生産制隈ヲスル」等の方法をとるべきことが、同会に出席

した評議員から指摘されたのである（29）。

　したがってこうした意向を受けた長岡案では、政府はカルテル運営には立入らず、協定

違反者および非加盟者に協定内容を強制する場合に限って介入する権隈を与えることとな

っていた。さらにその場合、後との関連で注目すべき点は、強制権発動の決議方法ならび

に申講要件牽法文に規定せず、上述のように各業界がそれぞれの方法で行うことになって

いたということである。要するに長岡案では、強制権発動における員数原則の回避がはか

られたということができよう。

（4）公益規定による政府介入の限定一一修正案の特徴：その2一一

　一方、公益規定は、本案が大工業分野を統制対象とすることから設定された規定であっ

た。っまり公益規定の設定は、大恐慌下で政府の救済を必要とせざるをえなかったr財界」

のやむなき譲歩と理解することができる。しかし企業サイドからすれば、当規定を根拠と

して政府に幅広い介入権隈を与えることは回避する必要があった。そこでこの規定をめぐ

って、本案では、以下の措置が施されていた点に注目することができる。

　すなわち長岡案では、第二項r前文」において、r生産、販売若ハ価格に関スル企業統

制ノ協定ヲ為サシムルコトヲ必要ト認ムル産業」へと統制法の対象を限定していた点であ

る。つまりそれは、協定が未成立か、あるいはカルテルの組織カが脆弱で政府による助成

が必要な業種のみを対象とし、カルテルが助成を必要としない業種は事実上対象外とする

ことを意味していた。その結果、政府による助成を必要としない業種に対しては、自動的

に公益規定を根拠とした介入を事実上排除することになっていたのである。

　、その意味で、それは企業サイドの立場から、カルテルに対する政府の独占行為のチェッ

クを最小限にとどめようとしたものといえるであろう（川。
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4．重要産業統制法の制定

　以上みられるように、長嗣案における大工薬分野の統制は、まずカルテルの助戒方法で

は、大手企業の意向を反映させた協定を他に強制しうる形になっていた。他方、カルテル

規制ではその適用範囲が隈定され、統制力の強固なしたがって独占の監視という観点から

みてその監視が最も重要な業種トの政府介入は根拠をもちえないことになっていた。かく

して全体的に、一方で大企業が主導するカルテル助成をはかりつつ、逆にその規制は極力

制約するという形の統制法の制定が意図されていたといえよう。

　ところが、こうした統制方法は大企業サイドの利害にそったものではあったが、昭和恐

慌下の杜会問題に十分対処しうるものとはいえなかった。まず第一に、上述のような助成

方法によっては、同一業種内で大企業に比べて相対的に不況低抗力の弱い中小規模の企業

に対する実効的な救済がのぞめない形となってい，た。さらに第二として、政府の助成を必

要としない統制力の強固なカルテルが、労働者および関連中小工業分野を圧遣し社会的に

問題となった場合でも、それらカルテルが統制法の対象外となってしまうことから、そう

した事態に十分に対処しえないという問題である。

　したがって、長岡案は、体制の維持を課題とする政府の意図とは必ずしも合致せず、上

記の杜会問題に対処しうる形に再修軍されねばならなかった。かくして、長岡案に反映さ

れた「財界」の意図とは一定程度乖離した内容を有する統制法が現実には制定されること

になる。そこで以下では、これまでの分析をふまえ、重要産業統制法の内容に立ち入り、

その基本的性格について検討することにしたい。

第2節　重要産業統制法の基本的性格

1．重要産業統制法の適用対象

　長岡案の提出後、それをもとに統制委員会は、　r企業ノ統制二関スル法制二就テノ決定」

（川を委員会決議として公表した。他方、商工省はこの決定をうけ法制化を急ぎ、31年1

月20日成案を得、それが第59議会で可決され成立した。これが重要産業統制法である。と

ぽいえ、本法は対象業種を予め特定しない産業統制の一般法であったので、実際の運用に
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際しては、統制委員会が具体的に適用業種を指定し、それにもとづき協定内容の届出を受

け、政府はカルテル動向を把握するとともに、第2条以下に規定された強制権の発動も可

能となる、という構成となっていたのである。

　つまりr重要ナル産業」とは、①当時の日本経済が直面していた国際収支間題上重要な

業種、②または生産ないしは従業者を多く抱えその倒壊による社会的影響が大きな業種、

③さらにカルテル行為が関連産業との関係で社会間題を生じる懸念のある業種が念頭に置

かれていたといえよう。

　なおその場合、先の長岡案では、上述のようにカルテルが政府の助成を必要としない業

種は統制法の対象外とされていた。これに対して、実際の統制法では、　r重要ナル産業ヲ

営ム者」と規定するのみでそうした限定がなかった点が重要であろう。言いかえれば、政

府は、カルテル助成を必要とし念い業種へも、いわゆる公益的見地から介入しうることに

なっていたわけである。そしてそのことは、カルテル助成および規制両面において重要な

意味をもっていたことは後に着目するとおりである（32）。

　ところで本法では、適用対象をr重要ナル産業ヲ営ム者」と規定していた。ここで“重

要産業”に関する明確な定義は存在しないが、統制委員会の審議過程でr重要産業二対シ

数字的根拠ヲ求メルコトハ困難デアツテ、生産額、輸出入関係、従業員数、原料トシテ他

ノ産業トノ関係ヲ考慮セネバナラヌ」（33）と当局者が言及していた点が注目される。

　ところで重要産業統制法第2条以下の主要部分は、①カルテル助成に関わる条項（第2

条）と、②カルテル監視のための条項（第3条～4条）の部分を中核とし、③それらの介

入を議決する統制委員会の設置規定（第5条）から構成されていた。そこで以下では、こ

の内容を順を追って考察することにしたい。

2・．カルテル助成規定の特徴

（1）カルテル助成規定と員数主義

　はじめにカルテル助成の概要をみれば、それはカルテルによる自主統制をあくまで前提

と、．していた。つまり、政府には協定内容への直接的な介入権限はなく、協定への服従を命

ずる強制力の発動に限ってそれが認められていた点は、上述の長岡案の枠組を踏襲してい

たといえる。
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　なお本法における助成方法とは、まず「重要産業」として統制対象を指定し、その産業

において、同業者の半数以上がカルテル協定に加盟する場合には、その内容を政府に屈け

出る（第1条）。そして届け出た協定について、さらに3分の2以上の加盟者から要請が

あれば、政府はその協定の服従命令を、加盟者（協定違反者）および非加盟者に強制しう

るというものであった。

　その場合、この規定は、先の長岡案と以下の点で異なる性格を有していたといえる。

　［1］前案にみられた協定の設立斡旋およびカルテル内紛争の仲裁規定が、重要産業統制

　　　法では明記されなかった。

　［2］長岡案では、例えばカルテルヘの加盟を許されない企業が多数存在し、それらが政

　　　府による救済を指向していたとしても、カルテル自体が助成を必要としない場合は、

　　　統制法の対象外とされていた。これに対して本法では、こうした産業も適用対象と

　　　し、その救済に道を開くことが可能となっていた。

　［3］強制権の発動要件に関して、長岡案では否定された員数主義原則が、実際の法文で

　　　は明記された。この点、より正確には、長岡案と同様、カルテル運営方法に政府は

　　　直接介入できないが、長岡案と異なり強制権発動如何に関するカルテルの議決方法

　　　に限って、上述のように法的に規定することになっていたのである。

　それでは、実際の統制法に新たにもり込まれたこれら点は、全体としていかに関連付け

て理解できるであろうか。

　まず最初に注目すべき点は、前節の最後で指摘したように、長岡案のままでは政府が解

決すべき社会問題に十分対処できるものではなかったということである。すなわち、長岡

案で示された協定設立、カルテル内紛争への対処方法は、あくまで斡旋ないし伸裁であっ

て、それは十分な強制力をもつものではなかった。

　したがって政府原案の提案者吉野が、　「本項（協定設立規定）ハ斡旋ノミニシテ強制セ

ザルコト㌧ナリ居レルガ折角統制法ヲ制定スル以上少数者ノ異議ニヨリ協定成立セザル場

合ニハ強制シ得ルコト㌧スルモ宜シカラズヤ」（34）と言及したように、長岡案の斡旋1仲

毅では“少数者”の利害に左右されて協定が成立しえなかったり、あるいはカルテル内紛

争により統制の効力が喪失した場合など、助成を必要とする多数の企業の要講に対処しえ
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ないという問題が存在した。なおその場合、吉野の指摘に対し、長岡がr統制法ハ大工業

ヲ目標トセラルヲ以テ単二数ノミニ依リ得ズト考へタルガ為ナリ」（35）と反論しているよ

うに、　“少数者”とは数において少数である大手企業を主に想定したものであったといえ

る。

　とはいえ、政府が協定内容を業界に強制しうるとする権限を、先の政府原案とは異なる

大工業統制の枠組の下で再び規定することは、資本主義が原則とする営業の自由に関わる

重大な侵害を意味していた。また実際にも本法の制定自体が、後述のように憲法間題を惹

起する懸念がもたれるなかでは、もはやr財界」の反対をおして、先の政府原案と同様の

強力な介入権隈を採用しうる状況にあったとはいえなかった。

　そこで政府としては、先の規定に代わって多数企業の救済を実現しうる別の統制手段を

必要とせざるをえなかった。それが［3］の員数規定の採用であったと考えることができる。

改めていうまでもなく、それはカルテル内における多数の意向を反映しうる方法であった

からである。しかも、すでにカルテルが存在する業種の場合でも、かかる規定の採用は、

同様に少数大手企業以外の意向をそこに反映しうる方法であったといえる。

　すなわち、まず第一に、本法においては、かりに業界大手以外の中小規模企業がカルテ

ルヘの参加が許されている場合、協定内容が恐慌に対処してゆくうえで不十分なものであ

るならば、数で勝るそれらの企業は別の協定を作り、員数規定を根拠に強制権の発動を要

請し、政府は新たな協定を強制しうることとなる。

　逆に言って、少数大企業にとっては、自己の利益とは反するカルテル協定の成立に対し

て異議を唱える際、インサイダーにとどまり協定の無視（違反）という行動にでようとす

る場合も、あるいは協定内容を不服としてアウトサイダーになろうとする場合も、いずれ

にしても数で勝る企業側の意向にそった協定内容に同調せざるをえないことになったので

ある。

　一方、第二とし・て、多くの中小規模企業が、今までカルテルヘの参加を許されなかった

場合、あるいは自己に不利なカルテルに参加せずアウトサイダーにとどまっていたような

場合でも、［2］で指摘したようにそうした業種も統制法の適用対象とされたことにより、法

の制定を契機としてそれらの企業が外部に新たなカルテルを結成し、それが同業者の半数以

上の加盟を得たならば、やはり貝数規定（加盟者3分の2以上の要請）を根拠に、既存の

カルテル参加者に対して自己の協定内容を強制しうることになったのである。

　も．っともカルテルを構成する大企業側にとっては、これによってアウトサイダーのカル
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テル参加要請が促され、それが実現することとなれば、員数規定を根拠にその後の運営を

制約される可能性が生じることとなる。また逆にカルテル側が非加盟企業のカルテル参加

を拒否するならば、これに対してアウトサイダーが別の統制組織を形成するという状況が

生じうる可能性がある。その場合には、既存のカルテルは今までとは逆にアウトサイダー

としての地位に甘んじることを余儀なくされ、新組織の協定に服従せざるをえない危険性

が生じる。このように、いずれにせよカルテルを構成し、業界をリードする大手企業にと

ってにとって、こうした業種も統制対象とされたことは大間題であったといえよう（36）。

　さらに第三として、カルテル未成立業種が、統制法の制定を契機として協定締緒に着手

した場合も、協定の形成過程において、かりにその内容が多数の中小規模企業に不利な形

で成立をみるならば、それを不服として別の協定を作り、上記の場合と同様、かかる協定

を統制法による規定に則り、他に強制しうることとなる。したがって、実際にはこのよう

な行動に出なくとも、統制法の員数原則に基づく強制規定が、数で多数を占める企業側の

発言力を強めることとなろう。このように、新たな協定の成立を指向する業種においても、

その成立にあたって、業界内でマージナルな地位にある企業の意向をそこに反映させやす

い状況が作られていたということができる。

　かくして以上の諸点をあわせ考えるならば、重要産業統制法のカルテル助成方法は、政

府が直接その運営に介入しえなくても、員数規定の採用によって、数で勝る中小規模企業

がカルテルを軸にした業界運営に参加し、自己の要求をそこに反映させやすい方法となっ

ていたことがわかる。言いかえれば、統制法にこのような性格をそなえることにより、不

況抵抗力が相対的に弱い中小規模企業の交渉力を高めてカルテル参加を促し、昭和恐慌に

対処させようとするものであったといえるのである。

　しかしながら、大手企業の利害あるいはその行動を制約する可能性のある員数原則の採

用には、当然大企業サイドから反発がみられた。例えば統制法の成案が作成された後の上

記統制委貝会（第12回）においても、三菱の山室宗文は、再度この規定の訂正を要求して

いる。これに対して政府は、「法技術上、生産額ヲ加味スル能ハズ」として、技術的な理

由からそれを退けている（冒7）一。しかし、36年の統制法改正時点では、生産額などの大小を

加味する“数量主義”を採用していることから明らかなように、それは表面上の理由にす

ぎ．卒かった・

　この点に関して、すでに先の政府原案の作成当初から政府当局は、一方で「法案二於テ

ハ新二統制ノ為メニ諸協定ヲ行ハシムル以上生産能力等各組合員ノ実カヲ反映セシムル議
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決方法ヲ必要トスベシ」としつつも、その他方で、r然シナガラ生産能力又ハ出資口数ノ

ミニ依ル弊害アリ、特二大工業者ト中小工業者ヲ併セテー組合二網羅スル場合当然起ルベ

キ問題ナリ」（38）として、大企業と中小規模企業とが併存する業種では、生産能力を反映

させる統制方法を採用した場合の弊害を強調していた点が注目されよう。

　もっとも政府原案では、大工業分野のカルテル統制においても議決権を各白一票とすべ

きか否かは、必ずしも明確にはなっていなかった。’ところが次の長岡案では、まさにこの

点を重大問題とし、カルテルの議決方法は法的に明記せず、さらに協定への服従強制命令

の発動の中請要件もカルテル個々の自主方式とすることを要求したことは前飾で述べたと

おり一である。しかしながら、こうした要求を受け入れた場合、統制策に支障が生じること

が明確となるに至って、政府としては実際の統制法においては、上述のように、協定への

服従命令の発動に隈定してではあるが、その議決要件へ員数原則を採用することをあえて

明記したとみることができる。言い換えれば、以上のような統制法の制定過程を経るなか

で、体制維持上、政府にとって必要な統制規定が明確化されていったといえるのである。

（2）斡旋。仲裁行為による組織化の促進

　以上のように、政府が大工業分野を統制する際には、単に大手企業の救済を行なうのみ

とどまらず、マージナルな地位にある中小規模企業の救済も、体制安定上、重視せざるを

えなかったという観点に立って初めて上記［1］～［3］の特徴を有するカルテル助成の基本的

性格を捉えることができるといえよう。

　ところで上言己［1コで指摘したように、重要産業統制法では、政府の協定設立斡旋1紛争仲

裁行為に関しては、法的に規定されなかった。その理由に関しては推定の域をでないが、

例えば宮島氏は、司法省からの重要産業統制法批判を極力避けるという意図によると解さ

れている（39）。なお司法省は、当時、既存の体制秩序の変革を意味する本法の登場に、

r営業の自由」を侵害する憲法違反の疑義をもっていた。そのため、一方においてこの法

を「種々ノ点二就テ詳細ナル検討」をなし、．他方において「商工省トノ間二屡々折衝ヲ重

ネ」ていた（40）。

　したがって、このような司法省の動向を勘案するならば、宮島氏の推定も妥当と思われ

る。ただ氏はこのことをもって、「法的・行政的な組織化の促進という合理局の志向は、
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　　　このように司法省に代表される〈産薬の白由主義〉の前で一定の停滞を余儀なくされたので

　　　ある」（川と評価されるが、それは統制方法の理解に関わるだけに、また以下のような事

　　　実から判断しても首肯しがたい。

　　　　というのは、確かに法文上には上記の規定が盛り込まれなかったものの、そのことは商

　　　工省の協定斡旋行為を不可能にし、氏が言うように“一定の停滞を余儀なく”するもので

／　　はなかった。すなわち、商工省は実際の場において、行政指導というかたちでそれを行な

　　　ったからである。

　　　　この点、例えばそれまでカルテル協定が存在しなかった伸銅業では、統制法制定を契機

　　　に協定締結に動いたのであるが、その際、「当局においてもあるいは関係官を派遣しある

　　　いは当事者を招聰してその主張及び意向などを聴取し、両者（協定締結推進者、反対者）

　　　間に種々斡旋調停をなし、もつて協定実現の促進に努めている」（42）という事実から商工

　　　省の実際の動きをみることができる。なおこの他、板紙業でも同様に、商工省の斡旋によ

　　　る協定設立が指摘されている（43）。

　　　　したがって以上から、統制法が既存秩序に重大な修正をもたらすとして物議を生み、さ

　　　らには憲法問題にまで発展しかねない状況のなかで、当該規定をあえて明文化しなくても、

　　　商工省は斡旋に関する実質的権限を行使しうると判断し、実際にも設立斡旋を行なったと

　　　理解するのが適切であると考えられる。

　　　　こうして政府は、カルテルの未成立業種に対しては、まずその設立を斡旋してカルテル

　　　化を促しつつ、さらにその際形成される協定内容については、上述のように員数規定を中

　　　核とするカルテル助成方法によってバック。アップするという形で統制をはかることにな

　　　ったのである。

3．適用対象の拡大と公益規定

　さて次に、カルテル助成規定とともに本法の核をなす公益規定の検討に移りたい。この

規定は以下の点を主な内容としていた。まずそれは、［1］カルテル行為カ下関連産業に弊害を

もたらした場合、主務大臣は統制協定に対して、その変更ないしは取消を命じる点を中核

と一した。そして、［2］一方で統制協定内容を大臣に届出させ、［3］他方でカルテルないしは

アウトサイダーに対する業務内容の検査。報告を義務付けるという形で、独占行為を未然
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に自主規制させることにしたのである。

　このうち［2］に関しては、先の政府原案ではr認可」となっていたが、統制委員会の審議

過程において「認可」がr届出」へと修正された。したがって長岡案以降、届出規定とな

っている。認可ということになれば、協定成立あるいは変更の時点における行政介入の余

地をより拡大することになりかねない。こうしたことから、単なる届出規定への修正が要

求され、許認可権による介入は認められるところとはならなかった。

　そこで政府としては、　「認可」から「届出主義トスルモ（他方で）変更権ノミ留保スル

ニ於テハ差支ナキモノト思考ス」（川と判断して、上記の修正要求を受け入れた。それと

ともに、［1］のように届出た協定が弊害を惹起した時点で変更1取消を強制するという形で、

カルテルの監視権隈を確保することになったのである。

　また［3］は、企業活動にとって最も私的なあるいは企業秘密に関わる部分を公権力に掌握

されることを意味していた。それゆえ当然、企業側の反発が予想され、結局、先の政府原

案にすら盛り込まれず、以後、委員会審議に付されることがなかった規定であった。

　したがって、政策当局者自身も、この規定を統制、法に採用するにあたって、．r斯クノ如

キ規定ノ存在ハ当業者ノ白治能カニ関スル清新ナル内容ヲ盛ル本法二一大暗磐ヲ投ズルモ

ノト言フベキデア」って、　r仮令監督上必要アル場合二限ルトスルモ、其ノ隈度ヲ越工タ

モノト言ワザルヲ得ズ」（45）との疑義が生ずることを予想していた。また実際、先の統制

委員会においても、r財界」の代表である山室委員から、その削除要求が出されたのであ

った。

　しかしながらこの規定は、r営業上ノ弊害ヲ強制スル為メ必要ト認ムルトキハ組合二対

シ検査其ノ他ノ施設ヲ命ジ得ルコト」はr新立法二於テ……至当ナリトス」（46）とされた

ように、政府にとって公益規定の運用を実質化するうえで必要不可欠な規定であった。こ

のことから、「財界」側の反対要求にもかかわらず、当規定が統制法に明記されたものと

理解することができる。

　さらに以上の公益規定は、その運用にあたって、長岡案とは異なる重要な性格を新たに

備えていた点に注目しなければならない。この点に関して先にも指摘したように、長岡案

では、そもそもカルテル助成を必要としない業種は適用除外とされていた。このことから、

公華規定にもとづく政府の介入も・こうした業種には適用の余地がなかった。これに対し

て実際の統制法では、カルテル助成を必要としない業種も適用対象としうることになって

いた。その結果、政府は、より広範囲の業種にわたって独占行為の規制が可能となったの
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である。

　事実、この点は、r本条（第3条）はいうまでもなく第二条に依る主務大臣の命令が発

せられた統制協定に付いてのみ適用があるのではない。斯くの如き法律の援助を侯たずし

て自治的に統制の実を挙げて居る協定に付ても第一条第二項に依つて指定せられたる産業

に関するものである隈りは其の適用がある」（47）と、政府当局の説明においても強調され

たのである。

　とはいえ、こうした注目すべき変化を、単に官僚が産業界に対するより広汎な権限の獲

得を指向した結果と理解するのみでは、重要な性格を見失うことになってしまうであろう。

むしろ、先の長岡案の規定を踏襲したのでは、恐慌下に間題となる独占行為に対して十分

対処できないという現実に即してとらえる必要があると思われる。

　なおそうした問題の一例として、綿紡績業と綿織物業との関係に注目することができる

（48）。30年代初頭、前者の操短が関連中小工業である後者を圧迫し、現実に社会問題化し

ていた。ところが紡績業自体は統制法の助成を不必要とし、その適用を拒否していた。し

たがって先の長岡案に従えば、紡績業は統制の適用対象外となり、その操短行為に対して

規制をなしえないことになる。しかし政府としては、他方で展開している工業組合法にも

とづく織物業統制め実効を確保する観点から、紡績業によるカルテル行為の監視ないしは

規制を必要とした。そこで、こうしたカルテルの強固な、したがって政府による助成を必

要としない業種をも統制法の対象に収める必要があったのである。

　以上から明らかなように、公益規定にもとづくカルテル規制の基本的性格も先のカルテ

ル助成規定と同様に、単に大企業のみでなく中小企業ないしは労働者1農民などの救済を

も同時に重視したものであったとする体制維持論的な視点に立って、初めて整合的に理解

することができるといえるのである。

4．統制委員会の設直

　以上が、重要産業統制法が有する基本的性格であったが、最後にこうした新たな政策の

登場に対応して、新たな行政機関が登場してくる点に言及しておきたい。統制法では、上

記の強制権を発動するにあたり、統制委貝会一ただし統制法の審議を行なった同名の委

貞会とは異なる新委貝会一一が設置され、そのr議ヲ経ル」こととなっていた。つまり当

委員会は、実質上、統制法運用における議決機関たる重要な地位を与えられることになっ
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たといえる。

　ところで、こうした委員会設置に関する経緯をみるならば、最初の政府原案では「諮間

委員会ヲ設置スルコト」（49）とされていた。同様に長岡案においても、諮問機関の設置が

想定されているにすぎなかった。これに対して実際の統制法においては、統制委員会を単

なる諮間機関ではなく、議決機関とした点にそれまでとの相違があった。

　すなわち統制委員会が判断＝決議を下すと、その決議事項が法と同じ強制力をもつこと

になったといえる。言い換えれば、政府が新たな統制政策を行うにあたり、それを行政と

独立した司法ないしは立法府には委ねず、行政内の一機関がそれを決定するというわけで

ある。この点、例えば協定加盟者への協定服従の強制は、私契約（カルテル契約）違反者

への処置であり、その判断は本来司法権に属するが、統制法では統制委員会がその可否を

下しうるものとされた。それゆえ司法省は、これに対してr司法裁判所ノ権隈二属シ……

司法権ノ侵害」ではないか（川との疑義をもっていたのも当然といえよう。

　それは深刻な恐慌に直面し、行政的な対応をせまられるなかで、機動的に問題に対処す

るために設けられたと考えることができる。一種の“行政委員会”化であり、ここにも行

政国家化の一面をみてとることができよう。なお当事者の証言を引用するならば、　rその

委貝会の特色は……従来の委員会と違いまして、議を経て、ということになっている。…

…委員会としてはおそらく例のなかったこと」とされている。そして以後、　「議を経て、

というのがいろんな事業法の委員会にも出てきた」のであった（5’）。

第3節　重要産業統制法成立の歴史的意義

1．小括

以上の検討結果は、以下のように要約することができよう。

（1）　まず統制法の制定が審議されるに至った経緯は、当初、中小工業分野の統制を意図

　していたものが、昭和恐慌の深刻化するなかで、大工業分野を含め産業全般を対象と

　した統制政策の根拠となる法の制定が必要とされたことにあった。

（2）　そこで最初の政府案は、現行法を改正し、その枠内で中小工業分野から大エ業分野

54



に至る統制をはかろうとした。これに対して、こうした枠組から派生する統制方法を

間題として、修正を試みたのが長岡案であった。その場合、同案における政府の役割

は、主に大手企業の行動を補強する位置に押しとどめられていた。しかしそれでは、

現実の体制不安に対処しうるものではなかった。そこで、さらに再修正されるかたち

で、大工業分野を対象とする重要産業統制法が成立をみたのである。

（3）本法は、大工業分野の諸産業が不況圧力を受け、倒壊の危機にあるという状況に対

　処するため、弱化したカルテルの統制力を高め、過当競争を排除してその復興をはか

　り、体制安定を実現することを目的とした法であった。そのため、カルテルの統制力

　を公的に支援する方法と、カルテルの独占行為を監視し、場含によっては規制する規

　定が採択され、この2つが本法の中核規定となっていた。

（4）　そしてこれらの統制手段は、大企業の利害とは必ずしも一致するものではなかった。

　まずカルテル助成においては員数規定が採用され、単に業界の大手企業のみならず、

　中小規模企業の救済をも重視する方法を特徴としていた。またカルテル助成を必要と

　しない産業にも法の適用を可能とすることによって、より広くカルテル行為の弊害を

　チェックしうることになったのである。

　それでは以上のようにとらえることができる重要産業統制法の登場は、日本経済史上い

かなる意義をもっていたと理解できるであろうか。従来の研究と関連させつつ、それを本

章の最後に考察することにしたい。

2．カルテル助成と体制安定

　まず統制法の歴史的意義を確定するにあたって、本法によるカルテル助成をどう評価す

るかによって判断が別れることになる。冒頭でも指摘したように、本法を“独占資本の支

配力の再編1強化策”ととらえる説では、カルテル助成規定を、政府の法的拘束力を背景

として大手大企業の利害をその他に強制するものと評価し、白説の根拠としてきた。

　しかしながらこの視点からでは、強制権の発動要件に員数主義が採用された意味を積極

的に評価しえないこととなっていた。というのは、それによって大手大企業の行動が、数

で勝る中小規模企業の利害によって制約を受ける危険性を内包することになっていた。言
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い換えれば、その助成方法は、むしろ数で勝る中小規模企業に有利な内容となっていたか

らである。

　もっとも上記のような理解にたつ説が、統制法が有する大企業に不利な性格を無視して

いたとは言いきれない。例えば、高瀬氏は上記の員数規定を、正当にも「独占資本には耐

え難い」規定と指摘されている（52）。しかし、この視角からは当然のことながら、そうし

た規定は本法の有する不十分な毛のであると理解されることとなってしまい、それゆえ後

の法改正（1936年）により是正されるものと意義付けられるにとどまることになっている。

　これに対して、商工官僚の合理化構想の現実化という視点から統制法の基本的性格をと

らえる宮島説では、本法の助成が、カルテルを利用した弱小企業の整理促進策として意義

づけられている。

　すなわち、この説が分析の基軸におく官僚の構想とは、これまでの自由価格競争はr能

率の悪い弱小企業」を急速に整理するのに不適当であったとする。他方、自由競争下でカ

ルテルの統制力は脆弱であり、非加盟者の撹乱的行動により業界全体が共倒れとなる競争

を規制しえていない。そこでカルテルを助成し、官僚の意図する「適正価格」を基準に、

この価格以上でしか生産しえない低生産性企業の整理を促進して合理化を実現する政策が

必要とされた。統制法の成立は、こうしたカルテル助成による合理化促進を現実化させる

ものであったというのである（53）。

　みられるように、この説によれば、未曾有の恐慌下、企業の倒産。整理が進んでいるな

かで、さらに生産性の低い弱小企業を整理することで合理化を促進する手段として重要産

業統制法の成立をとらえることとなっていた。しかしながらそれでは、本法による統制政

策は大量失業をより増幅させ、体制不安を激化させる政策となってしまうのではなかろう

か。

　さらに、カルテルを利用した合理化促進策と意義付ける同説の視角に立つならば、統制

法によるカルテル助成の方法としては、生産能力1資本規模などの由で生産性の高い企業

に有利な能力主義1数量主義がむしろ採用されると考えられる。しかし事実は、生産能力

の高い、したがって合理化を促進してゆく上で中心的役割を担うこととなる大企業の行動

を逆に制約しかねない員数主義原則があえて採用されたのである。

　ところで重産法は、36年の法改正に際して、強制権の発動要件に、それまでの員数規定

とともに生産規模（能力）の大きな企業にとって、より有利な数量規定が採用されること

になった。この改正について、宮島氏は「カルテル助成規定は、　“自主的統制”の枠内で
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極隈まで強化され」、それゆえ改正前に比べ「各カルテルの実態をより反映し、その運用

はいっそう円滑となった」（54）とされている。すなわち、商工官僚の合理化構稗を現実化

させたカルテル助成方法が、その運用の過程で円滑さを欠くこととなり、改正の時点でよ

り合理的な統制法に変化したと解するのである。

　もしそうだとすれば、員数規定を中核にした助成は、氏が言うとおり法の改正時点から

みれば、合理化促進という目的た照らして“極限まで強化”されていなかった不十分な規

定であったということになる。しかしながら、それでは前飾で注目したように、法制定時

においては員数規定の採用が意識的に重視された点が不明確となってしまう。その結果、

先の説と同様、員数原則はやがて36年に是正されるべき不十分ないしは不適切な規定であ

ったと理解せざるをえないことになっている。

　以上のように、重要産業統制法のカルテル助成は、弱小企業の整理による合理化促進と

いうよりも、むしろ体制安定のために、それら企業の存続。維持を重視したものであった

と理解する方が合理的である考えられる。そしてこの点が統制政策において重視された背

景には、序章で指摘したように中小規模の企業経営が、農村とともに過剰人口の吸収先と

して重要な役割を担ってきたことがあった（55）。

　また当時の状況として、30年代初頭の労働争議をみた場合、31年の争議件数が戦前のピ

ークを記録したこととともに、一件当りの参加人員が30年以降減少し、争議規模が急速に

小さくなったことが注目される（5日）。総同盟の『三○年全国大会報告書』が指摘するよう

に、r参加人員の減少したのは、罷業が中小企業に多いことを示し」ており、それはr不

況の影響が最も中小工場に於て深刻化しつつあることを物語る」ものだった（57）。そして

政府当局（内務省杜会局）も、r中小企業二於ケル群小争議ノ増加ヲ見タリ」（58）として、

こうした事態を重くみたのである。

　したがって、体制安定上、重要な役割を担うこれら企業の苦況を放置ないし犠牲にして、

大手企業が要求する助成のみを行うことは、結果として大量失業の顕在化ひいては体制不

安の増大につながりかねず、それでは現実の杜会問題に対処しうるものではなかった。こ

の点、大恐慌を契機として、「中間層（農民・中小商工業者）の組織化が重大な課題とな

る傾向を有している」（59）と指摘されるごとくである。

　員数規定を中核とする本法のカルテル助成は、統制法の重点が、まさにそうした限界企

粂の救済をも同時に行いつつ、不況を克服してゆく点にあったことを端的に示していると

いえよう。それゆえ日本経済が景気回復過程に入り、各産業の倒壊の危機が薄らぐ時点に
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なると、員数主義のもつ重要性は、恐慌期と比べて相対的に後退することになる（60）。36

年の改正は、まさにこうした日本経済の状況変化を前提としてとらえるべきであって、上

述のように不十分な規定を整備したという技術的なものではなかったと考えることができ

よう。

3．公益規定と体制安定

　次に、もう一つの核である公益規定へと目を転じることにしたい。前述のように当規定

が設定された意図は、本法のカルテル助成が独占行為に利用されることを規制する点にあ

った。その場合、この規定が、本法を“独占資本の支配力強化策”であることを隠蔽する

ための、たんなる飾りあるいはみせかけとしてのみ設定されたものではなかった点が、改

あて強調される必要があろう。

　この点ではまず第一に、長岡案から実際の統制法に至る過程で、　「財界」サイドからの

反対をみたにもかかわらず、公益規定によるカルテル行為を監視する手段として新たに業

務内容の立入検査1報告命令規定が採用された事実がまず注目される。この点に関連して、

重産法とともに工業組合法においても、従来なかった公益規定が一応設定された（同法、

第28条ノ2）。しかし、それはきわめて摘象的な規定にとどまっていた（6】）。他方これとは

対照的に重産法では、上述のように立入検査。報告命令が公益規定の採用とともに設定さ

れ、独占行為の監視手段とされたことは、公益規定に基づく法運用の重要性1積極性を示

唆するものとして看過しえないであろう。

　第二に、政府介入を極力回避しようとする「財界」側が不必要とした助成を必要としな

い業種にまであえて法の適用対象を拡げ、カルテル行為の監視を可能とした経緯は、　“独

占資本の支配力強化”説では積極的に評価し得ない事実といえよう。

　さらに第三として、恐慌期ゆえに、こうしたカルテル規制は“独占資本の支配力強化”

にとってたいした拘束力をもたなかったとする理解も、この時期特に中小工業分野の統制

との関連で、その規制策が実際に重要性をもった点を看過することにつなり首肯しがたい。

　一方、こうした消極的理解に対して、公益規定を積極的に評価されるのが宮島氏である。

すなわち、氏は公益規定によるカルテル規制を、需要産業へ安価な商晶を大量に供給する

ことにより、そこでのコスト1アップを抑制し、需要サイドの合理化を促進する措置と理

解されている。
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　このことから、助成が必要な業種か否かに関係なく、当初から官僚は大工業分野全虹を

対象に、カルテル規制策の展開を政策理念としていた。ところが長岡案では、助成の必要

な薬種しか規制対象としえず、商工官僚の構想する産業合理化理念とは乖離していた。そ

こで実際の公益規定では、　r法作成の権能を掌握する官僚の制度上の位置を基盤として」、

法技術上の処理、条文整理という権隈を利用して、自己の理念に近い形に再修正が施され

たとする（62）。すなわち、宮島氏の場合、助成の不必要な業種にまで規制対象を拡げるか

たちで公益規定を設定したことは、官僚が当初の理念に基づき、産業界に対してより広汎

に統制権隈の獲得を指向した結果である認識されているのである。

　氏がいわれるように、こうした規定を設定しえたのは、　“法作成の権能を掌握する官僚

の制度”によるといえるかもしれない。とはいえ、さらに問題は、そうした制度上のこと

ではなく、なぜそういう形のカルテル規制策が必要とされたかであろう。この点宮島氏は、

上述のように需要産業における合理化促進のためと解していると考えられる。

　しかしその場合、さらに問われるのは、上述のように「財界」の意向とは必ずしも合致

しない当規定をあえて採用してまで、なぜ需要産業の動向にまで目を配る必要があったか

である。それは単に需要産業の合理化に配慮したというにとどまらず、やはり恐慌対策の

一環として当規定が重要な意味を持っていたと解すべきと考えられる。

　より具体的には次章の課題となるが、ここではさしあたり以下の点を指摘しておきたい。

すなわちカルテルの独占行為が関連する産業を圧迫し、そのことが不況圧力と重なって杜

会問題へと発展すれば、政府の意図と反する緒果をもたらすことになる。公益規定は、ま

さにこうした事態を回避する役割を担うものであったと理解することができるのである。
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K注：第1章〕

（1）　長岡新吉他r現代日本経済史』1980年、162頁。

（2）　山本義彦編r近代日本経済史』1992年、75頁。

（3）　管見のかぎりでは、高瀬氏の研究が、重要産業統制法の立案にあたった商工省産

　　業合理局統制委員会の内部資料にもとづいて検討を行った最初のものであると思わ

　　れる。しかしながら・、その後行われた宮島氏の研究では、先行研究である高瀬論文

　　の内容はもとよりその存在すら全く言及されていない。

（4）　高瀬雅男「日本における独占規制法の系譜」、『法律時報』第549号、1974年所収。

（5）　宮島英昭「産業合理化と重要産業統制法」、近代日本研究会r近代日本研究』6

　　号、1984年所収。

（6）　阿部武司「戦間期における播州綿織物業の発展（二）」東京大学社会科学研究所

　　　『社会科学研究』36号4号、1984年所収、23頁。

（7）　臨時産業審議会諮問第一号特別委員会『諮問第一号特別委員会議録』1930年。

（8）　『第五十八回帝国議会貴族院議会議事録』1931年3月19日。

（9）～（10）　前掲r諮問第一号特別委員会議録』第8回所収資料。

（11）　池田順r産業合理化政策と官僚制」、　r歴史学研究』第510号、1982年所収、11頁。．・

（12）　以下、過燐酸肥料統制の経緯については、吉野信次r商工行政の思い出』1960年、

　　200頁、および宮島前掲r産業合理化と重要産業統制法」ヱ15～116頁による。

（13）　商工省r統制委貝会二於ケルエ業組合二関スル説明及質疑応答要旨』（内部資料）

　　1930年。

（14）　なお、以下の行論において取上げる法案は、商工省臨時産業合理局統制委員会

　　　r統制委貝会議事録』1930～31年に資料として収録されているのでそれによるが、

　　　その骨子は宮島前掲r産業合理化と重要産業統制法」141～2頁に掲載されている。

　　　また重要産業統制法については、通産省『商工政策史』第11巻、1964年、52～3頁に

　　掲載されている。

（15）　前掲r統制委員会議事録』第6回。

（、16）　r統制委員会議事録』第6回。

（17）　同上、第9回。
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（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

（23）

（24）

（25）

（26）

（27）

（28）

（29）

（30）

（31）

　同上、第6回。

　商工省前掲『統制委員会二於ケルエ業組合法案二関スル説明及質疑応答要旨』中

の「組合員ノ議決権」より。括弧内平沢。

　高津彦次r杜会政策的に見たる工業組合」、　r社会政策時報』第175号、1935年、

253頁。ただし傍点および括弧内は原文のまま。

　もっとも本案では、大工業分野のカルテルにおいても議決権を各一票とするか否

かは明確になっていなかった。それは以後の制定過程のなかで決定付けられてゆく

ことになる。なお、この点に関しては第2節2項を参照されたい。

　商工省内部資料r企業統制二関スル立法要綱』　（作成年未詳）。

　三菱合資会杜資料課評議会『第二十回（臨時）資料課評議員会記事』　（速記録）

ユ930年11月ユ8日。

　本案は長岡徳治と山室宗文の連名で、上記委員会に提出された。そこで以下では

便宜上、本案を長岡案と称することにしたい。なお長岡は、当時、三菱合資会杜資

料課（三菱経済研究所の前身）の課長であり、同じく山室は三菱銀行取締役として

三菱財閥の要職にあり、資料課評議員の一人でもあった。

　以下に関する引用は、特に断りのないないかぎり『統制委員会議事録』第8回に

よる。

　山室宗文1長岡徳治『企業ノ統制二関スル法葎案要綱一臨時産業合理局統制委

貝会二於ケル審議ノ経過』　（三菱合資会社資料課資料）1930年12月。

　小島精一r産業統制政策』1934年、113頁。

　宮島前掲r産業合理化と重要産業統制法」122～3頁。

　以上、三菱合資会社『第二十回（臨時）資料課評議員会記事』。

　なお宮島氏は、長岡案が恐慌期の臨時立法として有効期隈を付け時限立法化させ

た点をも、政府によるカルテル規制を最小隈にとどめるものと指摘されている（宮

島前掲論文、123頁）。しかしこれは疑問である。そもそも法を時隈化することは、

カルテル規制策の展開を決定的に制約するものとはいえない。実際、重要産業統制

法は5年の時限立法の形をとったが、だからといってそのことが恐慌下の公益規定

の機能を低下させることにはならなかったし、景気回復期の運用も阻止することに

はならなかったのである。

　原文は、日本商工会議所編『産業合理化』第2輯、1931年所収。
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（32）　前掲r統制委員会議事録』第2回。竹内可吉発言。なお重要産業統制法の制定後、

　　同法の運用を審議した新統制委員会においても、これと同様の説明が政策当局によ

　　りなされている（商工省臨時産業合理局（新）統制委員会特別委員会r産業統制委

　　員会特別委員会議事録』第617回、1931年）。

（33）　研究史上、長岡案における適用対象の制隈、および実際の統制法でのかかる制隈

　　の削除について曳最初に着目されたのは窟島氏である。しかし氏の場含、長簡案と

　　統制法とのこうした相違の意味を専らカルテル規制面でのみ捉えている（宮島煎掲

　　論文、126頁）。しかしながら、以下本文でもみるように、この変更は、カルテル

　　助成面での政府介入においても重要な意味をもったといえる。

（34）～（35）　r統制委貝会議事録』第8回。なお傍点は平沢による。

（36）　それゆえ実際、法運用の段階では、こうした業種の指定をめぐって、大手企業と

　　政府との間で対立が現実化することとなった。例えば、生産の9割を占める5大有

　　力企業がカルテル（水曜会）を構成し、他方で、アウトサイダーとして中小鉱山経

　　営者が存在していた産銅業では、法適用後のアウトサイダーによるカルテル参加要

　　求が、既存カルテル加盟企業にとって懸念されることとなった。そこでr合理局二

　　於テハ銅及鉱石モ産業統制ノ指定ヲ強制スル意向強硬ナリ」と伝えられるに至って、

　　水曜会は、当カルテルに「五杜以外ヲ加盟スルコトハ却テ統制ヲ乱ス」として積極

　　的に統制法の適用反対工作を展開したのである。以上、産銅業の事実認識および引

　　用については武田晴人r1930年代の産銅カルテル（二）」、東京大学杜会科学研究

　　所『社会科学研究』33巻6号、1982年所収による。

（37）　r統制委員会議事録』第12回。

（38）　前掲r統制委員会二於ケルエ業組合法案二関スル説明及質疑応答要旨』、r組合

　　　員ノ議決権」。

（39）　宮島前掲「産業合理化と重要産業統制法」126頁。

（40）　r統制委員会議事録』第12回付載資料。

（41）　宮島前掲論文、126頁。なお、宮島氏は、政府による仲裁1調停は、設立斡旋とは

　　　異なり行政側に認められていると理解されているようである。同上、138頁注（70）。

（42）　商工省臨時産業合理局『産業合理化時代の自治的産業統制』（通産省r商工政策

　　　史』第9巻、1961年復刻所収、引用は便宜上、同復刻版より行う）432頁。

（43）　商工省臨時産業合理局『重要産業統制法の本旨及運用の実際』　（吉野信次文書）
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（44）

（45）

（46）

（47）

（48）

（49）

（50）

（51）

（52）

（53）

1935年、824頁。

　r統制委員会議事録』第6回。

　商工省内部資料r　r本会議二於ケル質問予想事項」補遺』　（作成者未詳）。

　商工省内部資料『企業統制二関スル立法要綱』　（制作年不詳）。

　商工省臨時産業含理局編『重要産業の統制に関する法葎解説』1932年4月、26頁。

括弧内は引用者による。

　なお、その立ち入った検討は本稿第2章を参照されたい。

　前掲r統制委員会二於ケルエ業組合法案二関スル説明及質疑応答要旨』。

　前掲『統制委員会議事録』第12回。

　産業政策史研究所編『商工行政史談会速記録』　（原資料は通商政策史編纂質所蔵）

1975年、第1分冊、竹内司吉発言。引用は原資料と照会の上、上記速言己録より行っ

た。なお、重要産業統制法以外の文で「議ヲ経テ」が盛られた噴矢としては、1929

年3月28日法律第14号（糸価安定融資保証法）がある。

　高瀬煎掲r日本における独占規制法の系譜」85頁。

　以上、宮島前掲r産業合理化と重要産業統制法」109～11，130頁等による。

　なおきわめて素朴な疑問だが、宮島氏は、　“適正価格”　（＝平均的な生産費十適

正利潤）を設定し、それを基準にカルテルがそれ以上の価格を設定したときは公益

規定により価格を引きさげ、それ以下の場合はカルテル助成規定を根拠に価格の引

き上げをはかることでカルテルを構成する企業に“適度な利潤”を保障する、とい

う点を実際の統制政策の運用原理とされている。

　しかしそもそも客観的な“適正価格”なるものを設定しうるのであろうか。この

点、例えば氏自身がそうした運用例として具体的に指摘されている農林。商工省に

よる硫安価格の行政指導をみても明らかなように、農村への安価な肥料供給を意図

する農林省が“適正とする価格”と、最劣位肥料企業の経営をも保障し得る価格設

定を重視する商工省が“適正と考える価格”とは、必ずしも一致していない（宮島

r肥料独占政策の展開と重要肥料業統制法の成立」『杜会科学研究』第38巻3号、1

986年、142～46頁）。さらに実際の建値にしても、上記のような算式で客観的に決

定されたわれではない。

　もちろん議会説明において、統制法が独占行為の助長を目的とするものではない

点を明確にするためにこうした用語が使用されたということは、当然ありうること
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　　と思われる。また戦時経済下の価格統制においては、価格水準をどこに設定するか

　　が重大問題となり、　“適正価格”なる用語が度々使用されるということもあろう。

　　　しかしそうした場合にも、何か客観的に“適正”な価格を設定しうるわけではな

　　く、上述の肥料価格の設定からもうかがわれるように、結局、統制の目的1産業界

　　の利害などによって現実の統制価格が設定されることになる。むしろ市場の価格メ

　　カニズムを一部人為的に統制する場合、宮島氏が言われるような統制原理あるいは

　　客観的に“適正なる価格”判断が設定しえないからこそ、様々な統制形態や官僚統

　　制に伴う弊害が惹起されることにもなるといえるのではなかろうか。

（54）　宮島英昭「1930年代日本の独占組織と政府」、　『土地制度史学』第110号、1986年

　　所収、19～20頁。

（55）　しかも浜口内閣のデフレ方針に制約され、財政金融政策の積極的出動が規制され

　　た下では、なおさら本法のカルテル助成は重要な意味をもっていたと考えられる。

（56）　労働争議データに関しては、『日本労働運動資料』第10巻、1959年、442～443頁

　　による。

（57）　引用は、隅谷三喜男編『昭和恐慌』1974年、266頁より。

（58）　内務省杜会局『最近二於ケル労働争議ノー般的状況』1931年。

（59）　大石嘉一郎「世界大恐慌と日本資本主義」、大石編r日本帝国主義史2　世界大

　　恐慌期』1987年所収、32頁。ただし括弧内は原文のままである。また関連して、江

　　口圭一氏も、r中小工業問題は大恐慌下の日本資本主義において、失業＝労働問題

　　または農業問題とともに、天皇制国家が直面する政治間題であった」と指摘されて

　　いる。．江口r産業合理化と天皇制」、r日本史研究』第51号、1960年所収、2頁。

（60）　もっとも改正の時点でも、なお貝数主義の重要性が強調されていた点は看過され

　　　るべきではなかろう。例えば改正をめぐって、以下のような意見が存在した。

　　　　「頭数主義を採用したるは大業者の専窓を抑制せんとの意図に出でたるもの故、1

　　　　能力主義の採用は之を根底より覆へす虞なしとしない。故に立法論としては両

　　　　　者を並べ挿入し強制規定に対しては事実上両者が賛成せるか、又は両者相妥協

　　　　　し得る場合にのみ其の申講を許し、其の皮面当局の認定に依る他動的発動の余

　　　　　地を認むること㌧し、統制機関の成立には何れかの要件を充すを以て足るとす
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　　　　るのが適当であらう。」（朝鮮銀行京城総裁席調査課r重要産業統制法の改正

　　　　と外地施行問題に就いて』調査報告昭和11年度第8号、1936年、12頁、傍点引

　　　　用者）。

　　　そして、実際にも、改正法は強制規定に員数規定と数量規定の両規定併記の形を

　　とったのである。

（l1）この点・．通産省r商工血策史1第11巻、1l1・年、1・頁を参照されたい。

（62）　宮島前掲「産業合理化と重要産業統制法」126～7頁。
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第2章　大恐慌下における重要産業統制法の運用

はじめに

　第1章で詳述したように、重要産業統制法は日本経済における主要産業を広く対象に収

め、　「産業の自治」原則を一部制隈する形で、政府による経済過程への介入を根拠づけた

画期的法律であった。すなわち政府は、本法に員数規定及び公益規定を中核とした統制手

段を採用することにより、カルテルの統制力を一方では助成し、他方では取締ることで昭

和恐慌へ対処しようとしたといえる。

　こうした内容を特徴とする重要産業統制法に関して、本章では主にユ931年8月の同法施

行前後の時期に着目し、昭和恐慌下における3つの事例を取り上げ、運用の側面から改め

て本法の歴史的意義を考察しようとするものである。そこで本章のはじめに、以下で取り

上げる事例の選択意図につき簡単に記しておきたい。

　まず鉄鋼部門は、少数の大企業によって構成される寡占業種で、しかも大企業が政府の

救済＝統制法の適用を要請した事例である。そこで、そうした大企業の救済を意図した重

産法の性格を再検討する場として本事例に注目することにしたい。

　第二に、本法の統制対象は、こうした少数企業が寡占構造を形成する業種ばかりではな

かった。むしろ大工業部門内、あるいはその関連業種に中小規模企業が広汎に存在すると

いう日本経済の特殊状況に規定されて、その救済が問題とされた。第2，3飾はこの検討

にあてられる。重産法の運用にあたって、大小企業が併存する業種におけるカルテル助成

は、特に不況抵抗力の脆弱な中小企業の救済の点で重要な意味をもった。そこでそうした

事例として、化学工業部門のうち業界自身が重産法の適用を要請した業種を取り上げ、第

1章で注目した員数主義を中核とするカルテル助成の意義を考察することにしたい。

　他方、カルテル規制を意図した運用事例として綿糸紡績業への法適用を取り上げる。そ

こでは恐慌対策の一環として公益規定の有する意味を検討し、先のカルテル助成的運用と

同様に、ここでは関連業種の企業経営の維持1安定に重点が置かれていたことに注目した

い。

　、およそ’以上が、本章での主内容を構成する。ところで重産法は、予め対象業種を特定し

ない産業統制の一般法であった。そこで、成立後に続制対象を「重要産業」として指定し、
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具体的に適用業種を確定することにより、初めてカルテルの助成と規制に関する強制権の

発動が可能となる仕組みになっていた。また、政府が実際に強制力を発動しなくとも、特

定の業種に法の適用二指定をなすことは、それ自体で一定のカルテル助成および規制効果

を及ぽすことを意味していた。

　そこでこうした点をふまえ以下の分析では、各事例に関して、①政策当局がいかなる政

策的意図から法の適用にふみきったか、②それに対して業界側はどのような意向ないし態

度をとったのか、③さらにはその適用がいかなる政策的効果なり限界を持ったと考えられ

るかという点を中心に、上述の分析課題にアプローチすることにしたい。

第1節　鉄鋼業に対する統制法の適用とカルテル助成

1．　鉄鋼業への統制法適用をめぐる問題の所在

　この業種は、固定資本が総じて巨大一ただし国際的水準では相対的に劣位一であり、

表2－1から明らかなように少数の大企業により構成され、アウトサイダーも少ない（1〕。

さらに同表のカルテル協定成立年次に注目すると、銑鉄および棒鋼で1920年代後半に成立

しているほかは、すべて重産法が制定をみた前後に成立していることがわかる。

　これは昭和恐慌の深刻化にともない、「其儘に推移すれば結局共倒れとなる虞が濃厚と

なつて来たので111倒特に昭和五年下半期以来主要鉄鋼材全般に亘る統制結成の機運が醸成

せられ」（2）ていたことによる。こうした状況を背景に重産法が制定され、成立まもない、

あるいは恐慌下に統制力の弱化しているカルテルに対して、「同法に依つて統制協定の強

化を図る途が拓かれ」（3）ることになったのである。

　なおこうした鉄鋼業における統制法運用に関しては、すでに第1章でも紹介した宮島英

昭氏による分析がある（4）。宮島氏の研究では、①r加盟企業の協定不履行、あるいはアウ

トサイダーの市場撹乱という事態は基奉的に存在しなかった」という事実認識に基づき、

r重産法の適用がカルテル助成効果を及ぽす余地がそもそもなかった」と’される。

　、羊して・②このようにはじめから政策効果の余地がなかったにもかかわらず・業界が本

法の適用を要請したのは、業界の本意ではなかった。　rむしろ鉄鋼業を＜基礎工業＞と判
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断する商工省の勧奨」を受け入れたからにすぎないと結論されている。

　すなわち③として、氏の結論は、大恐慌下に自主統制力を弱化させたr独占資本」がそ

の補強を政府に要請し、重産法はそうした目的で運用されたとする“独占資本補強説”が

強調する理解が、寡占的なこの産業における重産法の運用経過’に即して妥当しないことを

含意している。この点で、本法の評価に関して重要な問題提起となっているといえよう。

　そこで本節では、この間題を中心に考察することとしたい。その場合、以上宮島氏によ

る①および②の事実認識をかりに正しいとしたならば、そこには重産法のもう一つの重要

規定である公益規定との関連において、重大な疑間が生じることになる点に注意しなけれ

ばならない。

　すなわち、①のようにカルテルの統制力が堅持され、非協調的な企業による市場援乱の

問題はなく、政府によるカルテル助成が必要なかったとすれば、法の適用はこの業界にと

ってメリットがなかったことになるが、そればかりではない。法の適用対象に指定される

ということは、第1章で明らかにしたように、適用前と異なり政府に公益規定に基づく独

占行為の規制という、業界への介入板拠を新たに与えることを意味する。言い換えれば、

業界にとって法の適用は、従来の“産業の自治”原則を脅かされる危険性を内包している

ということである。

　したがって、②のようにr基礎工業」だからという理由で、政府から適用の勧めを受け

れば業界に何のメリットがなくとも自ら統制法の適用を陳情するに至るとは考え難い。事

実、後述のように政府による助成を必要としなかった綿糸紡績業では、　「統制法ヲ適用セ

ラル㌧トキハ第三条［公益規定］二依リ協定ノ変更又ハ取消シヲ命ゼラル㌧擢アル」（5）と

して、「基礎工業」でありながら適用反対を強硬に主張している。

　これに対して鉄鋼業は、業界自身が適用反対の態度をとったにもかかわらず、法の適用

を受けた紡績業とは明らかに異なっていた。一方で公益規定を根拠に政府の管理を受ける

危険性を孕みつつも、なぜ鉄鋼業は法の適用を政府に要講し、また政府も実際に適用を決

定したのであろうか。言い換えれば、単に政府の勧めに応じたから、あるいは政府にとっ

て鉄鋼業がr基礎工業」だったからという要因にとどまらない、業界としてもカルテル助

成を指向する経済的事情があったとものと思われるのである。そこで以下では、上述の①

～ρに関して・改めて立ち入った考察を行うことにしよう。

2。統制法適用の実状とカルテル助成の限界
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　はじめに鉄鋼業では、宮島氏のいうようにr加盟企業の協定不履行、あるいはアウトサ

イダーの市場撹乱という事態は基本的に存在」せず、カルテル助成の必要がなかったので

あろうか。

　まず銑鉄部門についてみた場合、前者の加盟企業の協定不履行に関しては、恐慌下「組

合加入の内地製銑楽者中には1∴l11買取制限を無視して売急ぐものが続出」（6）する状況に

あった。インド銑鉄の駆逐を当時最大の課題とした組合にとって、こうした協定不履行は、

カルテル運営上の重大問題となっていた。

　事実、1931年4月以降に行われた銑鉄共同販売組合理事会における方針では、r印度銑

との関係が如何になるとも、内地銑鉄が今日の如く不統制の有様にては、有利なる展開は

望み難い故、先づ組合の統制が先決的に必要であることは当然である。されば、此際印度

銑との関係は如何になすべきかとの前提に於いて、［国内の］統制強化を促進するが肝要

であるという空気に一一致」（7）することになった。さらには恐慌に対して、減産により対処

した企業とそれを拒否した企業との対応の相違から、その後、数量調整を一めぐってカルテ

ル内の対立が激化しており、その解決のため新たな組織化が必要とされていたのである（8）。

　他方、国内アウトサイダーに関しては、浅野造船（製鉄部）の存在に着目しなければな

らない。浅野の生産開始は1927年であるが、それはr外国銑対策未だ成らざるにまた新た

なる邦銑の出現をみたのは、組合にとって少なからざる重荷であった」（9）。これに加え1

930年の東京問屋間提携問題に際しては、提携が成立すれぱ「印度銑対策は何とかなる可

も、最も注意を要するは浅野銑である。111l“市価の安定と云ふ事には、単に水橋共栄組

の提携にては、多少安定を見ても、徒らに浅野値売の糧となり、彼の潜行力を増大する事

になる」（川との問題点が指摘されていた。また実襟にも、組合の関心が上述のようにイ

ンド銑に集中している間隙をぬって、浅野はシェアを伸ばし、逆に組合シェアの低下が顕

著となっていた（川。そこで上述のように、こうした国内アウトサイダーの動向が、イン

ド銑対策とともに問題とされるに至っていたのである。

　同様な事情は鋼材部門でもみられた。例えば、表2－2で棒鋼部門の動向を丸鋼につい

てみるならば、1930年半ばまで組合（カルテル）価格は輸入価格に追随しているのに対し

て、それ以降はこれを放棄し、輸入価格より下方において市中価格に接近していることが
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わかる。

　さらに市中価格は、恐慌の影響が出始める30年初めに他の価格とクロスするかたちで暴

落し、恐慌下では組合価格を下回りさえするという動きを示した。すなわち、恐慌以前、

カルテルは輸入の駆逐を目的として、輸入＝外注価格遣随により自給率の上昇をはかって

きた。ところが恐慌を契機として、市中価格が棒鋼メーカーにとって壊滅的水準に暴落し、

それに伴いカルテル組織力の脆弱性が露呈し、滞貨を抱え込む企業のカルテル統制を無視

した投げ売りが一般化した（川。それが先の外注遣随の放棄をもたらし、同時に輸入価格

を相対的に高位にさせ、結果的には外国鋼鉄の駆逐藏自給達成をもたらすことになった。

前掲表2－2における価格の推移は、このよづな動向を示しているといえよう。したがっ

て鋼材部門においても、業界の建て直しのため、カルテル組織力の強化による過当競争の

収拾を必要としていたのである二

　このような状況から、実際に鉄鋼業界自身も、カルテル統制力の強化を意図して重産法

の適用を希望した。この点を、さら一に重産法の適用を審議した、商工省臨時産業合理局統

制委員会（新委員会）における商工省側の報告よりみてみよう。

　【1】「我国鉄鋼業者ハ目下安価ナル外国晶ノ輸入ノ為大イニ苦シミツツアリテー種ノ協

　　　　定ヲ緒ビ梢々統制ノ実ヲ挙ゲツツアルモ極メテ不完全ナルヲ以テ之ヲ助成スルガ

　　　　為統制法ノ適用ヲ希望ス」（川

【2コ「鉄鋼業ノ対策二関シテハ他二種々ノ根本策アルモ差当リ業界ノ統制ヲ強固ナラシ

　　　ムルノ要アリテ営業者モ亦熱心二之ヲ希望シツツアリ」（川

　みられるように鉄鋼部門は、統制法がカルテル組織力を助成して国内企業の連携を強め、

輸入駆逐に効力を発揮することを期待して適用の要請をしたことがわかる。一方、政府当

局としても、既に臨時産業審議会（内閣諮問機関）などの場で、合同策、関税改正などの

方策が度々模索されながら、なかなかその実現をみない現状において、　【2コにみられるよ

う・に他に・種々ノ根本策・の必要挫を認めながらも、昭和恐慌に緊急に対処する“差当リ

”の対策として、重産法の適用による組織力強化を意図したのである（15）。

72



　とはいえ周知のように、特に輸入製晶の存在が産業の動向を左右する有力な要因であっ

た部門では、重産法による恐慌対策はおのずから狭い隈界をもっていたことに注意しなけ

ればならない。ここでとりわけ重要なのは、重産法は適用範囲を内地企業に隈定しており、

外地（国外1植民地）に有力なアウトサイダーが存在する場合には、これを十分にチェッ

クしえなかった点である。

　こうした難点は、関税政策による関税障壁の設定や、補助（奨励）金の交付などにより

補完されるならば、ある程度克服しうるであろう。しかしながら、当時浜口内閣はデフレ

1スタンスをとっており、また旧平価解禁による円高下で国内企業にハードトレーニング

を課していた。関税の改正は行われず、また銑鉄奨励金の交付額についても、恐慌下にあ

ってそうした財政的救済の必要がより増大しつつあっ牟にもかかわらず、159万8千円（19

29年）から124万4千円（30年）ぺとむしろ減額されていた（川。重産法の欠点を補う措置

が積極的に講じられたとはいえなかったのである。

　したがって、このことは重産法あ適用において、輸入晶の駆逐を第一の課題としていた

銑鉄部門と、輸入の脅威よりもむしろ国内の過当競争の収拾へと重点が移りつつあった鋼

材部門との対応の相違となってあらわれている。

　前者は、重産法の必要性を認めながらも、それを補完する別途の政策をも同時に必要と

していた。すなわち、鋼材各部門は統制法の適用に樟極的意味を見出していたのに対し、

銑鉄組合は重産法施行を前にしてr他の鋼材と同様産業統制の必要は十分認められるが今

回制定公布された産業統制法の内容では銑鉄統制の実効は甚だ期待し難く」、同時にそれ

を補完する「何等か適当の対策を必要とするため何分考慮されたきこと」（川を商工省に

陳情したのである。

　しかしながら、上述のようにこう’した措置は、デフレ方針をとる浜口内閣下では実現し

なかった。政府の政策スタンスが転換し、さらに「満洲事変」を契機に昭和恐慌から回復

してゆく過程において、鉄鋼部門は“国策的見地”から基幹産業として本格的確立が要請

されるに至り、重産法による助成策にとどまらない抜本的政策として関税改正および合同

策が積極的に講じられてゆくという恐慌期以後の政策展開のなかで、先にIみた統制法の隈

界ダ克服されてゆくことになるのである。

3．小括
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　以上、先行研究である宮島氏の指摘とは異なり、カルテル組織力は必ずしも強固とはい

えず、さらにインド銑など輸入晶との対抗に苦慮していた業種では、それとの関連におい

ても、カルテル内の組織力強化が間趨とされていたことがわかる。そこでr先づ組合の統

制が先決的に必要」とされ（’8）、国内企業が昭和恐慌下に破綻の危機に瀕しているなかで、

当面の救済策として重産法の適用によるカルテル助成が意図されたものととらえることが

できる。

　もっとも当時の政策スタンスに規定されて、上述のようにその効力には限界があったこ

とはたしかであろう。とはいえ、統制法の適用が、単に「指定はむしろ鉄鋼業を＜基礎工

業＞と判断する商工省の勧奨による」というにとどまらない現実的根拠をもっていた点は

看過されるべきではなかろう。

　したがって以上の考察をふまえるならば、第1章で言及した“独占資本補強説”が、恐

慌下に統制力を著しく弱化させた証血占体の組織力を補強し、危機に瀕した大企業を救済す

る政策として本法を評価してきた点が、改めて重視されねばならない。言い換えれば、大

手企業の存立を無視して日本経済の復興＝体制の維持は実現しうるべくもないことから、

そのかぎりにおいて統制法による大手企業の救済的側面を積極的に評価する視点はなお継

承する必要があるといえよう。

　しかしながら、前章でみたように単なる“独占資本補強策”としてはとらえきれない本

法の特色を明確にするためには、本節の事例の他に、大手企業と中小規模企業とが同一業

種内に併存する場合の運用事例を検討してみなければならない。節を改めてそれをおこな

いたい。

第2節　化学工業に対する統制法の適用とカルテル助成

1．適用業種の特徴

　表2－3に掲げたものが実際に適用を受けた薬種である（川。そこでヒの表にもとづき、

統卸法と当該業種との関連をみるう、えで重要な特徴について予め概観しておきたい。

　第一に、これらの楽種では専業企業と兼業企業とカく併存している点に特徴があった。こ
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れは化学工業の特性として、主生産物の産出に副産物が派生的に産出されることに由来す

る。そしてこの専業・兼業両者の間での利害の対立が、業界の自主統制を弱化させる問題

となっていた。

　この点、例えば日本商工会議所のr産業合理化』誌は、カーバイド業に関してr専業会

杜と副業の会杜との間に種々の点で利害が一致しないことは斯業の統制の困難なる理由の

二つであらう」（・・）として、こあ問題を重視している。このことから先の新統制委員会審

議でも、統制法の運用により業界の安定を図るうえで、後述のように専業1兼業および外

販。自家用の点が注目されることになったのである。

　第二として、総じて兼業企業は日本窒素や大日本人造肥料、住友肥料などの肥料会杜や、

ラサ、三井鉱山といった大企業が多く、これに対して専業企業は個人企業ないしは中小規

模メー力一であった。例えば、養料による判断が可能なカーバイド、晒粉をとってみれば、

まずカーバイド業について、専業8杜の平均資本金は約440万円であるのに対して、兼業企

業のうちカルテル加盟者のそれは約L840万円、非加盟者は約3，280万円であった。晒粉業

では、専業ないし斯業を主とする兼業企業は8杜で、それらの資本金は70～360万円であっ

たのに対して、斯業を副業とする企業3社は750～3，600万円規模を有していた（川。

　第三には、アウトサイダーに有力企業が存在することである。例えぱカーバイドでは、

肥料との兼営企業である日本窒素（日窒）が存在したし、1932年5月には電力業を兼営する

電気化学工業（電化）が突如カルテルから脱退し、以後自由行動をとるに至っている。他

方、硫酸業をみた場合も、日窒、三井鉱山、住友肥料、北越水力電気といった兼営大企業

がアウトサイダーであった。

　こうした兼営大企業は、自杜の主要製品の生産量をまず決定し、その自家用をこえる部

分として外販分の出荷量を調整する動きをとることが多かった。例えば硫酸業界では、兼

営企業の動向として「一般的にいって肥料会杜は肥料価格が好調な時には肥料用硫酸消費

量をふやして硫酸市販分を減らし、逆にそれが低迷する時には肥料用硫酸消費を減らして

市販分をふやした」（22）点にみてとれる。

　以上と関連して兼営大企業の場合、カルテルの生産制限、販売割当などの協定事項に拘

束されることによる不利から二総じてアウトサイダーを指向する傾向が強かった。上述の

電化のアウトサイダー化もその例といえる。

　それゆえ前掲表2」3において、たとえアウトサイダーのシェア自体が低い業種といえ

ども、業界全体の安定を撹乱しかねない有力企業が存在することを意味していた。実際こ
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あ点は、統制委員会審議においても、「小量ト難モ業界ヲ撰乱スルヲ以テ圃薗1111極メテ影

響多シ」（川として重視されることになったのである。

　以上、要するに統制法の適用を業界自ら要講したこれらの化学工業分野の業種は、少数

の大企業によって構成されていた鉄鋼業とは異なり、電力、肥料などの少数兼営大企業と

ともに専業ないしはそれに準ずる中小規模のメーカーが多く混在する業種であった。しか

もこれらの業種は、化学工業部門内の中心的産業である人絹業などとは異なり、カルテル

を業界自身で組織しえないか、あるいはカルテルが存在する場合でもその統制力はきわめ

て弱い業種であ、？た。したがって、昭和恐慌の不況圧力に抗してカルテル統制力の助成を

はかる場合、それは抵抗力の弱い中小規模メーカーの救済をも重視した助成が必要とされ

たのである。

2。カルテル助成の特徴とその意義

　かくして、これらの業種ではr偶々産業統制法の発布を見たるを機とし、商工省に対し

統制法の適用方を熱心に陳情」（24）した。その理由は、カルテル助成の意味により、大体

次の3つに分けて考えることができる。

　まず口］として、法の適用を起動力としてカルテル設立ないしは再建を意図した業種であ

る。　カーバイド業をはじめとし、28年に協定の成立をみながら翌年には破綻に陥っていた

硬化油業、そのほとんどが中小メーカーによって構成され、それゆえ不況のなか組織化を

はかりながらも、当初業界自身では協定を成立しえなかった二硫化炭素業がこれに該当す

る。

　［2］はカルテル内の組織力強化を意図する晒粉業（25）で、この業種は全貝加盟のカルテル

を有していたものの、組織力は表2－4．の価格の急落状況からもうかがえるように「実効

薄く」、したがって「指定せらる㌧ことに依り此の自然的協定を翠固ならしめんとして」

（25）適用を希望した。さらにそれを契機として、共販会杜設立による組織力上昇をはかる

ことも適用を希望する理由であった（26）。その意味では、［1コと同様、統制法の適用による

新組織設立促進効果が期待されたのである。

　．雇後に［3コとしては、アウトサイダー規制を主な理由とする業種で、これにはr協定存ス

ルモ関東、関西二有カナル埼外者［三井、日窒、住友など］アリテ統制ノ効果ヲ減殺シツツ

アリ」（27）という状況にあった硫酸業、それと後に述べる副生製晶の参入に悩まされてい
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た酸素業が該当する。

　そこで、およそ以上のような内容に整理できる各業種の統制法適用要講に対し、政策当

局はいかなる姿勢で臨んだのか。そして、それはいかなる意義を有したのかという点にっ

いて、立入って検討することにしよう。

　まず［1コは、その理由から明らかなように、業界自身で容易にカルテルを組織化しえな

かった業種であった。統制法運用にあたり未組織業種でのカルテル設立促進を一般方針の

一っとしていた政策当局としては（28）、法の制定を契機にカルテル設立の動きがみられ始

めたこれらの業種に対して、法の適用によるカルテル設立促進に稜極的であった。すなわ

ち、生産額・生産規模などの観点からみて日本経済のなかで周辺的な地位にあり、しかも

なかには中小メー一カーで構成される業種（硫炭業）すらあったものの、これを敢えて重産

法の適用対象とすることにより組織化の促進をはかったのである。

　その結果、カルテル破綻後2年あまり全体的な組織を設立しえない状態にあった硬化油

業においては、r今回統制法ノ発布ヲ機トシ再度同業会ヲ組織」することとなった（州。

そして、1932年以降の市価の回復（表2－4）からもうかがえるように、法の適用を受けた

後には、　r斯業に於ける統制は業界の安定に対し顕著なる効果を挙げ惨落せる市価は漸次

回復を見るに至つた」（30）。カーバイド業でも同様に、　「産業統制法の発布を見たるを機

とし」（川、r統制法の制定に依り刺激せられ」（32）てr有力なる統制団体の組織に専念」

した結果、全国炭化石灰共販組合が結成されたのである（33）。

　一方、二硫化炭素業界では34年4月6杜による統制協定が成立し、カルテル結成の先鞭が

つけられた。さらにr統制法の適用［32年10月］後、業者は更に統制を強化するの必要を感

じ」（川、同年11月には硫炭業界にも統制団体の設立が実現し、33年以降の市価回復をみ

た（表2－4）。同様に、法の成立を契機に共販会杜の新設を意図していた［2］の晒粉業でも、

重産法の適用業種に指定された翌32年10月にはその設立を実現した。その後、業界の組織

力を上昇させ、表2－4にみられるように33年には、前年まで回復がはかぱかしくなかっ

た市価を好転させるに至ったのである。

　以上、業界内に中小メーカーを含め多数の企業が存在しており、このことから過当競争

的体質を内包し白主的統制力が脆弱であった業種において、重産法の適角はその組織力上

昇、ド寄与し、恐慌により悪化した市況の回復に一定の効果を果したといえよう。なおその

場合、重産法がカルテル設立の強制権隈をもたず、未組織業種の組織化を直接的には強制

しえないこととなっていた点（35）を考慮にいれるならば、それにもかかわらず重産法の適
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用がカルテル設立を政策的に促進して業界の組織力を向上させ、未組織業種の救済にも現

実的役割を果した点が重要である。

　さらに、二硫化炭素業におけるカルテル助成は、　“独占資本補強説”を再検討するうえ

で注目すべき事例と思われる。当該業は、従来“過当競争的性格”と“人絹工業依存体質

”と特徴づけられてきたように（36）、その技術的性格から参入障壁が低く新規参入が容易

で、このことからいきおい売り急ぎ傾向を有する業種であった。また他方では、需要の90

～98％を強固なカルテル（日本人絹連合会）を擁する人絹およびス1フ業に握られており、

恐慌下その依存的性格から多分に買い叩かれる性格を有していた（37）。

　したがって、上述の統制団体設立に対する政策的促進は、組織力を高めて過当競争的性

格の是正をはかるとともに、需要者との関係では、カルテルを中心とした組織的対応によ

り需要側の値下げ圧力に抗する意味をもっていた（38）。すなわち、重産法の政策的運用は、

需要側に交渉力において有利な立場に立つカルテルが存在するなかで、　“独占資本”の立

場に立ってその収奪行為を補強するというよりは、むしろ弱者の立場に立つ供給側中小資

本に対して、そうした収奪行為に対抗しうる組織の設立を助成することで業界の安定的存

続をはかることが重視された。その意味で、重産法による組織化は、単なる“独占資本補

強策”としてはとらえきれない役割を担うものであったといえよう。

　最後に、［3］に対する重産法の運用についても、以上の運営方針と同様の性格をみてと

ることができる。すなわち、政策当局は統制委員会において、「酸素ガ各種ノ化学工業ノ

副製品トシテ多量二産出セラルルハ専業者二対シ多大ノ脅威ヲ与フル」（39）として、中小

規模メーカーによってしめられる専業企業の救済を重視する法運用を強調した点が注目さ

れる。また前掲表2－3にみられるように、兼業が19社あるもののその内の多くが斯業を

主としており、やはり専業ないし専業に準ずる企業の救済が重要な意味をもつ硫酸業への

適用に関しても同様であった。

　なおその場合、さらに先の統制委員会の審議過程に立ち入るならば、こうした当局の運

用上の意向に対して、兼営大企業側は自家余剰を少量外販しているだけであるから大した

影響を与えないのではないかとの意見が委貝会委員より出された。しかレ当局は、　r少量

ト．蝉モ業界ヲ撰乱スルヲ以テ専業者ヨリ見ルトキハ極メテ影響多シ」、よって「其影響ハ

統制ヲ必要トスル程度ナリ」（40）とした。つまり、兼営大企業の非協調的行為の規制が、

こうした業種の組織化をはかるうえでの重要課題として再度強調され、専業側の経営安定
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化を重視した法の運用がなされたのである。

　かくして、こうした経緯をもって適用が実現した硫酸業では、1933年に至って有力な兼

業アウトサイダーであった大日本特許肥料をカルテルに加盟させ、関東地区の東部硫酸販

売組合の再組織化を実現した（川。一方、酸素業では、兼営企業が副産晶として産出され

る酸素の処理をはかるため新規参入を試み、それが供給過剰、市価崩落を誘発するという、

いわゆる“副生酸素問題”を抱えていた。例えば、当時、兼営大企業である矢作工業（現

在の東亜合成化学）の副生酸素供給量は80万㎡であり、それは名古屋地区の専業企業の生

産をほぽ代位できる量であった。しかも副産物の供給ということで、専業企業による製晶

よりは安価に供給可能であったことから（川、それは専業企業の存続にとって重大な脅威

を意味しており、後述のようにまさに“死活問題”であった。

　実際、そうした例として1932年には名古星および関西地区において、日本合成化学社大

垣工場の副生酸素処分問題として表面化した。そこでカルテル（名古屋および大阪両共販

組合）は同杜に販売中止を要求し、何度かの交渉の後、同年5月にヵルテル側と合成化学

社との間で余剰分処理契約が締結され、新規参入に伴う業界の動揺がチェックされた（43）。

　同様な問題は、その後名古星地区において、矢作工業名古星工場の副製晶をめぐって起

きている。矢作工業の資料によれば、専業企業側（名古星共販組合）は矢作工業に対して、

ボ生産能力の大きい当祉［矢作工業］が、低価格による直売を開始すれぱ専業者の死活間題

である」（44）との要求を掲げ、両者間で交渉が行なわれた。その結果、矢作工業による生

産開始前に「［矢作側はコ専業3杜への卸売りのみで直接には市販をしない」（45）とする条

件で、組合側企業の経営安定化がはかられるに至ったのである（46）。

　その場合、先にみたように専業企業救済を重視する政策当局の運用姿勢に改めて着目す

るならば、こうしたカルテル側の要求が無視され、専業企業側の経営危機が現実化するに

至れば、重産法の発動も現実味を帯びることになるであろう。逆に言えぱ、実際にそうし

た非協調的企業へのカルテル服従命令の発動をみるまでもなく、組合側が兼業側との交渉

過程で生産中止を要求し、あるいはその直販を規制して自己の存続をはかるための協定内

容を設定しえた点に注目する必要がある。

　すでに第1章で指摘したように、重産法のカルテル助成は、カルテル構成資本の多数決

による要請により、政府が業界の撹乱をもたらす企業行動を規制しうる点にあった。すな

わち本事例におけるように、生産能力の面で兼業の．大手企業に劣りながら数では優位にた
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っ中小規模メーカーにとって、上述の員数規定を有する重産法の適用は、大企業アウトサ

イダーとの協定を成立させ、白己の経営安定化をはかるうえで、その交渉力を背後で支え

る意味一いわゆる“伝家の宝刀”的意義（47）一をもっていたといえるのである。

3．　小括

　以上、本節では重産法のカルテル助成が、前節でみた寡占的大企業の救済にとどまらず、

同時に不況抵抗力の脆弱な中小規模メーカーの救済をも重要課魑として運用されたことを

みてきた。本法を、中小資本および国民にいっそうの犠牲を強制しつつr独占資本」の救

済をはかる政策として理解する視点では、本節の運用事例にみられた特徴を積極的にとら

え評価できないのは明らかであろう。

　一方、これに対して別の視点による宮島氏は、化学工業部門における弱小資本の救済的

運用に言及されてはいる（48）。しかし重産法の課題を、上述のようにむしろ低生産性弱小

資本の整理を促進し、合理化を実現する政策として積極的にとらえてゆこうとされる氏の

基本的視点からすれば、本節で重視した弱小資本の救済を意図した運用は、やはりネガテ

ィヴにしか評価しえないことになっているように思われる。

　そもそも宮島氏の見解にそって考えるならば、例えば上述の酸素業におけるように、生

産性が高く、それゆえ専業企業に代わってその地域の供給をほぽ満たすことができ、しか

も安価に供給可能な企業が存在する場合、政策的にはそうした兼営メー力一の直販を詐し、

自由に販売させるほうが、氏の強調する“国民経済の合理化”の促進につながるのではな

いであろうかと考えられる。

　同様に、宮島氏が他方で重産法のもう一つの課題として指摘される、需要者への低廉か

つ安定的な供給＝資源配分の適正化（川という点を重視するならば、むしろそうした低廉

かつ安定的に供給可能な大手企業への規制を撤廃するなどして、その供給拡大を政策的に

促進することのほうが、氏の見解に整合的といえるのではなかろうか。

　このことから明らかなように、本節の事例が提起する論点は、たとえ兼業大企業が需要

者への低廉かつ安定的な供給を担えるとしても、それを規制してまでなぜ専業メーカーの

年碑二経営安定化を重視した形の運用が行なわれたのかという点にある。あるいは、限界

的企業のスクラップ化による合理化促進というよりは、むしろ生産力的に劣位な企業の救

済が重視されたのはなぜかとも言い換えられるであろう。
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　そこで、こうした統制法の特徴を積極的にとらえるにあたっては、以下の視点を重視す

る必要があると思われる。まず第一に序章でも述べたように、統制法の運用をこれまでの

日本経済が一方で大企業を中心に漸次的ながら合理化を進め蓄積拡大をはかりつつも（川、

他方では中小資本および農村を広汎に残存させつつそこに過剰人口を吸収させてきたあり

方と、昭和恐慌下にそうした構造が倒壊の危機に直面していたこととの関連でとらえる視

点である。すなわち重産法の運用が、単に大企業のみならず中小メー力一の救済をも重視

する性格をもっていた背景には、’大恐慌下に弱小企業の整理を促進することが、かえって

過剰人口のプール機能の喪失による失業の増大をもたらし、他方では中小企業を中心に増

大しっっあった労働争議（川をさらに激化させ、恐慌下の体制不安を逆に深刻化させかね

なかった。

　この点で、　「同法［重産法］の指定業種に、中小経営が多い産業が目立つのは、現実の政

策運営が、いわゆる独占保護というよりは、中小経営の再建整理による雇用水準の維持に

あった」（52）とされる武田晴人氏の指摘が注目されよう。すなわち、大恐慌に直面した政

府が、統制法を通じて解決をせまられた問題とは、従来の“産業の自治”原則によっては

対処しえない諸産業の倒壊の危機と、その結果生じざるをえない大量失業をいかに抑制し

て雇用水準の維持をはかり、現体制を安定化させるかという点にあったと考えられる。こ

うした観点から、統制法の運用過程においても、単に大手企業の救済にとどまらず、過剰

人口のプールとしての機能の一翼を担う中小メー力一の存続維持をも重視した、新たな組

織化政策が講じられたととらえることができると思われるのである。

　さらに第二として、中小企業政策史の先行研究において、r重要輸出晶工業組合法の制

定［1926年コによって、すでに中小工業に対しては、アウトサイダーをふくめた自治統制が

認められていたといっても、それは産業政策の自由原則のあくまで例外的措置にすぎなか

った」（53）と指摘されている点にも注目する必要があろう。すなわち、大工業部門をも含

めた日本経済の組織化という面からみれば、従来の組織化政策は、中小工業輸出晶の粗製

濫造規制を基本目的とする“例外的措置”にすぎなかった。これに対して、重産法による

組織化政策の展開は、大企業から中小規模企業に至る資本全般的な救済を意図するrわが

国、9産業政策の基調に統制方式が導入されたもの」（川として画期的であっれ

　そこで以上のような視点から、前節と本節との考察を総括すれば、本法による組織化は、

第一に“独占資本の助成”という側面をもっていたとしても、それは企業経営の安定化に
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よる日本経済の体制安定の一環としての助成であり、第二に従来の組織化政策のような例

外的措置でもなかった。大企業から中小企業に至る全般的な産業救済、およびそれによる

雇用水準の安定化二大量失業の抑制を基本目的とした、組織化の中心に位置する政策であ

ったととらえることができよう。

　それでは、こうした日本経済の体制維持という視点に立ち、それゆえ法運用の過程で、

単に大企業のみならず中小メーカーの救済が重視されたとする本稿の見解は、以上のカル

テル助成とともにカルテル行為の監視1規制を目的とした運用において、いかにとらえ返

すことができるであろうか。すすんで第三の事例において、それを考察することとしたい。

第3節　綿糸紡績業に対する統制法適用とカルテル規制

1、昭和恐慌下の綿糸紡績業をとりまく社会状況

　周知のように、綿糸紡績業（以下紡績業と略す）は文字通り当時日本経済のr重要産業」

であり、斯業にはカルテルr大日本紡績連合会」　（以下紡連と略す）が存在した。なお19

32年時点で、そこには業界全体71社のうち63社が加盟し、生産高シェアにして約98％を占

めていた（55）。紡連は恐慌下でも強固な自主統制カをもち、前飾までの事例とは対照的に

業界自身が統制法によるカルテル助成どころか、むしろ適用除外を要求していた。

　こうした業種に対する法運用を検討するためには、最初に恐慌下の紡績業を取巻く社会

状況に行論に必要な限りで着目しておく必要がある。まず綿糸価格は、1929年の230円／梱

（左二十手）が、31年には123円／梱まで激落していた。これにともない29年6月以来全廃さ

れていた操業短縮が30年2月に復活（第11次操短）し、同年末以後には操短率は30％を越えた。

その結果、綿糸在庫は急減しかつ価格維持にも貢献したのであるが、他方この操短をめぐ

って需要者側の日本綿織物工業組合連合会（以下綿工連と略記）および日本労働総同盟な

どが、糸価高騰による経営難あるいは労働時間減少による失業の増大といった観点から猛

烈な反対運動を展開するに至っていたのである。

　そこでこれらの情勢に対する政府の動向をみてみよう。まず内務省杜会局は、工場法第

4争深夜業廃止の緩和規定をめぐって、30年1月条件付き規定緩和の許可条件につき紡連

へ異例の諮問を出した。これは操短行為に関与しなかった恐慌前とは異なり、　r国家の意
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思が杜会問題の形において操短間題に干与するの端を発したことは注目すべき変化」（56）と

して世の注目を浴びた。続いて31年に入り、今度は操短間題が保税倉庫許可間題（57）と結

びついて紛糾し、ついに政治問題にまで発展すると、商工省は「三綾薬者［機薬家側］の主

張に対し援助の態度を採」るという立場を明確にするに至っていた（58）。

　具体的には、綿糸供給者である紡連と、その需要者である中小機業者との関係において、

r当局［商工省］では連合会［紡連］があくまでも操短を緩和せざる隈り、中小工業保護の上

から支那糸の輸入も巳むを得ず」（59）として、中小機業者の救済を重視するというもので

あった。しかもこうした中小機業者保護を重視した政策方針は、後述のように最終的解決

手段として、重産法の発動による操短行為の強制的変更という「相当強硬なる決意を有し」

（60）ていた点が重要である。

　そこで実際、こうした動きに押されて、紡連は①！931年4月、34．4％から30．8％へと操

短率を緩和したのであった。ところで1920年代の政府は、紡連の操短に対して何ら指導力

をもたず、　「役所はまるでつんぽさじきであった」（川。これに対して上記のような政府

による積極的姿勢は、重産法の運用をみるうえで注目される特質といえよう。

2．　統制法適用の背景とカルテル規制の意義

　およそ以上が、紡績業をとりまく当時の杜会的状況であったといってよい。そこで、こ

うした状況を念頭に置いて、紡績業への統制法適用について考察することにしよう。いま

その経過を簡単にみるならば、まず商工省事務当局は、　rわが国の最重要産業にして輸出

綿織物の原料など㌧して他の産業に密接なる関係がある」（62）ことを理由に重産法の紡績

業への適用の検討に入っていた。

　しかしそれが伝えられると、紡連側は阿部房次郎（東洋紡）1宮島清次郎（日揖紡）が商工

省に田島次官を訪ね、適用反対の意向を陳情した。同様に、統制委員会へもr適用反対陳

情書」を提出して、適用除外の意思を重ねて強調したのである（63）。一方、先の操短、保

税倉庫問題などで紡連と利害の対立をみていた綿工連は、紡連が適用反対の動きに出てい

ることを知ると、その反対要求すなわち紡績業への統制法適用を逆に陳情するに至った。

　、三うして杜会的にr実業界の有力団体［紡連コが反対してもなほ桜内商相ならびに統制委

員会が［紡績業を］指定す．べしとするか頗る興味のある間題として注目」（64）されることと

なり、統制委員会の場においても、この強固なるカルテルを統制法の対象となし得るかど
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うか、その取扱いが重要間題としてクローズアップされたのである。

　このことから、実際の委員会審議は慎重に行なわれた。表4－5は、新統制委員会およ

び同特別委貝会における審議経過を概観したものである。ここにみられるように、第5回

特別委貝会において紡連関係者から意見を聴取し、さらに第8回同委員会で需要側の縞三

綾ほか機業家の意見を聴取するといった手続きをとったうえで、ようやく紡績業への適用

を決定したのである。

　そこで次には、こうした審議過程における審議内容に立入ることにより、本事例におけ

る問題の所在を明確にすることにしたい。まず紡連側の適用反対の理由とは、①r統制法

ヲ適用セラル㌧トキハ第三条二依リ協定ノ変更又ハ取消シヲ命ゼラル㌧擢アル」ことにあ

った。政府の助成がなくとも既に自主統制力のあるカルテルを擁する紡績業にとっては、

重産法の公益規定に基づくカルテル行為の規制が、懸念すべき最大の問題とされたのであ

る。さらに②として、紡績業への適用が現実化し、その結果、これまでの業界自治がそこ

なわれることになれば、従来円滑に行なわれてきたカルテル運営に支障をきたすことにな

る、というものであった（65）。

　これに対して当局は、まず①に関して、紡績業が重産法の適用業種に指定されたからと

いって、それが直ちに第3条公益規定の発動を意味しない。またかりに発動に至る状況が

生じた場合にも、紡連は一方的にそれを強要されるのではなく、発動の決定以前に自己の

カルテル行為の正当性を主張しうるとした。

　一方、②に関しては、統制法はあくまで業界の白主統制を前提とし尊重するもので、し

たがって政府はカルテル行為が杜会的問題を惹起しない状況にあるならば、円滑なカルテ

ル運営を妨害するものではない。その意味で、紡連の反対は、新たな法に対する認識不足

によるものである。加えて、紡績業が日本経済のr重要産業」でないとするのは困難であ

り、統制法の適用対象になることで名実ともに日本のr重要産業」と認められるとしたの

であった。

　しかしながら、先にみた紡連を取巻く当時の社会状況、あるいは委員会審議の経緯に留

意するならば、上述の“統制法ヲ適用セラル㌧トキハ協定ノ変更又ハ取消シヲ命セラル㌧

擢アル”とする紡連側の懸念は、決して単なる重産法への認識不足に基づく杷憂といえる

ものではなかった。また業界自身が強い反対を表明しているにもかかわらず、表面的には

ともかく実質的にみて、単に紡績業がr重要産業」であるからという理由のみで政府があ

えて法の適用にふみきるものでないことは、すでに本章第！飾でみたごとくである。
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表2－5 合理局新統制委員会固同特別委員会における審議経過の概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1931年）

（1）統制委員会

9月8目 第1回（1）竹内幹事より法律に関する事項および当委員会への付識事項
に関する説明
（2）商工省所管以外の「重要産業」指定についての説明

（3）業者から陳情のあった業種以外の指定について検討

9月29目 第2回（1）「重要産業」指定薬種についての「幹事試案」の提出
（2）同上『試奉」に掲げた業種についての説明

（3）指定方針に関する審議．

（4）「重要産業」の指定に反対の意向を有する業界とその理由に

っき報告を受ける
（5）統制委員会特別委員会の設置を決定

（2）統制委員会特別委貝会

1O月5目 第1回 「重要産業」の一般方針にっいて審議

1O月8目 第2回 「重要産業」の一般方針にっいての継続審議
（とくに指定による効果について審識）

10月15目 第3回商工省作成「重要産業ノ統制二関スル法律ノ適用方陳情アリタル
産業ノ種類及其ノ概況」にもとづき
①加盟者。非加盟者数
②専業。兼業者数（化学工業の場合）

③業界全体の現況およぴカルテル統制状況
を中心に陳情部門の説明と質疑応答

10月16目 第4回指定の除外を希望する業種（納糸紡繍。綿糸紡繍。人綿。洋紙。
硫化鉄）についての報告

1O月21目 第5回指定除外を希望する業界の代表：紡繍連合会。鉱石会関係者を招
聰し意見を聴1取する

1O月28目 第6回 「重要産業」の一般方針についての継続審識

10月29目 第7回（1）重産法の適用を希望した業種の再審議
（2）上記業種への重産法の適用を決定

11月5目 第8回（1）綿糸需要者の代表（輸出莫大小工業組合・納繊物工薬組合）
から綿糸紡繍に対する「重要産業」指定につき意見を聴取
（2）綿糸紡績。絹糸紡績。人絹・洋紙を「重要産業」として指定

することを決定
〈特別委員会閉会〉

（資料） 1）商工省臨時産業合理局統制委員会（新委員会）『産業統制委員会議事録』

　1931年
2）商工省臨時産薬合理局統制委員会特別委員会『産業統制委員会特別委員

　会議事録』1931年　　　　　　　＼＼
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　そこで、さらに立入って紡績業における統制法適用の積極的意義を明らかにする必要が

ある。そしてそのためには、その実質的要因として、上述の中小織物業との関連を重視し

なければならない。言い換えれば、昭和恐慌期に成立をみた産秦統制政策間の関連に着目

する必要がある。すなわち紡績業の統制は、他方で重産法と同時に成立した工業組合法に

もとづき進められていた中小工業部門の組織化との関連にまでふみこんでとらえることが

重要と思われる。

　とりわけ、以下の点に注目する必要があろう。まずは産業統制法成立の経緯に関してで

ある。前章で詳しく検討したように、恐慌下の産業統制策は、当初、新たな法律を制定す

るかわりに、1926年に制定された重要輸出晶工業組合法を改正し、1つの法で大から中小

に至る業種を包括的に統制する方向が検討された。結局、最終的には、対象業種別に重産

法と工業組合法という2つの統制法が成立し、統制政策が展開されることになったが、こ

のことからわかるように、両者は昭和恐慌下の諸産業の救済による体制安定策として共通

の政策課題をもって登場したものであった（66）。したがって工業組合法は、重産法と同様

に過当競争に由来する生産過剰、市価下落を規制する統制事業を基本目的とする点に新た

な特徴があったのである。

　そこで以上の点を、まず1930年11月以来実行に移された縞三綾業を代表例とする綿織物

業統制において具体的に検討し、さらにそれと紡績業統制との関連をみてゆきたい。

　はじめに縞三綾統制は、当時の日本の中小工業分野で最初の統制として実現をみたもの

であった。先行研究によれば（川、1920年代末の縞三綾産地間の競争激化にともなう窮状

から脱却するため、28年に大阪府泉南地域では、重要輸出晶工業組合が結成された。とこ

ろが、産地間競争を根拠に激化する生産過剰問題に対して、既存の組合法による事業内容

では対処しえなかった。r当時の重要輸出晶工業組合法では統制事業は製晶検査に限定さ

れ、生産数量規制を行えず、過当競争に由来する生産過剰を阻止できなかった」からであ

る。

　こうした従来の過剰生産基調に加えて、さらに30年以降は、大恐慌下で生じる競争の激

化をも統制する必要があった。そこで民間側から、生産数量統制運動がおこってくる。し

かもそれは産地間競争を基盤にした過当競争の規制であったから、単に一地域にとどまら

せい全国的な統制を必要とした。

　かくして政府も、こうした窮状への対処をせまられるに至る。その場合、政府は当初、
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重要輸出品工組法に、上述のように生産数量のチェック機能がない以上、工業組合と別箇

に関連業者のみから成る中央委員会を設け、これに生産数量規制を行なわせる方針であっ

たという。しかし業界側は、「製晶検査と統制の不可分」を主張した。そこで1930年春、

商工省と泉南、播州地域の織物業者との会談が実現し、業界側の意向にそう形として、

r綿工連の司令により各工業組合が生産数量を規制するという統制方式」が確立した（68）。

他方、こうした統制方式による組織化は、上述のように重要輸出晶工組法では行なえなか

ったことから、それを可能とする新たな法的根拠が必要となる。そこで、重要輸出晶工業

組合法の改正という形で、新たな法的根拠が与えられることとなったのである。

　そしてこうした三綾統制の成立は、当初その成功により“企業統制の魁”ないしはその

“模範”として一躍内外の注目を浴びた。恐慌下においても、日本経済全体の不況の深刻

化に伴い、一時採算割れを余儀なくされた時期があったものの、　r統制実施当時には統制

前と比し遥に採算は有利となり」（川、工業組合による統制はr斯業の為に大なる貢献を

なして居」た（川。他方、この三綾業の統制を契機として、以後、種々の中小織物業にお

いて統制が実現したのである。

　こうした織物統制の結果として、かつてr綿糸ノ需給者タル小企業ハ全国的ニハ多数二

上ルト難勢ナキ為公然ト反対ヲ唱へ得ザリシガ1111“組合ノ結成ト共二漸次其ノ精カヲ加

へ紡連二対シ其ノ操短二付反対ノ声ヲ挙グルニ至」る（7’）までになっていたことに注目す

る必要がある。先にでみた、紡連の操短をめぐる綿工壷の反対行動も、まさにそうした組

合の存在を背景とした組織的運動であったといえよう。

　したがって、商工省としては、紡連のカルテル行為＝操短が、上述のように自己の推進

している中小工業分野の統制と抵触し、逆にその経営難を招来しかねないということが現

実に問題になっているなかでは、紡連のカルテル行動を統制政策の枠外に放置するわけに

はいかなかった。すなわち、そうした中小機業家による組織的行動を支持し、上述のよう

に中小経営の安定化をはかる観点から、紡績業によるカルテル行為の監視、とその規制が可

能となるよう重産法を連用する必要があった。われわれはここに、政府が紡績業を積極的

に適用対象に加えようとした本質的な根拠をみることができる。

　しかも重要なのは、1931年4月の時点において商工省は、r中小工業保護の上からl11l

1噂合会が［操短緩和に］応ぜざる場合には、いよいよ産業統制法を活用して操短決議の変

更を命ずる外はあるまい」（72〕として、紡連のカルデル行為の規制を意図した重産法の運

用を、現実に公の形で表明していたことである。
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　こうした事実は、従来の研究史では注目されてこなかったが、政府の公益規定の運用姿

勢をうかがわせ、本稿の結論に一定の裏付けを与えるものと考えられる。しかも、この政

府の姿勢は、公益規定が現実に発動される可能性の乏しい形式的規定にとどまらず、恐慌

下における運用ヒおいて稜極的意義をもっていたことを示唆している点でも重要であろう。

3・少括

　以上、紡績業での運用事例は、統制政策の基本法として昭和恐慌下に同時に成立した重

産法と工組法とが、単に対象を異にする別々の法であったわけではなく、同一の目的をも

っていたこと、しかも重産法の公益規定を通じて密接な関連をもっていたことを明確にす

る事例として重要である。

　すでに前飾で考察したように、重産法のカルテル助成は、単に大企業のみでなく大工業

部門といえどもなお中小経営が多い業種ではその救済が重視される特徴をもっていた。重

産法のカルテル規制も、それと同様の特徴を見いだすことができる。すなわち本節の事例

が示すように、大工業分野におけるカルテル行為が産業連関関係にある中小工業分野の経

営を圧遭する場合には、それを規制することで中小経営の救済。安定化をはかり、同時に

中小工業分野の組織化をバックアップする意義をもっていたといえる（73）。

　これを両業種の企業の立場にそくしてみれば、未曽有の不況圧力に抗して自己の存続を

はからざるをえない中小織物企業にとって、公益規定による紡連カルチルの監視は是非と

も必要な実質的意味をもっていた。これとは反対に紡連にとっては、容易に受け入れうる

ものではなかったということである。

　その意味で、重産法の公益規定を、独占資本の収奪行為を隠蔽するための表面的譲歩規

定にすぎないとして、きわめて消極的に評価する“独占資本補強説”では、こうした公益

規定の積極的意義を看過することにならざるをえないといえよう。これに対して宮島氏が、

公益規定を需要産業への低廉かつ安定的な商晶供給を図るという実質的意味を有する規定

として重視し、その一例として紡績業での運用を指摘された点は、研究史上、重要な貢献

であったと思われる。

　しかしながら問題は、　“需要産業への低廉かつ安定的な商品供給を図る”ための紡連へ

のカルテル行為の規制を、1920年代には行なわなかっ一た政府が、なぜ紡連の強硬な反対に

もかかわらず、昭和恐慌下にそれを実行するに至ったかにある。この点、氏は「綿工連の
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激しい操短緩和運動を重視する合理局官僚の積極的な運用姿勢」によりr需要産業の利害

噴出を宥和する機能が期待された」（74）と指摘するにとどまっている。紡連の反対の下で

なぜ織物業の立場を重視し、その宥和をはかる必要があったのかという点を積極的に問題

とされていない。

　すなわち前節と同様に、氏の場合、本法の中小経営の救済的側面を積極的に評価しえな

いという問題が、こ・こでも現われているといえる。言い換えれば、逆にこうした点に着目

するならば、重産法のカルテル規制的運用の意義をとらえる場合、　「恐慌対策としての側

面のみを重視する通説」（75）に批判的な立場に立つ宮島氏とは異なり、むしろ大恐慌下の

産業救済的側面そのものが重視されねぱならない。

　つまり“独占資本補強説”の誤りは、恐慌対策としての側面を重視したことにあるので

はなく、恐慌対策の意味を中小経営に対して犠牲をいっそう強いる形をとりながら、　“独

占資本”の強化をはかるものとして、一面的にとらえようした点にあった。これに対して、

大恐慌に対処するために政府が新たな組織化を行なうためには、むしろ“独占資本”の利

害1主張を“公益的見地”より一部規制してでも（川、　“全国ニハ多数二上ル”中小規模

企業で構成された業種の組織化。救済を重視しなければならなかったといえる。本節でみ

た昭和恐慌下におけるカルテル規制的運用は、まさにこうした問題への対処であり、前節

までのカルテル助成的運用と同様な視点から、トータルな意義付けを与えることができる

と思われるのである。

むすび

　最後に、以上の検討結果を全体的にまとめてむすびとしよう。

　まずはじめに、第1節でみた寡占的業種におけるカルテル助成の要請と、政府によるそ

の補強という性格は、重産法を恐慌対策として、しかも“独占資本の救済策”としてとら

えてきた“独占資本補強説”の妥当性を一面において示すものであった。したがって、重

産法のそうした恐慌対策的側面を重視する視点は、なお基本的視点として継承する必要が

あることをみてきた。

　、吉はいえ、恐慌対策的側面を重視するという場合、第2飾および3節においてみたよう

に、本法による産業統制は、中小企業へ犠牲を転嫁しつつ支配力を強化するといった、単
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なる独占資本補強策にとどまらなかった。

　また、重産法の運用段階当初から、「［本法のカルテル補強による価格協定は］多くの生

産者の中でもつとも費用のかかるものが収支償ふ程度、従つて優良な生産者が大いにまう

かる程度に価格はつりあげられる。競争によつて自然とうたさるべきものが生き延びて、

合理化は五年間延期される。産業合理局から生まれた統制法が却て合理化の進行をおくら

せるといふ皮肉な結果を生ずべき危険が確にある」（77）として、本法による組織化がかえ

って合理化を妨げる性格のものであることが指摘されていたことに注目する必要がある。

っまり低生産性企業の整理による合理化促進という役割は、大恐慌への対処が基本的政策

課題となるなかで消極化した。むしろ国民経済上、低生産性企業といえどもその存続維持

が、政策的に重視された点が重要であった。

　すなわち、これを全体的にみるならば、大恐慌に直面するなかで政府がとった産業統制

策とは、一方で危機に陥った寡占的大企業の救済を意図したという点で、単なる弱者保護

政策に一面化してとらえられない意義を’もっていた。とはいえその他方で、日本経済の体

制安定のためには、さらに中小経営の安定化も重視せねばならず、必要な場合には関連中

小工業分野の統制確保のために大企業の管理さへ行なわなければならなかった。

　要するにそれは、　“独占資本の補強’’あるいは逆に“弱者保護”のどちらか一方にとど

まらず、日本経済全体を視野に入れ、対象に収めた組織化策であった。言い換えれば、大

恐慌下では失業者の直接救済が必要となるとともに、単にそれにとどまらずより根本的に

は企業の存立および現在の雇用水準を維持し、失業増大の危機を抑制するうえから一国の

産業全体の組織化が必要となった。重産法による日本経済の組織化が、不況圧力に抗して

産業全般の存立をはかることを主要課題とした意義・はまさにそこにあった。　“国民経済的

課題”への対処策として本法をとらえることを強調された宮島氏の視点を継承するとした

ならば、それは合理化の促進というよりは、むしろこうした意味で理解すべきと思われる

のである。
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【注：第2章〕

（1）　鉄鋼業への統制法適用にあたっては、適用業種内における資本規模の下隈ないし

　　は遭用品種の隈定が行われた。特に前者は、規模の相違により実質上別個の産業と

　　認められる場合（例えば鉄鋼業と石見地方の砂鉄業者との相違など）は、それぞれ

　　別の法1組織で統制を行うことがより目的に合致しており、仮にこれらを同一業と

　　みなして統制を行うならば、結局、統制政策自体の成果が得られないと判断された

　　ことによる。

　　　そこでこれら重産法適用上の下限以下の零細企業については、その救済が必要な

　　場合は工業組合法によって行う。あるいは、実際に適用を受けた部分が、カルテル

　　統制力を回復し、市価を安定させたならば、それは同時に重産法適用規模以下の企

　　業救済にもつながるとされた。以上、商工省臨時産業合理局統制委員会『産業統制

　　委員会議事録』　（内部資料）1931年、同特別委員会r産業統制委員会特別委員会議

　　事録』　（同上）1931年による。

（2）～（3）　商工省臨時産業合理局r産業合理化時代の自治的産業統制』　（通商産業

　　大臣官房調査課統計部復刻編集）1950年、149頁。なお以下引用に際して、特に断ら

　　ないかぎり傍点および［］内は原則として引用者による。

（4）　宮島英昭「昭和恐慌期のカルテルと政府」、原朗編『近代日本の経済と政治』19

　　86年所収、276頁。

（5）　前掲『産業統制委員会議事録』第2回。

（6）　『中外商業新報』1931年4月16日。

（7）　銑鉄共販業績編纂委員会r本邦銑鉄統制販売史』1941年、227頁。

（8）　この点、詳細は同上r本邦銑鉄統制販売史』第5章、およぴ近年の研究では岡崎

　　哲二r銑鉄共販組合」　（武田晴人1橋本寿朗編r両大戦間期1日本のカルテル』19

　　85年所収）82～84頁を参照。

（9、）　銑鉄懇話会r銑鉄販売史』1952年、13頁。

（10）　同上、115頁。

（、！1）　例えば、鋳物用銑鉄の東京市場のシェアをみれば、組合83％1浅野4％（29年下期）

　　　から同41％141％（31年下期）へと激変している’。前掲岡崎r銑鉄共販組合」、78頁
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（12）

（13）

（14）

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

（20）

（21）

参照。

　この点、長島修「日本における鋼材カルテルの成立」、京都大学r経済論叢』第

119巻1㊥2合併号、1976年、90～91頁が詳しい。　　　　　　　　．

　前掲r産業統制委員会議事録』第2回。

　同上、第3回。

　この点、1932年の銑鉄関税改正に関する実証研究のサイドからであるが、奈倉文

二氏は、　「当時の商工省当局の考えによれば、製鉄事業振興の＜根本方針〉を調査

考究中であり、このうち最も根本的なものは〈合同整理〉であるが、その実現には困

難があること、したがって、〈当面ノ方策〉として、当時までに各種鉄鋼材の生産また

は販売に関する〈統制協定〉（諸カルテル）と重要産業統制法による〈統制協定〉（製鉄業

は193！年12月指定）及び関税保護策などを採用してきたのであるが、今回の銑鉄関

税率の改正もそうした〈当面ノ方策〉の一環である」　（奈倉r日本鉄鋼業史の研究』

1984年、523～4頁、括弧内原文）とされており、本稿の事実認識を裏付ける指摘を

されている。

　富永祐治『本邦鉄鋼業と関税』大阪商業大学経済研究所、1932年、247頁。

　r大阪朝日新聞』1931年7月28日。

　前掲r本邦銑鉄統制販売史』227頁。

　化学工業のうち表2－3以外の業種について若千言及しておくと、石灰窒素等の

肥料業は農林省との関係から適用が見送られた。一方、早急に救済が必要とされた

過燐酸肥料については工業組合法による統制策が講じられた。またかつて生産過剰

が間題となっていた硝酸は、当時日窒のみが生産する状況にあり適用の必要なしと

され、塩酸に関しても「其重要性紗キヲ以テ統制法ヲ適用スルニモ及バザルモノト

考フ」　（前掲『特別委員会議事録』第7回）として適用対象から外された。なお人絹

業は統制力の強固なカルテルを有し、政府の助成を不必要としており、この点で本

節で取り上げる業種とは事情を異にしていた。

　日本商工会議所r産業合理化』第8輯、1933年、69頁。

　同上、68～105，130～4頁他より。
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（22）　山崎広明r日本化繊産業発達史』1975年、281頁。

（23）　前掲『特別委員会議事録』第3回。

（24）　前掲『産薬含理化時代の自治的産薬統制』69頁。

（25）　なお宮島氏は、斯業からの適用要請の理由をアウトサイダー規制におかれている

　　　（前掲r昭和恐慌期のカルテルと政府」表5）が、管見の限りでは斯業にアウトサ

　　イダーは存在していないと思われる。本稿では、前掲r産業合理化時代の自治的産

　　業統制』およびr産業統制委貝会議事録』に依拠し、本文のようにカルテル内部の

　　統制力強化を意図した適用要講であったという事実認識に立っている。

（26）　前掲r産業合理化時代の自治的産業統制』85頁。

（27）～（28）　r産業統制委員会議事録』第2回。

（29）　政府は統制法の適用業種の選定にあたり、その一般方針で「第一条二依リ指定ス

　　ルコトハ副作用二依リ相当効果アリト考ヘラレタリ」　（r特別委員会議事録』第7回）

　　として、第2条以下の強制権を直接発動せずとも、重産法の指定という形による政

　　策課題の実現を意図していた。その一つとして、未組織業種を適用対象とすること

　　が、r適当ナル内容ヲモツ民間ノ統制協定ノ出来ル気運ヲ促進シ、之二対シテ必要

　　二応シテ政府カ援助」　（同上、第1回）することとなるとされたのである。

（30）　『特別委員会議事録』第3回

（31）　前掲r産業合理化』第8輯、100頁。

（32）　同上、69頁。

（33）　臨時産業合理局r重要産業統制法の本旨及運用の実際』（通商産業政策史編纂室所

　　蔵、吉野信次文書）1935年、8頁。

（34）　前掲r産業合理化時代の自治的産業統制』69頁。

（35）　同上、131頁。

（36）　この点、注29およぴ本稿第1章を参照されたい。

（37）　前掲山崎r日本化繊産業発達史』120頁。

（38）　この点は表2－4にみられるように、人絹の需要増に伴い販売総額では1929年水

　　準を上回りながら、価格は32年まで29年の半分の水準へと惨落し亡いることからも

　　　うかがえる。

（39）　前掲宮島r昭和恐慌期のカルテルと政府」282頁。

（40）～（41）　『特別委員会議事録』第3回。
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（42）　「共販確立せる関東の硫酸界」（r東洋経済新報』第1573号、1933年10月28日号）。

（43）’～．（44）　日本酸素株式会杜『日本酸素五十年史』1966年、73頁。

（45）～（46）　東亜合成化学株式会杜『東亜合成化学株式会社杜史』1966年、248頁。

（47）　資料上の制約から、本文の事例は厳密には恐慌期からはずれているが、こうした

　　間題は以後需要が好調にむかうにもかかわらず兼営企業の生産力の大きさに規定さ

　　れ存続した。

　　　なお恐慌期としては、1931年7月に昭和肥料が副生酸素処分のため市場参入した事

　　例に着目できる。その際、カルテル（東京酸素組合）は、協定加盟者である東洋酸素

　　が生産調整し、昭和肥料の副生酸素を自杜販売する形で市場撹乱を防いだ（東洋酸

　　素r東洋酸素40年の歩み』1959年、10頁）。また理化学研究所の副生晶問題が生じ

　　た場含も、同様な対応が抽摘されている（前掲r産業合理化』第8輯、94頁）。

（48）　この点、例えばr私共［政府］ハ正宗ヲ抜ク［＝強制権の発動］コトヲサウ希望致シ

　　マセヌ、併シナガラ正宗其モノガ存在シナケレバ、統制ヲ附ケルニ甚ダ困難デアリ

　　不可能デアル」（r第五十九回帝国議会衆議院重要産業ノ統制二関スル法律案委員会

　　議録』第3回、俵商工大臣答弁）と強調されたように、強制権の発動には慎重なスタ

　　　ンスをとりつつ、カルテル統制力に対する統制法の存在自体のもつ政策効果が政策

　　当局によって遣求された。

（49）　前掲宮島r昭和恐慌期のカルテルと政府」279～82頁。

（50）　この点、宮島「1930年代日本の独占組織と政府」（『土地制度史学』第110号、19

　　86年）1，14～7頁の指摘などを参照されたい。

（51）　もちろん本文の指摘は、中小企業においても合理化が推進され蓄積拡大がはかられ

　　　たことを否定するものではない。

（52）　この点は、第1章にてすでに指摘した。

（53）　前掲『両大戦間期1日本のカルテル』419頁。

（54）～（55）　由井常彦r中小企業政策の史的研究』ユ964年、163頁。

（56）　前掲r産業合理化』第8輯、7頁。

（57）　朝日新聞社編r昭和財界史』1936年、278頁。

（58）　保税倉庫とは、輸入手続き未済の原材料を無税のまま蔵置する倉庫のことである。

　　　織物業の場合二その利用は関税に何等の考慮を払うことなく安価な輸入外国糸を使

　　　え、また一時輸入税を支払っても織物として再輸出に転ずれば、戻税法により税金

96



　　が払い戻されるという利点があった。そこで当時、国内紡績業の操短による国内糸

　　価上昇に織物業が対抗するため、銀安により割安となった中国糸を輸入する動きが

　　高まり、積極的に保税倉庫許可申請を試みるという事態が生じていた（以上、大蔵

　　省関税局編r税関百年史（上）』1972年、243頁以降、541頁および揖西光遠編『現代

　　日本産業発達史繊維（上）』1964年、552頁以降参照）。保税倉庫許可間題は、これ

　　に対して税関長（主として大阪）が大蔵大臣にその採否を問うに至るという一連の

　　問題をさしている。この点、　『東京朝日新聞』1931年2月6日、同年3月1日などによ

　　る。

（59）　前掲『昭和財界史』279頁。

（60）～（61）　r中外商薬新報』1931年4月22日。

（62）　吉野信次r商工行政の思い出』1960年、100頁。

（63）　r大阪朝日新聞』1931年9月17日。

（64）　前掲r特別委貝会議事録』第3回、付載資料。

（65）　前掲r大阪朝日新聞』1931年9月17日。

（66）　以上、前掲r産業統制委貝会議事録』第2回、およびr特別委員会議事録』第3

　　回付載陳情書。

（67）　以上、前掲拙稿「重要産業統制法の成立とその歴史的意義」8～12頁。

（68）　阿部武司r戦間期泉南における中小規模機業家」（『大阪大学経済学』第38巻314

　　含併号、1989年）141～8頁。後に同氏r日本における産地綿織物業の展開』1989年に

　　補論（3）として所収。

（69）　同上、阿部論文、145頁およびr大阪毎日新聞』1931年7月12，15，16日を参照。

（70）～（71）　「縞三綾業及綿縮の統制近況」（日本商工会議所『産業合理化』第9輯、

　　1933年所収）。この他、三綾業統制の展開に関しては、前掲阿部r日本ドおける産地

　　綿織物業の展開』第5章第4項が詳しい。

（72）　前掲r特別委貝会議事録』第4回。

（73）　r中外商業新報』1931年4月22日。

（74）　前掲宮島r昭和恐慌期のカルテルと政府」289頁。

（μ）　同上、267，289頁など参照。

（76）　なお誤解なきよう付言するならば、政府が公益規定を根拠にカルテル行為の監視

　　　を行なうという場合、それは“独占資本’’の蓄積規制それ自体を自已目的としてい
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　　るわけではないということである。本文で強調したように、それはあくまで日本経

　　済の体制安定をはからざるをえないという政策課題と抵触する独占行為を規制する

　　ということである。

　　　この点、改めていうまでもなく需要側が政策的介入を要求すれぱ、いつでも要求

　　どおり供給側カルテルの規制をおこなうわけではない。例えぱ、r［商工省の］調査

　　ノ結果必ズシモ陳情者［綿工連］ノ言ノ如ク［綿糸が供給不足、高価格］デハナイ（r産

　　業統制委員会議事録』第4回）場合には、紡連のカルテル行為二操短は放任されの

　　である。

（77）　上林貞次郎r合理化を妨ぐる産業統制法」、　r東京朝日新聞』1931年3月20日。
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第3章　團内市場向け中小工業における統制の展開

　　　　　　　一工業組合統制とアウトサイダー大企業一

はじめに

　第n部では中小工業分野における統制経済の構造と展開について、それを国内市場向け

と輸出市場向けの両面から考察する。とりわけ第3章では、国内市場向け電球工業を事例

として取り上げ、1930年代前半期における中小工業統制の特質を実証的に検討することに

したい。その場合、本稿が、特に国内市場向け電球工業ならびにその統制に着目するのは、

以下の理由による。

　第一は、すでに第1章でも言及したよ．うに、31年に成立した工業組合法による統制のポ

イントは、その適用を輸出品のみならず国内市場向け製晶にも拡大した点にあった。それ

により商工省は、国内市場向け中小工業の統制を積極的に推進することが可能とならたの

である。国内向け電球工業の統制は、そうした新たな方針に基づく組織化の事例として注

目することができる。

　第二に、国内向け電球工業は、その当時、カーバイド、過燐酸肥料、セメント業といっ

た大工業部門の業種とならんで、　“わが国官製カルテル期に於けるカルテル闘争の典型事

例”として注目された業種であった（1）。その際、斯業が注目されたのは、工業組合を構成

する中小規模企業と、アウトサイダーとして独自な販売行動をとっていた大企業（東京電

気）とが併存し、激しく対立していたことによる。しかもこうした対立の構図は、例えぱ

大阪洗濯石鹸工業組合とベルベット石鹸、大阪セルロイド生地工業組合と大日本セルロイ

ド、澱粉飴工業組合と日本穀産工業といったように、中小工業部門において少なからず見

られた特徴であった（2）。

　したがって、以上のような対立的関係を内包する代表的な事例として国内向け電球工業

に注目し、そこで展開された統制策の内容を検討することは、30年代における中小工薬統

制の歴史的意義を杷握するうえで、重要な意味をもつものといえよう。

　しかしながら第三として、国内向け電球工業に言及したこれまでの先行研究では、国内

平場における東京電気と中小電球メ山カーとの対立関係を断片的に指摘するにとどまるか・

あるいは東京電気によるトラストの形成1拡大に論点が集中しており（3）、工業組合や連合
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会による統制措置とその意味に関しては立ち入った考察が行われてこなかった。また、た

とえそれに一部ながら言及している場合にも、後に検討するように、その評価をめぐって

必ずしも首肯しえない点が残っている。

　以上から本章では、まず前半で国内向け電球工業の生産構造ならびに1930年代前半期に

おける国内市場の状況を明らかにする。さらにそれを踏まえて後半では、国内市場向け電

球工業の統制策とその歴史的意義を、工業組合およびその連合会と東京電気との関係を軸

に考察することにしたい。

第1節国内市場における東京電気と国産電球メーカー

1一　国内電球市場の構造

　上述のように国内市場向け電球工業では、外資系大企業である東京電気株式会杜と、当

時“国産電球”といわれた中小メー力一とが併存していた。

　このうち前者は、1890年に創立された日本で最初の電球会杜白熱舎の後身である。1899

年に東京電気と改称し再発足した後、1905年にGE（ゼネラル・エレクトリック）と資本

および技術提携を行うことで発展の礎を築いた。そして、大正から昭和初期にかけて中小

業者の吸収。合併を繰り返した結果、国内において一大トラストを形成し、強力な市場支

配力を持つに至っていた（4）。

　他方、後者は、さらに“標準電球”と“町球”と呼ばれるメーカーに分けることができ

る。このうち標準電球メーカーは、一定の電球標準仕様書もしくはこの仕様書に準じる規

格に基づく電球の製造を行ない、電灯会杜、官庁（都市電気局など）、電気鉄遺・電気軌

道事業者など特定の大口需要家を主な供給先としていた。

　その場合重要なのは、先の東京電気がGEを中心とする国際電球カルテル（5）に所属し、

その協定によりr満州国」、中国および南洋の一部以外への輸出は行なわず、日本国内を

主たる販売区域としていた点である（6）。このことから、標準電球メーカーと東京電気とは

同一市場で激しい競合関係にあった。そして、こうした競争の激化を原菌として、後述の

裸準電球業者の組織化や両者の市場調整が問題とされるに至るのである。

　これに対して町球メニカーは、上記二者とは供給先を異にしていた。すなわち、東京電

100



気、標準電球メーカーが特定の納入先を対象とし、仕様書に基づき相対的に高価な電球を

供給していたのとは対照的に、低廉かつ不特定な一般消費者への供給を行なう、いわゆる

“市内売り”が中心であった。ちなみに製晶価格に関して、例えば60ワットの瓦斯入電球

で比較した場合（1933年当時）、マツダランプ（東京電気）30銭、標準電球20銭に対して、

町球は7銭と大きな格差が存在したのである（7）。　　　　　　　　　j

　そこで次に、国内向け電球工業における企業規模を、資本金および従業員別にみること

にしたい（32年末時点）。東京電気が3950万円、3023人と圧倒的に大きく、これに対して

標準電球メーカーは東電電球の200万円、330名を筆頭に、ヱビス電球130万円、360名、帝

国電気ユ00万円、360名、旭電気100万円、158名（ただし技工数のみ）、北斗電球20万円、

200名という水準であった（8）。なお、輸出向け電球メーカーのうち輸出電球工業組合に加

盟する大多数は、資本金が5～6千円以下と推定されており、町球業者はそれと同規模かそ

れ以下の規模であったと推定される（9）。

　さらに、上記三者の国内市場におけるシェアをみておきたい。正確なデータは見出せな

いが、r時事新報』によれば東京電気が年産400万円、国産電球側は同500万円であった

（川。また別の調査では、1933年当時、東京電気3，100万個、682万円に対して、標準電球

3，000万個、600万円、町球3，100万個、200万円であったとされている（川。町球の場合、

生産個数では前二者とほぽ同じシェアをしめたが、上述のように製晶単価の低さを反映し

て、生産金額では東京電気、標準電球メーカーの三分の一以下にとどまっていたことがわ

かる。

　以上のように、30年代前半の国内市場では、大企業の東京電気と、中規模企業の標準電

球メーカーが同一市場で、ほぽ同一のシェアを確保しつつ競争していた。さらにその他方

で、数量的にはこれら二者と並ぶ市場規模の零細な町球業者が存在するという構造が形成

されていたと捉えることができる。’

2．　中小メーカーと国産電球運動

　そこでこうした構造を念頭に置きつつ、次に中小メーカーによる国産壷球運動に注目す

る、．三とにしたい。それは、1922年頃に起きた国産電球愛用、国産晶奨励運動に端を発する。

そしてこの運動の過裡で、メトロく旭、ヱビス、帝由の電球メーカーによって国産電球連

合会（後述の日本電球工業組合連合会とは別の任意団体）が創立された。とはいえこの運
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動が最高潮に達するのは、30年代初頭であった。すなわち、31年夏に東京電気が電球の内

面艶消に関する特許期間の延長を出願し、それが国産電球の発展を著しく制約するもので

あったことによる（川。

　こうした運動の盛り上がりと、電球工業に対する政府の工業組合設立の懲醒とを契機と

して32年に設立されたのが、東京電球工業組合（加盟数5社）と関西標準電球工業組合

（同8杜）であった（後掲表4－6参照）。それは国産運動の中心に位置し、また東京電

気と最も激しい競争関係にあった標準電球メーカーで構成される工業組合であった。

　両組合は、まず第一に、白熱タングステン電球標準仕様書もしくはこの仕様書に準じる

規格に合格するすべての電球の改良発達を共同して行なうことを目的としていた（川。っ

まり、かかる組織化は、従来の過当競争的体質を是正し、製造技術の向上と製晶の規格統

一を協調的に行なうことを意図したものであった。

　さらに第二として、r組合の結成は、東京芝浦電気株式会杜が電球の内面艶消に関する

特許の期間延長を出願せるに対抗女る為めに促進せられた」（川という経緯が示すように、

中規模メー力一が共同して東京電気に対時し、自らの存立を確保する目的をもあわせもっ

ていたのである。

第2節　1930年代前半期における国内市場の状況

1．　電灯需要の推移と市場規模の停滞

　それでは、上蕎己工業組合が活動を展開する30年代前半期の国内市場は、どのような状況

にあったといえるであろうか。以下、本節では、この点を中心に検討することにしたい。

　はじめに、表3－1は、日本国内における電灯需要の推移を概観したものである。この

表から、以下の点を指摘すろことができる。①需要家数、取付灯数は、ともに1910年代後

半から20年代前半にかけて急増したこと、②しかし20年代後半になって増加のぺ一スが落

ち、③30年代前半には対象期間中最低の伸び率にとどまったことがみてとれる。このうち

特に31年から33年は国内需要が著しく停滞した時期であり、33年には需要家数が減少する

ま、でに至っていた。

　また電灯普及率（全世帯数に対する全需要家の比率）をみた場合にも、1916年に37％だ
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表．3－1 電灯需要の推移

年別 需用家数（万戸） 対前年比（％） 取付灯数（万個） 対前年上ヒ（％）

1916 374 22曲7 904 19由9

17 424 13国3 1ヨ032 14画2

18 486 14画6 1う190 15国4

19 570 17．2 1．417 19画O

20 698 22画5 1う614 13曲9

21 643 一7固8 1，811 12．2

22 789 22．6 2，052 13固3

23 831 5画3 2，169 5曲7

24 898 8画1 2，445 12画7

25 965 7芭5 2．732 11．8

26 1，017 5，3 3，016 10，4

27 1，055 3蟷7 3，232 7．2

28 1，085 2．8 3，391 4国9

29 1，117 3．0 3ヨ589 5．9

30 ！，135 1，6 3，684 2．6

31 1．145 O，8 3，741 1．6

32 1，153 O．7 3害830 2画4

33 1，138 一1．3 3う840 0．3

34 1う187 4．3 4．126 7画4

35 1．210 1，9 4害323 4画8

36 1，238 2国3 4．615 6画8

37 1，282 3竈5 4予783 3’画6

38 1，287 0画4 4害935 3，2

39 1．301 1，1 5，178 4国9

40 1．323 1国7 5雪408 4岳5

（資料）通産省『電気事業要覧』第43回，1961年

　　　日本電球工業会『電球類に関する主要統計調査』1957年
（注）需要家数は「定額灯」，「従量灯」に限らない実際の需要家数を示すものである
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った普及率が29年には93％にまで達したが、以後は90％の水準で推移した（川。このよう

に国内市場は、30年代初頭にはほぽ飽和状態に達し、折からの昭和恐慌と重なり、急激な

需要増を見込めない状況にあったことがわかる。

　かくして市場規模が伸び悩むなかで、国内向け電球メーカーは生産過剰に陥り、その緒

果、市場シェアの拡大を意図して激しい価格引下競争が展開されるに至った。例えぱ当時

の東電電球『営業報告書』からは、同企業が29年4月とその直後の同年6月、さらに翌年

3月ならびに同年下期（正確な時期は不明）と相次いで販売価格の引下げを余儀なくされ

たことを知ることができる。そしてその一方で、20年代末に計画された新工場の建設を、

r電球需要ノ情勢ヲ考慮シ、暫ク延期スル」事態に至っている（川。

　こうした事態に対して東電電球では、同じ標準電球メー力一である帝国電気とヱビス電

球との間で電球製造に関する協走を結び、31年4月以降共同して一般小売市場への販路拡

大をはかった。また同年9月には、三菱商事との間で海外輸出に関する契約を結び輸出を

開始するといった新たな市場拡大棄をも講じた。しかし、なおr〔業界の］競争激甚ヲ極メ

価格低落、利益減少ハ到底免レヌ情勢」にあったのである（川。

2．　工業組合の設立と業界の動向

　そこで以上の状況を是正するため、32年1月に東電電球、ヱビス、帝国、旭、メトロの

関東地域に存在する標準電球メーカー5社により設立されたのが、前飾でみた東京電球工

業組合であった。ところで表3－2は、資料が存在する組合加盟企業3杜に関して、この

時期における資本利益率をみたものである。いずれの企業の利益率も、工業組合の設立と

前後する形で、32年までの減少ないし横這い傾向から33年上期には回復へと向かっており、

組織化の効果がうかがえるとも言えなくはない。

　とはいえ、以下のような事態が進展していたことに注目する必要がある。

　第一は、32～33年に高水準を記録した輸出が、それ以降著しく減少し、それが国内市場

に影響を与えることになった点である。すなわち、r本邦電球業界二就テ大観スルニ輸出

市場ノ閉塞二起因セル業界ノ苦患寧口深刻ナルモノアリテ之ガ内地市場二氾濫スルコトニ

牢．一～恰モ業界ハ再ビ内攻的疾患二見舞ハレタリトモ謂フヲ得ベキ観アリ」（川と指摘され

ているように、輸出の著しい減少に直面して、輸出向企業のなかで生産の一部を国内向け

に転じる動きが顕著となったのである。
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表3－2 標準電球各社利益率の推移

ヱビス電球 東電電球 メトロ電球

期別
A’ B A B A B

1930年上 103 ．2圃06 ！28 5歯70 92 8，37

下 88 1，69 137 5噛98 52 4，64

31年上 104． 1鞠98 136 5唖83 41． 3働60

下 104 1，99 97 4固16 50 4，35

32年上 75 1圃42 92 3唖92 54 4圃81

下 45 ○倒84 84 3，53 53 4倒59

33年上 100 1，89 100 4圃24 100 8函36

下 78 1，45 105 4，38 112 8趨76．

34年上 129 2，25 126 5，10 97 7，37

下 76 1働32 121 4，89 85 5，98

35年上 4 0圃07 106 3，29 137 9，54
下 28 O，46 115 3圃30． 146 9噛73

36年上 121 2，13 214 5，18 128 9，13

下 128 2働28 210 4薗61 162 10南90

（資料）各杜『営業報告書』’

（注）A：当期利益金（1933年上期＝！00）

　　　B：使用総資本利益率（単位；％）

王05



　第二に、こうした状況を反映して、組合設立後もなお電球市価の低落が続くことになっ

た。例えぱ、上述のように数次にわたる単価引下げを行なってきた東電電球では、r本期

［33年上半期］二入リ［業界が］再ビ沈滞ノ状況トナリ同業者間ノ競争一層深刻化シ、電

球市価モ亦従テ低落ノ止ムナキ情勢ニアル」として、それに対応する形でこの時期再び価

格の引下を余儀なくされている（川。

　さらに第三として、以上のような事態は関西においても同様であった。すなわち、関西

標準電球工業組合が大阪府工務課に対して行なった33年度の営業報告において、輸出メー

力一の国内向け生産シフトの影響で国内供給力が増大し、それに伴う販売競争の激化によ

り主要製晶の市価が対32年度比で約1割も低下したと報告されている（川。

　電球工業にとって、上言己工業組合の結成は画期的な出来事ではあった。とはいえ、それ

が業界の安定を実現できたとは必ずしもいえなかったことを、以上の事態は示している。

　ところでこの時期、工業組合統制に関して、商工省当局はr今日迄の商工省の方針は

［工業コ組合の設立の奨励といふ遣り方であつたが、今後は組合の設立の奨励と共にその

統制といふ問題が相当重大なる役目となつて来る」（川との方針を示していたが、この点

は電球工業における統制に関しても妥当する。すなわち、斯業にとって、30年代初頭が工

業組合の設立期であったのに対して、34年ないし35年以降は、さらに新たな組織とそれに

よる対応が求められていた時期であったということができる。そこで、飾を改めて、この

点を検討することにしたい。

第3節　国内市場向け電球統制の新たな展開とその歴史的意味

1．目本電球工業組合運合会による電球統制の成立過程

　1934年以降の統制の展開を捉えるうえでまず注目されるのは、33年11月に四つの工業組

合（東京電球工業組合、関西標準電球工業組合、東京輸出電球工業組合、大阪輸出電球工

業組合）を統括する全国的な上部組織として、日本電球工業組合連合会（以下では電工連

と略記する）の設立が認可されたことである。以後は、この電工連が、由’内市場の統制を

主事することになる。

　ところで、電工連の設立直後、国内向け電球業界では、電工連による販売価格の調整が
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新たな施策として期待されていた。ところが、34年上期になっても電工連による統制は実

現せず、その結果、r業者ハ其ノ失フ所ヲ数量二於テ求メントスル結果価格ハ益々低落」

することになった（22）。こうしたことから、上述のように33年には回復傾向をみせていた

資本利益率も、各企業によって差異はあるものの、総じて34年から35年にかけて再び低下

するに至っていた（前掲表3－2）。

　そこで、以上のような価格低落と利益率の低下という事態に対して、34年後半以降に追

求された統制策が、内地共販会社の設立とそれによる共販の実施であった。その場合、か

かる統制策の成立過程に関して、以下の点に着目することが重要である。

　第一は、共販会杜設立に関する協議が、各工業組合内および電工連と商工省との間で開

始されたが、その際、当時アウトサイダーであった東京電気の共販会社への参加を工業組

合側が要講したということである。しかし、かかる要請に対して東京電気側は不参加の意

向を示し、実現には至らなかった（23）。

　とはいえ第二として、国内市場の統制にとって最大の焦点は、いぜんとして東京電気の

行動をいかに規制するかにあった。そしてこのことは、①上述のように工業組合内部で協

議が行なわれた際、強力なアウトサイダーである東京電気を除いて新たに販売統制機関を

設けたとしても、その実効力はきわめて乏しいとされたこと、②そこで上記のような共販

会杜への参加とは別な形、すなわち東京電気の電工連加入ならびにそれを前提とした工業

組合側との販売協約の締結が、同社の行動を販売統制に協調させる方法として提起された

こと、③そして共販会杜の設立は、東京電気の電工連への加入が実現するまで延期される

に至ったという点に端的にみてとることができる（川。

　そこで、以上の経緯を踏まえて、電工連の益田理事長は、東京電気に対し電工連加入に

関する交渉開始について提議を行ない、三四年六月七日になって電工連と東京電気との間

で交渉が開始された。さらにその過程で、商工省も、「この間の事情を黙視すろ能はずと

し、過般来これが斡旋に乗出」（25）すとともに、東京電気に対して電工連への加入を勧奨

した（26）。その結果、同年一一月一二日に、かかる加入を含む国内向け電球統制に関する

協約が、電工連と東京電気との間で調印されたのである。

2一．共販会社の設立と東京電気の電工連加入

そこで以下では、電工連と東京電気との間で緒ばれた協約の内容を検討することにしよ
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う（27）。まず第一に注目されるのは、統制の形式である。すなわち、①東京電気とその子

会杜である大阪電球は、ともに独立する一工業者として電工連に加入すること、②これに

対してそれ以外の電工連加盟各杜（計13杜）は、共販会杜（東西電球株式会杜）を設立する

ことが、それぞれ確約された。

なおこの点に関しては、商工省が工業組合法制定の際、　r大工業ヲ加入セシメ以テ統制ノ

実ヲ挙グルタメ、連合会ヲ設ケ大工業ハー組合トシテ取扱フコト」（28）を中小工業統制上

の要点の一つとしていた点に注但する必要がある。上記の統制形式はそうした商工省の意

向を反映したものであったといえる。そしてその結果、国内市場向け標準電球は、電工連

によって統一的に統制されることになったのである。

　第二として、統制上の核となる販売割当は、協定基本年度（33年6月～34年5月）の売

上数量を基準とし、総売上個数に対する工業組合、東京電気双方の売上比率により決定さ

れることになった。その場合重要なのは、従来の激しい市場獲得競争を規制する目的から、

この比率が協定期間中（調印より10年間）固定化されたことである。その緒果、双方の市

場シェアは、その後もほぽ現状に近い形で維持1確保されることになった。

　しかも、共販会社設立（35年5月）に際して、工業組合側は、上記基本年度における自

已への割当数量を、さらに同様の方法により加盟各杜に再割当することを規定した、もう

一つの協約を結んだ。したがって、以上二つの協約により、電工連加盟企業への販売割当

は、東京電気を含め全ての加盟企業に対して同一原則により実施されることになったので

ある。

　さらに第三として、販売価格に関しても、これまでのような価格切下げ競争を規制する

目的から、工業組合と東京電気とが同一の最低および最高単価を決定することになった。

なお最高価格規定に関しては、重要産業統制法下におけるカルテルの販売価格協定が、い

わゆる”公益的見地“から最高価格を規定し、その協定が単なる価格吊り上げを意図した

ものでない点を明記していた（29）。上記、電球工業における最高価格規定も、それと同様

な措置としてとらえることができよう。

　以上みられるように、国内市場向け電球工業における統制とは、①東京電気の電工連加

入を重要不可欠の前提条件とし、②それぞれの販売割当てを共販会杜と東京電気との二大

一販声綱を通じて、③両者共通の価格帯の下で販売し、それによって業界の安定を確保しよ

うとする点に特徴があったということができる。
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3．　国内向け電球統制の歴史的意義

　ところで、こうした国内向け電球の統制に関して、藤田敬三氏は、rこれに依つて感情

的に反アウトのために結成されたカルテル［電球工業組合］が逆にアウト［東京電気］の

制覇を緒果することとなつた」（30）と意義付けられている。

　しかしこれまでの考察を踏まえるならば、そうした評価は必ずしも首肯しがたい。すな

わち、上記統制策の意義は、むしろアウトサイダーであった大企業を工業組合連合会に加

盟させ、工業組合に対する敵対的な行動を規制し、協調的なものへと転換させた点にこそ

あったと考えられるからである。そしてこの加入を前提として、工業組合側は共販会社の

設立とそれによる販売統制を実施し、自己の経営安定化を実現することが可能となった。

そうした側面から、本統制のもつ意義をとらえる必要があると思われる。

　もっとも、上記の統制をもっぱら工業組合ないしそれに加盟する中小メーカー側のメリ

ットのみで理解することは一面的セあろう。東京電気の経営スタンスを、工業組合側との

対立から協調へと転換させ得た背景として、以下のような事情が存在したことも看過でき

ない。

　まず第一は、34年下半期にG　E社所有の東京電気株のうち7万9千株が東京電気の子会

社である日本電興へと譲渡され、GEの持株比率が過半数を大きく割るに至ったという点

である。この措置により、東京電気は名実ともにGEの支配から脱却することになった

く3’）。そしてこのことが、　“外資系企業対国産電球”という第1節でみた業界内の対立図

式を、協調へと転換させうる一つの契機となったと考えられる。

　さらに第二として、この時期、東京電気は経営の多角化を本格的に推進しており、電球

部門以外の事業拡張を積極的に遣求していた（32〕。こうした経営方針から、電球部門は同

杜経営全体の3分の1程度にとどめる方向にあったとされている（33㌧したが？て・同社

にとっても、電球市場で工業組合加盟企業と激しい競争を継続するよりも、むしろ上記協

約により現行シヱアを維持1確保しつつ、他事業の展開を精力的に行う点にメリットを見

出していたものと推察することができよう。

　とはいえ、本節でみたように、①東京電気の動向が、工業組合統制の効力を左右する重

本卒問題であったこと、②したがって東京電気の共販会社設立への参加ないしは電工連へ

の加入を積極的に要講あるいは勧奨したのは、むしろ工業組合側およびそれを支援した商

工省であったこと、③これに対して東京電気の姿勢は、消極的ないし受動的であったとい
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う点に改めて注目する必要がある。

　これらの点を踏まえるならば、東京電気の電工連加入と上記の販売統制は、先行研究が

指摘するような大企業による市場支配力の拡大1強化を意図した政策であったというより

も、むしろより積極的には中小メーカーの市場シェアの安定的確保という性格を強くもつ

措置であったととらえることができよう。そのうえで、上述のように東京電気側にとって、

そうした施策を受け入れ易い要因が加わり、統制が実現したものと考えられる。

　なお、以上の統制策に関連して興味深いのは、東京電気杜長であった山口喜三郎が、当

特、上記一連の統制策を、工業組合加盟企業の維持1存続を保証し、それを通じて雇用の

維持をはかる“失業救済”的な措置とみていたという点である（34）。それは、中小メー力

一の存立維持と、それによる失業の回避1抑制という本統制が有する本質を端的に指摘し

たものと理解することができよう。

　そこで本節の最後として、上記統制実施後の状況を概観することにしたい。

　はじめに、35年7月に共販会杜（東西電球株式会杜）が営業を開始したが、それにとも

なって翌36年上期には、「内地向電球販売統制ハ東西電球株式会杜ニヨリ極メテ順調二進

展」するに至っていた（35）。そうした統制の展開は、工業組合加盟の標準電球メーカーの

経営動向に好影響を与えることとなった。例えば、東電電球の場合、36年上期にr内地向

電球ノ統制モ東西電球株式会社［共販会社］ノ活動二依リ漸ク軌遭ニノリ、本会杜当期間二

於ケル成績ハ東西電球株式会社トノ協カニ依リ予期ノ好成績ヲ収ムルコトヲ得」たとされ

ている（36）。

　また、前掲表3－2によって資本利益率の推移をみた場合にも、34年上期ないし同年下

期以降低下傾向にあった利益率は、上記統制が開始された35年下期に上昇に転じ、さらに

36年度を通じて、33年～34年のピーク時並みかそれを上回る好水準を記録した。以上から、

先にみた販売統制が、その後、工業組合加盟企業の経営安定をもたらしたことをうかがう

ことができよう（37）。

小　括

以上、1930年代の国内市場における中小工業統制に関して、電球工業を事例として考察

してきた。そこで以上の検討結果を要約すれば以下めようになろう。
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　まず第1飾でみたように、斯業では、大企業と中小企業とが同一製晶を製造し、同一市

場で激しく競合する関係にあった。したがって、こうした市場の特性から、30年代初頭に

設立された工業組合は、一方で加盟企業間の過当競争を是正するとともに、他方で共同し

てアウトサイダーの東京電気に対抗する目的をもっていた。

　しかしながらその組織化が、そうした目的を達しえたとは必ずしもいえなかったことは、

第2節でみたとおりである。こうした事態に対して国内向け電球統制は、全国的な組織で

ある電工連の発足をもって新たな展開をみる。その場合、電工連にとって最も重要’な課題

は、これまで続いてきた中小メーカーと東京電気との対立関係を協調関係へと転換するこ

とにあった。そうした目的にとって、第3節でみた東京電気の電工連加入は、画期的な意

味を持っていたといえる。

　すなわちこれによって電工連は、これまでアウトサイダーであった大企業の非協調的な

行動を統制の枠内において規制できることとなったからである。そしてそれを不可欠な前

提として、工業組合は、共同販売を実施して加盟企業の経営安定化そしてそれを通じた雇

用の維持1確保を実現しうることとなったく38）。まさにこうした点に、本稿が重視する体

制安定という観点からみた工業組合統制の重要な歴史的役割を見出すことができる。

　ところで第I部にて検討したように、重要産業統制法に半る統制、特に大手企業と中小

メーカーとが併存し競合しあう業種では、後者の存立・維持をもはかる形での組織化が重

視された。これに加えて工業組合法による統制に関しても、両者が併存し競争関係にある

場合には、上記重産法による場合と同様な特徴を本章の事例から見てとることができよう。

言い換えれば、二つの統制法に基づく組織化は、杜会統治ないし体制安定という重要な特

徴を共有していたと考えることができるのである。
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肛注＝第3章〕

（1）　藤田敬三『カルテル闘争論』1936年、218頁。

（2）　磯部喜一『工業組合論』193六年、380～381頁。

（3）　例えば、戦前の研究では美濃部亮吉rカルテル1トラスト1コンツェルン（下）』
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（15）　前掲『大阪の電球工業』50頁のデータによる。

（16）～（17）　東電電球株式会社r第二回営業報告書』　（ユ929年上半期）～、r第七回営

　　　業報告書』　（31年下半期）。ただし［　コ内は引用者。以下、特に注記しないかぎ

　　　り同様。

（18）　東西電球株式会杜r第二回営業報告書』（1936年上半期）。
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（29）

（30）・

（31）

（32）

（33）
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（35）

（36）

（37）

（38）

　メトロ電球株式会杜『第四二回営業報告書』（1933年下半期）、r第四三回営業

報告書』　（1934年上半期）。

　r日刊工業新聞』1934年9月13日、　r中外商業新報』ユ934年9月19日、　r都新聞』

1934年9月19日による。

　以上、前掲『日本電球工業組合連合会沿革史』、135～136頁。

　r時事新報』1934年11月14日。

　日本電球工業会r日本電球工業史』1963年、89頁。・

　以下、協定の内容に関しては、　「協約書」　（前掲『日本電球工業組合連合会沿革

史』所収）、益田元亮「東西電球株式会社創立総会声明書」　（前掲『日本電球工業

、史』所収）を参照。

　前掲r重要輸出晶工業組合法ノ改正二関スル資料」。

　1930年代のカルテル価格協定における最高価格規定の重要性に着目した研究とし

ては、橋本寿朗『大恐慌期の日本資本主義』1984年、第5章がある。

　藤田前掲『カルテル闘争論』219頁。

　r中外商業新報』1934年6月21日、　r日刊工業新聞』1934年6月24日。

　東京電気株式会杜r東京電気株式会杜五十年史』1940年、217～223頁。

　『日刊工業新聞』1935年2月5日。

　「電球工業の昔を語る座談会（その二）」、　r日本電球工業会会報』第87号、1962

年、100頁。

　ヱビス電球株式会杜『第一六期営業報告書』（193六年上半期）。

　東電電球株式会社r第一六回営業報告書』（193六年上半期）。

　なお、これまで東京電気と国産電球メーカーとの間で対立してきた特許問題が、

東京電気の電工連への加盟を契機として、収束の方向に向かったことも翠要である。

すなわち、東京電気は、共販会杜の販売する統制範囲の電球について特許実施権

　（計7件）を認め、共販会社はその代償として毎年度27，500円を東京電気に支払うと

いう形で解決をみた。その結果、東京電気と国産電球（メトロ、帝国電気）との間で

継続されてきた特許紛争は示談の方向に向かったのである。以上∴r日刊工業新聞』

1934年12月13日。

　この点に関連して、橋本氏は、r［1930年代の］中小工業政策は従来の中小工業育

成からある程度の労働者保護をも伴う救済1保護政策へと変化した」と指摘されて
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いる。橋本前掲r大恐慌期の日本資本主義』363頁。
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第4章　輸出市場向け中小工業における統制の展開

　　　　　　　　　一問屋制と工業組合統制一

はじめに

　第3章の国内市場統制に続いて、第4章では輸出向け電球工業（以下、輸出電球工業と

略記する）を事例として取り上げ、中小工業統制の特徴を対外輸出との関連から考察する。

なおその場合、ここで輸出電球工薬を事例として取り上げるのは、以下の理由による。

　まず第一は、日本経済において大恐慌からの回復を輸出拡大側面から支えたのは重化学

工業とともに輸出中小工業とりφけ綿織物業と雑貨工業であり、電球工業はそうした輸出

雑貨工業を代表する業種であったことによる（’）。実際、その輸出は、1930年代前半期にピ

ークに達し、35年には重要輸出晶取締法指定晶目（計24）中第6位、指定晶目全体のL2％

の輸出高をしめる、文字通り“重要輸出晶”であった（2）。

　第二に、1930年代日本の輸出を支えた綿業と重化学工業は、いずれも“外貨消費的”性

格をもつ産業であった。これに対して、その多くを国内調達によっていた雑貨の輸出は、

外貨獲得あるいは対外均衡のうえできわめて重要な役割を担っていた。この点は、輸出工

業分野の統制を検討する場合にも看過し得ない特徴といえる。そして後述のように、電球

はまさにそうした役割をになづ代表的産業でもあったのである。

　さらに錆三の理由として、斯業が、当時「輸出工業品中電球ぐらゐ統制の至難なものは

無い」（3）といわれ杜会的に注目されたことがあげられる。すなわち斯業では、この時期、

集中豪雨的な輸出にともない各国の輸入規制に直面した。そしてそれに対処する過程で、

国内において深刻な利害対立を生じ、それがやがて社会間題へと発展するに至っていた。

そこでこうした問題に注目しつつ統制の実態を明ら．かにすることは、．経済統制の歴史的意

義を確定するうえにおいて重要な意味をもつものと考えられる。

　およそ以上が本章において輸出電球工業の統制に注目する理由といえるが、以下での分

析の前提として、ここではさらにその生産構造の特徴に言及しておく必要があろう。すな

わち、rここに最も注意を要することは、輸出電球に於ける問星業者の存奔である。此の

問握業者が輸出電球業の主体であつて圃111H製造業者は一定の工賃を以て実収入とする加

工業者に過ぎない」（4）と指摘されたように、斯業では間星制が広く普及し、問展の影響力
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が大きな業種でもあった。斯業におけるこうした特徴は、戦前の中小工業研究においても

注目され、例えば小宮山琢二氏は、創業当初から“新問屋制工業”として成立し発展した

産業として、メリヤス、自転車、玩具、瑳螂、硝子、ゴム製晶とともに電球工業をあげて

いる（5）。

　これに関連して、すでに序章にて指摘した点、すなわち30年代の中小工業統制の根拠と

なる工業組合法がr問屋資本主義ノ勢力駆逐ノ為商人ノ加入ヲ許サザルコト」を要点とし

ていたこと、このことから当時の工業組合運動が問星資本の排除をスローガンとしてかか

げていたことを改めて想起する必要があろう。

　しかしながらこうした動きに対して輸出電球業では、工業組合への問屋の加入を阻止で

きず、むしろ生産をも兼営する問星が組合運営を主導することとなっていた（6）。またその

他方で、数において多数で実質的な生産者である下請メーカーは、後述のように工業組合

への加盟を許されなかった。その結果、輸出統制の展開過程において、小規模メーカーの

存立ならびに従業員の生活が危機に直面するという問題が生じたのである。

　そもそも工業組含は、その統制機能により中小工業問題の解決にあたるものとして、政

府によって普及。促進されたものであった（7）。ところが斯業においては、問屋制との関係

から、工業組合による統制策がかえって小規模下請メーカーの経営難を惹起するという形

で中小工業問題を顕在化させることとなったのである。また、下講メーカーとともに労働

者も、　“生活権の擁護”をスローガンとして、統制策に反対ないしはその見直しを要求す

る一大運動を展開した。

　このことが示すように、それは中小工業問題であると同時に労働問題としての性格を内

包していた点でも重要である。かくして、輸出統制の展開をめぐって生じた間星と下講メ

ーカーとの対立は、第6章で注目する本国と植民地朝鮮との間で生じた対立とともに、30

年代の輸出電球統制における主要問題をなしたのである。

　そこで本章では、輸出統制における問屋と下講メーカーとの対立問題に焦点をあて、さ

らにその後この問題をめぐって業界内で新たな組織化が進展した点に積極的に注目するこ

とにしたい。輸出電球工業組合や連合会の設立による統制事業の展開の考察とともに、小

規模下請業者の組織的運動および輸出電球工業組合との利害調整過程にま一で分析の射程を

卒げることで、斯業における中小工業統制の構造と展開について、よりトータルな評価を

行うことができると思われるからである。

　ところで先行研究をみた場合、輸出電球業における間星と下請業者との対立、あるいは
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後者による新たな組織化に関しては、これまでも言及されることはあるにはあった（8）。と

はいえそれらは、製晶の委託および受託関係における統制問題の一つとして斯業における

両者の対立を例示するか、あるいは問星に対抗する下講業者の組織化例として、きわめて

断片的に指摘されるにとどまり、立ち入った考察が行われてきたわけではなかった。特に

輸出電球工業組合と下請業者との交渉過程、およびその過程における政策当局のスタンス

の変化など、中小工業統制の意味をより多角的に考察するうえで重要な点は等閑に付され

てきた。

　そこで本稿では、まず第1節で統制分析の前提として、①輸出電球業の外貨獲得産業と

しての性格と②生産構造および③30年代における輸出動向を概観する。それを踏まえて第

2節では、輸出統制の内容とそれにともなう間題の発生に関して考察し、第3飾ではこの

問題に対する輸出電球工業組合、下請業者双方の動向と、両者の間にあって政府がいかな

る措置を講じたのかについて検討することとしたい。

第1節　輸出電球工業の生産と輸出動向

1．　1930年代における雑貨輸出と電球

　そこでまず30年代の輸出展開において、雑貨が果たした役割について確認することから

はじめよう。1930年代における日本の輸出は、これを総額でみた場合、（1）1931年に恐慌の

影響を受けて最も落ち込んだ後、（2）34年に至ってほぽ恐慌直前（29年）の水準にまで回復

し、（3）35年以降は恐慌以前のピーク（25年）を超えて増大するという経過をたどったこと

が知られている。

　このことから、日本の輸出が恐慌直前の水準にまで回復した34年において、輸出額1千万

円を超えた晶目（計25品目、輸出総額の約70％）を取り上げ、その推移を商晶群別にみた

のが表4－1である（9）。この表から以下の特徴を確認することができる。

　第一は、当該期も恐慌前と同様に、繊維製晶輸出の果たした役割が圧倒的に大きかった

ことである。その主たる製品は生糸と綿織物であったが、前者が比率を低下させたのとは

，芋照的に後者が輸出増大の中心となった。

　とはいえ第二に、その綿織物輸出も生糸の不振を十分補いうるほどではなかった。しか
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表4－1 1930年代における輸出の商品群別構成

年次 ！929年 ．一31年 34年 36年．

繊維製晶 65．7 58．4 47．7 46．7

100 47 73 89

うち生糸 36．3 3！．O 10．5 14．6

100 45 29 50

うち綿織物 ！9．2 17．3 22，7 18．0

100 48 119 117

重化宇工業関係品 4．0 5．8 10．8 11．5

100 78 272 362

石炭 1．1． ’1．3 0．5 0．4

100 65 43 43

雑品 5．7 7．0 7．6 7．5

100 、’　66 ！34 165

食料品 3．9 3．8 4．3 4．1

100 53 112 133

計 80．3 76．4 70．7 70．2

100 51 89 110

（資料）1）ポ日本外国貿易年表J各年版

　　　2）『昭和財政史』第X　m巻、、1963年より作成

（注）！）上段：輸出総額にしめる割合（％）

　　　2）下段：指数（1929年：100）

　　　3）各産業に含まれる品目’は以下の通り

　　　　　繊維製品：綿織物，生糸、人絹織物茅絹織物う莫大小製

　　　　　　　　　　品事毛織物，綿織糸，人絹糸（計8晶目）

　　　　　重化学工業関係品：機械および同部分品，鉄，車輌およ

　　　　　　　　　　　　　　び同都分晶，鉾製品う紙観硝子お

　　　　　　　　　　　　　　よび同製品（計6品目）

　　　　　雑品：卿磁器・植物汎玩具1木枕履物帽子。ラン
　　　　　　　　プおよび同部分品（計7品目）

　　　　　食料品1缶壌詰食料品，精糖，小麦粉（計3品目）
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もその伸びは、34年から36年にかけて停滞するに至っている。また繊維製晶全体でみても、

その輸出総額にしめる比率は漸減傾向にあった。

　これに対して第三として、重化学工業関係晶および雑晶すなわち中小雑貨製晶比率の増

大が注目される（川。特に前者の増加が著しい。これはこの時期に国内で本格的な進展を

みた重化学工業化を反映したものといえよう。

　以上のように1930年代における輸出の回復は、一方で量的に圧倒的な繊維製晶によって、

他方では重化学工業関係晶および雑貨製晶の輸出増大によって支えられていた。しかしこ

うした構造は、対外均衡あるいは貿易収支の観点からみて、次のような問題を内包してい

た点に注意する必要がある。

　まず、よく知られているように綿業は、いわゆる外貨獲得産業というより外貨消費産業

としての性格を有していたことである。この点を例えば35年時点でみた場合、綿糸、綿織

物輸出はそれぞれ4，806万円、55，228万円であったのに対して、綿花輸入額は72，782万円に

達しており、両者の収支は12，748方円の入超であった（川。

　また重化学工業晶についてみれば、この時期の主要市場はr満州」、朝鮮、台湾といっ

た植民地1従属地域であり、当該地域への輸移出は同製晶輸出総額の50～60％に達してい

た。したがって、これらの円圏地域を主要市場として重化学工業晶輸出が急激に伸びたと

しても、それは外貨を十分補填しうるものではなかった。しかも、重化学工業化の進展に

ともなって増大する原材料輸入は、その多く．をアメリカなど先進国に依存していた（’2）。

　以上のように、1936年代の輸出を支えた綿業と重化学工業は、いずれも外貨消費的性格

をもっ産業であった。しかもその他方で、これまで外貨獲得産業の中心に位置した生糸は、

前掲表4－1にみられるように30年代にはいって急激に外貨獲得力を減衰させていたので

ある。

　これに対して、その多くを国内調達によっていた雑貨の輸出増大は、原料の多くを海外

に依存した綿業や重化学工業とは異なり、外貨獲得あるいは対外均衡のうえできわめて重

要な意味をもっていた。そして電球は、まさにそうした役割をになう雑貨製晶の1つであ

ったといえる。

　そこで、1923年に行われた調査結果をもとに、電球製造における主要材料の国内調達率

を、争たのが表4－2である。同表によれば、バルブ（電球硝子）、口金、ガラス棒管の3

っは国内で自給可能であり、それは全材料費の62％をしめていた。また材料費の30％をし

めるフィラメント（繊条）も、国内調達率が80％に達していた。したがって、残りの材料
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表4－2　電球材料の国内調達状況

国　　産 輸　　入
費　目

コスト比率＊2

数量・ （％） 数量 （％）

　　｛バノレフ

36．O ・61，078（千個） ！00
一 巾

口金 15．7 39，220（千個）’ 100
血 ’

ガラス棒管類 9．9 436（千㎏） 100
’ ’

繊条＊！ 29，9＊3 十7，766（千m） 80．7 4，247（千m） 19．3

導入線 75，356（千本） 32（k9）

その他（白金線） 8．4

一 一
7（㎏） 100

合計 100

（資料）農商務省工務局『工業調査彙報』第2巻2号（1924年）より作成

（注）1）＊1タングステン繊条

　　　2）＊2全材料費にしめる各費目の構成比（企業規模別平均、％）

　　　　3）＊3導入線も含む

　　　　4）職工30人以上企業を対象とした調奪（！923年時点）
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を全て輸入に依存すると仮定したとしても、電球は、その使用材料の85％以上を国内で調

達しえていたことがわかる。

　資料上の制約から30年代における状況は詳びらかでないが、表4－2では唯一その全て

を海外に依存していた白金類も、30年代中頃になると特殊電球用を除いて国産晶でほとん

ど支障のない程度にまで晶質が向上していた（川。したがって、電球材料の国内調達率は、

20年代初頭と比ぺてさらに上昇していたと推察することができよう。

　またそうした実態を背景として、業界自身も、30年代当時、r電球輸出額は紡織晶等に

比較しては少額かも知れないが綿製品その他が原料を海外に仰ぎ製晶として輸出するに反

し電球は材料その他すつかり国産だから一千万と云へばまるまる一千万円の輸出であり、

それだけ本邦輸出品としても重要な地位を占め」るとして、外貨獲得における電球工業の

役割を外部に対して強調したのである（川。

2．　輸出軍球工業の生産構造

　さて以上のような特徴をもつ電球工業に関して、さらに以下ではその生産構造に注目す

ることにしたい。なおその場合、戦前日本における電球工業は、主に販売市場の相違によ

り、①国内向け電球メーカーと②輸出向けメーカーとに分業化されていた。このうち前者

は、外資系大企業である東京電気株式会社と中規模の標準電球メーカーおよび町球業者に

よって構成されていたことはすでに第3章にてみたとおりである。これに対して後者は、

そのほとんどが中小および零細規模の町球業者であった。例えば1937年時点で、輸出検査

数量の98％までが町球業者によってしめられ、東京電気および標準電球業者の比率はわず

か2％にすぎなかったとされている（一5）。

　そこで輸出電球工業における企業規模を、国内向け電球メーカーの資本金ならびに従業

貝と比較してみよう。まず資本金でみた場合、国内向けメーカーにおいては、東京電気が

3，950万円と圧倒的に大きく、標準電球メーカーでも20～200万円という規模であった（川。

これに対して輸出電球業では、工業組合加盟企業の大多数が、資本金にして5～6千円以

下と推定されており、相対的に小規模であった。さらに組合に非加盟の吋球業者（主として

下帯メーカー）は・それ以下の規模であったと推定される（］7㌧

　他方、従業員規模では、東京電気が3，023人、標準電球メーカーはユ50～360人であったの

に対して、資料の存在する東京府下の主要輸出メーカー（16業者）をみた場合（川でも、直
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営工場は7～149人（平均35人）という小規模であった。

　次に、電球工業における問屋制に注目してみたい。その特徴は、①その広汎な存在とと

もに、②主として輸出向け製晶を取り扱う間屋の比率と③自ら工場経営を行なう“製造間

星”（’9）の比率とが、それぞれ高かった点に求めることができる。

　はじめに①に関して、問星からの受託製造数量をみるならば、30年代初頭において、そ

れは輸出電球総数の実に85％にのぽっていた（20）。また②③については、調査数永少ない

点に間題があるが、36年に東京市が行った間屋制調査を参考にすることができる（川。ま

ず取扱商晶の最終需要地別調査によれば、対象とした産業全体では市内1内地向け93％、

海外1外地向け7％と圧倒的に国内向け問屋が多いなかで、電球業は前者が2、後者が5

となっており、玩具業とともに海外向問星が最も多い業種であった。

　また電球業における問屋の種類をみると、　“製造問星”が6に対して、生産1加工をせ

ず配給のみを行なう“専門問屋”はわずか1であった。さらに別の資料においても、後述

の東京輸出電球工業組合（以下、東京輸出工組と略記する）加盟56業者のうち、問屋専業は

わずか4～5名であったことが指摘されている（22）。

　以上から、輸出電球業では、問星が生産の中核に位置し、その多くが自らメーカーとし

て直接工場を経営しつつ、その周辺に多くの下請工場、家内工業、．手内職を編成していた

ものと想定することができよう。そこで、資料の制約もあり厳密を期し難いが、それらの

およその数を確認することにしたい。

　まず、上述の東京府下主要メーカー（16業者）では、直営工場に558人、傘下の下請工場に

2，257人の職工が従事していた（23）。また、32年末時点における東京市の家内工業と手内

職従業者は、前者が6，340人（職工も含む）、後者は1，720人と推定されている（24）。こう

した問屋を中核とした生産構造が、後述のように斯業における輸出統制に重要な影響を与

えることになるのである。

3．　1930年代前半期における電球輸出

　そこで以下では、輸出電球工業における輸出統制の展開を検討する煎提として、30年煎

鋒ドおける輸出の推移とその特徴をみておきたい。

　第一に、第一次大戦以降の日本電球工業にとって、’大正期の10年間がr基礎確立期」で

あったのに対して、昭和に入ってからのそれは「対外躍進期」と位置付けることができる
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（25）。特に表4－3から明らかなように、昭和恐慌の影響の深刻な時期をはさんで、28～

29年と31～32年の期間に輸出は顕著に増大した（26）。その結果、国内生産にしめる輸出比

率は、前者の時期に30％台から50～60％の水準へと底上げされた後、後者の時期に80％台

へと急激な上昇をみることになったのである。

　第二として、輸出増加分のr殆ど凡てが輸出電球の為に新設せられたる新興電球工業者

により製造せられたるもの」（27）であったと指摘されているように、輸出の急増に連動し

て工場数、従業者数も増加した。そこで、1936年時点で現存する電球工場について、それ

らを創業時期別にみたのが表4－4である。同表によれば、1928年以前の創業が合計で10

0であったのに対して、上述のように輸出が顕著であった29～33年の期間には116の工場が

創設されるに至っている。なお34～36年創業の工場は59であったから、それと比べた場合

にも、29～33年における創業工場のきわめて多かったことがわかる。さらに表4－5から、

20年代後半（26～ちO年平均）と比べて30年代前半（31～35年平均）には、工場数で約2．5倍、従

業者数でも約1．6倍と顕著な増加を確認することができる。

　もちろん、これら全てが輸出工場によるものということはできないが、第3章でみたよ

うに、この時期国内市場が停滞状況にあったことから、以上の増加は主に輸出の増大によ

るものとみなすことができる。また、表4－5により一工場当り平均従業者数を見た場合、

32年まで一貫して低下傾向にあり、顕著な増大に転ずる36年まで30人台の水準にとどまっ

ていることから、輸出の増大に依拠する形で相対的に小規模工場の新規参入が急増したも

のと考えられよう。

　さらに第三として、こうした参入の増大にと．もない、豆球など輸出向主要製晶ではr輸

出先及輸出時期ノ限定サレ居ル為同業者間ノ競争頻ル激甚ヲ極メ殊二輸出閑散期二於ケル

競争ハ輸出商ノ乗ズル所トナリ」、その結果、輸出商によってr安値二叩カレル」という

問題が生じていた点に注目しなければならない（28）。事実、1920年代後半に関して輸出向

電球価格の推移をみれば、26年を100として29年には54にまで低下した（29）。

　そして、以上のような製品価格の低下を利用した輸出の急増は、輸出相手先との間で今

日で言う“貿易摩擦”を生じ、これに対処する目的から輸出電球工業の組織化が必要とさ

れるに至った。そこで業界としては、当初任意団体（日本輸出電球組合）’を結成し問題に

村処しようとしたが、政府による公的認可を得られずその実効性は乏しかった。

　ここで注目すべきは、斯業に対する政府当局の姿勢の変化である。すなわち商工省は、

昭和恐慌以煎の時点では、電球工業の組織化に政府が関わることに、はなはだ消極的であ
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表4二3 、電球の生産およぴ輸出の推移

（単位：1000個、％）

年次

生
産
額
（
A
）

チ旨数
輸
出
額
（
B
）

才旨数 輸出上ヒ率（BlA）％

1926 88，450 55 30，403 30 34．4

27 120，320 75 40，172 40 33．4

28 124，280 78 66，308 65 53．4

29 168，400 105 96，759 95 57．5

30 16d，・250 100 101，595 100 63．4

31 266，230 166 151，472 149 56．9

32 320，540 200 273，455 269 85．3

33 340，390 2！2 272，488 268 80．1

34 324，380 202 乞26，379 223 69．8

35 324，800 203 193，968 191 59．7

36 428，540 267 314，170 309 73．3

37 464，680 290 315，157 3！0 67．8

38 310，760 194 183，313 180 59，O

（資料）1）『日本外国貿易年表』各年版

　　　　2）『日本電球工業史』ユ963年

C注）1）生産額は日本電球工業会資料による

　　　　2）指数：1930年二100
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表4－4　創業年別工場数

　　　　　　　（！936年時点）

期　　間

　不詳

1913年以前

14～18年

19～23年

24～28年

29～33年

3ぺ35年

　36年

　合計

工場数

　1’

　12

　16

　20

　52

　1！6

　34

　25

　276

（資料）『工場統計表』1936年版．

　　　1より作成
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表4－5 電球工業における工場数1従業者数の推移

年次

工
場
数
　
　
A

チ旨数

従
業
者
数
　
　
　
B

チ旨数 B／A 才旨数

1923 64 61 4，370 74 68．3 122

24 64 6！ 4，826 82 75．4 135

25 70 67 5，134 87 73．3 131

26 92 88 5，996 102 65．2 116

27 97 92 6，105 104 62．9 112

28 ！05 100 5，886 100 56．1 10q

29 110 105 5，683 97 51．7、 92

30 128 122 5，632 96 44．O 78

31 166 158 6，463 110 38．9 69

32 301 287 ！0，168 173 33．8 60

33 310 295 10，788 183 34，8 62

34 290 276 ．10，086 17！ 34．8 62

35 279 266 9，993 170 35．8 64

36 276 263 10，891 ！85 39、、5 70

37 282 269 13’，325 226 47．3 84

（資料）『工場統計表』各年版より作成

（注）1）！923年統計表から「軍球」の項目が独立

　　　2）指数：1928年二！00’

　　　3）従業者数：人
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った。ところが恐慌下、競争の激化による投げ売り的な輸出展開、およびそれに伴う業者

の共倒れを回避するため、従来の消極的姿勢を転換し、逆に工薬組禽の設立を橦極的に懲

懸した。

　この点、　『電球年鑑』によれば、東京の輸出電球メーカーは、　「昭和四年同業組合とし

ての認可を申講したのであつたが、不幸当局の容る㌧ところとならず、時日を待つの外な

きに陥つた」とされている。ところが、　「今度は反対に昭和五年当局側より工業組合の設

立を懲源し来つたので、翌昭和六年九月十四日出願し同年十月二十三日主務大臣より公認

さる㌧に至つた」（30）。

　そしてこれを端緒に、その後、表4－6に掲げた工業組合が相次いで設立された。この

うち輸出電球に関しては、東京輸出電球工業組合と大阪輸出電球工業組合が、関東と関西

各地域における業界の公認団体として、それぞれ電球統制の役割を担ってゆくことになっ

たのである（川。

　輸出電球工薬にとって、工業組合の設立は圃期的な出来事ではあった。とはいえ、これ

によって業界の安定が実現したとは必ずしもいえなかった点に留意する必要がある。むし

ろそれ以後の展開、すなわち工業組合を統括する連合会の設立とそれによる統制策の展開

こそが・斯業においてより重要な意味幸もったのである。そこで節を改めて・この点を検

討することにしたい。

第2節　輸出統制の展開とその間題点

1．　日本電球工業組合連合会による輸出統制の概要

　はじめに、工業組合設立後の輸出動向に着目してみよう。1931～32年にかけて輸出が急

増した点は前飾でみた。また前掲表4－3から、33年も32年とほぽ同水準の輸出量を維持

したことがわかる。これに対して34～35年になると、各国による輸入規制の影響を受けて

輸出が著しく減少した。その結果として、生産全体にしめる輸出比率は、再び60％の水準

へと落ち込むこととなったのである。

　．一そしてそれにともない・日本にとって主要な輸出先であった北米とヨーロッパ地域への

輸出の伸びも停滞す1るに至った。まず前者では、33年に対前年比で約3割もの大幅減に陥
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表4－6 電球工業における工業組合

　　　関　　東

東京輸出電球工業組合

　東京電球工業組合

　　　関　　西

大阪輸出電球工業組合

関西標準電球工業組合

　　　合　　計

193！年！0月

1932年1月

1932年5月

1932年12月

　輸出向け電球製造実績＊2

大型球㍗　中型変形　小型球＊4

60，6　　　　　　99．6　　　　　－88，4

13．5　　　　　　0．1　　　　　　0．8

（資料）1）『東京都下の工業組合j1938年

　　　　2）『大阪商エ会議所月報』1935年4月

　　　　3）㌘電球』1938年！月1

（注）1）・＊棟京11936年時点曾大阪：1935年時点

　　　　2）＊2検査合格数：1934年1～！2月（単位：％）

　　　　3）＊3家庭球も含む

　　　　4）桝自動車1変形1豆球の合計
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った後、35年まで減少を続け、ついに同年には恐慌前の水準を下回ることとなった。また

後者においても、もやはり34～35年にかけて減少し、その結果、対欧輸出は35年にピーク

時（33年）の4分の3にまで落ち込み、36年以降も32～33年の水準を超えることはなかっ

たのである（32）。

　注目されるのは、この時期の輸出減退が、前述の30年代初頭における企業の新設1拡張

とあいまって、生産過剰を顕在化させることになった点である。この点、例えぱ以下のよ

うに指摘されている。r昭和七年八年の急激なる海外の需要増加に刺激せられ多数の業者

白家の実力を顧みず無謀なる工場拡張を敢てしたる為め目下業界の沈静に伴ひ生産過剰に

悩みつつある」（33）。

　そこでこれに関連して、表4－7により30年代における生産と在庫との関係をみてみよ

う。同表から明らかなように、まず32年までは生産が増大するのと対照的に在庫は減少傾

向にあった。ところが33年から35年にかけては、生産がほぽ一定の水準で推移したの対し

て在庫は増大し、その結果、在庫比率が33年の12％の水準から35年には20％にまで高まる

こととなったのである。以上のような在庫の増加傾向は、国内1輸出両市場の停滞ととも

に、輸出電球工業における生産過剰を反映したものと考えられる。

　当然のことながらこうした事態は輸出競争を激化させ、各工業組合による対応の限界を

招来させる要因となった。実際、　r東京輸出電球工業組合史』では、28～33年が組合にと

っての「活動準備期」であったのに対し、34～35年はそうした活動が行き詰まりをみせた

「受難時代」と位置付けている（34）。

　そして各工業組合による統制の限界は、特に対英輸出問題をめぐって顕在化することと

なった。この問題についての立ち入った考察は、第6章で行われる。ここでは、以下の行

論に必要な限りでそれを指摘するにとどめたい。さて当時のイギリス市場は、日本にとっ

てアメリカに次ぐ重要市場であったが、32～33年の安価な日本製電球の“洪フト的流入”に

対して、英国関税諮問委貝会は禁止的高関税の賦課に関する審議を開始するに至っていた

（85）。しかしながらこの問題に対して、各工業組合は、その活動範囲が地域的に隈定され

ており、しかも組合相互間の連絡ならびに調整を十分なしえなかった。

　かくして商工省は、新たな対応策として各工業組合を統括する連合会の設立とそれによ

る、率国市場の維持を懲源し、これを直接的契機として33年11月日本電球工業組合連合会（以

下、電工連と略記する）が設立認可され、無秩序な電球輸出の規制に本格的に乗り出すので

ある（36）。
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表4－7 電球の生産およぴ在庫の推移

（単位：1000円，％）’

年次

生
産
額
（
A
）

指数
在
庫
額
（
B
）

指数 在庫比率（B／A）

1930 15，192 100 2，049 160
13．5

31 18，039 119 2，194 107 12，2

32 19，685 130 2，O08 98 10．2

33 21，971 145 2，618 128 11．9

34 ！9，998 132 2，636． 129 13．2

35 21，2！0 140 4，230 206 19．9

36 21，358 141 3，778 184 17．7

37 28，820 190 8，780 429 30．5

（資料）『工場統計表』1931年、35年、38年版より作成

（注）指数：1930年二100
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　そこで次には、電工連による輸出統制に着目することとにしたい。それは、①価格協定、

②生産数量調節、③共同販売（以下、共販と略言己）を主な事業とした（37）。

　このうち①は、輸出販売価格および製造原価に関する協定を行い、販売価格の切下げ競

争を規制する施策であった。また②は、一年間の生産総数量を決定し、それを各所属組合

に対して前年度の生産数量や輸出実績を基準とした割当比率で分配する。それにより過剰

生産を規制しようとする措置であった。両者は、対英本国向輸出に対しては34年1月より、’

その他の諸国向けでは同年4月より、それぞれ全面的に実施に移されたのである。

　さらに③は、当時、「共販こそ統制を確保強化する唯一の途」（38）と指摘されたように、

輸出統制中、その実現が最も注目されたものであった。そしてその要点は、以下にまとめ

ることができる。

　まず、（1）電工連が輸出商および輸出組合から一手に注文を引受け、同じく一手に販売を

行なう。（2）その場合、かかる共販実施への過渡的措置として、各メーカーが同年8月14日

以前に先物契約した分は、9月30日を期限として製造・納品を認める（39）。しかし、それ

以降は、普通、指定の両注文とも、各工業組合および各間星やメーカーが直接に引受ける

ことはできず、全て電工連統制部が取引を担当する。（3）このうち、指定注文は統制部。各

工業組合を経由して指定メーカーに、また指定なき普通注文に関しては、上述の生産統制

の際決定された比率で各工業組合にそれぞれ割当てる。（4）以上の販売に際して、その価格

は電工連の総会決議によって決定される、というものであった。

2．　輸出統制の問題点

　ところが以上の共販策は、その発表とほぼ同時に、関係各方面からの反対に直面した。

なかでも注目されたのは下請業者によるもので、部品業者（電球ガラス）および労働者や労

働団体（日本労働総同盟）とともに、共販反対ないしその見直しを求める運動を積極的に

展開したのである。そこで以下では、上記の輸出統制がもつ問題点を、共販制に焦点をあ

てつつ考察することにしたい。

　考察に先立ち念頭におくべき点は、共販実施にともない短期、長期にわたり海外からの

雫牢が減少するという問題である。まず短期的な現象として、共販実施の発表とともに海

外からの見越し注文が急増し、その反動で34年10月以降の注文が一時的に激減した。実際、

電工連東京事務所では、共販開始以前の34年9月中に受付けた組合員による直接取引契約
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数はユ，500万個にのぽった。これに対して、10月1日以降に受注した数は100万個に過ぎな

かった（川。同様に、大阪事務所管内に関してみた場含にも、34年11月の電球検査個数は、

前月の156万個に対して、わずか3分の1に激減したとされている（川。また、そもそも共

．販の目的は、これまでの集中豪雨的輸出の規制にあったことから、長期的にみた場合にも

受注量の大幅な増大は期待できなかった。しかも日本製電球の輸入規制が強まる当時の情

勢にあっては、受注の減少すら危慎されたのである。

　そして重要なのは、こうした事態に直面した場合、特に深刻な影響を受けるのが下講業

者やその家族、従業員であったという点である。というのは、以下の理由による。

　第一に、輸出電球工業では、問屋自身が製造問屋として工場を直営する場合が多かった

ことは前節でみた。このことから、共販実施にともなう受注の減少に対しては、それをま

ず直営工場に優先的に配分することとなり、その結果、下講業者は受注減にともなう調整

圧力を最も強く受けることとなったからである。

　さら一に第二として、共販の実施が’、従来の問星1下請関係に、大きな変化をもたらした

ことに注目する必要がある。すなわち、共販実施以前、問星は輸出が落ち込む時期（11月～

翌年2月）にも下請から製品を買い上げ在庫を増やし、注文が殺到する輸出繁忙期に備える

という行動をとっていた。一方、下講側は閑散期に繁忙期以上に製晶を買い叩かれること

になったが、その反面で資金力の乏しい彼らにとって、閑散期にも問星からの発注が確保

されたことは、この時期の材料をはじめとする諸経費の負担や従業員への賃金支払い、さ

らには下講業者自身の家計維持を可能とするものであった。

　これに対して、　「共販の実施が行なはれて、従来の注文がなくなると云ふ事になると、

問星はストツクを持つて居ても致し方がないから［下請メー力一から］員ひ込むのを止め」

（川てしまうという事態が生じることになる。かくして、輸出閑散期における問屋からの

見越し注文の減少は、下請業者の存立およびその従業員、家族にとって、　“死活問題”と

いうべき深刻な問題を内包していたのである。

　第三に重要な点は、業界内で多数をしめる下請メーカーが、電工連傘下の工業組合から

排除されていたことである。例えば東京輸出工組では、r本組合ハ地区内二於テ輸出用電

球ノ製造ヲ業トスルモノヲ以テ之ヲ組織ス但シ受託製造業者ヲ除ク」（定款第5条、傍点

引．押者）と規定することで加入資格を限定していた。このことから・共販実施とともに前

項でみた電工連による一手受注1一手販売が開始されれば、電工連および工業組合に加盟

しない者は、輸出業者および輸出組合との直接取引を行なえなくなる（43）。すなわちそれ
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は、下請業者にとって、上述のような問屋からの受注減を、輸出業者1組合との直接取引

の増大により補完しようとする方途も断たれることを意味していたといえよう。

　さらに以上の問題点に加えて、共販とともに行われた輸出検査の問題にも着目しなけれ

ばならない。ここで輸出検査に関してごく簡単に言及するならば、それは粗悪晶の輸出規

制を目的として、1932年！2月から東京および大阪の両輸出工業組合により開始されたもの

であった。

　しかし、当初はあくまで自治検査ということで強制力をもたなかった。このため受検率

は50％を超えず、その実効力はきわめて乏しいものであった（44）。そこで電工連設立を契

機として、政府は電球を重要輸出品に指定（34年2月）するとともに、取締規則を適用して

省令検査権を電工連に付与した（45）。その結果、輸出電球はすべて電工連による検査を義

務付けられることになったのである。

　その場合、問題は電工連非加盟者の検査料にあった。それは当初、加盟者の10倍と定め

られた。これは後に非加盟者の要求により6倍にまでに減額されたが（46）、なお高負担で

あることに変わりはなかった（後掲表4－9参照）。

　言い換えれば、それは非加盟下請業者にとって、同一条件下で同じ製晶を製作する工業

組合所属組合貝に対して、市場競争上大きなハンディを意味した。さらに、こうしたコス

ト増大分を埋め合わせるために、賃金を抑制ないし切り下げることとなれば、労働者の生

活条件を圧迫することにつながりかねない。実際、検査料の減額という下請業者の要求に

呼応する形で、労働総同盟や電球硝子労働者らが共販反対ないしその見直しに乗り出すの

も、そうした事情が背景にあった。

　以上要するに、下講業者は、共販制の実施にともなって、①輸出ないし輸出組合から自

由に受注する途を閉ざされ、②そのため問屋からの受託生産に甘んじなければならず、③

さらにその生産においては高額の検査料を賦課されるという、自己の存立上きわめて困難

な問題を抱えることになったということができよう。かくして、彼らはr救済ヲ伴ハザル

共販実施ハ即チ数百工場ノ死活問題ニシテ、㊧l1l11七千余ノ家族及従薬員ハ飢餓二瀕ス」

（川として、自己の存立を確保する運動を展開するに至るのである。

　そこで次節では、以上のような間題に対して、下講業者がいかなる組織的運動を展開す

ることとなり、それに対して政府はどのような姿勢をとったのかという観点から、中小工

業統制の意味を検討することにしたい。
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第3節　下講業者によるエ業組合の設立と組織的運動の展開

1．　関東電球製造工業組合の設立過程

　下講業者は、共販実施発表直後の1934年9月8日、独自の団体組織である「振興会」

（会貝80名）を緒成した。なお同会は、その後約200名からなる「日本電球製造同志会」

（以下、同志会と略記する）へと改編された。

　そして、まず振興会発足直後、東京輸出工組との交渉にのぞみ、r我々も電球業者であ

る以上組合に加盟せしめよ」との要求を行った（18）。それによって、生産割当や検査料を

加盟者と同等にすることを指向したのである。ところがこの要求は、組合員の資格を限定

した定款の変更は不可能との理曲により、工業組合側から拒否され実現しなかった。同様

に電工連も、「何分共販の将来は予想だに許さず殊に法定の規則に縛られてゐる関係と工

業組合の機構上から積極的にとや角これを左右する事のできない」として、下講業者の組

含加盟に消極的であった（川。

　そこで下講業者は、自己の従業貝およびそれを支援する日本労働総同盟、あるいは工業

組合未加盟の一部メー力一で作る国産電球擁護会とともに共販反対大会を開催し、間題の

解決を政策当局に求めるに至った。商工省工務局ならびに東京府商工課に、下講およびそ

の従業員の救済措置につき数次にわたる陳情を行い、さらに内務省および警視庁にもこの

問題の重大性を訴えるなど、　“生活権擁護”の組織的運動を大規模に展開したのである。

特に34年10月にその運動はピークに達し、例えば同月2日の大会直後、下請業者およびそ

の従業員は、同日開催されていた東京輸出工組月例協議会に大挙押しかけたため、警官の

出動をみるという事態にまで至っている（50）。

　こうした深刻な事態に至って商工省は、工業組合関係者から共販運営につき疎めて事情

説明を求めるとともに、組合と下請業者による対策協議会の開催を仲介した。しかしなが

ら、後者による共販延期の要求は、r商工省の意思もあり延期不可」とされた。しかも、

電工連および工業組合への加入も、いぜんとして認められなかった。このことから下講薬

者は、交渉目標を工業組合との団体契約の締結と、それによる受注の安定的確保へとシフ

トさせることになったのである。

　その具体的方策とは、まず既存ρ任意団体である「関東国産電球組合」に下講業者が加
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盟し、その後この組合と東京輸出工組との間で上記団体契約の締結交渉を行うというもの

であった（51）。ここで関東国産電球組合とは、関東の電球業者が東京電気に対抗する目的

から1931年に結成された団体である。電工連所属の工業組合員のみならず非加盟電球メー

カー、さらには部晶1材料業者や輸出薬者まで含む一大組織で、その会員数は、電球業者

137（うち輸出電球85）、電球硝子5、繊條8、口金14、導入線6、真空管2、その他10の

計182名を数えていた（52）。そこで下請業者としては、この組合に加盟しその組織力を利用

する形で、工業組合との契約締結の実現を指向したのである。

　1934年10月関東国産電球組合は、下講業者（同志会会員）の新規加入を決定する臨時総会

を開催した。ところが、この総会で工業組合メンバーを中心とする大中業者と下請業者と

の対立が表面化し、その結果、同組合は事実上機能停止に陥り、34年11月に解散という事

態をむかえるに至ってしまったのである（53）。

　以上みてきたように下講業者は、東京輸出工組への加入も、また既存の関東国産電球組

合の交渉力を利用した売買契約の締結も実現することができなかった。ここに至って彼ら

は、新たな工業組合を設立し、そのうえで電工連および東京輸出工組と直接に団体契約交

渉を行うことに活動の重点を移すことになる。

　かくして、1934年12月には、下請業者による関東電球製造工業組合（以下、関東工組と略

記する）が設立され（54）、翌年3月東京府より工業組合としての正式認可を受けた。輸出電

球共販問題に端を発した下請業者による組織的運動は、任意団体（振興会ならびに同志会）

の緒成→関東国産電球組合への加入一妾同組合の解散という段階を経て工業組合ρ新設

に至ったのである。

　そこで本項の最後に、関東工組の概要をみておきたい。まず、1935年初頭東京府下には、

旧関東国産電球組合所属109名、同志会会貝162名、いずれの団体にも所属しない者57名の

計328名が受託製造に携わっていた（55）。そして、このうち4分の3にあたる248名が関東

工組に加盟した。なお、委託側である東京輸出電球工業組合加盟数は56名（56）であったか

ら、その約4～5倍規模の下講が新たな組合に組織化されたことになる。

　また関東工組に関して、晶種別組合員数および輸出実績をみたのが表4－8である。こ

の表から、①小型球の製造を主とする者が全組合員の約7割を占めたこと、②しかもこの

分．野の生産が組合の中心をなしていたことがわかる。さらに、③同組合の小型球の輸出実

績は全輸出の8割以上に達しており、輸出の主力をなす小型球生産者のほとんどが、この

組合に組織化されたことが推察されよう（57）。
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表4－8 関東電球製造工業組合の概要

品　種

加
盟
教
　
（
人
）

組合輸．出実績（A） 輸出検査総数（B） μ早（％）’

小型球 ユ75 202，500 242，008 83伺7’．

中型変形球 15，O00 28，620 ．52，4

自動車球 20’ 9，OOO 11，882 75，7

家庭球 ユ7 6，OOO 38，．384 15国6

合言十 248 232，500 、33争，889 69画4

（資料）『関東電球製造工業組合発達史』1939年、『壷要輪出

　　品検葦年表』・！937午版　　・・、‘　・　∴一1　一’

（注）！）小型球は豆電球と変形球の合計

　　　2）中型球の組合加盟数は不明g加盟数合計にはトソ

　　　　　ガリ球業者23名、大型球業者13名を含む

　　　3）組合輸出実績、輸出検査総数は1936年め数値（単

　　　　　位：千個）一

　　　4）輪出検査総数とは日本電球工業組合連合会による

　　　　一検査総数（同会調べ）
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2．　関東電球製造工業組合による組織的活動の展開

　関東工組は、生活権擁護運動の結果設立された組合としての性格を反映して、　r組合の

最先の要務は、云ふ迄もなく全組合員の生活の安定策を図る事に在る。即ち本工組の生命

たる、輸出電球の受註、製作、販売の権利を確保し、組合員をして、失業やら無収入の苦

難無からしむるに在る」（58）とされた。

　その場合、第一に、組合にとって当面の課題が、電工連傘下の東京輸出工組と団体契約

を結び、下講メーカーが個々にではなく、組織としてr受註、製作、販売の権利を確保」

することにあった点は煎項でみた。

　第二に、たとえ契約の締結にこぎつけたとしても、製晶販売の時点で、前飾でみた検査

料の高負担問題が改めて浮上することとなる。特に単価が低い小型球の生産を主体とする

当組合にとって、6倍にのぽる検査料は後述のように大きな負担を意味した。

（1）団体契約の締結交渉

　そこで、工業組合設立後の活動としては、口］団体契約の締結と、［2］検査料の負担軽減

を主要目標とすることになった。このうち以下では、まず［1］に関して検討することにした

い。その場合、特に1935年2月の関東工組役員会にて作成された団体契約案「電球売買二関

スル覚書」に着目する（59）。本案は、東京輸出工組との交渉に際して、　r商工省当局とも

よく知照し合つて其の意向をも勘酌したもの」（60）とされ、また関東工組側が意図する団

体契約の特徴を具体的に現わしていると思われるからである。

　さて、この団体契約案は、以下の点を主な内容としていた。第一は、電工連から東京輸

出工組に割当てられた受注分を、さらに下請メーカーへと委託する際の原則に関してであ

る。なかでも、①東京輸出工組員のなかで自己の製造工場を持たない問屋に対する割当分、

および②白己の製造工場を所有する場合にもその生産能力を超える割当過剰分は、関東工

組が一手に受託することを明記している点が注目される（「覚書（其一）」’第1条）。

　、第二に、両者の取引価格に関しては・関東工組の製造原価を基準としつつ・原則として

東京輸出工組側が決定する。とはいえ、差しあたりは電工連によって定められた協定価格

から、検査料、統制にともなう諸費用、問屋手数料を差引いた額を両者の取引価格とした
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（r覚書（其二）」第4条）。その場合、問屋手数料を、上記協定価格の5％と明記し固定化

した点が重要である。すなわち、この価格協定は、関東工組側からすれば、問星による“

買い叩き”を抑制する意味をもった規定であった。

　さらに第三として、関東工組の平均生産能力の半数をr最低生産限度」と規定した点が

注目される。そのうえで、月末毎に関東工組に対する委託注文総数がこの限度を下回る事

態が生じた場合には、東京輸出工組側が見越注文を行なうなどして関東工組員の工場経営

の維持を図ることが求められていた（r覚書（其一）」第6条）。

　以上みられるように、関東工組が提起した契約内容とは、一方で同組合による一手受注

と受注価格の適正化を確保し、他方で下講メーカーの“最低生産数量”を保障しようとす

るものであった。そしてそれによって、上述のようにr失業やら無収入の苦難無からしむ

る」ことを意図したものととらえることができる。事実、この契約案に対して、東京輸出

工組側は、　「徒に下請連の生活を保証してやえ様なものだ」（川と評価したとされる点は、

そうした性格を端的に示すものといえよう。

　なおこれに対して、東京輸出工組側は上記案を了承せず、それとは異なる対案（方針）

を提起している。例えばそれは、「東京電球輸出工業組合は其の都合で、電工連からの受

註割当製作に余りがあれば、関東電球製造工業組合員へ依託して製造させる」（62）という

ものであった。

　すなわちこの案は、東京輸出工組に生じた一時的な余剰部分の委託を規定したもので、

上記関東工組案のような下請メーカーの“最低生産数量”を支援する性格を全く持たなか

った点に特徴がある。しかもそれは、両組合間での“団体契約”ではなく、あくまで東京

輸出工組と関東工組各組合員とのいわば“個人契約”にとどまるものであった。

　したがって商工省当局も、東京輸出工組案は団体契約の締結を意味せずとして、その撤

回を求めている。それとともに、　r商工省の方針としては関東［工組］側の意見を成るべく

早く容れられたし」（63）と、関東工組案の採択を要請した。しかし、東京輸出工組側はそ

れに応じることなく、団体契約の締結はついに実現に至らなかったのである。

（2）検査料の負担軽減と販売ルートの拡大

　以上のように、下請メーカーによる組織的行動は、組合設立当初標棲した団体契約の締

緒に関して、十分な成果をあげることができなかった。とはいえ、重要なのはその後にお
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ける関東工組の活動である。それにより彼らは、以下の成果を獲得した。

　第一は、関東工組にとって、もう一つの課題であった検査料の大幅な軽減が実現したこ

とである。すなわち関東工組では、上記のような団体契約の締結に関する東京輸出工組側

の消極的意向をふまえ、交渉の重点をこれまでの契約の締結から製品検査料の軽減要求へ

とシフトさせた。これに対して東京輸出工組側は、検査料を現行の6倍から2倍に軽減す

る案を提示した（川。

　その背景には、商工省が東京輸出工組側に積極的に働きかけたことと、関東工組員から

の検査料収入が東京輸出工組さらには電工連にとって大きな財源となっていたという事情

があった（65）。つまり、東京輸出工組側が検査料軽減要求を拒否し続けた結果として、か

りに国営検査所が別に設立されるという事態になれば、関東工組員からの検査料収入が見

込めなくなるという危機感が存在していたのである。

　しかしながら、関東工組は東京輸出工組案を了承せず、より大幅な引下げを要求した。

また、商工省も関東工組の要求を支援し、一段の引下げを東京輸出工組側に指示した。そ

の結果、検査料は当初提示の2倍からさらに1．2倍へと軽減されたのである。表4－9は、

小型球に関して、関東工組員の主力製晶である小型球に関して、関東工組員の検査料負担

を推計し、電工連加盟者のそれと比較したものである。資料上の制約から厳密を期し難い

が、例えば豆球の場合、輸出市価に占める負担格差（関東工組員と電工連加盟者との差）

は、改訂前の約20％ポイントから改訂後わずか1％ポイントヘと低下しており、かかる引

下げがもつ意義の大きさをうかがうことができる（66）。

　さらに第二として注目される点は、電工連およびその加盟組合以外への自由な販売が可

能となったことである。前項でみたように、関東工組は、電工連所属の工業組合との間で

団体契約を結び、一手受注1一手販売を行うことを前提として認可された組合であった。

このことから定款でも、①組合員の資格をr輸出向電球ノ受託製造ヲ業トスル者ヲ以テ組

織ス」（第5条）と規定し、②組合の製品はr日本電球工業組合連合会二属スルエ業組合

ヨリー手二註文引受ケ且之ヲ日本電球工業組合連合会二属スルエ業組合二一手二販売ス」

（第43条）と、もっぱら電工連所属組合に対する受託組合として位置付けられていた。

③さらに、その販売価格もr日本電球工業組合連合会二属スルエ業組合トー協議ノ上統制委

早争ノ議ヲ経テ」決定されることになっていたのである（第47条）。

　ところが、上述のように前提とすべき東京輸出工組との団体契約交渉が失敗に終わった

ことから、関東工組は工業組合の定款変更という手段により販売活動の自由度拡大をはか
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表4－9 輸出検査料における連合会加盟組合員と非組合員の格差

品種

市
価
（
銭
）

改訂前（A1） 東京案（A2） 改訂後（A3） 組合員　（B） 格差1　（％） 格差2　（％） 格差3　（％）

豆電球 1．1 30 10 6 5 22．7 4．5 0．9

トソガリ球 L7 42．6 14．2 8．5 7．1 20．9 4．2 O，8

自動車球（ヘツド）　　　（テール） 5．3． 90 30 18 15 14．2 2．8 0．6

3．O 120 40 24 20 33．3 6．7 L3

（資料）『大阪の電球工業』1936年、『関東電球製造工業組合発達史』1939年

’（注）1）市価11935年末時点の輸出向け製品単価

　　　2）一A！：検査料改訂前の非組合貝検査料（製品100個当り、単位：銭）

　　　3）A2：束京輸出電球工業組合め検査料軽減案における非組合員検査料（同上）

　　　4）A3：検査料汝訂後の非組合員検査料（向上）

　　　5）B：東京輸出電球工業組合員の検査料（同上）

　　　6）格差1、’2，3はそれぞれA1∵A2，A3とBとの検査料差額の製品市価に

　　　　しめる比率を推計したもめ
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った。すなわち、当面の策として「組合員ヲシテ連合会ノ行フ製晶検査ヲ経テ自由二販売

セシムルコト・シ」（67）、商工省に対してr輸出も之を為し得る様資格改正方につき」

（68）交渉を行った。その結果、定款の改正が承認されるに至ったのである。

　具体的には、改正により上記①はr輸出向電球ノ受託製造販売ヲ業トスル者」へと拡大

され、②はr本組合［関東工組コニ於テー手二註文引受ケ且之ヲー手二販売ス」と変更をみ

た。これにより関東工組では、省令検査を受けた製晶を電工連を通さずに自由に販売可能

となったのである。また③に関しても、単にr統制委員会ノ議ヲ経テ」とのみ規定され、

電工連所属組合との協議の必要は削除された点が注目される。

　以上の結果、下講業者は、（1）これまでの東京輸出工組に所属する問屋からの受託製造と、

（2）輸出統制の対象外である国内市場向製品の製造販売とともに、（3）新たに輸出商あるい

は輸出組含への直接販売というルートが開拓可能となったのである。

　そこで、改めて前節で検討した点を想起するならば、下請業者にとって輸出共販制の実

施は、一方で電工連所属組合以外からの自由な受注を制隈され、他方では差別的な高額検

査料を賦課されるという点で問題であった。したがって、下請業者にとって、本項で着目

した検査料軽減および電工連ルート以外との直接取引権の獲得は、共販制実施にともない

重大問題とされた点をかなりの程度緩和するものであったと捉えることができる（69）。

3．輸出統制問題に対する政策当局の対応

（1）輸出共販実施に対する支援

　それでは、以上のような下請業者による組織的運動の展開過程で、政策当局（商工省、

東京府）は、いかなるスタンスを取り、どのような役割を果たしたのであろうか。本項で

は、この点について改めて検討することとしたい。

　第一に、共販実施当初、政策当局は、共販反対運動の盛り上がりにもかかわらず、電工

連側の態度に理解を示すスタンスを取り、共販実施を支持した。まず、商工省は、共販反

対運動が1934年9月以降社会的に注目をあぴた際、直ちに電工連会長を栢致して「連合会

午月の対策態度に頗る満足を示し尚将来所期の決心の下に勇猛遭進されたき」と、共販の

早期実現を指示している。そのうえで、r若し仮に事態が悪化せんか断然共販遂行促進に

対し表面的に乗出す」姿勢を強調したのである（川。
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　また、東京府も、共販実施後間もない段階での共販延期ないし見直しに対しては消極的

姿勢をとった。例えば、34年9月末、電工連加盟組合内部からも共販反対ないしはその是

正要求が起き、それら組合員は、東京府商工課に対して、共販継続の可否を再度決議する

臨時総会開催の認可申講を求めるに至る。そしてその行動は、下請業者の反対運動と連動

しつつ無視しえないものとなった。

　そこでこの動向を重視した商工課は、まず組含理事から組合内部の事情につき説明を求

めるとともに、同年10月に開催された非公式の東京輸出工組月例全員協議会に担当官を出

席させ積極的な事情聴取を行なっている。そのうえで上記組合員による臨時総会開催の申

講に対しては、先の協議会で不満は解消されたものとして認可せず、共販見直し要求を時

期尚早としたのである（71）。

　したがって、こうしたスタンスから、下請業者による共販見直しないしは救済要請に対

しても、商工省、東京府の態度は必ずしも積極的ではなかった。例えば下請業者が共販実

施を契機として同志会を結成した点は先にみたが、同会では共販実施後の受注激減に伴う

措置として、主に救済融資の陳情を行った。しかしそうした要求に対して、政策当局は、

「同志会を確乎たる法人格ある団体と認める訳に行かないから、何分金融の途は講ぜられ

ない」（72）とした。かくして、運動は全くの陳情倒れに終わったのである。

（2）政策当局のスタンスの変化

　ところが第二として、その後電工連お幸び東京輸出工組が下講メーカーの加入を拒否し、

さらには団体契約の締結にも応じないという事態に至って、政策当局のスタンスは、当初

の静観から下請メーカーを支援する方向へと漸次シフトすることとなった。

　すなわち商工省当局は、下講業者に対して「既設組合にそれ迄加入を欲するよりは、寧

ろ君等は君等で別に一工組を設立した方が近道ではないか」（73）との行政指導を行った。

そしてこれを契機に同志会は、それまでの金融的救済の陳情から工業組合設立の認可要請

へと政府に対する要求内容を転換し、一挙に工業組合の創立を実現したのである。

　なおここで、中小工業全般に関して工業組合の設立をみた場合、1932年以降、政府の積

極．的な設立促進によりその数は顕著に増大した（74）。これに対して、34年以降になると商

工省では、r［工業〕組合数も既に四百に垂んとし亡ゐる有様であるので今日では組合の

増加をはかるよりも既設組含の整備にか㌧ることが必要」との判断から、　「新設組合の認
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可に相当厳重なる方針」へと政粂の重点を転換しつっあった（75）。

　しかし、そうした新設慎重方針にもかかわらず、上述の関東工組の設立に関しては、そ

れが支援され認可されたことに注目する必要がある。しかも、関東工組の創立は34年12月

であったが、翌年！月に組合認可を東京府へ申請し、同年3月には東京府の認可を得るに

至っている。それは当時．においては異例な速さでの認可であったとされており（76〕、この

点でも下講業者の組織化に対する政策当局の積極的姿勢をみることができよう。

　さらに第三として、関東工組設立後においても、政策当局は、同組合の活動を積極的に

支援した。その場合、こうした政策スタンスの背景として、①特に35年初頭の輸出電球受

注量が前年あるいは前々年、あるいは図4－1にみられるように翌36年同期に比べ著しく

低い水準にあったこと（川、②また関東工組が活動を開始した同年4～5月には、電工連

月別受注量が、それまでの増大傾向から再び減少へと転じていた点に留意する必要がある。

こうした状況を受けて、政策当局は「最近オーダー激減に伴ふ影響は同組合［関東工組］

を結成してゐる下講業者を益々窮地におとし入れ今日何等かの対策を樹立せねぱ社会的問

題さえ惹起する慎れを生ずるに至つた」との認識にたっていた（78）。

　そこでこうした見地にもとづいて、東京府商工課は、1935年5月電工連所属組含（東京

電球工業組合、東京輸出工組）と日本電球輸出組合を招致し、そこに関東工組を加えて、

下請業者の救済に対処するための官民協議会を開催した。そして、　rこれの解決策として

は関東組合を連合会に加へ権利の均等化を行」うことを、電工連側に対して強く求めたの

である（79）。

　また、商工省においても同様のスタンスを確認することができる。例えぱ団体契約の締

緒に関して、前項でみたように商工省は、関東工組側の原案（「電球売買二関スル覚書」）

作成に助言を与え、原案作成後は東京輸出工組と関東工組の協議会開催を横極的に斡旋し

た。そのうえで、東京輸出工組案に対しては撤回を命じるとともに、関東工組案に重きを

置いた協定締結の実現に動いている。

　そしてこの協議が膠着状態に陥ると、　r関東製造電球工業組合が正規の手続を了して工

業組合として認可をみた以上同業として連合会がこれを加盟せしむることは当然で又本邦

電球工業の全般的統制からみてもそうした進展をなすべきもの」（80）として、電工連側に

関卑工組の加入を懲懲した。

　さらに、関東工組の電工連加盟および団体契約の締結が失敗に終わると、商工省は関東

工組による検査料の減額交渉を支援し、また電工連以外との直取引を承認するという形で、
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図4－1 電工連における豆麗球画小型詫形球の月別輸出受注額㌧

（単位：万個）
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下請業者にとっての経営上の制約条件を、実質的に解消ないしは軽減していったことは、

前項において注目した通りである。

　以上の一連の経過から、政府は当初電工連による輪出共販の実施を支持したこと、とこ

ろがその運営過程で下請メーカーの存立ならびに労働者の“生活権”を動揺させる問題が

惹起するに至ると、問屋と下講との間にあって後者の活動を支援するスタンスに立ち、そ

の存立を擁護する役割を果たした点を確認することができよう。そしてこうした点に、輸

出電球工業における統制の重要な特徴をみることができると思われるのである。

小括

　以上、本章では、輸出電球工業における2つの組織化、すなわち（1）東京輸出電球工業組

合の設立ならびに連合会による統制策の展開過程と、（2）下請メーカーによる工業組合（関

東工組）の新設およびその後の活動に関して検討してきた。そこで最後に、本章で試みた

ケース。スタディが、1930年代の中小工業統制の意義を解明するうえで示唆する点をまと

めることにしたいg

　序章で述べたように、1930年代は工業組合法を根拠とする中小工業分野の組織化がきわ

めて重要な意味をもっていた。その理由は、主として以下の2点に求めることができる。

第一は対外均衡維持のうえで中小工業が重要な輸出産業であったこと、第二はこの部分が

大量の労働力を吸収していたことから、その安定的な存立が社会統治ないし体制維持の観

点から不可欠であったことである。

　その場合、まず第一の点に関連して、電球業は、本章第1飾でみたように30年代煎半に

輸出産業として飛躍期を迎えた“重要輸出晶”の一つであり、　“外貨獲得産業”でもあっ

た。しかしその反面で、輸出価格の切り下げを伴う無秩序な輸出増大は相手国の輸入制隈

を招き、それに対処するため上言己（1）の統制が開始された。つまりそれは、日本経済におけ

る対外均衡維持の一環として、秩序ある輸出を確保するための組織化策であったと位置付

けることができる。そして第3飾でみたように、政府も当初、かかる施策を積極的に支援

した。

　．ところが第2飾でみたように、この輸出統制は・業界内に深刻な問題を葎起することに

なった。っまり輸出電球業の場合、先行研究が指摘してきた連関くくエ業組合による統制
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策の展開今中小経営の好転一妾労働者の生活安定〉〉とは直ちにならなかった点に注目

する必要がある。というのは、斯業では輸出電球工業組合への間屋の加入を阻止できず、

むしろ生産をも兼営する“加工間星”が組合運営を主導した。これに対して数で多数をし

める下請業者はアウトサイダーとして排除され、そのために輸出統制の運用過程で、きわ

めて不利な経営状況におかれ苦況に陥ったからである。このことは、斯業の場合、対外均

衡維持の一環としての組織化が、同時に業界安定機能を持ちえなかったことを意味する。

　上記（2）の組織化は、Iそうした状況に対処するために展開された。つまり第3飾で注目し

たように、かかる組織化こそが、　く〈輸出工業組合および同連合会による輸出統制の展開

→下講経営の動揺〉〉という事態に対して、　r問屋資本主義ノ勢力」に対抗しつつ　く〈

関東電球製造工業組合の新設一妾輸出統制に伴う不利な経営条件の解消。緩和→下請経

営の安定化→・労働者の生活安定〉〉という意味をもっていたと位置づけることができる。

　さらに政策当局も、当初のスタンスを変化させ、輸出電球工業組合と下講業者という対

立関係において、輸出電球工業組合を支援し、アウトサイダーである後者をそれに服従さ

せるというのではなく、むしろアウトサイダーであった下請業者側の組合設立を促進し、

さらにその後の団体活動を支援した。そしてまさにこうした点に、上述の杜会統治ないし

体制維持の観点にたった中小工業統制の重要な側面をみることができる。

　最後に以上の検討結果を補足する意味で、アウトサイダーの統制協定への服従を規定し

た工業組合法第8条発動問題における商工省の対応に注目しておきたい。ちなみに工組法

第8条の運用に関しては、その頻繁かつ積極的な発動が30年代における工業組合政策の一

般的特徴として先行研究にょって指摘されてきた（川。これに対して輸出電球業では、こ

の発動をめぐってそうした一般的傾向とは異なる動きがみられた。

　すなわち、1938年当時、電工連および関東工組がその発動を積極的に要請したのに対し

て、両組織のどちらにも加盟しない零細規模の町球桑者は、任意団体（東京電球製造業組合）

を緒成して発動反対運動を展開するという問題が生じたのである。

　こうした事態に直面して商工省は、強制権の発動が零細町球業者の行動を規制し、彼ら

の経営に深刻な打撃を与える点を重視し、その発動にきわめて慎重であった。そして、結

局工組法第8条の発動は回避されたのである（82）。このことは、これまで本章が注目して

き、牟政策スタンスが、電工連および関東工組に非加盟の零細メーカーの存立維持に際して

も童視されたことを示すものとして重要と思われるのである。
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【注：第4章】

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

（7）

（8）

（9）

（10）

（l1）

（12）

　1930年代日本の輸出構造からみた雑貨輸出および雑貨輸出全体からみた電球輸出

の特徴に関して、詳しくは平沢照雄r1930年代日本における輸出電球工業の産開」、

筑波大学r経済学論集』第36号、1996年、37～47頁を参照されたい。

　商工省r重要輸出晶検査年表』1937年版、78～79頁より算出。

　r日刊工業新聞』1934年6月28日。

　小宮山琢二『日本中小工業研究』1941年、54頁。

　同上、29頁。なお、氏が規定するr新問星制工業」に関しては、同書、12～20，

27～31頁を参照されたい。

　間屋が組合に加入するという事態は、輸出電球業に隈らなかった。例えば、名古

星高商産業調査室の調査によれば、1935年時点でr工業組合に問星加入せり」と回

答した組合は30に達していた。名古星高商産業調査室『調査報告第十九輯　工業組

合と家内工業』1936年、37頁。

　この点も、本稿序章にて論じたとおりである。

　例えば、高橋亀吉『現代中小商工業論』1936年、300～302頁、高津彦次r杜会政

策的に見たる工業組合」（『杜会政策時報』第175号）、269～270頁などを参照された

い。

　表4－1において各商晶群への分類は、大蔵省r昭和財政史』第X皿巻（国際金

融1貿易）1963年によっているが、同書でr重化学工業関係晶」に含まれていた石

炭は、表4－1では独立させ別立てにした。

　雑晶と雑貨とは厳密には同義ではない。例えば中小企業調査会編『輸出中小工業

の経済構造』1960年が主要雑貨晶として例示する商晶のなかには、大蔵貿易統計

（『日本外国貿易年表』）の商晶分類においてr雑晶」以外に分類されているもの

も含んでいる。しかし、表4－1のr雑晶」は、その内訳が示すように中小雑貨製

晶であった。

　以上、統計数値に関しては、行沢健三1前田昇三r日本貿易の長期統計』1978年

の集約表（SU巡舳RY　TABLES）C－X，Cイによる。

　この点、伊藤正直「対外経済関係」　（社会経済史学会編『1930年代の日本経済』

147



（13）

（14）

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

（23）

（24）

（25）

（26）

（27）

（28）

（29）

（30）

（31）

工982年）表7、表ユ1、表ユ3を参照。

　瀧谷善一1岡本眞一「電球工業」　（滝谷善一編r時局と中小工業w　輸出雑貨工

業論』1942年）、243頁。なお、23年時点で白金を輸入に依存していたのは、G．E

（ゼネラル1エレクトリック杜）の特許権の関係による。

　『日刊工業新聞』1935年10月26日。森松蔵東西電球取締役営業部長の発言。

　電工連による調査に基づくもの。瀧谷1岡本前掲「電球工業」237頁。

　1932年末時点。　r電球年鑑』1933年度版による。

　以上、東京商工会議所r商工資料』第工8号、1935年、9頁による。

　ただし職工数。日本輸出電球組合r輸出電球生産額ノ数字的根拠」　（商工省提出

文書）ユ931年。なお、本文で示した16名とは日本輸出電球組合加盟者である。

　“製造問屋”に関して詳しくは、竹内常善r我国における間屋制解体の一断面」

（福島大学r商学論集』第43巻4号、1975年）を参照されたい。

　関東電球製造工業組含r発起届書添付書面」　（東京府提出）1934年12月。

　以下は、東京市役所r間星制小工業調査』1937年の調査結果にもとづく。

　瀧谷1岡本前掲r電球工業」240頁。ただし、なぜ工業組合に専業問星が加盟しえ

たのかに関しては不明である。

　前掲r輸出電球生産額ノ数字的根拠」による。

　東京輸出工組推計。斎藤健一r電球製造業」（r杜会政策時報』第164号、I934年）、

317頁。

　日本電球協会r我が国輸出電球図表一覧」　（『電球』第3巻12号、1940年）14頁。

　なお、　r工場統計表』の生産数量データに依拠した場合、36年には輸出数量が生

産数量より大きくなるという結果が生じる。そこで表4－1では、　r工場統計表』

に代えて電球工業会資料を利用し、その趨勢を知るにとどめた。

　北地鎌次郎編r日本電球工業組合連合会沿革史』1943年、ゑ頁。

　商工省r重要輸出晶工業組合法第一条第二項ノ規定二依ル重要輸出晶ノ指定二関

スル件」　（部内資料）、1931年5月7日。

　日本輸出電球組合r重要輸出晶ノ指定二関スル願書」1930年12月23日。

　以上r東京輸出電球工業組合」、r電球年鑑』1933年版、3頁。なお傍点は引用

者による。

　なお表4－6にある東京電球工業組合と関西標準電球工業組合とは、前章で指摘
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（32）

（33）

（34）

（35）

（36）

（37）

（38）

（39）

（40）

（41）

（42）

（43）

（44）

（45）

（46）

（47）

（48）

（49）

（50）

（51）

（52）

（53）

（54）

（55）

したように国内市場向け電球メーカーを組織した組合である。実際、同表からも明

らかなように両組合は輸出をほとんど行っていなかった。

　以上、　r日本外国貿易年表』のデータ（価額べ一ス）より算出。

　『日刊工業新聞』1934年9月5日。

　宇井寛次編『東京輸出電球工業組合史』1943年、123頁。

　外務省r英国向本邦輸出電球統制』（内部資料、制作年不詳）、256頁。

　前掲r日本電球工業組合連合会沿革史』31～32頁。

　以下は、主としてr日本電球工業組合連合会定款」　（同上『沿革史』所収）によ

る。

　r日刊工業新聞』1934年6月28日。

　ただし関西は、記録的な風水害の影響から同年10月10日まで延期された。

　r日刊工業新聞』1934年10月12日号。なお、9月受注分とは、同年8月14日以煎

の先物契約分を意味する。

　『日刊工業新聞』1934年12月7日号。

　電球硝子産業協力委員会『我国中小工業の経営と産業協力運動』1936年、138頁。

ただし［　］内は引用者（以下、特に断らない隈り同様）。

　東京市商工輸出組合協会『東京都下の工業組合』1938年、211頁。

　前掲r輸出雑貨工業』246頁。

　東京輸出電球工業組合r事業報告書（1934年度版）』。

　宮下敏男編『関東電球製造工業組合発達史』1939年、35頁。

　日本電球製造同志会（松永亀蔵ほか）r陳情書」1934年9月。

　『日刊工業新聞』1934年9月13日。

　『日刊工業新聞』1934年10月15日。

　『日刊工業新聞』1934年10月4日。

　以上、　r日刊工業新聞』1934年10月11日、10月17日による。

　1932年時点。r関東国産電球組合」（『電球年鑑』1933年版所収）。

　以上、　r日刊工業新聞』1934年10月21日および前掲r関東電球製造工業組合発達

史』63～68頁、89～93頁による。

　関東電球製造工業組合r創立総会決議録』1934年12月29日。

　関東電球製造工業組合r東京府下二於ケル電球ノ受託製造業者3百二十8名アルコ
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（56）

（57）

（58）

（59）

（60）

（61）

（62）

（63）

（64）

（65）

（66）

（67）

（68）

（69）

（70）

（71）

（72）

（73）

（74）

（75）

（76）

トヲ証セラレタキ証明願」1935年1月12日。

　前掲r東京都下の工業組合』183頁。

　もっとも、小型球以外の製晶も含めた組合総生産額の東京府下生産総額に占める

割合をみると、数量べ一スでは88％に対して、金額べ一スでは46％となる（1936年

度）。『東京都下の工業組合』212頁より算出。

　前掲『関東電球製造工業組合発達史』134頁。

　本案は、　「覚書（其一）」、r同（其二）」　（いずれもr関東電球製造工業組合

発達史』に所収）からなる。

　前掲『関東電球製造工業組合発達史』135頁。

　同上、139頁。

　同上、143頁。

　r日刊工業新聞』1935年6月5日。

’倍率は対電工連加盟者検査料比。『東京輸出電球工業組合史』249～250頁。

　前掲『関東電球製造工業組含発達史』102頁。

　もっとも、東京輸出工組加盟者には組合から、検査料のほぽ半額に相当する金額

がr割戻金」として支払われることになっており、関東工組貝は、実質的には東京

輸出工組員の2．3倍の検査料負担となっていた点も看過できない。このため、以後も

“検査の平等化”が関東工組の行動目標とされるのである。

　関東工組r定款変更理由書」（r関東電球製造工業組合発達史』所収）。

　『日刊工業新聞』1935年12月15日。

　この点、　『関東電球製造工業組合発達史』においても、「団体契約こそ希望通り

に獲得は出来なかつたけれども、実績に於ては略々それと同一の効果を齋得た」と

評価されている。同上書、154頁。

　r日刊工業新聞』1934年9月17日。

　以上、　r日刊工業新聞』1934年’9月30日、同年10月4日による。

　前掲r関東電球製造工業組合発達史』54頁。

　同上、89頁。

　前掲r商工政策史』第12巻、150頁。

　『日刊工業新聞』1934年6月22日。

　この点、例えぱ『関東電球製造工業組含発達史』129頁などを参照されたい。
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（77）　r日刊工業新聞』1935年2月22日。ただし、35年初頭の受注量の対前年および煎々

　　年比の具体的数値は残念ながら確認できなかった。

（78）～（79）　　『日刊工業新聞』1935年5月13日。

（80）　r日刊工業新聞』！935年5月5日。

（81）　さしあたり由井前掲r中小企業政策の史的研究』298～302頁を参照されたい。

（82）　前掲r関東電球製造士業組合発達史』245～251頁。
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第皿部 目本における統制政策と

植民地



第5軍　大工業分野における團内統制と植民地

　　　　　　＿朝鮮におけるセメント統制問題を中心として一

はじめに

　第皿部では統制研究の射程をさらに拡げて、日本本国の経済統制と植民地との関係につ

いて考察する。本稿では、これまで大恐慌を契機として経済統制が展開されたことをみて

きたが、その他方で大恐慌を契機に植民地朝鮮においても総督府による工業化が展開する。

序章でも指摘したように、それは本国の体制維持1安定とは別に後者の動揺に対処せざる

をえないという植民地固有の問輝を打開するために採られた新たな経済改革路線であった。

　第5章で事例として取り上げる朝鮮でのセメント統制問題は、当時r内地産業資本の代

弁者としての商工省、朝鮮のそれとして総督府が登場し、ここに端なくも曾ての農林省対

総督府の対立の如く、政治上の問題として解決を迫られるに至った」（1）といわれ杜会的に

注目された問題であった。つまりこの問題は、内地も植民地も一元的に統制しようとする

本国と、独白の工業化を展開しようとする植民地との対立を端的に現わしているという点

で重要な意味をもっているといえよう。

　そこで本章では、①本国経済の安定化を意図した統制が、ただちに植民地経済の安定化

をもたらすものとはいえなかったこと、②これに対して植民地側は本国の意向に必ずしも

沿わない独自の対応を指向したこと、③したがってそのことが経済統制をめぐる両者の対

立となって現れ、やがて両者の間で調整が行われるに至る過程を、上記事例に即しつつ具

体的・実証的に考察することを課題とする。

　考察に先立って、まずセメントエ業の朝鮮工業化における位置を確認する意味から、朝

鮮におけるセメント用途別出荷状況をみておきたい。1937年初めまで、斯業では唯一現地

企業としてセメント生産を担ってきた朝鮮小野田セメント杜のr販売課考課状』によって

それをみるならば、以下の特徴を指摘することができる。

　第一は、1934～台7年度にわたり、構成比のうえではr鉄道」、r電一力」および工場建設

などを主内容とする「建築一般」が、この順で高く全体の約70％に達していたことである。

策二として、それ以外では「道路1橋梁」、「土木工事」、　r港湾」の合計が10～5％をし

めていた。また第三として、伸び率をみた場合、「電力」、　r建築」、　r土木工事」がめ
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ざましく、34年を100とした場合、36年にはそれぞれ250，185，165，37年には325，21ユ、

255となっていた（2）。

　以上の主要な製晶需要先からもうかがえるように、セメントエ業は、朝鮮の工業化過程

において・まず工業化の前提となる大規模な電源開発（3）・港湾1交通。蝉信などいわゆ

る杜会基盤の整備、さらに工業化が進展する．なかでは工場建設などにともなう需要の増大

に対応しうる域内素材産業であった。そしてその意味で、朝鮮産業開発上の重要な産業と

して位置付けられ、後述のようにその発展が期待された産業であった。

　ところがその発展をめぐって、内地の統制政策との関係で問題が生じることになる。な

おその場合重要なのは、本稿が以下で着目する統制問題は、単にセメント業の問題にとど

まらず、それ以外の産業分野での問題を把握するうえでも重要な意味を有していたという

ことである。

　すなわち、朝鮮の工業化が進展をみせ始める1930年代中頃以降になると、セメントエ業

でみられたと同様な問題が、マッ≠、電球、瑳螂鉄器など他の業種でも惹起した（4～。さら

にそうした状況を背景として、後述のようにセメント業における統制間題への対処のあり

方が、今後起こり得る同種の問題に対処する際にも重要な影響を与えるものとして注目さ

れたのである。この点、例えば当時の朝鮮銀行の調査報告において、「此問題に善処する

　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）

ことは現在僅か福岡一県の工産額に必敵する程度の工産額を有するに過ぎず、而も其の三

分の一以上が家内工業にして今や漸く黎明期にあると見らるる朝鮮工業界、惹いて産業一

般に影響を及ぽすこと大である」　（5）とされたことからもうかがうことができよう。

　ところがこれまでの先行研究では、国内のセメント統制が十分な実効力をもちえなかっ

た理由の一つとして、総督府による重要産業統制法（以下、重産法と略記する）一の朝鮮へ

の適用反対を指摘するか（6）、あるいは重産法改正による朝鮮への適用をr日本独占資本の

朝鮮への大量進出の契機」（7）としてとらえるかに議論が集中していた。

　つまり、あくまで日本国内の統制分析上あるいは“独占資本の帝国主義的進出”を論ず

る上に必要な隈りで言及されるにとどまっていたといえる。またかりに朝鮮総督府の事情

に注目するとしても、同法の朝鮮への適用を、いわゆる「大陸兵姑基地仏」政策強化のた

めの資本導入策として、これをただちに“日本帝国主義の軍事上の問題”にひきつけて理

解’してきた（8）二こうしたことから、1930年代におけ亭植民地固有の問題を理解する一環と

して、あるいは内地側とは異なる植民地側の事情を中心とした視点からの本格的な分析は
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なされてこなかったのが現状である。

　そこで以下では、まず第1飾でセメント業における朝鮮問題の重要性に着目し、第2節

ではそうした問題の背後には単なる軍事上の問題ではなく朝鮮経済の構造的問題が存在し

ていた点を重視し、さらに第3飾ではそうした事情に規定されて統制問題へ対処する朝鮮

総督府の政策スタンスがどのような特徴をもっていたかを具体的に明らかにしてゆくこと

によって、上述の課題にアプローチすることにしたい。

第1節　セメント統制における朝鮮間題の発生過程

1．　問題の発端

　セメント産業における植民地朝鮮での統制間題の発生とその後の展開を中心に、その概

要を整理したのが表5－1である。昭和恐慌から回復をとげた斯業で、統制問題が改めて

クローズ。アップされるに至るのは、1933年下期以降のことであった。当該期の日本国内

におけるセメント業界の動向と統制問題については、既に先行研究1社史の蓄稜がある（9）。

したがって、本項ではそれらによりつつ、斯業における朝鮮間題を理解する前提として、

この事情を簡単に整理するならば、以下の点にまと’めることができよう。

　（1）昭和恐慌期に重産法の適用業種として指定され、セメント連合会の再結成によるカ

ルテルの組織力強化をはかったセメント業では、満州事変、金輸出再禁止以降の企業設備

拡張ブーム、時局匡救政策などによる需要増大に支えられ、市況1業績を著しく好転させ

た。セメント需要が32年下期以降上向きに転じ、以後増大傾向を示すなかで、斯業での設

備拡張、新規参入が急テンポで進む。こうしたなかでセメント産業は、33年末頃より漸く

能力過剰に陥る（川。こうして一方で高率の生産制隈を行いながら、他方で設備拡張競争

と新設企業が族生する状態とが併存することになった。

　（2）そこで斯業では、既存企業の設備拡張抑制」増産計画中止と新規参入抑制の必要に

迫られるに至る。特に31年以来の各企業設備投資テンポの破行性を背景に、設備投資抑制

措植をめぐって連合会内の対立が表面化’してゆく。34年に入り、増産計画中止協定をめぐ

って、これまで増産に立ち後れ今後の増産による挽回を企図する小野田杜が、自社の動向
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表5－1　セメント業界の動向と政策展開

年。月。日

ヱ933下期
1934．5．

　　　6．12

6，27

7．2

8

　　　9．29

　　u
　　1工．27

1935．　工．21

　　　2

　　　4，19

　　　4，26

　　　6．24

9

1ユ．16

11．18

1936．　1，17

　　　1．18

5，20

6．2

6．ヱ0

6

　　　7

　7．29・30

　　　8．1

1937，　2．26

5，24

5，25

薬　　界　　の　　醐　　向

商工省・棚鮮総督府の対応
珊産賊争中止に対する対策委員会の設立

セメソト遮合会総会にて増産1ケ年の中止を決定

　　　　臨時産薬合理局顧間会議を開催

I　　　　一（上記増産中止に対して）重産法第2条の発動を内定
遮合会（小野田・犬分・電化を除く13杜），7月意向1ケ年間の増産中止協定成立

述合会。小野囮・大分・電化に。増産中止決議への参加をよびかげ

　　　　合理局顧問会識を開催，増産中止決議を受け・入れる。同時に小野田。犬分・電

　　　　化へ協定参加を懲瓶

増産中止協定をめぐり金予（浅野杜）・笠井（小野田杜）妥協交渉

　　一一緒局，決裂

　　　　　臨時産薬合理局畏，裁定案の提示一小野困側掴否

小野町銚3次迦合会不参加声卵パ関東州・靱鮮小野四杜の創設（20日）

　　　　重産法発肋（省令）一実施はユ2月1日から

　　　　第1回セメソト製造薬改善委員会開催
遮合会，廉売補償佃度の設立ヒより靭鮮市場ヘダソピソグ出荷を開始・

　　　　靭鮮総督府，統制法の靭鮮適用に対する商工省よりの照会へ返楓

　　　　セメソト鯉造菜改善委貝会答中

　　　　統制委貝会開悩，以下の2点を決識

　　　　　①答申案の一時棚上げ，②連合会増産中止協定の1年間延畏

　　　　　一→統制委貝会重産法再発醐

連合会，廉充補徴制度に代え出荷プール制を新設

　　一勅鮮市場へのダソピソグを強化

　　　　靭鮮総督府殖産局「内鮮産薬統制に関する根本方針」を声明

　　　　　　一内鮮一元統制に断圃反対の意向

　　　　臨時産薬合理局願問会識を開傲

　　　　　　一遮産法の外地適用を可鮨とする法改正の必要を決繊

　　　　商工省。重産法に関する改正要綱（10箇条）を発表

　　　　商工省。猛産法改正案を衆識院（第68回）に提出

　　　　　　一一解故により未成立

　　　　重産法改正法案，第69回帝国繊会にて可決

迦合会改善委員会閉悩一重産法の外地適用間魎につき協鐵

商工省に大臣・次官・合理局第一部畏を訪間，改正重産法の早期適用を陳借

遮合会代表，総督府に重産法の即時施行の陳情

笠非小野田杜杜長上京（5周）

　　一一商工省当局と会見の緒果，郷・磯村両氏に協調実現の斡旋を依頼

金子（浅野杜）・笠井（小野田杜），妥協案＝「笠井・金子協定」作成

連合会。「笠井。金子協定」を承認

笠井・金子両氏・上記協定と確認事項を商工省，郷改善委員会会長に報告
　　　　璽産法（統制委貝会の規走を除く）の靱鮮への施行に関する勅令公布

　　　　　　一勅令の施行は3月1目から
　　　　セメソト製造業，「重要産業」に指定される

　　　　生産制限，販売価格に関する協定に対して重産法の発動

　　　　朝鮮における設備新設・拡張に関する許可規則公布

（旗料パ小野田セメソト百年史迎（1982年），永田四郎叩本セメソト雄薬史迎（1959年），肝並コノミス

　　　　ト2，『ダイヤモソド』，『中外商薬新報』より作成。

（注）資料により目付が異汰る場合害その他資料より適宜判断した圃・
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を拘束されかねない当協定内容に反対するに至る。そして、このことがやがて小野田系企

業対浅野杜を中心とする連合会他杜との深刻な対立へと発展した。

　（3）ところがこの対立を、業界は白主的に解決できず、小野閏系企業を除く連合会は、

自己の増産中止協定の他杜への強制のために、重産法第2条（強制カルテル規定）の発動

を商工省へ要請した。これに対、し商工省は、従来の斯業に対する介入回避＝競争放任の政

策スタンスを転換し（川、34年6月以降、小野田側への協定参加の懲源、連合会1小野閏双

方に対する裁定案の提示などを試みる。しかしそれらが不成功に終わるに及んで、34年末

重産法発動という強制措置に踏み切ったのである。

　（4）この措置に対して、その直後、小野田は重産法による拘束を回避するために、朝鮮

と大連にあった工場を別会杜として独立させた。内地おける企業行動の規制に、強制権の

及ばない外地における自由行動の確保によって対処しようしたわ’けである。

　（5）ところでこの重産法の発動は、生産制限、増産計画、および販売価格に関する各協

定に対してなされた。すなわち、前二者の協定をイン、アウト両企業に強制することで新

規参入と設備拡張を規制し、他方、後者の強制にもとづく最高価格の低位設定による価格

引下げ誘導により、先の参入抑制措置を支えるとともに、安価な製晶供給を実現させると

いう点にその発動の目的があったといえる。しかしなが．ら、この重産法発動はあくまで臨

機応急の措置であって、その根本対策は、35年1月開催のセメント製造工業改善委員会

（以下、改善委員会と略記）で協議されることとなったのである。

　およそ以上の経緯からセメント業では、政策当局、カルテルのイン、アウトの両者に需

要者側委貝を加えた委貝会討議が開始されるが、その過程でセメント統制における問題の

焦点が改めて浮かび上がることとなった。そこで、・次項では、この改善委貝会における議

論に立入ることにする。そしてそれによって、セメント統制問題の発端となった33年以降

の設備拡張抑制問題に対処するなかで、植民地朝鮮における現地セメント企業の行動規制

が、統制上の焦点となるに至る過程を明らかにしてゆきたい。なおその際、各委員の発言

をみるうえで、委員会の構成および各委員の所属を念頭におく必要がある。そこでこの点

を備単に整理したのが表5－2である。

I56



義5ソ 一セメント製造業由善委員会委員

（1）蘭工省側委愚

　竹内甘吉ζ工歯局良）。藤由国之助（産衆合理局第二都衰）

（2）難界側委員

　①速合会側　金子喜代太（浅野）

　　大友幸助（秩父）葦谷口徳政、（窯棄）

　②アウトサイダー側　笠井真三（小野田）

　　興間八左衛門（大分），阿郡美樹志（東洋）

（3）消費暫側嚢箆

・工藤畿雄（鉄遺省経理局長）。青山士（内務省土木局技

　官）サ竹中藤右衛門（竹中組杜長。目本土木建築講負業

　連合会会長）

（4）第三者側襲員

郷誠之助（苧員会会苧）葦繊豊卒郎∴I大河内正敏ε下

　村宏。岡実

（資料）『ダイヤモソド』1936年6月11日号、．永田四郎『目本

　　　セメソト産薬史』．より作成。
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2．　セメント統制における焦点としての朝鮮聞題

　さて本委員会は、セメント業の将来における根本的な改善策につき検討することを主な

役割とする。このことから輸出を含む消費の将来動向および消費促進の方法、今後のセメ

ント製造技術の進歩の見込み、既存の老朽生産設備廃棄策なども検討対象とされた。とは

いえ審議の中心は曳前項（1）～（2）でみたようにあくまで①新設会杜出現対策（第5～7回

委員会）と、②既設会杜の生産設備拡張対策（第8～9回）とにあり、さらにそこで出さ

れた諸施策の有効性をより確実にする目的から、③朝鮮・満州における統制間題対策（第

9～11回）を検討するという3点にあった。

　その場合、まず①に関しては、（a）統制協定への新設企業の強制加入制度採用の可能性に

ついて、（b）小能力会社に対する基本生産制限率の緩和措置が新規参入を誘発しているとす

る指摘に関してかかる措置の適否、（C）既設会杜による同系・傍系会杜新設の禁止。制限措

置の適否、（d）販売価格引下が新設会杜出現を抑制する余地があるか否かを中心に審議がな

された。さらに②に関しては、主に（a）現行増産中止協定期間経過後も一定期間当該協定を

延長するか否かについて、（b）かりに設備拡張中止協定を延長しない場合においてはその設

備拡張の認可条件などが審議されたのである（’2）。

　これに対して、特に本稿の課題とかかわる問題が審議されたのが上記③であった。そこ

で、以下ではさらにその内容に注目することにしたい。ここでは、前項（4）でみたような内

地統制を瓦解させる危険性を内包する朝鮮・満州における企業行動が、審議の主要点とな

ったことはいうまでもない。

　すなわち改善委貝会では、まず朝鮮および満州小野田杜各工場の生産能力。生産制隈状

況について報告がなされた後、朝鮮。満州工場を内地と同一の統制下におく方法について

審議がなされた。具体的には、連合会側から、前項（5）でみた増産中止。生産制隈・販売価

格に関する既存の協定を外地にまで適用する協定（r増産中止、生産制隈及販売価格二関

スノレ統制協定ノ適用二関スル協定」）を新たに締結し、これに重産法第2条を発動する。

それによって・現行重産法の下で朝鮮・満州にある現地工場に対しても、．内地と同一協定

への服従を強制しようとする案が出された（川。他方、商工省の提案としては、内地の小

野佃本杜が、朝鮮、満州の両現地子会杜との間で現坤工場の設備賃貸契約を結び、それを

貸与するという方法によって、上述のような重産法による拘束を回避していたことから、
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まずこうした賃貸行為の禁止協定を締結し、その後これに重産法2条を発動することで外

地工場による自曲生産を規制しようとする案が出されたのである（川。

　結局、これらはいずれも後に出される委員会答申案には採用されなかった。とはいえ以

上の動向から、委員会の大勢として、セメント連合会のみならず内地政策当局サイドも、

現行法の枠組みの中で、植民地の現地企業を内地と同一協定の下におき、一元的に統制す

る方向を企図していたことがわかる。

　この点は二以下の行論上重要である。なぜなら、そうした方針に規定されて、後に作成

された答中も、特にr朝鮮及台湾問題対策」の冒頭で、r朝鮮及台湾ハセメント統制二関

シ将来新設会社自由生産ノ脅威ヲ受ケザル限リ内地ト同様二取扱フベキ趣旨ヲ以テ左ノ通

リ処置スベキモノトス」（川とあり、やはり一元的統制を前提とする対策案となったから

である。

　実際、答中案の内容をみても、一方においては、朝鮮における生産制限率および内地朝

鮮間の移出入数量（答申案ハ項）と、同じく販売価格協定（同二項）とに関しては、朝鮮

現地会社と連合会との間で協定を締結するということになっており、協定の内容によって

は朝鮮現地生産の独自性を遣求する余地はあった。

　しかし、他方では内地企業の同系1傍系朝鮮現地会社による工場新設および設備拡張に

関しては、禁止ないし「内地ノ会杜ト同様ノ取扱ヲ為」すと規定されていた（同イ、口項）

（’6）。しかもこれらの解釈をめぐり、連合会側委員の大友から、r答申案中（二）（A）朝

鮮及台湾問題対策ハ（イ）　（口）　（ハ）　（二）全部二付内地朝鮮ヲ同一二取扱フベキ趣旨

ト解セリ」（川とする主張もなされたのである。

　さらに結城委貝から連合会側に対して、　r場合二依リ限産率又ハ販売価格二付連合会ト

朝鮮ノ会杜トガ適当二協定センコトヲモ否認セラルルヤ」（’8）と質問されたのに対して、

連合会の大友委貝が、r答申案ノ趣旨モ限産率、販売価格ハ内地朝鮮同様トシ唯其ノ手続

等ヲ協定二依リ定メシメントスルモノト解ス」（川として、新設1設備拡張のみでなく隈

産率1販売価格に関してまでも、内地と朝鮮とは同一の統制に服することを強調した点が

注目される。というのは、こうした主張が委員会の大勢をしめることになれば、委員会決

群？実施は、その内容全般にわたって一元的統制になる可能性をもっていたからである。

　そこで小野田側は、こうした一元的統制案に対して、　「若シ朝鮮総督府二於テ不賛成ヲ

唱フルガ如キコトアラバ朝鮮セメント会杜トシテハ事業遂行上支障ヲ生ズベキヲ以テ予メ
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朝鮮総督府ノ意向ヲ確メ置カレ度シ」（州と、同案に対する総督府の意向について確認を

求めた。これに対して総督府殖産局長は、電報に。てrセメントノ件当方トシテハ業者ヲ抑

制スベキ手段ナキニ付差当リ業者ヲシテ自発的二答中案ノ趣旨二副フ様自制ヲ促スノ外途

ナキニ付御了承乞フ」（2’）と答えたのであった。

　この緯督府の返答をめぐって、連合会側のみならず消費者側委員からも、r斯ノ種ノ照

会二対シ総督府ヨリ〈賛成ス〉トノ回答ヲ求ムルハ困難ナリ、本回答ハ十分二了承ノ意ヲ含

ムモノニシテ笠井委員ガ本案二賛成シ能ハザル理由無キモノト考フ」（22）として、小野田

に対し答中案への賛同を求めた。同様に、商工省当局もr［朝鮮総督府殖産］局長ハ朝鮮

二法律ノ効カノ及ブコトニハ反対ナルモ業者ガ自発的二白制スルニ於テハ何等反対セズト

ノ意見ナリ」との認識に立って、「朝鮮小野田社ガ自発的二本答申案ヲ実行スル場合総督

府ハ之二反対セザルコトガ明白トナリタル以上笠井委員モ本答申二賛成セラレテ然ルベシ」

（28）と、答申案承認を遣ったのである。ところが笠井は、r総督府ハ答申案二諒解ヲ与ヘ

タルモノト認メ難キニ由リ1“111朝鮮問題二付テハ賛否ヲ留保スルノ外ナシ」（24）として、

朝鮮問題対策に限って態度を保留することになった。

　こうして、朝鮮総督府の斯業に対する政策スタンスの解釈をめぐって、先にみられた連

合会対小野田の対立が再現されることになった。その場合、以上の対立は、単に答申案の

朝鮮問題対策部分のみを一時ペンディングにする形では解消しない性格のものであった点

が重要である。なぜなら、連合会側はr総督府ガ賛成セザルニ因リ笠井委員ガ本案二賛成

セザルトキハ私ハ本答申案全部二付賛否ヲ保留ス」（25）としたからである。

　ここに至って朝鮮における統制が実現し得るか否かが、先の答申案全体の成否を左右す

ることになった。そこで、　r朝鮮問題ガ原案通リ決定セラレタル場合二於テ答申案全部賛

成スベシ其旨答申案二付記セラレ度シ」（26）ということになり、朝鮮問題に関して留保付

きの答申案が公表されることになった。

　以上みられるように、改善委貝会の答申案全体が実現性をもつか否かの焦点は、朝鮮総

督府の政策スタンス如何にかかっていたといえる。先にみたように当委貝会は、元来、33

年以降顕著となった新規参入1生産設備拡張の抑制策について、根本的な．解決をはかるの

が目的であった。しかし以上の審議経過から’明らかなように、セメント業における統制問

題毒全体的にとらえ牟場合、一方でこうした根本対箪を実現を確保するためには、他方で

朝鮮における企業行動の統制問題の解決が不可欠の重要問題となって浮上するという特徴
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的な構造となっていたのである。

　こうして、統制政策において植民地の企業活動をめぐる間題がクローズ1アップされる

に至る。このことは、単にセメント企業間の利害対立、あるいは商工省の内地を基準とし

た統制運営にとどまらず、植民地当局の政策スタンスのあり方が間題とならずにはいなか

ったことを意味していた。そこで、飾を改めてこの点を検討することにしたい。

第2節　朝鮮総督府の統制政策スタンスの特徴

1．　米穀経済の行詰りとセメント統制一朝鮮米問題とセメント問題一

　前飾では、委員会審議の過程で朝鮮総督府の統制間題に対する政策スタンスがにわかに

注目されるに至ったことをみてきたが、改めてその特徴をとらえるには、以下の点に留意

する必要がある。

　第一は、当時セメントエ業とともに、内地との関係で深刻な問題を惹起していた朝鮮米

の内地移出問題に注目することである。すでに序章でもふれたように、それまでの朝鮮経

済は、日本内地への米供給基地として基本的には位置付けられ、しかも1920年代に行った

産米増殖政策によりその性格を強化されてきた。ところが、世界恐慌の影響および空前の

豊作とが重なって生じた内地の米価暴落と連動する形で、朝鮮でも農業恐慌が発現し、30

年以降になると米価暴落と供給過剰が表面化するに伴い窮追販売が増大して、日本への米

移出圧力はかえって急増することになった。本国側にとって、こうした事態は、内地にお

ける農村救済と抵触するものとして放置しえず、その規制が重要問題となるに至る。

　そのことは朝鮮側にとって、これまでの米穀中心のモノ1エキスポート構造（27）の継続

が行詰まったことを意味していたのであって、総督府はこの行詰まりを克服するために開

発政策の転換、つまり新たな経済改革路線の選択をせまられることになった（28）。そこで、

農業政策の面では先の産米増殖計画を34年5月をもって打切り、これまでの米穀増産中心の

政策を修正し、農家経営の多角化を促進するとともに、他方では新たな経済改革として工

業化政策を志向するに至る。同時に、こうした工業化の進展に伴う都市人口1労働者の増

木外朝鮮域内での米の消費増大につながることで、朝鮮米の対内地移入圧力の緩和をは

かることが期待されたのである。
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　第二として、以上みてきた米問題は、当然のことながら朝鮮におけるセメント統制間題

においても重視された。すなわち、統制間題の当事者であった小野田杜社長の笠丼は、セ

メント連合会のアウトサイダーで構成するセメント懇語会（29）において、「根本ハ米ノ問

題ダ、米ハ朝鮮ガ余ル、11働11国米ヲ内地二持ツテ来ルノハ止メテ呉レト云フ、夫レナラセ

メントモ朝鮮へ持ツテ来ルノハ止メテ呉レト云フ事ニナリ米ト関連シテ居ル」（30）として、

セメント統制間題の背後に、朝鮮米の内地移入間題が存在していることを強調している。

同様に、斯業に対し、r強力内閣トナリ兎モ角朝鮮ト内地トヲ引クルメ（法令ヲ変ヘテ迄

一原文）協定セヨト云フ事ニナリハセヌカ」として、一元的統制の現実化を危慎する発

言が懇話会委員からなされた際にも、　r夫レハアリ得ルカモ知レヌガ先刻ノ如ク直グ米ノ

間題デ引懸ル事ニナル」（川と、米問題の存在を再度強調したのである。

　そこで以上の2つの統制問題の関連について整理すれば、以下のように理解できよう。

すなわち、内地が農業不況を克服する手段として朝鮮米の移入を抑えようとするならば、

朝鮮としては内地からのセメント移入を規制することで現地生産活動を保障する。言い換

えれば、内地側の事情から、朝鮮に米穀中心の対日依存構造の存続・発展を許さないとい

うのであるならば、朝鮮側にはその代替戦略として、工業化の一環として現地セメント企

業の発展を認めよ、という蓮関が存在していたということである。

　加えて第三に重要な点は、セメント業が単にそうした工業的発展を担う一業種としての

み発展を期待されたわけではなく、本章のはじめでも一部指摘したように、開発戦略上、

今後の朝鮮における工業発展の基礎産業として位置付けられていたことである。すなわち、

当時、朝鮮総督府殖産局長であった穂稜真六郎は以下のように指摘している。

「朝鮮は昭和六年から長い間の不況時代を切り抜けて、金鉱業をはじめ各種の鉱工業が

発展する気運が起こってきている。従って鉱エ葵の発展の基礎を作るセメントの需要

も急激に増加してくる。」ところが、r内地の統制に服して新しく工場も拡張できず、

会杜の新設も出来ない」となれば、こうした需要増加を内地からの移入に依存せざる

をえない。しかし、　rセメントエ業も朝鮮産業開発の一要素となるのだから、ただ内

地の都合だけで、統制を朝鮮にまで拡張されては、1圃歯111黙ってはいられない」（32）。

さらに第四として注目されるのは、セメントの現地生産が内地と同様の統制によって規
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制されることが、朝鮮産業開発の進展に対して、実際にも深刻な問題を惹起したことであ

る。具体的には、1932年から34年にかけて、朝鮮鉄道局による国境線建設工事の一斉着手、

および雄基、羅津、清津等の築港、水力発電関連の工事増大にともないセメント需要は増

大した。この点、現地出荷と内地移入の総計によって32～4年度における需要の推移をみる

ならば、1931年度を100として、120，132，142へと増加している（呂3）。

　ところが、こうした需要の増大にもかかわらず、当時小野田はセメント連含会に属して

おり、朝鮮の平壌、川内両工場とも内地と同様の生産制限に服していた。そこでこうした

需要増大に対して朝鮮現地工場の荷繰りは極度に逼追し、特に33年7月においては朝鮮全域

の引合を辞退するに至った。このことから需要者側では、平壌商工会議所代表が、朝鮮小

野田の一手販売を担う三井物産京城支店に陳情を重ね、また各土木団体が応急協議をする

などの事態が生じた。こうした事態に、現地では内地小野田の八幡工場から釜山、群山揚

げ代納を受けることで漸く対応し得たのであった（34）。

　したがって、以上のような事態を回避するためにも、産業開発の進展に対応しうる現地

生産の増大、および自給化の実現が必要不可欠とされた。つまり先に穂積が強調していた

ように、内地の都合で統制を朝鮮にまで拡張し、それに現地企業が規制されることは、朝

鮮産業開発の進展を阻害するものとして、総督府としては容易に許容しがたいものであっ

たといえよう。

2．　政策スタンスの独自性

　そこで以上の点に規定される形で、朝鮮総督府のスタンスは実際にどのような特徴をも

っていたのか。以下ではこの点を、重産法の外地適用間題に即して具体的に検討すること

にしたいO

　まず第一に総督府は、上述の米穀中心のモノ。エキスポート構造の行詰まり、そしてそ

れを克服するための経済改革の立場から、内地同様の統制法適用に強く反対した。

　なおその場合、総督府当局が、　r鮮内に於ける人口問題に付きましては、満州方面に於

ける移民もやつてをりますけれども、出来得ることならば朝鮮に於て飯が食へる途を開い

てやる方法を採りまして、その連中に安住の地を与へてやることも考へてやらなければな

らないだらうと思ひます。その際に内地の統制破りになるやうな嫌が幾分でもある仕事が
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朝鮮ではやれないことになつたならば、内地外地に関連して労働問題の解決に付ても相当

困難な問題が残されて来るだらう」（35）という点を重視していたことが注目される。

　このことから総督府は、内地と同様の統制法適用が現地企業の行動を規制することにな

り、そのことが工業化の促進に基づく経済発展と、それにともなう“労働間題の解決”つ

まり雇用拡大への制約要因となりかねない点を危慎し、適用に反対した。言い換えれば、

“内地の統制破り”になりかねない企業行動をも、朝鮮の経済改革上必要な’らばあえてこ

れを認めてゆこうというスタンスであったといえよう。

　これと関連して第二に、総督府にとって資本蓄稜が乏しい状況下で、急速な工業化を進

めてそうした問題に対処するためには、内地資本の流入を促進する必要があった。とはい

え当時の総督府にとっては、工業化政策を遂行するうえで財政的裏付けに乏しく’、主に内

地資本導入の環境整備が施策の中心とならざるをえなかった（呂6）。このことから、朝鮮を

重産法の適用除外地域とすることは、内地資本の導入促進のうえで重要な意味をもってい

たといえる6そこで、r同令［統制法の外地適用］の実施は内地工業の朝鮮進出気運の濃

化してゐる折柄とて努めて避くべき状態に置かれてゐる」（川として、内地資本の流入を

歓迎する見地からも統制法の適用に反対したのである（38）。

　しかも、こうした総督府の態度は、すでに朝鮮へ進出していた現地企業からも支持され

た。例えば、朝鮮の商工会議所は、　r第五回朝鮮商議総会に於ては各会議所の議案審議後

突如常議員会より［統制法の］適用尚早の緊急議案を提出し委員会に付託したが午後の総

会で満場一致これを可決総督府の適当な措置を求めることになった」（39）というように、

法適用を時期尚早ととらえ、絶対反対を朝鮮当局に要求していた。朝鮮経済界としては、

総督府の内地資本導入による工業化戦略に呼応して現地化し始めた矢先に、統制法の適用

で今後の生産拡大等に規制が加えられては困る、という意図がそこにあったといえよう。

　第三に、以上は統制法の外地適用に関する総督府の一般的なスタンスであったが、これ

はセメント業の統制に対しても同様に妥当した。その場合、　r本府トシテハ改善委員会

［上述のセメント製造業改善委員会］ノ答申案ニハ穣極的二賛成シ難キモ鮮内ノ業者ガ自

発的二答申案二従ヒ協定セントスルニ於テハ統制二関シ内外地出来得ル隈リ協調ヲ採ルニ

吝カナラザルコト」（40）として、一方では朝鮮。内地両業者間の答申案に従った自発的協

定締結は容認しつつも、他方では朝鮮の産業開発上、内地製品の大量移入による鮮内需要

の充足には反対であった点が注目される。

　実際、1935年3月に総督府穂積殖産局長が上京し、商工省当局と朝鮮問題に関して討議し
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た際にも、以上の見地から、　r朝鮮二於ケルセメントノ需要ハ益々増加ノ趨勢二在リ、且

朝鮮ハ対満輸出上、有利ナル地位ニアルヲ以テ鮮内二於テ増産計圃ヲナス者アル時之ヲ阻

止シ、内地ヨリ多量ノセメントヲ供給セシムルガ如キハ供給ノ不円滑ヲ招クノミナラズ、

朝鮮産業開発上面白カラザルヲ．以テ之等ノ事情ヲ考慮ノ上、適当ナル統制ヲナスベキモノ

ニシテ内鮮一律ノ統制二付テハ尚考慮ノ余地アルベキヲ述べ注意ヲ喚起」（川したのであ

る。

　第四として、こうした移入規制方針は、当然のことながら現地企業育成による朝鮮内自

給方針と密接に関連していた。すなわち、rセメント統制は総督府としては飽迄当業者の

白制を待つ筈で之以上深入しない筈であるが11“l1鮮内需要は成るべく鮮内生産晶を充当

したいとの希望を捨てぬ様である」（42）として、現地企業の生産を優先する方針を固持し

た。

　さらに∵表5－3にみられるように、当時、朝鮮南部は内地の移入品シェアが高かった。

そこで小野田側との販売戦が激化するなかで、連合会側は総督府に対して、南部を自己の

勢力範囲とし、そこへの移入の正当性および当局の支持を要講した。これに対して当局側

は、r朝鮮南半分ハ内地側勢力範囲ト云フモ其ハ内地側ノ勝手ナ主張デ朝鮮側カラ見レバ

全部朝鮮ノ勢カデアル」（43）として、従来内地移入品シェアが高かった地域でさえも、上

述の方針が基本的には妥当するとしたのである（44）。

　ところでこうした現地生産を重視する総督府の姿勢は、内地晶の移入問題に隈られない。

特にセメント統制問題においては、生産制限率をいかにするかが重要な間題となっていた

（45）。この点に関しても、　r内地業者ガ朝鮮ヲ其利益ノタメニ犠牲ニセントスルガ如キ申

請ヲナセル場合、例之、朝鮮二妥当ナラザル限産率ノ申請ヲナスニ於テハ総督府トシテハ

其受理ヲ拒否シ、所謂握リ潰ス事ニヨリ其目的トス・ル妥当ナル隈産率ヲ行ハシムルガ如ク、

総督府ハ飽ク迄朝鮮ノ業者ノ代弁者トシテ公正ナル利益ヲ保護シ朝鮮ノ特殊事情ヲ主張貫

徹セシム」（46）とされたのである。

　ただし、　“総督府ハ飽ク迄朝鮮ノ業者ノ代弁者トシテ”という場含、号れはこれまで唯

一の現地企業であった小野田に対する朝鮮市場の独占助成自体がその目的ではなかった点

ば∵改めて注意が必要であろう。このことは、例え1幸r本府［朝鮮総督府］ハ当時ノ朝鮮

二於ケル需給状態二在ラシメ当セメント増産ノ余地アルモノトシ」、単にr小野田セメン
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一表5－3 小野田社の朝鮮地域別出荷構成比

（％）．

．一30年

31

32

33

34

135

36

37

北 部

元山．

北岸

75，8

86，6

87画五

69画7

53．4

銚。0

64画2

79．3

1新義州

85固3

88，0

96国8

94固0

93国6

9L6
70，5

74画4

麟浦

95，4

98宙7

95，3

93，1

84，9

79．5
’＊

57．6

南　　部

洲湖南1

32，3

47，8

40固9

32，4

15，0

36，1

19，1

42．9

64，2

75，4

68，0
66。．9

45，3

48，2

55，4

42．8

釜山
大耶

32，4

47，4

33，5

44，4

17画5

26，3

20，5

22．4

朝鮮全

63，1

70．2

．67咀8．

60，2

44，8
6！。1

，49・6

59．8

（資料）小野田杜秘書課作成r靱鮮需給高表（地方別，杜別婁

　　　期別）」1935年童およぴr鮮内地方別需給高表」1938

　　　年により作成、

（一注湧①＊は1936年平壌伺鎮南浦の出荷高は新義州に含まれ

　　　ている。

　　②朝鮮小野田杜は工場内使用量も合む、
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ト会杜従来ノ計画」のみにとどまらず、r連含会ノ宇部セメント並二浅野セメントノ新計

画二対シテモ亦之二諒解ヲ与フルノ態度ヲ採」（川ったことにもみてとれる。

　また後述のように、現地企業育成の結果、その供給力がある程度充足されてきた段階で

は、「小野田会杜ノ朝鮮市場独占ノ希望ヲ抑制シ延イテ内鮮業者間三妥協ノ気運ヲ醸成セ

シメタル」ために、「従来ノ鉄道局二於ケルセメントノ購入二当リテ鮮産晶（小野田製晶

一原文）二優先的待遇ヲ与へ来レルヲ改メ本年［1936年］当初ヨリー部内地晶ヲモ購入

　　　　　　　　くママ）

スル事トシ価格ノ整調ヲ図ル」（48）といった措置がとられたのである。

　かくして生産制限率の決定をめぐって、一方ではr総督府ガ［直接的に］何程ニセヨト

主張シタリ又一任サレタリスルコトハ立場上困ル」（川として業者間の白主統制を前提に

しっつも、他方では「然シ内地同様二［生産制隈率を］制限スル事ハ勿論朝鮮ノ他ノ産業

ニモ影響スルカラ絶対出来ヌト強ク、主張サレ度シ」（50〕と、在朝鮮企業（小野田）を通じ

て自己の意向を貫徹しようとした。同時に、まずセメント統制でこうした朝鮮独自のスタ

ンスを確立しておくことが、今後他の業種において同様な間題が生じ、それに対処するに

際しても重要であるとされたのである。

　すでに第一節でみたように、改善委員会に対する総督府のセメント統制に対する返答は、

確かに暖昧で各人の利害にそって解釈の相違をもたらすものではあった。しかし以上から、

内地と朝鮮との一元統制をめざす内地側の方針に、総督府が反対の意向をもっていたこと

がわかる。そしてこの方針は、先の改善委員会答申案公表以降、統制法の朝鮮適用をめぐ

る過程でも基本的には踏襲されることになった。次にそれを検討することにしよう。

第3節　重要産業統制法改正後の朝鮮問題

1、　重産法改正後の動向

　以上みられるように、重産法の朝鮮への適用に総督府は反対であった。．にもかかわらず

重産法は、1936年植民地への適用を可能とする形に改正される。前節での考察をふまえる

なムば、このことは内地側の植民地適用という意向が、それに反対する植民地側の意向を

押し切ったものともとれよう。果たしてそうなのか。この点を改正後、重産法が実際に朝
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鮮へ適用される過程に着目しつつ検討することにしたい。

　ところで重産法の改正法案は、1936年1月18日商工省より衆議院（第68回帝国議会）に提

出される。それに先立って同年1月17日に発表された重産法の改正要綱において、植民地へ

の適用は主要改正点の一つにかかげられていた（51）。ところがこの要綱では、単に「将来

本法ノ外地ニモ施行セラルルコトアルベキヲ慮リ、用語ヲ整備スル」（52）というきわめて

暖昧な表現にとどまっていた。そこで、rセメント連合会は痛く失望し、商工省当局に弁

明を求めていたが、失望感から焦燥気分に陥り、連合会とアウトサイダーの販売戦は猛烈」

（53）となった。その結果、同年5月には、値下げ幅にして50キログラム1袋当り、九外卜中

国20銭、阪神1中京15銭二北陸14～15銭、京浜7～8銭、東北は5～6銭、北海遣も函館20銭

から奥地2～3銭と、いずれも低落することになったのである（54）。

　結局、1936年1月21日に議会癖散により、改正法案は審議未了となり、36年5月20日の第

69回帝国議会（特別議会）に再提出され可決される。とはいえ、35年11月18日の臨時産業

合理局顧問会議にて確認された、「当局［商工省］としては右［重産法の外地適用］は多

会に政治的意義を包含するものなる以上成文化することは之を避け法律の運用に際して適

宜考慮する意向」（55）は、この時点でも踏襲されることになった（56）。実際、成立した改

正法も、これまでの条文において使用されてきた「主務大臣」という字句を、「政府」と

いう字旬に改めるにとどめられた（57）。しかしともかく、これによって植民地への適用が

可能となったのである。

　これを受けてセメント連合会では、一方で小野田側との販売競争を繰り広げながら、他

方で改善委貝会（ただし上述の政府委員会とは異なる連合会内委員会）を開催し、重産法

の外地適用間題につき協議した後、まず商工省に大臣・次官。合理局第一部長を訪間、改

正重産法の早期適用を要講した。さらに朝鮮総督府にも、重産法の即時施行の要求を行な

うなど、外地への適用に積極的な動きを展開した。

　その場合、前節で検討したように、内地の統制法をそのまま延長して外地に適用するこ

と、っまり内地のカルテル協定内容と同内容の強制は、総督府が断固反対の姿勢を保持し

ていた。そこで「内鮮の業者の間に協定が成立する暁に於ては、1固1111統制法に準拠して

碑師命令を発動する」（58）ということになった。すなわち、①まず内地1朝鮮企業間協定

去締結させる。そして、②次にヒの協調を前提にしたうえで、セメント業における生産制

隈、販売価格等の協定に重産法第二条強制服従規定を発動し、③在朝鮮企業も統制協定に
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服させるというものであった。

　かくして、朝鮮セメント産業への統制法適用の前提条件として、内地1朝鮮企業間での

協定成立が、改正法成立後の課題となる。そこで、1936年6～7月にかけて浅野杜金子喜代

太と小野田杜笠井真三との間で協議が行なわれ、協定の成立をみた。このいわゆるr笠井

1金子協定」は、内地・朝鮮企業間での妥協の成立をも意味していた。つまりここにおい

てようやく、重産法の朝鮮への適用が可能となったわけである（表5－1参照）。

　その場合、問題はこれまで激しい対立を繰り返してきた両者（連合会系と小野田系企業）

が、なぜこの時点で妥協の方向に傾いたかにある。その要因は種々あろうが（59）、特に本

稿の考察との関連においては、以下の点に注目することができよう。、

　第一に、小野田にとって、これまで内地における連合会との販売競争を継続可能として

きた朝鮮を中心とする外地での嵩収益基盤（60）が、37年以降脆弱化する危険性が生じるこ

とになったという点である。すなわち、r小野田杜が内地で安売し得たのは全く、外地工

場を別会社として起し、之に全運転を行はしめて、朝鮮及び満州方面の増大せる需要を満

喫せしめ、以つてこの別会杜よりの配当収入の激増を齋らし内地の減益をよくカバーし得

たから」（61）にほかならない。実際、表5－4により、斯業で問題が表面化した1934年以

降の推移をみた場合、外地工場では内地工場以上の純益金を計上しており、収益面におけ

る朝鮮現地生産の重要性がうかがえる。

　しかしながら、まず小野田自身、川内工場（第2期工事、36年8月完成予定、年産能力1

2万トン）、古茂山工場（同年7月予定、同13万トン）といった設備拡張、およぴ38年完成

予定の三渉工場新設計画（同18万トン）を抱えていた。また37年以降、宇部系朝鮮セメン

トの生産開始（同36万トン）、浅野系大同セメントの工場設立計画（同）が続くことにな

った（62）。その結果、朝鮮では、現地企業による自給化の実現という課題を充足するとと

もに、朝鮮での生産能力の過剰傾向が、今後顕現化する様相を呈するに至ったξいえる。

　それに加え35年後半以降、連合会は出荷プール制を新設し、朝鮮市場へのダンピング出

荷を強化しており（前掲表5－1）、朝鮮小野田の収益は、表5－4でみられるように35

年下期をピークとして37年下期に至るまで減少傾向をたどっていた。したがって、こうし

た状況にもかかわらず当地で販売競争を継続したならば、小野田の経営を一層悪化させか

ね茸かっれ

　一方、内地では上述のように、重産法改正をめぐる濫売で市況は低落気味であった。し

かも、厳密は期し難いが表5－5によって主要企業におけるトン当り原価をみると、35年
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表5－5 セメント主要企業のトン当り原価概要

（単位：円／トソ）

窯薬

字部

浅野

小野田

五935年

上期　　下期　　通年

15．01

14伺22

18．88

17国37

　15．11　　15画06

（13，200）

　13．08　　13．57

（1き。127）

　17宙71　　18．23

（17，594）

　ユ8．44　　17国96

（16，538）

1936年

’上期　．下期’通年

13．34　　12．90　　13．11

13．53　　13．17　　13由34

17国76　　17．95　　17．86

．15．3113．59五4．34

、（資料）（1）小野田セメソト秘書課『同業各杜財産状態調査』

　　　　（2）セメソト連合会rセメソト連合会年鑑』1935～37

　　　　　各年版．

　　　　（3）三井物産『セメソト考課状』

　　　　（4）小野田セメソト『小野田セメソト百年史迎

（注♪①上期；1～6月，下期；7刈2月

　　　②トソ当り原価二原価総額÷総生産高により算出

　　　③資料（1）の計算方法に従がい原価総額＝製造高金額・

　　　　÷1画3として算出・

　　　④総生産高；窯業冒字部、浅野に関しては資料（2）よ

　　　　り婁小野田は資料（3）壌およぴ一部（4）で推定補足に

　　　　より算出

　　　⑥1935年下期バーレソ内の値は婁『東洋経済新報』19

　　　　36年4月4目号に掲載されたトソ当たり原価
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から36年を通じて窯業、宇部が13～15円代に対して、小野田は17～18円代と相対的に原価

高であった。つまりこの状況下で、朝鮮での過剰分の内地移入を増大させ、これまで以上

の販売競争を敢行するならば、小野田は内地においても相対的に著しい減益に遣い込まれ

る危険性を内包していたといえよう。

　また浅野にしても、同杜製品の36年前後における価格変動を月平均相場でみれば、35年

12月に50キログラム袋当り5銭下がったものの、その水準で翌36年3月までは、袋価格！円

20銭で安定した。ところが4月に5銭、さらに5月に7銭、7月に8銭と短期間に計20銭も急落

し、袋価格は1円まで低下していた（63）。しかも、前掲表5－5にみられるように、全体的

にみて小野田以上に原価高であった。

　したがって浅野は、一方で連合会内の相対的に低原価で生産可能な窯業、宇部社等との

販売競争を避けて協調をはかりつつ、他方で内地でのこれ以上の販売競争を抑制するため、

アウトサイダー小野田との妥協を指向したものと推察しうる（64）。実際、その後の浅野製

晶の値動きをみると、r笠井。金子協定」成立直後の36年8月には、対前月比で一挙に15銭

の上昇をみ、50キログラム1袋当り1円15銭まで戻しており、協定成立による競争抑制が浅

野製晶に与えた影響をうかがうことができる（65）。カくくして、こうした朝鮮1内地双方の

事情から、小野田と浅野との主導による協調が可能となったといえよう。

　第二に、以上は企業レベルでの要因であったが、1936年6月に小野田の笠井をして連合会

との協調に踏み込ませたより重要な’契機として、セメント業に対する総督府の政策スタン

スの転換に注目する必要がある。

　まず前節との関連でいえば、笠井と金子とが協議にはいる直前の時点でも、なお総督府

当局側は、統制法を「仮リニ布クニシテモ内地デ統制サレタ全部ヲ受ケ入レル訳ニハ行カ

ヌ全部ヲ受ケ入レタ場合ニハ折角発達シカケタ朝鮮産業ガ萎微スル」（66）として、これま

でと同様、朝鮮の工業化保護1促進の見地から、内地と同様の統制内容を強制されること

に断固反対の意向をもっていた。

　ところが、セメント産業の統制に関しては、これまでとは異なる意向をもつに至ってい

たことが注目される。すなわち、殖産局長は「小野田ハ自由二工場ノ新設拡張ヲシタ今日

デハ内地統制二従フテモセメント供給二円滑ヲ欠ク恐レハナイト思フ」と’いう状況認識か

ら）、「咋年［1935年］商工省案二反対シテ拒絶シタ理由ハ新設拡張セナイ煎ノ生産能カデ

アツタカラ内地同様ノ生産制限ヲ受ケテハ供給不円滑ヲ来スタメ同意出来ヌト拒絶シタガ

今日デハ同ジ理由デハ弱イ」（67）として、かつての断固反対のスタンスを転じて、朝鮮へ
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の重産法適用あるいはその前提となる協定成立の妥当性を認めてゆく方向にあった（68）。

　なおこれに対して、京城セメント支部（三井物産）高月は、朝鮮のセメント需要が毎年

15％以上の増加率で伸びていることを根拠に、37年度の需要を70～75万トンと推定したう

えで、r生産制隈ヲ内地同様五八％ニセバ約三十八万屯ノ供給高ニテ決シテ円滑トハ申サ

レヌ」（69）として、従来通り朝鮮を適用除外地域とし、なお小野田の朝鮮における自由な

生産活動を確保しようとした。’

　しかしながら、殖産局長は「来年［1937年］春ニハ宇部セメント会杜ガ出来ルト云フ事

デァルシ又三渉［朝鮮小野田社］モ十三年ニハ出来上ルト思フ」として、　「今日デハ不円

滑卜云フ理由ニハ弱イト思フ」（川と、朝鮮工業化にともなうセメント需要の増加に対し

ては、現在の現地企業の生産能力を基軸とした供給態勢にて充足可能とする政策当局側の

認識を再度示したのである。

　以上からみられるように、小野田ほか浅野、宇部による現地生産の開始にともない、現

地企業による自給もかなり実現可能となり、さらには設備過剰すら懸念されるに至ったセ

メント産業については、もはや産業の未発達を理由として重産法の回避を正当化しえなく

なったとする認識が政策当局側には生じていた。このことから、斯業に関しては統制法の

適用を受け入れ、今後はむしろ内地と朝鮮との調整を重視して「双方ノ間二協調ヲ保ツ事」

（川が、朝鮮での工業化を推進するうえで得策となる段階に達したとする当局側の認識が、

政策スタンスの転換をもたらしたといえよう。

　そこで、36年6月1日におけるこうした総督府の意向を受けて、小野田側もr統制法施行

ガ時期尚早ト主張スルヨリハ寧口前項［内地ト朝鮮ハニ元統制トナリ双方ノ間二協調ヲ保

ツ事］ノ主張ノ方ガ宜敷キカニ考ヘル」（72）との方針をとることとなり、連合会との妥協

工作に踏み切ることになった。こうして、同年6月5日に笠井が上京し、商工省当局と会

見の結果、ついに連合会側との協調を決意し、郷誠之助（セメント製造業改善委貝会会長）

と磯村豊太郎（三井物産）に協定実現の斡旋を依頼し、上述のごとく7月にr笠丼1金子

協定」が成立することになったのである（73）。

2．　「笠井咀金子協定」にみる朝鮮問題対策

　総督府は内地との協調路線を重視するに至ったとはいうものの、前節でみたような朝鮮

におけるセメント統制の独自性を放棄したわけではなかった。そこでこの点を、さらに
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r笠井1金子協定」の内容に立ち入って検討することにしたい。

　まず本協定は、全体として［1］内地に関するr生産設備拡張対策二関スル協定（其一）」、

および朝鮮。台湾1関東州におけるr同（其二）」と、［2］r朝鮮問題対策二関スル協定」

とによって構成されていた（川。第1飾でみたように、33年以降セメント業では、設備拡

張規制と朝鮮問題とが根本問題とされてきた。このことを想起するならば、カルテ！レとア

ウトサイダーとの協調の下、ここにようやくそれらに対する方策が締結されたわけである。

　このうち［1コに関しては、36年6月15日の「増産計画中止二関スル協定」の期間満了後、

さらに6ケ月間同協定の実行を延長する。そして、37年6月27日以後は設備拡張を承認する。

ただし、3年間は拡張を行う会杜の現在の生産能力の2割以内を拡張限度とし、拡張分へ

は加重生産制限措置を適用する。その場合、生産能力8千トン未満小会社には、8千トン

以下の焼窯一基にかぎり増設を認めることが規定された。

　ちなみにそれらの措置は、35年4月26日のセメント製造業改善委員会答申案と比較した場

合、その趣旨とほぽ同一内容といえる。ただし、小野田側もこの時点では、かつての設備

拡張の遅れを取り戻していたということもあり、以前小野田側が主張した既設設備に対す

る遡及的加重制隈措置は協定には採用されなかった。むしろ、改正重産法が許可制規定を

新たに採用していたことを前提とし、将来における増産競争の再現を阻止するために、

「速二許可制度実施方ヲ［政府に］出願」（75）することを協定した点が注目されよう。

　また、内地。外地（朝鮮。台湾。関東州）いずれかの地において、以上の協定に対し、

強制服従命令（重産法第2条）、許可制度の採用（同第2条2項）に関する発動がなかっ

た場合は、協定の改廃を可能としうることとしていた。つまり、本協定も統制法の適用除

外地域がないことを重要な前提としていたのである。その意味で、　r右の妥協案が成立す

るのは、重要産業統制法の外地施行を予定してのこと」（76）であった点が、次項との関連

において重要である。

　次に［2］は、　r今度の妥協案［笠井1金子協定］の根幹を為すものは、何と云つても朝

鮮問題だ」（77）と指摘されたように本協定の焦点をなしていた。その内容は、まずこれま

で行なわれてきた朝鮮での販売競争を規制するため、出荷量に関して朝鮮内の需要に対す

る内地と朝鮮現地企業との各出荷量1出荷比率が取り決められた。

　すなわち・朝鮮内における次年度のセメント需要量を想定（37年度は68万トン）し・こ

れに対して現地工場48対内地工場20の比率で出荷する。朝鮮内需要が当初の想定より増減

する場合には、上述の48対20の出荷比率でもって按分出荷する。同様に、朝鮮から内地へ
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の移出増大による内地市場撹乱を抑制する措置として、朝鮮現地企業の内地出荷枠も規定

され（37年度10万トン）、以上によって内地1朝鮮間の出荷調整が実現することになった

のである。

　以上はいわば内地と朝鮮間との調整に関する内容であるが、上述のように37年度になる

と小野田に加えて、朝鮮セメント、朝鮮浅野も創業の予定となり、それらを合わせると製

造能力は100万トンを超えることとなる。したがって、あたえられた枠内において、現地企

業間の生産および出荷を調整する必要があった。実際、37年の朝鮮内のセメント生産能力

は107．7万トンで、それは同地域の需要78万トンをはるかに超過していた（78）。そこで、朝

鮮においても増設抑制措置を講じ、かつて内地で展開されたような設備拡張競毒の再現を

チヱックしなければならない。これが上述の「生産設備拡張対策二関スル協定（其二）」

であり、その内容は内地の施策とほぽ同様であった。

　これに加えて［2］では、朝鮮現地企業3杜の出荷量が規定された。表5－6は、その概要

を表示したものである。同表にみられるようにくまず宇部系、浅野系両祉が37年度内に操

業を開始することを前提として、両社の出荷総数量をその生産能力の7割とすることが決

められた。なおその際、両社の出荷総量は、朝鮮内出荷と内地移出とに68（上述の48対20

の出荷比率の合計）対10の比率で分配する。

　他方、朝鮮小野田の各出荷数量は、朝鮮全体の出荷数量から、上記2杜の出荷数量を差

引いた量ということに協定された。そして朝鮮の各企業は、向こう3ケ月の生産予定数量

および実際の生産。出荷数量を連合会に通知し、必要な場合には連合会から調査員を派遣

してその確認を行なうことにより、以上の出荷協定の履行を確保する手段としたのである

（79）。

　このようにr笠井・金子協定」は、今後の設備拡張規制と、内地朝鮮間および朝鮮企業

間の出荷調整とを取り決めた協定であったことがわかる。しかしながらここで重要なのは、

「連合会ト小野田杜ガ協調スル場合最モ難関トスル処ハ生産制隈率≠リ」（80）とされた生

産制限率については明記されず、上述のように両地域間の出荷調整を規定するにとどめら

れた点である。つまりそのことは、内地、朝鮮それぞれ異なる制隈率を採用し得る余地を

持たせたことを意味していた。したがって、両地域とも同一の生産制隈率に服すべきであ

るという、商工省や連合会など内地側による一元的統制の主張は、結局木協定にも採用さ

れなかったといえるのである。

　そこで、この点をより明らかにするために、さらに本協定が成立するに至るまでの笠井
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表5－6’ r笠井画金子協定」に基づく出荷調整の概要

［1］　朝鮮市場出荷割合

　①朝鮮セメソト（字部系）；A冒靱鮮浅野；B

　　生産能力xO．7x（68／78）

　②内地製品の移入高；C

　　1靭鮮内需要一（A＋B）1×（20／68）

　③朝鮮小野田杜；D

　　朝鮮内需要一（A＋B＋C）

［2］内地市場出荷割合

　④朝鮮セメソト；E、朝鮮浅野；F

　　生産能力x0．7x（10／78）

⑤靭鮮小野田杜；G
　　内地出荷総計一（E↓F）

（資料）「靭鮮セメソト杜及朝鮮浅野杜製品処分方法之事」

　　　1937年5月30目より作成、
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と金子両者の協議過程に立ち入ってみてみよう。まず、朝鮮間題対策の討議が開始された

の．は36年6月11日であった　（8一㌧協議開始にあたって・連合会の金子はr朝鮮小野田ガ生

産制限二協同スルコトヲ総テノ相談ノ最要点」とし、「内地、朝鮮同一制限率ヲ主張」し

た（82）。同時に、金子と笠井とで生産制隈に関する協議が開始されたこの時期、連合会側

は総督府に対して、「内地同様統制法ヲ布キ同一制限率ニシテ貰ヒタシト種々陳情」　（川

し、内地と朝鮮との一元的統制への支持を要請したのである。しかし総督府側は、r政務

総監モ殖産局長モ何等回答セズ承リ置ク程度」（川で、連合会の主張には消極的であった。

　一方、笠井は、上述の金子の主張に対して、r昭和十二年度二於テ朝鮮小野田社ガ何程

ノ生産制限ヲ行フガ至当ナルカハ内地及朝鮮官衙間ノ御談合二任セ度シ、而シテ阯11“内

地生産制隈率ノ百分ノ六十ノ制限ヲ行フガ適当ト考ヘル」（85）という方針であった。

　また、笠井。金子協議の経過を総督府に伝えていた三井物産の高月も、同府に対して、

①先の協議で「内地制限率ノ半分トスルカ又ハ朝鮮需要高ト同一数量生産シテ朝鮮需要高

ノ八割ヲ供給シ残二割ハ移入、小野田ハ移入数量同数丈ケ内地移出ヲ希望スル」　（86）こと、

②あるいはr小野田ガ生産制限率ヲ総督府二一任スル場合ニハ総督府ハ鮮内供給円滑ノ為、

前項計算生産制限率ヲ至当トシテ主張スル事二同意願度シ」　（87）と要望した。これに対し、

「［総督府］商工課長自身ハ大体二於テ異存ナキ」としたうえで、r［同殖産］局長ハ他

ノ産業二及ボス影響及協調二依ル値段騰貴ヲ需要者側ヨリ攻撃セラルベキヲ懸念シ、仲裁

ハ引受ケヌト言フカモ知レヌ」（88）として、②でみた「生産制限率ヲ総督府二一任」につ

いて、了承しない意向を小野田側に伝えたのである。

　かくして、朝鮮における生産制隈率の決定をめぐって、笠井のいう“内地生産制隈率ノ

百分ノ六十”とするか、高月の“内地制限率ノ半分1n11国”とするかは、この時点では未

だ確定していなかったものの、総督府、朝鮮小野田側とも内地と同一の制隈率を朝鮮に適

用することに反対である点でコンセンサスを得ていた。しかも、靭鮮独自の生産制限は、

総督府に一任するという直接統制的な決定の形をとらず、あくまでセメント業当事者間の

自主的協定、つまり笠井1金子協議において決定されるべきであるということになったの

である。

　さらに、笠井1金子協議が終盤にさしかかった36年6月末時点においても、総督府は、自

主協定の成立において、　「生産制限率ハ内地ノ生産制限率ヲ基準トセル案ハ反対ニシテ朝

鮮ハ鮮内需給ノ躍進的実情二即シテ独自ノ立場二於テ立案主張ヲ要ス」（89）と、小野田側
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に再度自己の意向を強調した。同時に、この時点で出された笠井案が、朝鮮市場の需要予

想を63万トンとし、朝鮮の生産制限率を33％としたことに対して、　r既二本案［笠井案］

切出シタル上ハ是［63万トン］以上［のコ需要ノ増加二伴フ制限率ノ低下ヲ図ル様協定ノ

際是非努カアリタシ」（90）として、朝鮮における工業化の進展にともなうセメント需要の

増大に現地企業が弾力的に対応できるために、内地の生産制限率に拘束されず、朝鮮の制

隈率をより低下させる努力をも要請したのである。

　以上からわかるように、セメント業統制において、総督府は内地との協調路線を重視す

る方向に転換しつつも、朝鮮におけるセメント統制の独自性を放棄したわけではなかった。

そこで、　「笠井・金子協定」における朝鮮問題対策の中にも、その冒頭に「内地及朝鮮二

於ケルセメント製造業者ハ」、一方でr政府ノ産業統制二関スル方針二則リ」協調をはか

りつつも、同時にr朝鮮ノ実情ヲ考慮シ」（9’）という前文を入れたのであった。すなわち

本協定は、懸案であった朝鮮問題について、同業者間の協議によってそれを処理する方針

を確認するとともに、近い将来朝鮮において独自の統制を実施する道をも開いたという点

に重要な意義を有していたといえよう。

3．　重要産業統制法の朝鮮への適用と朝鮮総督府

　内地・朝鮮間で連合会と小野田側との協調が成立したことで、次の問題は、さらに重産

法の発動によって、生産制限、販売価格等の協定を実際に両地域の企業に強制することに

あった。とはいえ、上述のように36年7月に協定が成立したものの、勅令により重要産業統

制法が朝鮮に施行されたのは半年後の37年3月であり、セメント業へ同法が発動されたのは

同年5月になってからであった（92）。

　このように統制法の朝鮮適用が大幅に遅れた背景にも、内地とは異なる独自の工業化路

線を指向する朝鮮総督府の方針が存在していた。

　というのはまず第一に、統制法の適用業種を差当ってセメント業に限定するとしても、

総督府としては、この適用が他産業に与える影響を重視せざるをえなかった。例えば、前

項でみたr笠井1金子協定」が成立した直後の36年8月、r［朝鮮総督府］殖産局長東上ノ

節）、商工大臣、佐藤産業合理局第一部長ヨリ本年ノ臨時議会ノ状況ノ説明アリテ、可及的

速二重要産業統制法ヲ勅令二依リ外地二施行シ差当リセメント統制ノミニツキ協調セラレ

タキ旨」（93）要講された際、殖産局長は「仮リニ差当リセメントノ指定二止ルトシテモ重
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要産業統制法ノ勅令施行ナル事実ノミニヨリ漸次セメント以外ノ重要産業ノ指定予想ノ不

安ヲ与へ、勃興途上ニアル朝鮮工業熱ヲ冷却セシムル倶多分ニアルヲ以テ今暫ラク猶予ス

ル事」（川を強調したのである。

　しかも朝鮮の工業化が一定程度の進展をみせつつあった37年になると、セメント業に限

らず、マッチ、電球、人絹織物等の業種でも、対内地との関係において次第にセメントと

同様な統制問題が惹起しつつあった点に注目しなければならない。

　この事態に対して、内地では37年4月30日の閣議において、商工相がr重要産業統制法強

化の見地から内、外地を一貫せる産業政策樹立」（95）を目的として内鮮経済会議を召集し、

「内鮮間における政策の相違から［生じた］幾多の問題」（96）の解決をはかる計画を発表

した。さらに同年5月末には、内地1朝鮮間で問題となっていたr電球、人絹、瑳螂鉄器

等々各産業部門の一貫的統制を行ふこと㌧し、商工省腹案を本府［総督府］と折衝のため」

近藤事務官を朝鮮に派遣し、内地と朝鮮との一元的統制の実現を意図したのである（川。

　したがって、こうした内地側の積極的な姿勢を前にして、たとえ現在はセメント業のみ

が統制法の適用下にあるとしても、今後はそれが内地の“統制法強化の見地”にそって他

の産業にも及ぶ可能性は十分あった。そしてそのことが朝鮮側にとっては、上述のように

“勃興途上ニアル朝鮮工業熱ヲ冷却セシムル”ものとして危恨されたのである。

　こうした背景から、ようやく37年2月26日、朝鮮に統制法が公布されるに至ったその直後、

同法施行について総督府殖産局長は、r差当り朝鱗に於て指定すべき業種はセメント製造

業に隈り他の業種は当分之を指定せざること」（98）とする方針を示し、あくまで他の業種

への統制法の適用拡大を回避することを強調したのである。

　さらに第二の要因として、内地統制委貝会による決定事項に拘束されて、朝鮮独自の統

制スタンスが制約されることに総督府が難色を示し・たことが注目される。すなわち、r朝

鮮総督府デハ外地ノ特殊事情カラ朝鮮二関スル重要産業ノ指定並二統制ハ統制法ニヨル委

員会二拘束サレル事ナク外地ニモ別個ノ委員会ヲ置クベキデアルト主張シテ纏ラズ」（99）、

このことからも重産法の朝鮮への施行が遅れることになったわけであるg

　そして、実際、37年3月10日朝鮮に施行された統制法、および同年5月25日の重産法第2

粂め発動においても、以上のような総督府の政策スタンスが反映されていた。

　まず、上述のように内地・朝鮮間で問題となった統制委員会に関しては、商工、拓務両
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省間の折衝の結果、①r統制委員会ハ内地産業二対シテノミ之ガ機能ヲ有スルコ〕（’川、

②r従而委貝会ノ議ヲ経テ決定サルベキ問題ニツイテハ朝鮮ハ総督府令ニヨリ規定シ委員

会ノ拘束ヲ受ケザルコー（’川となり、統制政策における総督府の独自性が確保された。

このことから、内地の重産法とは異なり、統制委員会は朝鮮には設置されなかった（’02）。

したがって朝鮮総督は、内地委員会の議決および朝鮮での同委員会の議を経る必要なく、

重産法に規定された強制力の発動を、独自に行ないうることになったわけである。

　次に、セメント業に対する重産法第2条の発動に関しても、それに先立って総督府は、

r内地及朝鮮に於て共に指定せられた産業に付ては内鮮を通じて一つの統制協定を緒ぶこ

とにな［る］111併し此の統制協定の内容に於て生産制限率、販売価格等’に内鮮間に区分

を設けるのは勿論差支無いことで従て統制服従命令の内容に於ても内鮮間各其の実情に即

し得る場合あるべきは勿論である」（103）とする方針を示し、生産制限、販売価格双方の協

定に朝鮮企業が強制的に服従する場合においても、なお独自の路線をとりうるとした。

　さてセメント業に対する統制法の発動は、販売価格に関する協定（36年10月16日成立）

と、生産制限に関する協定（37年3月28日成立）とに対して行なわれたが（104）、このうち

前者は、朝鮮。台湾も含めて各地域の最高価格を決定し、この一価格以下での販売を強制す

るというものであった。また後者は、生産制限率の遵守を規定したものであった。

　なおその際、特に注目すべき点は、後者の生産制限協定の第3条で、r生産制限率ハ生

産能カノ如何二拘ラス同一率トス」と規定されていた点である。かりにこれが強制されれ

ば、朝鮮現地企業も内地同様の制限率に服さなければならない。そこで、本協定ではr付

則」（ユ川を設け、その第1条においてr外地二於ケル生産制限率ハ外地ノ需給状態及ヒ内

外地相互間ノ移出入数量ヲ考慮シテ第3条ノ規定ニモ拘ラス別二之ヲ定ムコトアルヘシ」と

して、朝鮮独白の生産制限率を設定し得ることとなっていたわけである（】川。

　事実、木付則第4条では1937年5月の制隈率を規定しているが、それによると内地58％、

朝鮮36％とすることが決定されている。さらに、その後生産制限率は図5－1のように推

移した。同図から明らかなように、重産法の適用後、37年12月から38年乏月には内地制隈率

に卒接するものの、それ以外の時期においては、ほぽ内地制限率の6～7割という独自の

水準の下で現地生産が行なわれたことがわかる。

　そこで最後に、以上みてきたr笠井1金子協定」および重産法適用後の朝鮮におけるセ
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図5－1　朝鮮およぴ内地における生産制限率の推移
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メント統制に着目することにしたい（1川。

　まず前者の「笠井1金子協定」に関連して、その後、この協定に宇部社も同意すること

になり、靭鮮での小野凹と連含会系企業との協調関係に進展がみられた。協定成立当初、

宇部杜は本協定不承認の立場をとり、調印を拒否していた。宇部はこれまでの一連の販売

競争において、連合会のなかで最も多くの被害をこうむったといわれていた。また小野田

への対抗を意図して、上述のように36年1月朝鮮に工場設立を計画し、2月に朝鮮セメント

株式会祉を創立、37年5月工場を操薬する予定であった（一州。

　したがって、工場がまだ操業を開始していない時点では、　r笠井1金子協定」によって

拘束を受けることを危倶したのである（’09）。とはいえ、もはや熾烈な販売競争継続による

被害増大は宇部にとっても得策ではなく、また朝鮮セメント創業開始のめどがたったこと

から、37年半頃、総督府は三杜協調の斡旋に乗り出し、それに応じて小野田1浅野1宇部

の三杜代表が渡鮮し、先の「笠井1金子協定」を再討議した後、宇部杜は同協定を承認す

るに至ったのである（1川。

　次に、重産法発動後における総督府の運用姿勢に目を向けよう。まず重産法にもとづく

強制権の発動を受けた生産制隈協定に注目すれば、本協定には付則が設けられ、朝鮮での

独自な生産制限率の設定を保障していた点は先にみた。なおその場合、この付則第！条に

よる協定は37年11月に満期を迎えることになっており、しかも本付則協定はr其ノ性質上

総督府意向ノ向背如何ガ重要ノ点」（1川であったことから、満期以降の生産制隈に関する

総督府の意向が注目されることになった。この点に関し、総督府は「覚書ノ趣旨二変更ヲ

必要トスル事情起ラザル限リ右協定［付則協定］ノ主旨ヲ根本ヨリ変更スルガ如キ意向ア

ル等ナカルベシ而シテ現在トシテハ覚書ノ趣旨二変更ヲ要スル事情発生セリトハ考へ居ラ

ズ」（〕2）とした。

　なお、ここで指摘されている「覚書」とは、朝鮮セメント業への重産法発動に際して商

工省と総督府間とでかわされたもので、その主旨はr内地ト朝鮮トノ特殊事惰ヲ明カニシ

テ朝鮮ハ朝鮮ノ情勢二順応シテ生産制限其他内地トハ別個二考慮セラル・事」（川）にあっ

た。すなわち総督府は、重産法の適用時と同様、今後も基本的には朝鮮g．工業化の進展と

それにともなう需要動向に弾力的に応じうるために、内地とは異なる法運用の継続を改め

て示したのである。

　他方、対朝鮮現地企業に対しては、設備過剰が顕在化する状況の下で、小野田と連合会
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系現地企業との協調関係の進展を支援する役割を果たした。　r笠井1金子協定」への宇部

社の参加に関しても、先にみたようにそれを小野田1浅野1宇部の3杜に斡旋している。

また、37年11月、朝鮮浅野杜鳳山工場の運転開始（市販開始は同年12月15日）（川）により、

朝鮮小野田杜、宇部系朝鮮セメント社と浅野社の3社による現地生産が本格化した。それ

にともなって生産能力は過剰気味となり、前掲図5－1に明らかなように、生産制限率は

同年12月以降過去最高の63％を記録した。こうして企業閥の販売競争再燃の危険性が生じ

っっあるなかで、38年2月、総督府は販売協調を目的として、業者の懇談機関r木曜会」の

結成を支援したのである（川）。

　なお木曜会結成後のセメント需要状況として、38年後半に長鼓峯事件の勃発（7月ヱ9日）

や、北部の大風水害が起きたことから需要はいくらか減退したものの、鉄道、水力発電を

始め各種工業の発展のため朝鮮のセメント需要は急激に増え、38年度を通じて94万トンの

出荷高（朝鮮全杜計）に達し、対前年比34％の増大を記録した。その場合、特に需要が朝

鮮北部に偏していたことか一ら、従来この地域の供給を担ってきた朝鮮小野田の古茂山、川

内両工場は非常な荷不足に悩むこととなった。そこで、小野田は杜内の能力転換を行なう

とともに、宇部系朝鮮セメントからも2万3千トンの能力融通を受けることによって、朝

鮮北部の需要増大に対応しようとした（川）。このように、　r木曜会ニテハ11H“各社漸次

接近シ協調ノ気運［がコ醸成」（’川されたのである。

　以上、1936年5月の重産法改正によって外地への適用が可能となり、37年に朝鮮への適用

が実現するに至って、生産制限、販売価格の各協定、新設。増設許可制を主要内容とする

セメント統制が整備された点をみてきた。さらに、そこで示された統制スタンス、すなわ

ち（1）対内地との調整では、朝鮮工薬化の進展との関係から、独白の生産枠組を確保しつつ、

（2）他方、この枠組の内部においては域内現地各企業の協調的発展を支援するという特徴は、

以後の運用過程でも基木的に踏襲されたといえる。

　このように、内地1朝鮮にわたる統制の実現は必ずしも一元的なものでなく、これまで

の総督府の工業化推進の方向を阻害するものではなかった。あるいは、そうした工業化戦

略上の制約となる要素は、可能なかぎりにおいて巧妙にその受容が回避されたのである。

小．括
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　本章では、1930年代に植民地朝鮮において生じた現地セメント企業の統制間題に着目し、

この問題に対処する朝鮮総督府の政策スタンスの特徴を中心に検討してきた。いま本稿の

分析のみをもって、ただちに一般的な結論を導出することはできないが、重産法の朝鮮へ

の適用に言及した従来の研究との関連を念頭におき、本章でえられた点を簡単に整理する

ことにしたい。

　まず第一に、セメント業の統制問題は、当初、内地のカルテルとアウトサイダー、ある

いは内地企業対朝鮮現地企業という企業間の紛争として出発しながら、やがてはこれに対

する朝鮮総督府の対応のありかたが問題となる性格を有していた。なぜならば、この間題

に対して総督府は、．内地のカルテルあるいは商工省の要求に従って、朝鮮を内地と同様の

一元的な統制に服させるというものではなく、むしろ国内カルテル統制を撞乱しかねない

現地企業の生産活動を容認する芳向にあったからである。

　そしてそうした対応の背後には、それまで朝鮮を日本への米供給基地として位置付けて

きた関係の行詰まりと、それにともなう植民地経済の動揺があった。したがってこの時期

の工業化戦略は、そうした動揺に対処する新たな経済政琴としての歴史的性格をもってい

たといえる。その意味で総督府が内地資本の大量進出を必要としたというのも、またその

一環として重産法の朝鮮への適用を拒否し域内現地企業活動を保護したというのも、そう

した植民地経済の行詰りの克服を主要課題としていたのであって、先行研究がいうように

たたちに朝鱗への軍事工業構築を主要課題として行なわれたというのではなかづた。

　さらに、重産法の改正による朝鮮への適用措置を、単に“日本独占資本の朝鮮への大量

進出の契機”としてとらえることも、本章での考察をふまえるならば、事実と必ずしも整

合するものではないことは明らかであろう。すなわち、総督府は朝鮮への適用ではなく、

むしろ逆に重産法の適用除外を内地に対する朝鮮の利点とすることによって、内地資本の

導入を意図したからである。

　とはいえ、36年以降、総督府は、域内生産がかなりの規模に達し過剰傾向すら呈するに

至ったセメント業に関しては、これまでのそうした政策スタンスを一部転換して、内地と

の協調および統制法の適用を容認する姿勢を示した。その意味で、斯業におけるr笠井1

金子協定」の成立および重産法の改正による朝鮮への適用は、内地1朝鮮一間の協調を実現

さ．芦、そのことが内地統制の実効力を高めることにつながり、先行研究が強調するr既存

の独占体の強化をはかる役割」（川）を果たしたといえなくはない。

　しかしながらここで注目すべき点は、以上の措置が、ただちに内地側の意向にそって、
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内地と同様な形で朝鮮を統制することに帰結したわけではなかったことである。その具体

的な運用をみると、総督府は、まず統制法が朝鮮におよぶ適用業種をセメント業のみに隈

定し、さらにその適用業種においても操短率の緩和など、統制をうける協定の内容に朝鮮

の独白性が発揮し得る余地をあたえていたことが重要であった。むしろ、重産法の域内適

用による影響を極力回避することによって、内地とは異なる独自の政策スタンスを確保し、

当該期の朝鮮工業化を支援したのである。

　最後に、以上の分析結果は、序章で指摘した1930年代の植民地問題の意味を積極的に考

えてゆくうえで重要な意味をもっていると考えられる。すなわち、従来の先行研究の問題

関心は、主として日本帝国主義の軍事的編成あるいは独占資本の帝国主義的進出に向けら

れていた。したがて本章でみた事象も、単にそれらを促進する契機として理解されるにと

どまっていた。

　っまり、それは30年代になって生じた植民地経済の行詰りとそれへの総督府の対処の独

自性といった、いわば“日本帝国主義の側の論理”のみではとらえきれない特徴が積極的

には問題とされない視角となっていた。逆に言えば、統制問題をめぐって顕在化した本国

と植民地との対立は、もはや“日本帝国羊義の側の論理”では植民地が包摂しえなくなる

に至る現代的な様相を示唆しているとする認識にたって、初めて的確な歴史的意義付けを

行うことができると思われるのである。
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【注：第5章】

（1）　全国経済調査機関連合会朝鱗文部編『朝蝉経済年報　昭和十五年版』1940年、18

　　～9頁。

（2）　朝鮮小野田セメント社r販売課考課状』1934年上半期版～1937年下半期版により

　　算出した。なお計算は、同杜平壌、川内両工場出荷の合計値により行い、しかも自

　　家消費分は含まない。また、項目分類は考課状による分類にしたがっている。

（3）　朝鮮にける電源開発と工業化との関係に関する最近の研究としては、堀和生r植

　　民地朝鮮の電力業と統制政策」、　r日本史研究』265号、1984年を参照されたい。ま

　　た、かかる電源開発とセメント業との関係については、鎌田正二編集代表『日本窒

　　素史への証言』続刊第8集、1990年にてその一端を窺い知ることができる。

（4）　このうち電球に関しては、本稿第6章で立ち入った考察を行いたい。

（5）　朝鮮銀行『調査報告　昭和十一年度調査第三一号』1936年、38頁。

（6）　1930年代のセメント統制を分析された宮島英昭氏の論文r1930年代日本の独占組

　　織と政府」　（『土地制度史学』ユ10号所収）でも、「重産法の最大の難点は、同法が

　　朝鮮を施行地域外とするため、実効力を欠いた点にこそ求めなければならない」

　　　（13頁）として、セメント統制における朝鮮問題に注目されている。とはいえ氏の

　　分析の中心は、あくまで内地統制分析に置かれており、朝鮮総督府側の事情に重点

　　を置き、工業化戦略との関連からこの問題に取り組まれているわけではない。

（7）　小林英夫r〈大東亜共栄圏〉の形成と崩壊』1975年、第2篇第3章「＜重要産業統制

　　法〉の改正」。なお引用は同書85頁より。この他同様な視点に立つ研究として、朴

　　慶植r日本帝国主義の朝鮮支配』下巻、1973年、118～9頁等がある。

（8）　小林前掲rく大東亜共栄圏〉の形成と崩壊』85頁。

（9）　永田四郎r日本セメント産業史』1957年、橋本寿朗『大恐慌期の日本資本主義』

　　　1984年、宮島前掲「1930年代日本の独占組織と政府」、社史ではr小野田セメント

　　　百年史』ユ981年、日本セメント株式会杜r百年史』1983年、r住友セメント八十年

　　　史』1987年がある。

（ユp）　r東洋経済新報』1936年8月8日、3ユ頁。

（11）　なお商工省の斯業に対する政策スタンスの転換に関して、宮島前掲論文では1934
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　　年5月を境に（同稿、1！頁）、永田前掲本では33年8月末から翌年7月頃（同書154頁）

　　とされている。いずれにせよ、33年下期、以降と理解してよかろうと思われる。

（12）　r第一次セメント製造工業改善委員会会議議事要録』1935～6年。

（13）　同上、第9回、金子委貝提案。なお以下引用に際して特に断らない隈り、傍点1

　　　［　］内は引用者による。

（14）　同上、第9回、竹内委員（商工省工務局長）発言。

（15）～（16）　『セメント製造業改善委員会決議』1935年、第1回。

（17）～（19）　前掲『改善委員会会議議事要録』第11回。

（20）　同上、第10回、商工省藤田委員報告より。

（21）　朝鮮総督府穂積殖産局長来電「セメント業ノ統制二関スル件」　（第10回改善委員

　　会配布資料）。なお引用はr改善委員会会議議事要録』第10回より。

（22）　同上、第10回、竹中委貝発言。

（23）　同上、第！0回、藤田委員発言。

（24）　同上、第11回、笠井委員発言。

（25）　同上、第10回、大友委員発言。

（26）　同上、第11回、大友委貝発言。なお金子委員もただちにそれに賛意を表している。

（27）　河合和男氏は、朝鮮経済構造について、米穀モノ1カルチャー化の進展というよ

　　りは、正確には米穀モノ。エキスポート化の進展ととらえるべきであるとされてい

　　る。同氏r植民地期朝鮮の農民層分解」　（r産業と経済』第2巻4号所収）、102～

　　104頁。内地との関連に着目する場合、氏にならってこの用語法を使用する。

（28）　ここで“行詰まり”という場合、それは従来の経済構造を以後も拡大再生産するこ

　　とでは、もはや安定的統治を行い得ないという意味でとらえている。したがって、米

　　の内地移入が絶対的に禁止されるに至ったという意味ではもちろんない。

（29）　セメント懇話会は、35年11月に、連合会に不参加の小野田、大分、太平、電化、

　　東洋の5杜（連合会加盟会杜の生産能力のおよそ3分の1）によって結成された協

　　議機関。主に重産法や内外地の業界状況等を協議した（以上、前掲r小野田セメン

　　　ト百年史』348頁を参照）。

（叩）～（31）　セメント懇話会r第五回セメント懇話会議事録』1936年3月25日。

（32）　以上、穂積真六郎rわが生涯を朝鮮に』1974年、131頁。

（33）　前掲『小野田セメント百年史』326～7頁による。ただし、工業化が目覚ましく進
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　　展するのは30年代後半のことであり、その時期と比較した場合、当該期の需要は相

　　対的に低い水準にある。

（34）　以上、前掲r回顧七十年』63～4頁。

（35）　朝鮮総督府事務官岡信侠助「内地と外地との産業貿易統制に就て」、r朝鮮工業

　　協会会報』第29号、1935年7月。

（36）　金子文夫「資本輸出と植民地」、大石嘉一郎編r日本帝国主義史12』1987年、

　　335頁。

（37）　『京城日報』1934年11月16日号。

（38）　この点、「朝鮮は内地資本の流入を大歓迎する、従ってその資本流入と工業の繁

　　栄を望む故に生産過剰恐慌に悩む内地と同等の取扱ひをうけることは反対であり、

　　かつそれ［統制法の外地適用］は当然に総督府の根本方針と反する」とも指摘され

　　ている。　r京城日報』1935年11月23日号。

（39）　『京域日報』1936年6月17日号。

（40）～（4ユ）　朝鮮総督府殖産局商工課r朝鮮二於ケルセメントエ業統制問題ノ経緯』

　　1936年10月。

（42）　r朝鮮経済日報』1935年6月10日号。

（43）　r昭和十一年六月十五日　東京笠井真三殿宛京域高月喜右衛門」。

（44）　もちろん、こうした方針は一方的なものではなく、他方でr以上の主義で行って

　　　も内地セメント会杜の営業を悪化することはなく恐らく一割或は一割以上の配当を

　　内地会杜は続け得るものと見て居る」（前掲『朝鮮経済日報』1935年6月10日号）と

　　いう認識があった点も看過すべきではないであろう。

（45）　例えば、　r協定［後述の笠井1金子協議に基づく連合会と小野田側との妥協協定］

　　二付テノ根本問題ハ生産制隈率ニテ圃倒国」（「昭和十一年六月十五日　東京笠井真三

　　殿宛京城高月喜右衛門」）と指摘されている。

（46）　朝鮮小野田セメントr重要産業統制法朝鮮施行ノ事』1937年乞月14日、r統制法二

　　基ク統制命令発動二関スル件」、総督府商工課石井技官発言。

（47）～（48）　前掲『朝鮮二於ケルセメントエ業統制問題ノ経緯』。

（μ）　前掲r昭和十一年六月十五日　東京笠井真三殿宛京城高月喜右衛門」。

（50）　前掲r朝鮮二於ケルセメントエ業統制間題ノ’経緯』。

（51）　重産法の改正要綱については、　r日本経済年報』第23輯、1935年、198～9頁を参
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（52）

（53）

（54）

（55）

（56）

（57）

（58）

（59）

（60）

（61）

（62）

（63）

（64）

照。また岸信介は、36年の法改正について、「統制の強化は必要に応じて益々之を

強化し・各種独占形態1三対しては価格続制を中心とする公益監督励行し、更に内外

地を通ずる統制の完成を企画すると云ふことが今次改正の要点」と指摘している。

岸信介r重要産業統制法の改正を通じて見たる我国産業統制法の動向」、r商工経

済』第2巻4号、334頁。

　『日本経済年報』第23輯、199頁。

　永田前掲『日本セメント産業史』245頁。

　同上。ただし単位は前後の文脈より判断した。

　『読売新聞』1935年11月19日。

　「本法の内に外地適用の特別設定はない。が、従来の統制法文には主務大臣とあ

るのを政府と改められてゐるから、勅令でもつて、朝鮮台湾にも施行する用意であ

ると断つてゐる、そして、去る［1936年6月］十四日の議会にあつて、拓相は外地に

も適用する旨を言明してゐる。」　（『ダイヤモンド』1936年6月21日号）。

　なお字句の変更は、重産法の第1条（協定の届出）、第2条（強制カルテル規定）

においてであるが、この他、第3条（公益規定）、第7条（罰則規定）もr政府」

に、また第4条（業務検査p報告）はr行政官庁」によるものとされた。以上、通

産省r商工政策史』第9巻、1961年、161～166頁。

　前掲r日本セメント産業史』248頁。

　この点、例えばr小野田セメント百年史』356頁参照。

　小野田社の外地依存的性格に関しては、同上、365～366頁を参照。

　『東洋経済新報』1936年4月4日号、34頁。

　以上、小野田社作成r朝鮮二於ケル増産計画」による。なお、朝鮮内のセメント

生産能力に関しては、　r東洋経済新報』1936年2月22日号では、朝鮮、浅野両工場が

年産各36万トン、小野田が同102万トンとし、　『朝鮮工業協会会報』38号、1936年8

月では、それぞれ54万、36万、120万トンと計算している。

　物価悶題調査会編r物価変動要覧』1937年。

　この点、東洋経済新報でも、こうした原価状況においてr小野田’との競争なら苦

しくはないが、新鋭会杜［低原価の窯業、宇部］を向ふに廻した場合には困る。此

処に、浅野が、自杜に寧ろ有利な主張をなす小野田と亦挟を別たねばならなかつた

理由がある。同時に濫売に陥る事なきやう常に浅野が穏健な態度を以て終始してゐ
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　　る理由が明かとならう。」と指摘している。前掲『東洋経済新報』、1936年4月4日

　　号。

（65）　前掲『物価変動要覧』。

（66）～（67）　笠井真三宛京域セメント支部「重要産業統制法実施ノ事」1936年6月2日。

（68）　とはいえ後にみるように、総督府は内地と同率の生産制限率を認めてゆく方向に

　　あったというわけではない。

（69）～（70）　煎掲、京城セメント支部「重要産業統制法実施ノ事」。

（71）～（72）　笠井真三r高月喜右衛門宛電信」1936年6月5日。

（73）　　rダイヤモンド』1936年6月21日号。

（74）～（75）　以上、　「笠井1金子協定」に関する引用は、小野田セメントr昭和十一

　　年八月二十一日　御届』　（同杜所蔵）による。

（76）～（77）　『東洋経済新報』1936年8月8日、31～2頁。

（78）　前掲『小野田セメント百年史』326頁。

（79）　この他、内地と朝鮮との生産制隈率の差異による内地晶のコスト高を考慮して、

　　朝鮮市場において内地晶の供給地域（南部等）では最高販売価格を高くし、現地企

　　業の供給地域（北部等）では価格を低くする措置も’講じられた。また、朝鮮満州間

　　関係は、両地域の同業者間協定によることが規定された。前掲小野田セメント『昭

　　和十一年八月二十一日　御届』。

（80）～（82）　笠井真三「京城高月氏宛電文」1936年6月11日。

（83）～（84）　高月喜右衛門r笠井真三宛電文」1936年6月12日。

（85）　前掲、笠井、1936年6月11日電文。

（86）～（87）　前掲、高月、！936年6月12日電文。

（88）　同上、高月電文。また高月は、r前電ノ通リ値段騰貴懸念ノ為メー任ヲ受ケル事

　　　ヲ承認シテ呉レヌト思フ」として、総督府側のこの意向を再度伝えている。高月

　　　r笠井真三宛電文」1936年6月12日電文（ただし午後7時50分着分）。

（89）～（90）　狩野宗三r笠井真三宛電文」1936年6月22日。

（91）　以上、前掲『昭和十一年八月二十一日　御屈』。

（坪）　なお、37年3月10日の施行後、同年5月24日r朝鮮総督府告示第三百三十四号」に

　　　て、セメント業は統制法の適用業種として「重要産業」に指定された。また、重産

　　　法第2条の発動の他、同年5月25日にはr同府令第七十三号」にて、朝鮮におけるセ
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　　メント製造の設備新設1拡張に関する許可規則が公布された。

（93）～（94）　前掲r朝鮮二於ケルセメントエ業統制間題ノ経緯』。

（95）～（96）　r京城日報』1937年5月1日。

（97）　『京城日報』1937年5月27日。

（98）　『京城日報』1937年2月28日。

（99）～（101）　朝鮮小野田セメント「重要産業統制法朝鮮施行ノ事」1937年2月24日。

（102）　具体的には、r昭和6年法律第四十号［重産法］ハ統制委貝会二関スル規定ヲ除　　’

　　キ之ヲ朝鮮二施行ス」という形で勅令が発せられた。以上、　r勅令第二十五号　昭

　　和六年法律第四十号ヲ朝鮮二施行スルノ件』参照。

（103）　前掲r京城日報』1937年2月28日。

（104）　r朝鮮総督府告示第三百三十七号」およびr同第三百三十八号」　（小野田セメン

　　　　ト所蔵）参照。

（105）　なお本付則は、全4条よりなる。第2条は日鉄の制隈率を別に定めること一とし、

　　第3条は一基窯会社への優遇措置を規定している。

（106）　この他、生産能力の内地。朝鮮間相互融通に関しても規定されていた。

（107）　なお、以下の考察は、主として37年後半から38年初頭を対象時期としている。こ

　　の間、周知のようにいわゆる「日華事変」が勃発（37年7月）し、それに伴い日本経

　　済は戦時体制への編成に大きく傾斜してゆく。いうまでもなく、それは植民地朝鮮

　　の開発政策にも重大な影響を与えることになってゆくのであって、特に37年後半以

　　降の展開をみる場合、かかる要因を無視することはできないであろう。そうした点

　　を含めた本格的な分析は他日を期したい。

（108）　例えば、セメント懇話会作成資料の一連の資料r昭和十二年度内／鮮出入数量調」

　　　において朝鮮セメント杜の朝鮮内出荷が統計に表れるのは37年7月からである（同会

　　　r昭和十二年度内／鮮出入数量調』1937年8月20日号参照）。そこで本稿では、37年

　　　7月を朝鮮セメント社の市場出荷開始とみなしている。

（109）　以上、前掲r日本セメント産業史』253頁以降。

（110）　『東洋経済新報』1937年5月15日。

（．リ1）～（113）　「昭和十二年七月二十二日笠井杜長宛石林友之進（京域支部）来電一

　　　セメント製造業ノ生産制限二関スル協定付則第一条二依ル協定」。

（114）　前掲日本セメント『百年史』96～7頁。
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（115）

（116）

（117）

（118）

　前掲『小野田セメント百年史』370頁。

　以上、前掲『回顧七十年』79～81頁。

　小野田セメント総務部r懇、連、協定事項総督府二屈出手続ノ事』1938年11月

28日。

　小林前掲rく大東亜共楽圏〉の形成と崩壊』85頁。
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第6章　中小工業分野における輸出統制と植展地

　　　　　　　一対英電球輸出統制間題を中心として一

はじめに

　前章では、大工業分野におけるセメント統制をめぐって生じた本国と植民地朝鮮の対立

にっいて考察した。これに対して、第6章は中小工業工業分野における対英電球輸出統制

めぐって生じた本国と朝鮮の問題を検討課題とする。

　すでに第4章でみたように、1930年代における輸出電球工業の統制は、それにより電球

の安定的かつ秩序ある輸出を確保することで、（1）対外均衡の観点から外貨獲得産業として

の役割を維持・確保させるとともに、（2）企業経営および雇用1労働条件の安定的維持。確

保をはかるという2つの歴史的意義を担うものであった。もっとも実際の工業組合による

統制は、そうした課題をストレートに実現するものではなく、輸出統制の展開をめぐって

問屋と下講メーカー間で対立が生じ、それに対処するためにさらに新たな組織化が展開さ

れるという動きをともなったことは、すでに分析したとおりである。

　他方、本章で分析対象とする本国と植民地朝鮮との対立は、以上の問屋と下講メーカー

間で生じた対立とともに、当該期の電球輸出統制における主要問題をなしたということが

できる。この対立は、後述するように国内の輸出統制を逃れ、その適用が及ばない植民地

朝鮮にて電球の生産ならびに輸出を行う業者が出現したことから生じた対立であった。そ

してそれは、日本電球の対英輸出統制の過程で具体的に生じた。すなわち、日本国内の業

者が自主的にイギリスヘの輸出を規制している一方で、30年代に本格化する朝鮮r工業化」

の一端を担う朝鮮産の電球がイギリス市場に大量に輸出され、そのことが本国の対英輸出

統制の効力を著しく減衰させることになったのである。

　その意味で、第4章でみた問題が輸出統制をめぐって生じた国内における対立を象徴す

るものであったのに対して、本章の問題は日本本国の産業統制と朝鮮における工業化の展

開との対立を象徴するものであったといえる。そしてそれは、　rその解決如何は今後にお

ける内鮮統制間題の全般的傾向を示唆するもの」（1）として、先のセメント統制問題ととも

に社会的に注視されることになった。

　そこで以下では、まず間題発生の源となった対英輸出の実態を明らかにし、続いて日英
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間での電球交渉に注目することにしたい。そして、かかる交渉過程で植民地朝鮮における

電球輸出がクローズ1アップされ、本国と朝鮮間で輸出数量の調整が行われる至る点を検

討する。以上によって、前章とは異なる輸出統制という側面から本国と朝鮮間の問題の歴

史的意味を改めて考察しようとするものである。

第1節　1930年代前半期における日本の対英電球輸出の実態

1．　目本電球輸出にしめる対英輸出の位置

　日本の電球輸出の全体的な動向に関しては、すでに第4章において立ち入った検討を行

っている。そこで本飾では、その検討結果をふまえつつ、さらに同時期における対英電球

輸出の特徴およびその重要性を、いくつかの側面から考察することにしたい。

　はじめに表6－1は、日本の電球輸出にとって「対外躍進期」といわれた時期における

苅英輸出の推移をみた幸のである。前述のように日本の電球輸出は、恐慌の時期をはさん

で、1928～29年と31～32年の期間に顕著に増大した。

　これに対して表6－1から、対英輸出は、①電球輸出全体の増大に先行する形で27年か

ら顕著に増加し始め、やはり28～29年と31～32年の期間に輸出を伸ばしていること、②ま

た総輸出額が若干の減少を記録した30年においても大幅に輸出を増大させ、20年代末以降

の増加傾向を維持したこと、③しかもこの期間の対英輸出の増大ぺ一スは、つねに輸出総

額のそれを大きく上回っていたことをみてとることができる。その結果、電球輸出総額に

しめる対英輸出比率は20年代末以降顕著に増大し、30年代初頭に10％の大台にのせた後、

33年には約20％の比率をしめることになったのである（2）。

　そこで次に、表6－2により、日本製電球の主要な輸出市場の変遷に注目してみよう。

みられるように、20年代後半期の主要輸出先は北米（米国1カナダ）と中国（中華民国1

関東州）で、両者で全体の8～9割を占めていた。これに対して、30年代になると両地域の

位置が相対的に低下し、かわって英国および英領印度と南米（アルゼンチン1ブラジル）

のシェアが上昇した。

　一、｛のことは、30年代の日本の電球輸出が、北米ならびにアジアといったそれまでのr旧

市場」のみでなく、その他のr新市場」への積極的な進出を伴ないながら増大したことを
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表6－1　対英電球輸出の推移

（単位：千円薗％）

~~~lli ~ J !r"L¥~~: - ~~~~¥/_~ 5 b~+~-~~~~A,j~J:177~ 

4F7~~ (A) "'*t~f4F~~ (B) ~*~~ ~ 4 f ~~ 

B
/
A
 
(
'
/
*
)
 

1925 2, 222 7
 

o. 3 

.26 2, 955 33 12 71 O. 4 

27 3, 222 9
 
92 667 2. 9 

28 4, 532 41 258 180 5. 7 

29 5, 399 19 413 60 7. 6 

30 5, 316 -2 544 32 10. 2 

31 5, 874 10 719 32 12. 2 

32 10, 187 73 1, 734 141 17. O 

33 10, 167 -O 1, 966 13 19. 3 

（資料）『目本外国貿易年表』一各年版より作成

（注）対前年比（％）：マイナスは減少を示す
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意味している。なかでも対英輸出は、伸び率では南米地域には及ばないものの、上述のよ

うに20年代末以降に急増し、その結果、30年代に入ると表6－2に明らかなように、かつ

ての主要市場であったアジアを抜いて、アメリカにつぐ第二の輸出市場となるに至ったの

である。

2．イギリス市場における日本製電球の位置

　それではこうした日本の輸出は、輸入先であるイギリス市場でいかなる位置をしめたの

であろうか。今度は視点をかえて、イギリス側から日本の電球輸出を検討することにした

い。

　表6－3は、本章が注目する1930年代前半期に関して、イギリス本国における電球生産

および輸出入の推移をまとめたものである。みられるように、20ボルト以上（その他）球

を例外として、20ボルト以上のガス入および20ボルト以下の電球では、国内生産の増大と

ともに、あるいはそれを上回るぺ一スで輸出が増大した。とはいえそれは、表中の域内比

率が示すように、ほとんどが大英帝国域内向けであったことがわかる。

　他方、域外からの輸入に関してみた場合、まず20ボルト以下の小型電球の輸入浸透率の

高さが注目される。また20ボルト以上に関しては、ガス入電球における輸入の伸びが停滞

し、その結果国内自給率が上昇した。これに対して、その他の電球では、国内生産が停滞

し、逆に域外からの輸入が増大した結果、輸入浸透率が上昇するという状況にあった。

　さらに、英国市場におけるイギリス製品と輸入晶との電球価格を比較してみると、表6

－4のようになる。両者とも、大不況下に製晶価格が低落している点では共通してはいる

が、英国晶に比べて輸入品の価格下落が著しい。このことは、当該期に高価格晶の輸入が

減退し、かわって低価格晶が増大するという形で、輸入製品の相対価格が著しく下方にシ

フトしたことを示唆している。しかもすぐ後に検討するように、そづした低価格晶の輸入

増大を中心的に担ったのが、日本の電球工業であった。

　そこで、以上を裏づける目的から、英国市場への電球輸入が主にどこの国によって担わ

れたのかをみたのが表6－5である。なお20年代末から30年代初頭における日本の対英輸

出が電球輸出総額を大きく上回って増大したこと、その結果として対英輸出比率がこの時

顛顕著に増大したことは先に指摘した。

　そうした趨勢と連動するかのように、日本製品は、①輸入浸透率がきわめて高かった20
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表6－5 イギリズにおける輸入電球の主要国別シェアの推移

（単位：千個二％）

（1）20V以上（ガス入）
l-~'r･･- ~~ 14li' ; ~(~ i~*7 24~ ; ~i~~ ;~*7 34lt ; ~C-~~ i~l~7 /j¥ -h ~S p 
1929 ~-~y~' ; l 225 ; 42 7 A'-~ h ~ 7 ; 1 198 ; 41.7 7~l)~ 30j 1.0 85. 4 
30 ~･-~ h 1) 7 i 2 605 ; 64. o ~'~~~' ~ l 251 ; 30. 7 /¥+ ,V~' - ~ 63; 1.5 96. 2 
31 ~'-~ h ~ 7 i 2 246 ; 44. 7 /¥' ,V~' - ; 1 449 i 28. 8 ~'~~~' i 690 ; 13. 7 87. 2 

32 t-~ h y 7 ; 97 ; 27. 9 f¥' ,V~' - ; 84 i 24. 1 ~2~ ~ 78 ;22. 4 74. 4 
33 E]~~ i 1, 277 i60. 3 ~'~~l/' ; 60; 2.8 t-~ h) J ; 51; 2.4 65. 5 
34 E]~ ; 1, 632 i77. 3 )/i~~ ; 271 ; 12. 8 ~'-~ h l) 7 ; 62; 2.9 93. O 
（2）20V以上（その他）
/~t:r"- ~~ 14~: ~~ ~l:c7 2/~ ~~ ~l:c!7 34lt ~~~ ~1:C7 

/j ¥ E~f-h p 

1929 ~-~ hv 7 ; 3 881 ~ 48. 4
 
4~)7 1

 
093 ~ 13. 6 t~~~' j 1

 
051 i 13. 1 75. 1 

30 ~'-~ h ~ 7 ; 5 667 : 63. 9 t~ y~' l
 
089 i 12. 3 E]2~ 604 ; 6. 8

 
83. O
 

31 ~-~ h~ 7 ; 3 491 ~ 46. 8 E]2~: ;2, 175 ;29. 1 ~'~,/ P' 585 ~ 7.
 
8
 
83, 7 

32 El~ 4, 385 ;83. 5
 
~~ ~ p' 355 ; 6. 8 ~--~ h v 7 ~ 312 ; 5. 6 95. 9 

33 ~~~ 9, ol 5 ; 89. 3 t~ y p' 209 ; 2. 1 ~'-~ h ) 7 ; 197 i 2. O 93. 4 

34 El2~ 5, 868 ;92. 5
 
~ ~ y~' 145 ; 2. 3 94. 8 

（3）20V以下（フラツシュ・うンプ）

年次
1929

30

31

32

33

34

1位1数量　1シェア
日本118．47ゾ63．8
日本118．689163．5
日本…23，394…70．9

日本138．576191．2
日本137．277194．7
日本142．031193．1

2位1数量1シェア
ドイツ17423125．6
ドイツ…8946…30．4

ドイツ…8454…25．6

ドイツ…2115…5．0
ドイツ…1220…3．1

ドイツ…169713．8

3位1数量1シェア
チェコ1　99013．4
チェコ…　789…2．7

チェコ1　　　2．2
チェコ1111912．6
チェコ1　　　1．5
チェコ…　985≡2．2

小計

92．8

96．6

98．7
98．8

99．3

99．1

（資＊斗）Annua1　State魎ent　of－The　Trade　of　The　United　Kinをdo㎜

　　　各年版より形成
（注）1）1934年における20V以上（その他）の3位以下のデータは不明

　　　2）小計：1～3位のシェア合計
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ボルト以下の電球において約6割から9割へとシェアを上昇させ、②当該期に輸入浸透率

が上昇した20ボルト以上（その他）に関しても、30年には1割にすぎなかったシェアが32

年には一挙に8割に達し、③さらに31年までは上位主要国にすら入っていなかった20ボル

ト以上のガス入電球においても、33～34年には6～8割のシヱアをしめるに至ったことをみ

てとることができる。

　さらにここで注目すべきは、20ボルト以上球の輸入動向である。なおこの点に関して、

当該期にガス入電球の輸入が停滞したことはすでに指摘したが、前掲表6－5をもとにそ

の要因をみてみると、31～32年にかけて日本以外の主要ヨーロッパ諸国からの輸入の急減

が、そうした停滞の原因であったことがわかる。ところが、これとは全く対照的に日本か

らの輸出はこの間に著しく増大した。しかもそうした特徴は、その他の20ボルト以上球に

おいても同様にみてとることができる。

　かくして日本は、対英電球輸出において、20ボルト以下の小型電球を筆頭に全ての晶種

でトップの位置を獲得し、しかも他国と比較して圧倒的なシェアをしめたのである。

第2節　対英輸出問題の顕在化と日英電球協定の成立

1．日英電球問題の背景

　以上のように、ユ930年代初頭における英国市場への日本製電球の輸出増大は、日本側に

とっても、イギリス側にとっても重要な意味をもっていたといえる。そこで改めて日本製

電球の製晶別輸出動向に注目してみよう。

　なおその場合、前掲表6－4は電球の製晶分類別の情報としては、やや不十分さを否め

ない。このことから、日本の対英電球輸出問題が表面化する直前の1931年と33年に関して、

より詳しい分類によって対英輸出の実態をみたのが表6－6である。日英雨政府統計の間

には若千の相違もあるが、まず同表の構成比が示すように、日本の対英輸出の主力製品は

豆電球と家庭球であったことがわかる。しかも、両者は、31年から33年の輸出増加に対す

る寄与率においても高かった。

　つまり、先に注目した20ボルト以下の輸出増大は主に豆電球によって、また20ボルト以

上に関しては家庭球によって担われていたとみなすことができよう。そこでこれらの製晶
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表6－6 日本製電球の対英電球輸出数量統計

（単位：千個，％）

年度 　　1931　　　　　1933　　増加寄
実数　構成比　実数　構成比与率

！仲珊
家庭球

白動車球

豆球

変形球

合計

2目

｛庭球

2．2701　710．368118
．4564…　　！5 90881　16
2339417636428163
4531　1 23361　4
3068！1100　582201100
正、繍

白働車球

豆球

変形球

合計

（資料）

（注）

8000…25　14500125
30001　9 78001．13
18000156　29000150
30001　9 69201　12
32，OOO110058．2201100

29．4
16．4
47．3
6．8

100．O

24．8
18．3

42．O
15．O
100．O

『目本電球工業組合連合会沿革史』1943年
より作成・

増加寄与率：1931～33年の輪出増加に対す
る各電球の寄与率（％）

202　一



について、イギリス市場における日英双方の小売価格を比較したのが表6－7である。同

表から、イギリス市場への輸出増大は、同国製晶と比べて著しく低い価格によって行われ

ていたことがわかる。

　したがって以上から、主要ヨーロッパ諸国からの輸入が抑制されるなかで、単に20ボル

ト以下の小型球のみならず20ボルト以上の中1大型球においても、もっぱら日本製晶のみ

が集中豪雨的に英国へと流入し、低価格を武器に同国市場を蚕食していった実態をうかが

うことができよう。とはいえこうした事態の進展は、日英関係において以下のような問題

を顕在化させる．ことになったのである。

　当時のイギリス電球業界は、国内において、7～8割の国内企業を包摂する国内電球カル

テル（　Electric　Lamp脳anufacturers　Associati㎝＝EL舳）を結成し、特許権．の統制、

生産調整、仲介業および小売業著の統制、さらには各種の価格統制を行っていた。しかも

その他方で、有力企業は、EL舳とは全く別組織である国際電球カルテルに加盟し、市場割

当および販売数量協定に服していた（3）。

　こうした状況下で、上述のように20ボルト以上の電球では、30年代前半に主要ヨーロッ

パ諸国からの輸入が急減した。それは前掲表6－5にみられるように、主として国際カル

テル加盟国からの輸入急減によるものであった。これに対して日本製晶は、同カルテルに

未加盟のアウトサイダーの立場にあった。このことカ、ら上記統制の網をかいくぐろ形で英

国市場に参入し、カルテルの市場統制力を脅かしたのである。

　さらに、こうした日本製晶の集中豪雨的な流入は、大不況下に国内産業の復興。維持と

それによる恐慌からの脱出を主要課題とする英国政府にとっても、かかる課題と抵触する、

それゆえそのまま放置し得ないものであった。

　この点例えば、イギリスでは、当時、景気回復を意図して住宅建築の促進をはかったが、

それを一つの誘因として電力消費が増加し、それにともなって電球需要も増加した。これ

らの需要増は、主として中産階級以下層の消費者増大に負うものであり、しかも不況下に

おいては、より低価格の製品が選好された。そこで、こうした動向に対応して低価格販売

のチヱーン店が勃興し、6ペンス以下の低廉な電球販売が大々的に行われるに至った。そ

の場合、これら電球のほとんどが日本製晶であり、英国製晶はそうした日本製晶の流入に

圧迫されることになった（4）。いわば景気政策によって人為的に創出された国内需要が、日

泰からの輸入によって食われてしまうという事態が生じたのである。

　かくして、実質上日本をターゲットとする電球の輸入規制問題がイギリスにて表面化す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　203　一



表6－7 英国内市場における電球小売価格の比較

（資料）

（注）

（1934～35年）

英国製目本製
家庭球（ペンス）
．．．．、最蔽．．．．．．最低

2
8
6

6
3

フラツシュランプ （ペンス）
、．．．最商．、．、．．　最低

6
3
2
1

クリスマスセソト（シリング）

．．．．最蕨．．．．1最低

3
0
2
0

1
0
．
5
2
．
9

『海外経済事情』第14号、1936年より作成
1）家庭球はガス入り100ワット電球
2）家庭球最高値は国内電球組合（ELMA）価格
3）クリスマス国セットの目本製最高値はストロング杜以外の小売価格

4）クリスマス画セットは同じ体裁で同じ数とは限らないので厳密性に

　欠ける
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るに至り、1933年6月頃から英国側の緊迫した情勢が、駐英商務官より外務省に度々報告さ

れることになる（5）。そこでこうした間題に対処するため、33年以降日英間で電球輸出数量

をめぐる交渉が開始されることになった。項を改め、この交渉過程に注目することにした

い。

2．第1次目英電球協定の成立過程

　表6－8にみられるように、日英間の交渉は、33年11月英国商務省顧問ウイルソンが、

日本製電球の低価格輸出に対する抗議とその自主規制を日本側に要講したことをもって端

緒とする（6）。

　ウイルソンは、日本製品の“法外なる濫売”は、上述のように英国メーカーならびに同

カルテルにとって多大の脅威となっていることを強調した。そしてこうした日本製晶の輸

入規制策として関税引上げの要請カく高まり、政府では関税諮間委貝会においてこの申請を

受理し、現在審議中であることを伝えた。それとともに、英国政府としては、「日英棉業

代表間二協議進行中ナル現状二鑑ミ成ル可クハ穏便二処理シ度キ意向」であるが、r（英国）

当業者側ノ態度強硬」であり、政府としても場合によっては、r禁止的高率ノ関税ヲ課ス

ルノ已ムヲ得サルニ至ルヤモ知レサル」として、日本側に「安値輸出抑制」に関する施策

を「懇講」したのである。

　そこで、外務省は、商工省と協力して電球業界に対して対処策を勧奨したが、この時点

では対処策を検討する全国的な連合組織が業界に存在しなかった。このことから東京およ

び関西の工薬組合は、商工省と協議しつつかかる組織の結成を急ぎ、その結果、33年11月

30日に日本電球工業組合連合会（以下、電工連と略記する）が設立されたのである。

　設立後、電工連は、①対英輸出に際して、加盟企薬個々ではなく同会が一括して直接受

注をとりまとめること、②商工省令による強制検査を実施して粗製克の規制を行うこと、

③価格協定によって輸出価格の切り下げを規制するとともに価格の引上げを実施すること、

の3点を桂とする統制策を英国側に提示した。

　これに対して英国側は、たとえ仮に3～5割程度の値上げを協定したと’しても、日本製

品が現行通り流入することはほぽ確実であり、かかる措置のみでは英国内の禁止的輸入関

桃要求の高揚を鎮静化しえないとした。実際、前掲表6－4、表6－7にみられるように、

当時、英国製品と輸入品、特に日本製晶とは3倍以上の価格差があったから、英国側が言

205



表6－8 第一次対英電球輸出数量協定の成立過程

1鯛3年

n月4目
　。10目

11月30胃

12月7目

12月12目

1934年
1月16目

1月23目

1月24貝

1月26目

2月1胃

2月5目

2月15目

2月23目

3月5胃

3月10目

4月18胃

4月29目

5月7目

5月28目

英国商務省顧間ウイルィンより目本製電球の廉価輸出に対する抗議および
その抑制措置について要請あり

冒本電球工業組合連合会の結成：白主統制案（①連合会による一手受注。

②省令弾制検査の実施。③単価協定による販売価格の引上）を策定

英国側：目本案（目本製電球の3～5割値上げ措置）では納得しえない旨
を伝える

1）松山商務官：目本電球の対英輸出統制に関して連合会の活動とタイアヅ

　ブする形で英国に直輸入商組合を組織する計画を英国側に伝える
2）連合会：①輸入組合との一手取引。②今後の対英輸出数量に関して英国

　側と協定締結の意向あることを伝える→対仲電球輸出協定交渉へ

茱国側：①目本側の輸出統制の意向を尊重し直ちに高率な関税障壁の設定
をなさない。②1934年度貝本製電球の対英輸入数量案（30～32年輸入平均
の50％）を提示

冒本側：34年度の協定数を32～3年の輸出平均数量とすることを提案
　　　　　　→英国側：目本案に対して反対の意向を表明

目本電球直輸入商組合創立（外務省着電）

目本側：連合会理事会を招集し協定数量に関して再提案を行う
　（第1案）34年の対英輸出数量は31～33年の輸出平均数量を限度とする
　（第2案）34年の対英輸出数量は31～32年の平均数量による

輸入数量をめぐる目本側と英国側統計との相違について目英間で協議

連合会理事会を開催：1931～32年の平均を34年度の輸入数量とすることを
改めて提案

商工省令検査法を実施

松山商務官二目本案（2月5員決定）を英国側に提出

英国側：最終案を提示

連合会緊急理事会を召集し上記英国案を検討

ウイルソン：家庭球に関する譲歩案を提示（最高限度500万個）、

英国側：これ以上の譲歩の余地無く目英交渉の打切りの意向を表明

連合会緊急理事会を開催：目葉交渉決裂を回避するため英国最終案受入れ
を決定

目　間で電球輸出数量協定成立

（資料）外務省『英国向本邦輸出統制』、

　　　　『京城目報』などにより作成

『冒刊工業新聞』、『中外商業新報』
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うように“3～5割程度”の価格引上げでは、実質的な効力は乏しいものであったと言わ

ざるをえない。

　かくして英国側は、「関税引上による方法以外の方法にて国内産業を保護するには是非

共数量を制限せざるべからざる」（7）として、単なる価格統制のみならず数量自体の規制を

日本側に迫ることとなった。他方、日本側としても、本交渉直前にゴム靴が禁止的高関税

を課せられ、その緒果、輸入が岳無となった現状を目の当たりにして、そうした英国側の

要求に応ぜざるを得なかったのである。

　かかる数量交渉は34年1月以降に開始され、同年5月に日英間で協定が締結された（表6

－8）。なお、連合会発足とほぽ同時期に、対英輸出統制を担う輸出者の団体として、対

英電球輸出組合が同年2月に設立された（8）。また同年1月には、イギリスでも英国電球輸入

組合が設立されており、まずこあ輸入組合と電工連との折衝を踏まえて上記協定が締結さ

れ、次にこの協定に基づく対英輸出統制業務の運営に関しては、対英電球輸出組合が当た

ることになったわけである。

　さて表6－8にみられるように、日英間で争点の中心となったのは、輸出数量枠を決定

する際の基準であった。なおその場合、日本の対英輸出が、前飾で注目したように32，33

の両年に急増したこと、しかも英国統計でみた場合（前掲表6－6）、33年に家庭球の増

大が顕著であった点に注目する必要がある。

　っまり、かかる実態把握を背景として、極力輸入を抑制しようとする英国側は、基準を

30～32年の平均輸入量によるとし、33年の急増期を算定に組み入れることに反対したもの

と考えることができる。これに対して、現行の輸出水準を確保したい日本側は、当初、32

～33年の平均数量を算定基準とすることを主張した。その緒果、最終的には両者の主張す

る期間をほぽ折衷する形で、30年7月1日より33年6月30日までの平均輸入数量を基準とする

ことに決定したのである。

　そこで改めて、34年1月26日時点で作成された電工連による協定案と、最終決定された数

量とを比較してみよう。表6－9は、前者の要求が後者の時点でどれくらい削減されるに

至ったのかについて算定したものである。それによれば、日本側が要求した数量に比べて

実際のそれは、自動車球、豆球で1～2．5割、家庭球、変形球に至っては6～8割の削減を受

けたことがわかる（9）。またこの協定数は、33年の対英輸出実績と比べても、その約4～6割

を削減するという大幅なものであったといえる（表6・一9　C項参照）。

　したがって、こうした大幅な削減をともなう輸出規制は、当然のことながら「一九三三
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年度を常態とせる工場設備に於ける本邦輸出電球製造者に対する割当にも非常なる困難を

来す」（川ことになった。そして重要なのは、やがてこうした規制をめぐって新たな問題

が顕在化することになった点である。そこで節を改めて、この点を立ち入って検討するこ

とにしたい。

第3節　対英電球輸出統制の展開と朝鮮経由輸出問題

1．日英協定締結後の対英輸出と35年度協定

　まずはじめに協定締結後の対英輸出に注目するならば、上記の協定にもかかわらずその

後の実態は、決して輸出統制が有効に機能したとは言い難いものであった。すなわち、当

時の現地報告によれば、1934年4月～12月までの9ヶ月間で、すでに約1，200万個にのぽる

輸出超過が生じ、さらにその後も無検査晶が多数輸出されるという事態に立ち至っていた

からである（川。

　また実際、表6－10に明らかなように、協定期間（34年3月～35年2月）中の年間輸出実績

を協定数と比較してみた場合、ゆいいつ自動車球のみが協定枠内の輸出にとどまったにす

ぎず、他は協定量の2割から8割にものぽる輸出超過を記録した。その結果、当時の英国

では、両国間協定による輸入規制に代わって、関税諮問委員会による関税引上げの勧告を

採用すべきであるとする論調が再び高まったのである。

　ところで、こうした輸出超過の事態に関して、日本側は、（1）先の協定期間が、協定締結

以降（34年5月）の輸出に対してではなく、いまだ自主規制を実施していなかった同年3月

にまで遡及する形で適用されたこと、（2）日本の統制組織（電工連およぴ対英輸出組合）は、

事態の緊急性に直面し急遼設立されたため、十分な準備を整えたうえで統制の遂行にあた

ることができなかったこと、（3）本国の管理がおよばない植民地および第三国を経由する形

の輸出が後を絶たなかったことをその理由にあげている（’2）。

　このうち（1）と（2）は、輸出統制への移行にともなって生じた、いわばこの期間に特有な

要因であり、今後統制が遂行される過程で改善ないし解消される性格のものであった。こ

れド対して（3）は、後にみるように、単に業界団体による統制方法を改善ないし強化すれば

白ずと解消される問題ではなかった。事実、この問題は、35年度の日英協定をめぐって輸
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表6－10．第一次日英協定とその後の対英輸出実績

（単位二千個、％）

（資料） 『目刊工業新聞』1935年5月10白号より作成

（注）　1）期間：1934年3月1月～35年2月28目
　　　　2）幣出実績は英国側輸入統計による
　　　　3）趨過率（％）：（BTA）／A、マイナスは割当枠

　　　　　の未達成を示す

2ユO



出統制が強化される過程で、改めてクローズ1アップされるに至るのである。

　そこで以下ではさらに、35年度における第2次日英協定の成立過程に注目することにし

たい。両国間の交渉は35年1月に開始されるが、イギリス側は、当初、輸入数量枠の増加は

しないものの、前年度と同様の数量は認めるとする意向を示していた。

　ところがその後、①20ヴォルト以上球および白動車球は現行協定を継続するが、②豆球

とその他の電球（小型変形1トンガリ球）に関しては、課税による自由輸入制とするという

二元的規制策の採用を日本側に打診してきた。なおここで言う“課税による自由輸入制”

とは、関税諮問委貝会の答申を採用した実質上の輸入禁止措置であった（川。

　イギリス側ρこの方針転換の理由は必ずしも明らかではない。しかしそれが、協定を大

幅に超える日本製品の流入と、それにともなう保護主義圧力の増大を背景としたものであ

ったことは間違いなかろう。さらにこの点に関しては、前掲表6－Oの協定超過量および

趨過率に明らかなように、家庭球と白動車球では比較的協定が遵守されているのに対して、

豆球、変形球では大幅な輸出超過となっていた事実が重要である。つまり、豆球と変形球

に厳しい上記二元案への転換は、こうした実態を踏まえた措置であったと推定される。

　そこで、こうした英国の態度硬化に直面して日本側は、「電球ヲニ分シテ異ル取扱ヲ受

クルハ面白カラサヌノミナラスー旦高率ノ関税ヲ賦課セラルレハ其引下ハ容易」ではなく、

さらにその後、　r課税範囲ヲ拡大セラルル危険性モアル」ことから、r極力之ヲ排除スル

方針」でのぞむこととなり（川、独自の統制強化策を提示して英国側との再交渉を行なっ

た。その結果、上記高関税策の採用は回避され、35年5月、前協定と実質的に同内容の新協

定が成立するに至ったのである。

2．朝鮮電球輸出の実態

　以上のように、新協定の成立過程で英国関税政策の強化という事態に対処するため、日

本側は統制をより強化して、輸出超過を取締まる必要に遣られることになった。その際、

r内地産未検査不良電球ノ朝鮮経由ノ海外輸出増加スルニ至リ之カ為本件対英輸出電球統

制ノ確保困難二陥リタリ」（’5）と指摘されたように、そうした輸出超過の主要因とされた

のが朝鮮を経由した対英輸出の急増であった。

　当時の植民地朝鮮では、日本本国と異なり工業組合法および重要輸出品取締規則が存在

しなかった。つまり、朝鮮は本国工業組合法の適用除外地域であり、同法にもとづく本国
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での生産1販売・価格などに関する組合統制がおよばない白由輸出地域であったのである。

以上に加えて、朝鮮には不良電球の取締規則もなかったことから、同地からの輸出晶は、

本国の電工連による製晶検査を受ける必要もなかった。このことから、国内の組合統制お

よび検査を免れた国内産の無検査製晶が、朝鮮を経由して海外へと大量に輸出されるとい

う事態が生じたのである。

　なお、軸鮮からの電球輸出に関しては不明な点も多い。とはいえ、当時の資料による指

摘から1933年時点の輸出を確認しうることから、朝鮮では統制開始以前からすでに輸出が

行われていたと考えることができる。しかしながら、それが急増するに至ったのは、まさ

に日英協定に基づいて本国で輸出自主統制が開始された後、より正確に言えば34年末以降

であった（’6）。すなわち、朝鮮からの輸出数量は、33年に18，000個、34年26，400個にすぎ

なかったものが、35年1～7月まであ間にすでに2，600万個と驚異的な額に達したのである

（川。

　そこで以上のような朝鮮電球輸出に関して、表6－11は、それが現地生産によるものか、

あるいは内地からの経由輸出によるものかで分類し、その動向をみたものである。特に35

年前半期に注目した場合、①当該期の輸出のほとんどが経由輸出によるものであり、②し

かも同年1月から4月にかけてその量は急増し、③5～6月においても40～50万ダースの水準

を維持したことがわかる。それ以後の推移と対比するならば、まさにこの時期が朝鮮から

の経由輸出の最盛期であったということができよう。

　次に、こうした朝鮮電球輸出全体にしめる対英輸出の地位をみるために、地域別に輸出

実態を整理したのが表6－12である。資料上の制約から35年後半期の輸出実態は判然とし

ないが、同年前半期でみるかぎり、対英輸出は全体の約2割、米国市場についで重要な位

置をしめていた。

　しかも表6－13にみられるように、35年初旬（1～3月）に関しては、対英輸串が全体の

約5割に達していた事実が注目されよう。当該期は日英間で超過輸出の急増が問題となっ

ていた時期であったが、まさにそれと同じ時期に、朝鮮では英国市場を主要な仕向け地と

する形で、日本本国からの経曲輸出が急増したのである（’8）。

3」二、輸出統制の強化と朝鮮経由輸出規制

したがって、35年新協定締結以降における日本の対英輸出統制にとっては、そうした朝
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表6－11 朝鮮電球輸出の推移 （1935～37年）

（単位：打）
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表6－13 朝鮮における対英電球輸出の権移

（単位：打）

~F')s ~~t~~ (A) A~ ~l p+ (B) A/B 
35~F 2 100, 233 191, 917 52. 2 
3
 
172, 967 377, 559 45. 8 

4
 
31, 033 499, 324 6. 2 

5
 
l I , 968 488, 227. *2. 5 

6
 
120, 219 415, 317 28. 9 

7
 
65, 747 305, 031 21. 6 

36~F 1 O
 
25, 616 O. O 

2
 

O
 
51, 438 o. O 

3
 

O
 
142, 739 O. O 

4
 
95, 833 146, 383 65. 5 

5
 
58, 375 149, 322 39. 1 

6
 
93, Oll 250, 704 37. 1 

7
 
1 12, 958 23.1, 389 48. 8 

8
 
184, 791 290, 577 63. 6 

9
 
56, 173 265, 834 21. 1 

10 12, 699 270, 240 4. 7 

11 5, 500 284, 235 1. 9 

12 2 083 328 967 O. 6 
374F 1 3, 667 172, 507 2. 1 

2
 
8, 333 169, 904 4. 9 

3
 
57, 500 327, 329 17. 6 

4
 
63, 599 330, 126 19. 3 

5
 
80, 667 298, 039 27. l 

6
 
163, 077 321, 140 50. 8 

7
 
180, 335 495, 513 36. 4 

8
 
137, 540 415, 308 33. 1 

9
 
67, 007 400, 456 16. 7 

10 70, 504 492, 245 14. 3 

11 8, 608 353, 968 2. 4 

12 667 362 171 O. 2 

（資料）1）35年：『東京輸出電球工業組合史』1943年

　　　2）36～37年：『朝鮮貿易月表』各月版
（注）　1）35年2月値は1～2月の合計

　　　2）1935年8～12月は不明

　　　3）合計B：朝鮮電球輸出の総計
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鮮経由輸出の増大をいかに規制するかが主要課題となった。そこで、改めて上記協定締結

の際に日本側が提示した統制強化策に注目することにしたい。その要点は、（1）輸出組合法

第8条の発動、（2）英国輸入組合員の拡充、（3）朝鮮経由輸出の取締りと内地朝鮮間協定の

締結、（4）第三国経由輸出の取締りを行うという点にあった。

　このうち、（1）は対英輸出組合加盟者か否かにかかわらず、組合の定める輸出取締、輸出

数量、輸出価格および取引方法に関する制限に従うことを強制することにより、輸出組合

の統制力を高める措置であった。

　また、34年の対英輸出統制の開始と前後して英国電球輸入組合が成立し、上記輸出組合

と連携しつつ業務を遂行することになった点は先に指摘した。これによって日本の輸出業

者は、輸入組合加盟者とのみ取引を行うことを原則とすることになったが、同組合はごく

少数の輸入業者のみで組織されそいたために非組含員との取引が横行し、輸出統制の実効

力をそぐ一因となっていた。そこで（2）は、こうした問題に対処する目的から、非組合員の

加入をはかるというものであった。

　さらに（3）と（4）は、輸出統制にとって最大の問題であった朝鮮および第三国経由輸出の

取締りを意図した措置である。まず（4）は、英国向け以外の輸出統制を担う日本電球輸出組

合が、各市場ごとに経由輸出の取締りを行うというものであった。他方、（3）は、朝鮮に重

要輸出晶検査規則を制定し、内地と同様に未検査晶の輸出を取締まり、そのうえで後述の

ような内鮮間協定を結んで、朝鮮からの対英輸出数量を先の日英協定にリンクさせ、その

規制を行うことを柱としていた。

　つまり全体的にみて、（ユ）と（2）で輸出、輸入両組合の統制力と連携を強化するとともに、

（3）と（4）により経由輸出をチヱックすることで対英輸出統制の実効力を高めようとしたも

のと捉えることができる。そしてそのなかでも、実際の統制手段として重要な意味をもっ

たのは、（1）と（3）であった。

　その場合、まず第一に、（1）の統制法発動が、実は経由輸出規制の二環として位置づけら

れていた点に注目する必要がある。すなわち、（工）は上述のように輸出数量や価格などの制

限とともに、輸出取締をアウトサイダーにも強制する措置であったが、その服従すべき組

合の統制規定には、組合の承認がなければ完成晶を植民地や第三国市場を一経由して英本国

に輸出できないこと（第18条）、また未完成晶をいったん植民地、第三国市場に輸移出し

走後、完成晶として英本国に輸出することもできない（第19条）とする規定が含まれてい

たからである（19）。
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　そして、そうした輸出取締りにおいてメイン・ターゲットとされたのが、朝鮮からの経

由輸出であった。つまり上記（1）と（3）の措置は、前者により本国サイドから朝鮮移出行為

を規制し、後者は朝鮮サイドからそれを取締まるという点で密接な関連を持っていたとい

えるのである。

　さらに第二として、（3）の施策として実施にうつされた輸出検査とその効果に注目するこ

とにしたい。朝鮮における輸出晶検査に関しては二朝鮮経由輸出問題が顕在化した34年11

月さらに翌年2月に、電工連が朝鮮総督府（以下、単に総督府と略記する）に対してその実

施を繰り返し陳情していた（川。しかしなかなかその実施には至らず、35年4月にようやく

朝鮮総督府令により朝鮮重要輸出晶検査規則が制定され、これにもとづいて内地と同様の

検査が同年5月から実施されることになったのである。

　その際、総督府は、①朝鮮からの経由輸出を行ってきた業者に対し、当分の間、従来通

りの方法を許すこと、②その後は朝鮮の現地生産を保護するため、本国からの経曲晶に対

しては3倍の検査料を徴収するとの’方針を示した（川。

　しかしながらそれは、本国の輸出統制からすれば、　“当分の期間”がいつまで続くかと

いう点を含めて、はなはだ緩い規制であった。この点、例えぱr東京輸出電球工業組合史』

は、かかる取締りが十分な効果を治めなかった理由として、r規則発令後日猶ほ浅く、検

査設備の見るべきものなき為め」とする事情とともに、　「朝鮮当局の之等に対する検査及

び取締に何等誠意の見るべきものなき事」をあげている（22）。

　またそれは、上記検査がたとえ3倍程度の検査料を課したとしても、なお利益をあげう

る低価格晶の経由輸出が後を絶たないという危険性をも内包するものであった。実際、前

掲表6－1に明らかなように、検査実施直後の35年5～6月期における内地産電球の経由輸

出は、実施煎の4月と比べ若千の減少をみせたものの、依然として高い水準を維持したの

である。つまり、　「其後（検査実施後）二於テモ前記内地産不良電球ノ朝鮮経由輸出依然

増加ノ傾向ヲ示シ」、　「法令ノ実績見ルベキモノナカリ」というのカミ実状であった（23）。

　その結果、朝鮮からの電球輸出は、本国の電球統制に対して、以下のような影響を及ぽ

すことになった。

　第一は、日本本国に対する英国向け電球受注が、35年度日英協定による’数量統制の開始

直後の同年6月の時点で、ほとんど皆無になるという事態が生じたことである。ちなみに

台4年度の対英輸出においては、5月にすでに1年分の割当量を輸出しつくし、電工連は、

それ以降の輸出抑制に苦慮した。これに対して35年度は、受注シーズンが到来したにも関
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わらず、本国への受注量は6月までの時点で割当量のわずか半数に満たないという状況が

生じたのである。そしてそれは、本国へと向かうはずの受注が、朝鮮を中心とする経由晶

によって蚕食された緒果であった（24）。

　ちなみにこうした経由輸出に対しては、先に指摘したように、本国では輸出組合法を発

動し、同法第9条を適用する（35年4月）とともに、朝鮮でも輸出検査を実施してその取締り

にあたった。さらに電工連も、朝鮮での検査が実施に移されるまでの期間（同年3～4月）、

朝鮮移出球への暫定的対抗策として、統制品の割引（4～12％）販売を実施した（25）。そう

した一連の措置にともなって、朝鮮からの対英輸出は、前掲表6－13にみられるように、

35年4月から5月にかけて著しく減少した。

　ところが、6月になると再び朝鮮からの対英輸出は増大に転じ、その結果として、本国へ

の受注は漸次減少し、上述のように輸出業者からの注文が皆無となるに至った。しかもこ

うした事態は、本国において電工連傘下の組合員による朝鮮経由輸出すら誘発することに

なったのである（26）。

　さらに第二として、以上みてきた朝鮮経由輸出問題は、日本国内で問題となっていた東

京輸出電球工業組合（以下、東京工組と略記）と関東電球製造工業組合（同、関東工組）との

いわゆる団体協約締結交渉にも重大な影響を与えることになった点が重要である。

　このうち前者は電工連傘下の工業組合であり、これに対して後者は前者の下で下請を行

う業者により設立された組合であった。すでに第4章で言及したように、斯業では工業組

合への問星の加入を阻止できず、むしろ生産を兼営するr加工問星」が組合運営を主導す

ることとなっていた。これに対して下請メーカーは、工業組合への加盟を許されず、その

結果、輸出統制の展開過程において小規模経営ならびに従業員の生活が危機に直面すると

いう問題が生じた。このことから下講業者は、関東工組を独白に設立し、東京工組と団体

契約を結ぶことで受注を安定的に確保しようとしたのである。

　東京工組と関東工組との協議は、まさに朝鮮経由輸出問題が顕在化していた時期とオー

バー1ラップする形で1935年5月14日、さらに同年6月13日に、それぞれ東京府商工課と商

工省の斡旋によって行われた。そしてこの交渉では、いずれも上記朝鮮問題が焦点の一つ

とされた。すなわち、関東工組側はr朝鮮からの輸出等の結果生産請負高が減少せる為之

畔加雛されたい」と要望したのに対して・東京工組側はr関東製岳（一関東工組）が

希望する同組合の団体下請契約は朝鮮移出間題の解決を見ない限り要望に副ひ難し」とし

たのである（27）。
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　この点をさらに敷術するならば、東京工組側の主張とは、一方でかりに団体契約を結ぴ

下講側に一定の受注量を保障したとしても、その他方で統制を回避する経曲輸出が急増し、

その結果電工連からの輸出割当が減少するといった事態が生ずることになれば、下請側と

の契約を十分に履行しがたいというものであった。実際、前述のように朝鮮経由輸出の急

増にともない対英受注が大幅に減少していた当時の状況を勘案すれぱ、たとえ団体契約の

締結を商工省、東京府が懲想したとしても、東京工組側は容易に受入れられるものでなか

ったと考えられる。

　このように朝鮮における電球輸出問題は、単に日英間の協定維持という対外関係にとど

まらず、国内の問屋。下請メー力一関係にまで重大な影響を及ぽす性格を内包していたの

である。しかもそれは、上述のように単に輸出検査によって内地未検査晶を取締まれば解

決されるというものではなかったことにも留意する必要がある。

　そこでこの問題への対処策として、内地と朝鮮とが輸出数量協定を結び、朝鮮輸出を一

定の枠内にとどめる対策が講じられるに至る。その場合注目されるのは、かかる協定の成

立とその後の過程において、本国統制と朝鮮r工業化」との対立が新たに顕在化すること

になったことである。この点に関して、節を改めて考察することにしたい。

第4節　対英電球輸出をめぐる内地1朝鮮間の対立とその調整

1．内地1朝鮮聞での電球協定の成立

　内地と朝鮮間での協定締結への動きは、まさに朝鮮からの輸出が再び増大し始めた1935

年6月末、電工連が朝鮮との数量協定締結の斡旋を拓務省に陳情するに至ったことに始まる。

さらにロンドン駐在の松山商務官より、日英協定維持の観点から朝鮮輸出問題対策の要請

を受けたのを契機として、同年8月末、商工省および電工連、対英電球輸出組合の代表者に．

よって、官民協議会が開催された（28）。その結果、内地側の基本方針として朝鮮問題解決

案が策定され、商工省、電工連、輸出組合関係者は朝鮮に赴き、総督府および現地業者と

上記対策に関して協議することになったのである。

　。内地と朝鮮両者による協議は、35年9月6日から7日にかけて行われ、同日に協定覚書に調

印、9日に同細目の協定を完了した（29）。この交渉において内地側は、①内地品の朝鮮経
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由輸出を禁止すること、②その見返りとして朝鮮現地製晶に関しては、内地輸出組合によ

る一手買取を条件に一定枠内での対英輸出を認めること、③しかもその場合、内地と同様

の厳密な検査を経た後に輸出すること’を朝鮮側に要請した（30）。これに対して朝鮮側も、

r朝鮮産業の特殊性を認めること」を条件として、この提案を受け入れたのである（川。

　こうして上記提案を具体化する形で、内鮮電球協定が締結されるが、この協定は、（ユ）内

地晶の経由輸出については、対英輸出組合、電工連が内地業者を厳重に取締まるとともに、

朝鮮側の業界団体である輸出電球同業組合もこれに協力して同輸出を阻止すること、（2）朝

鮮現地製晶の対英輸出に関しては、1935年9月～36年2月までの半年間に、家庭球および自

動車球は計30万個、豆球および小型変形球は計150万個を輸出し得ること、（3）さらに36年

度以降の割当に関しては、日英両国間の協定成立と同時に両者で改めて協議することとし、

その場合上記割当てを先例としないことを柱として構成されていた（32）。

　なお行論の関係上、ここで35年度日英協定の製品別輸出割当量の半年分を、35年9月～3

6年2月までの対英輸出可能数量と仮定して、上記朝鮮への割当比率を推計した場合、家庭

球および自動車球は協定数量の約6％、豆球と小型変形球は約7％に相当することになる。

　さて、この内鮮間協議における内地側の意向は、上述のように一方で朝鮮経由輸出を禁

止するとともに、その他方では現地製晶の輸出を本国の傘下におさめ、内地と朝鮮の両輸

出を一元的に統制しようとするものであった。

　これに対して朝鮮業界（朝鮮電球同業組合）は、上記（工）に関しては、内地からの粗製品

の流入を抑えることが朝鮮電球工業の発展に好結果をもたらすとして、基本的に同意する

意向を示していた。つまりそれは、内地。朝鮮両者のコンセンサスがほぽ得られた結果に

よるものであったといえる。

　ところがそれとは対照的に、問題の焦点となったのは（2）にもとづく割当数量であった。

上記の協定は、・対英輸出協定量の一定枠を、朝鮮に対していわば公的に移譲するものであ

った。とはいえ当時の指摘によれば、朝鮮製晶の対英輸出は、その蒔点ですでに上記割当

量の9割以上に達していたとされておりく33〕、とすればこの措置は朝鮮の対英輸出量を現

行水準に抑え込む意味をもっていた。反対に朝鮮側にとってそれは、自己の電球工業をほ

ぼ現行規模の状態で固定化されかねないものであったといえる。実際、両一者の交渉過程に

おいて、朝鮮側が、上記の割当はr鮮内業者にとっては致命的な圧追」（34）と主張したの

ぽ〉以上の理由によるものと解することができよう。一
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2I電球統制に対する朝鮮総督府の政策スタンス

　さらに以上の内鮮間の交渉過程をとらえるうえでは、当時の朝鮮総督府の意向ならびに

スタンスに注目する必要がある。

　この点に関して、総督府当局者は、電球での内鮮間交渉が開始されたのとほぽ同時期に、

r輸出貿易統制に付きましては二1“最近漸くアメリカ方面、南洋方面、及びヨーロッパ方

面にも向き掛けて来てをりますので、対外的国際関係を考へなければならない。それで出

来得る限り内地の統制に協力する必要がある」（35）として、内地統制への協力姿勢を示し

た。なかでも注目されるのは、　「輸出検査に付きましては、出来得る隈り内地に於ける検

査と同程度の厳重さを以て、行ふ必要がある」（36）としたことである。

　同様に、朝鮮「工業化」政策め積極的な推進者であった総督府殖産局長穂積真六郎も、

r朝鮮も出来る丈け内地と検査其他の取締を同一にして、決して朝鮮から輸出する為に、

不当な利益を得させては成らぬ」とし、r総督府でも充分腹をきめて検査規則も出し、其

他の方法に依つても充分の統制を図つて行く覚悟で居ります」として、輸出検査は内地に

協力しつつ厳格に対処する方針であることを示していた（37）。

　とはいえその他方で、以下のような独白のスタンスに立脚していた点を看過できない。

すなわち、　「輸出数量の割当といふ問題を考へます時、従来及び現在を基礎にして将来を

トされ、将来は割当の増加を認めないといふ態度で若し内地が出て来るならば、それは敢

然として排撃すべきではなからうかと思ひます」（38）として、対象となる産業の将来的な

発展およびそれにともなう輸出増を制約するような統制に対しては、協力しえないことを

強調したのである。

　そして以上の基本的スタンスは、輸出電球の内鮮間統制においても踏襲されたとみるこ

とができる。’具体的たは、まず第一に、総督府はr朝鮮の［電球］産薬擁護の見地から検査

を厳重に行ひ内地晶の侵入を防ぐこと」を重視するスタンスに立っていた（39）。ただしそ

の場合、この措置は、あくまで“産業擁護の見地”つまり朝鮮r工業化」の一環としての

現地電球工業の育成1保護を主たる目的としていた点が重要である。

　この点に関連して、すでに序章ならびに第5章にて検討したように、朝鮮総督府による

t工業化」戦略は、現地産業の育成1発展を支援することで、従来のいわゆる米穀モノエ

キスポート構造からの脱却と農村過剰人口の吸収をはかることを課題としていた。電球工
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業の場含にも、そうしたスタンスから、朝鮮を単に内地製晶の経由基地として利用する行

為はこれを取締り、それに代わって工業化の促進、すなわち現地生産の拡大による輸出増

を意図していたということができよう。

　その他方で、第二として、総督府は、「電球統制に対する措置を決定することは単に電

球業のみに止らず今後朝鮮産業の全面に亘つて問題化している内鮮一元統制の帰趨を決定

する重大基調となる」として、内地側が強調する一元的統制には「極めて慎重の態度」を

とった点が注目される。このスタンスから総督府は、数量協定の締結には上述のように“

朝鮮産業の特殊性を認めることを条件”として協力したものの、具体的な割当については

r助長啓発時代にある朝鮮産業界の現状では輸出生産等の圧迫は不当である」との態度を

堅持したのである（川。

　しかしながら本国の電球業界からみれば、以上のような総督府によるr工業化」政策は、

現地アウトサイダーの背後にあってそれを支援するものであり、そのスタンスは本国統制

とは相容れない、あるいはその効力を減衰させかねない要因として大きな問題であった。

この点は、例えば電工連が1936年に日本経済連盟会に提出した「貿易統制二関スル意見」

において端的に見ることができる。

　このなかで電工連は、　「外地ノ内地統制二服従セザル原因」として、　「輸出制隈ヲ受ク

ルコト」および「新興産業タル立場二於テ自由ノ束縛ヲ欲セザルコト」の2点をあげ、そ

れを根拠として「非協調的態度」をとる外地業者とともに、r之ガ監督ノ地位二在ル者モ

敢テ之ガ抑制ヲ努メザル」点を厳しく批判している。そしてかかる見地から、内外地の数

量割当などの統制は、外地の独白な政策スタンスに左右されることのない「内閣直属統制

機関ニヨリ行使」されることを要望したのであったく41）。

　したがって、以上の点を踏まえるならば、内地側の原案を基本とする形で内鮮協定が成

立したとはいえ、そのことをもって直ちに斯業における本国と植民地との対立関係が解消

に向かい、一元的統制が実現したとは言い難いものであったことが推察できる。実際、そ

れを裏づけるものとして、上記協定成立直後からすでに内地輸出電球業者は、rこの協定

に何等の期待をも懸けず、商工省及日本電球工業組合連合会をしてすくなからず困惑せし

めてゐる」（42）という状況が存在したのである。

　特にここで注目されるのは、その理由が、「如何に内地側で躍起の運動並に協調樹立に

娃んでも朝鮮総督府の産業に対する根本方針即ち電球工業の発達助成方針には毫も変化が

なく、1H結局生産は益々多数を要望してゐるし対英輸出電球の割当数の如きは単に内地か
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ら出張した代表者の対面問題位としか考えてゐない」く43）という点にあったことである。

つまり、内地側は、先に指摘した総督府による現地産業の育成を重視した独自のスタンス

を改めて問題としたのである。

3．協定成立以降の朝鮮電球輸出と内鮮関係

　以上のような内地側の意向に対して、それでは協定成立後における朝鮮側の行動はいか

なるものであったろうか。いまこの点を前掲表6－11をもとに、協定成立前の輸出動向と

対比しつつみるならば、およそ以下の点に注目することができる。

　第一は、経由晶（＝内地産）の輸出動向に顕著な変化がみられたことである。つまり、

35年5月から朝鮮でも検査規則にもとづく未検査晶輸出の取締りが開始されたことはすでに

指摘したが、それにともない5月以降の経由輸出は減少へと転じたのである。

　とはいえ第二として、同年6月から8月にかけてその水準はいまだ高く、輸出総数にし

める経由晶のシヱアは約6～9割に達していた。これに対して、経由輸出が顕著に減少し

始めたのは、内鮮間の協議が行われ、それを受けて総督府が経由輸出の厳しい取締りを行

うに至った35年9月以降のことであった。そして同年11月以降になると、経由晶はほぽ駆逐

され、輸出のほとんどが現地生産晶となったのである。

　そこで第三として、現地製品（朝鮮産）輸出の推移に着目するならぱ、それは経由輸出

とは対照的に、35年5月から9月にかけて顕著に増大したことがわかる。ところが9月以降

になると、一方で経由品が駆逐されたにもかかわらず、現地品の輸出は伸び悩むことにな

った。これに対して、それが再び増加に転じたのは翌36年に入ってからであり、前年のピ

ーク（35年7月）を超えたのは36年6月であった。また前掲表6－3にみられるように、対

英輸出も同様に36年4月以降になってようやく増大に転じたのである。

　以上のように、朝鮮晶の輸出は、内鮮協定が成立した35年9月以降伸び悩み、同協定期間

の終了（36年3月）にともなって増大傾向に転じたことがわかる。なおその場合、先に指摘

したように、朝鮮では協定で定められた出荷比率が朝鮮電球工業の発展の制約につながる

として、同割当に不満であった。したがって協定期間終了後の輸出増大と’は、まさにそう

レ牟朝鮮側の輸出規制への反発が主な原因となって惹起された事態であったといえよう。

　実際、このことは二例えばr紳士協約（内鮮協定）’の期限昭和十一年早春が来ると共に

此の協定数量に不満であつた朝鮮業界は又もや元の木阿弥化せんするのみか、今度は不良
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貿易商等と結託してく第三国経由〉と云ふ新手を考へ出し、折角の数量協定を有名無実化せ

んとする危険濃厚となつた」（44）とする指摘からもうかがうことができる。こうして朝鮮

電球業界は、協定期間の終了とともに内地規制からの回避を指向しつつ、再ぴ輸出圧力を

強めるに至ったのである。

　以上みられるように、内鮮協定成立後における内地と朝鮮との関係は、必ずしも協調的

に推移したわけではなく、両者の対立は協定終了後（36年半ば以降）に再び問題化する可

能性を内包していたといえる。そして実際にもそれは、36年度の内鮮数量割当をめぐる過

程で表面化することになったのである。

　いまその過程を概観するならば、まず本国では、36年度割当協定の締結に関して、36年

5月19日と22日商工省が中心となり外務、拓務の両省、および電平連、日本電球輸組、対英

電球輸組による官民協議会が開催された。その結果、内地側で原案をまとめ、まずそれを

商工事務官が渡鮮して朝鮮側の理解を求めた後、東京で朝鮮側と改めて協議を行うことと

なった。こうして同年8月に内鮮協議会が開催されたが、結局、内地案に対する朝鮮側の妥

協が得られず協議会は決裂に終わったのである。

　そこで総督府殖産局は、現地同業組合に対して自己の案を提示して内地との調停に乗り

出した。同案によれば、朝鮮への割当は、家庭球5％、白動車球10％、上記以外（豆球、そ

の他変形球など）20％であった（45）。ちなみに35年度の対英協定を36年度も継承すると仮

定して、半年間の朝鮮割当量を試算した場合、家庭球と白動車球は計38．8万個、豆球とそ

の他変形球は計239万個となる。

　つまり総督府案の割当は、前年度後半期のそれ（それぞれ30万個、150万個）を3～6割程

度上回る、その意味で朝鮮電球工業にとって有利なものであったということができる。に

もかかわらず朝鮮業界は、　r何等内地の統制に拘束せらる㌧処なし」（46）との意向から、

総督府の調停案といえども同意するに至らず、ついに新たな内鮮協定は成立を亭ること1幸

なかったのである。

4．目英協定の更新と第2次内鮮聞協定の成立

　．三うして36年度の対英輸出は、内鮮間の調整がつかない状態のまま推移した。その結果、

表6－14にみられるように、当該年度に朝鮮を含めで英国市場へと流入した日本製電球が、

日英間の協定枠を大幅に超過するという事態が生じたのである。特に注目されるのは、豆
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表・一1・．1…年度における対英輸出琴績および協定超過率

（単位：千個・％）

'~' A ~il ~; ~~:'n ~ ~ B B-A 

4, 300 4 500 200 5
 

5, 600 6 778 1 178 21 
~~:~~ 22 800 38 639 15, 839 69 
~~･.^,･7~~~~ 1, 100 3, 130 2, 030 185 
A~: -i ~IF] 

33, 800 53, 047 19, 247 57 

（資料） 外務省通商局『昭和十二年度執務報告』1937年12月号
より作成

（注）　1）協定期間：1936年4月～37年3月

　　　2）超過率（％）：（B－A）／Aとして算出

　　　3）輸出実績は英国側調査によるもので、目本木国

　　　　と朝鮮との双方を含むと推定される
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球およぴ変形球における輸出超過であろう。

　この点に関連して表6－15は、1936年（1～12月）における朝鮮輸出電球同業組合の晶種別

輸出高および構成比をみたものである。みられるように数量・金額両べ一スでも、朝鮮電

球輸出の圧倒的多数は、豆球1変形球を中心とした小型球であった。したがって、36年に

おける朝鮮の対英輸出増は、これらの製品によってもたらされたとみなすことができる。

そしてそれが、上述の豆球および変形球における著しい対英輸出超過の主たる要因となっ

たと考えることができよう。

　当然のことながら以上の事態は、37年3月以降の日英関係に深刻な影響を及ぽすことにな

った。すなわち、上記の大幅超過＝協定違反という事態を受けて、r本協定［日英協定］ノ

更新二英国製造家カ絶対反対ヲ有スル」に至り、日英協定の更新が困難な状態に陥ったか

らである（47）。そこでこうした泰態に対処する必要から、電工連は、対英輸出の存続1維

持の観点から、改めて内鮮協定の締結を含めた内鮮一貫統制の強化を商工省に要請した。

そしてこれを契機として、商工省も、両者の調整に積極的に乗り出すことになり、担当官

を朝鮮に派遣して総督府との協議が開始されることになったのである（48）。

　こうして、37年5月26日以降、内鮮官民協議会が朝鮮において開催されるに至る。その場

合、r釜山商工会議所月報』の指摘によれば、対英輸出割当比率をめぐって、朝鮮業界側

は30％の割当を要求したとされる。これに対して商工省側は、前回協定時の割当比率をさ

らに下回る5％を朝鮮に割当てる方針であり、両者の相違は著しいものであったことがうか

がえる（49）。

　そこで協議決裂を回避する目的から、東京輸出電球工業組合理事長より家庭球7％、自動

車球3％、豆球21％とする妥協案（楢府案）が提示されるに至った（50）。そして同案をも

とに、商工省、朝鮮総督府両代表による斡旋の結果、37年6月1日、表6－16を主な内容と

する37年度内鮮協定が成立したわけである。そこで本飾の最後に、本協定に表れた内鮮間

調整の特徴を検討することにしたい。

　まず第一に、輸出総計にしめる朝鮮のシェアが注目される。その値（17．9％）は、上述

のように当初、朝鮮側が要求した30％に比べると約12ポイントの削減であり、逆に5％を主

張していた内地側からすれば約13ポイントの譲歩を意味していた。つまり’全体としては、

両主張のほぽ中間において妥協が成立したということができる。

　もっとも第二として、晶種別にみた場合、自動車球の対朝鮮割当は、前述の総督府案

（10％）および35年度時の割当（6％）と比べて低く抑えられた。その理由は明確ではないが、
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表6－15 1936年度における品種別朝鮮電球輸出

（単位：個1円画％）

品種 数量 構成比 金額 構成比
家庭球 550331 2．O 40919 12．7
自動車球 420000 1．5 12340 3．8

豆球 23149780 83．O 207782 64．7
変形球 3，776，780 ！3．5 59，998 18．7
総計 27896，891 100．O 321，039 100．O

（資料）

（注）

『朝鮮工業脇会会報』44号，1937年より作成．

1）期間：！936年！～12月

2）朝鮮電球製造同業組合調査による同組
　合輸出額
3）変形球にはトンガリ球を含む
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表6－6 内地固朝鮮の対英輸出割当数量協定（第二次）の概要

（単位：万個，％）

目英協定数量 うち朝鮮割当量

A B C D C／A

家庭球 430 380．5 30．1 26．6 7．O

自動車球 560 490．O 16．8 15．O 3．O

豆球． 2，280 ！，751．5 478．8 367．8 21．O
その他 110 84．6 3．3 2．5 3．O

クリスマスセット 100 ｝ 22 一 22．O
総計 5，180 2，706．6 925．O 411．9 17．9

（資料）　1）『東京輸出電球工業組合史』1943年

　　　　2）『釜山商工会議所月報』第146号
　　　　3）『京城目報』1937年6月12目

　　　　　　より作成

（注）　！）協定期間：1937年3月～38年2月

　　　2）A：36年度の協定数，C：内鮮協定に基づく割当数
　　　3）B固D：36年度における協定超過数を
　　　　ア）家庭球、自動車球に関しては以後2年間にわたり
　　　　イ）、豆球、、その他球に関しては以後3年間にわたり

　　　　それぞれ移譲分配した場合の割当数量
　　　4）クリスマスセットは協定数量のうちに含まれていないことから

　　　　36年度実績に基づいた割当比率（単位：万組）

　　　5）総計：クリスマスセット分は球に換算してうえで算出した数量
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ここでは本国側の事情として、以下の点に注目することが重要であろう。

　まず内地にとって、英国がアメリカとともに重要な輸出市場であったことは、すでに第

1節で指摘した。なおその場合、協定締結の前提となる1935～36年における本国の対英電

球輸出の動向に注目すれば、表6－7にみられるように、自動車球は35年から36年にかけ

て約4倍と他晶種に比べて相対的に高い伸びを示し、その結果、輸出総額にしめる比重も5

％台から11％へと急増していた。そしてその結果、36年には英国が、米国他を凌駕してト

ップの座をしめる最重要の市場となっていたことがわかる。つまりこうした動向を背景に、

内地では、最も成長が望める当該晶種における朝鮮への割当を抑制し、自己の対英輸出を

確保したものと考えることができよう。

　他方、第三として、朝鮮電球輸出の主力（数量べ一スで全体の約8割：前掲表6・一15参

照）をなした豆球の割当では、細鮮側への割当枠の増大が認められた形となっていた。こ

の点、当時の資料もr朝鮮側代表も豆球の二割一分は内地側案外の大譲歩たるは認めた」

（川と指摘しているが、実際にも3ブ年度協定で得た朝鮮側の割当は、前述の総督府案（20

％）をさらに上回る水準であり、また先の35年度割当と比べても約6割増となる大幅なもの

であったのである。

　さらに第四として、家庭球の朝鮮への割当に関しても、総督府案（5％）および35年度時

の割当（6％）と比べ若千ながら増大しており、小型球とともに中大型球分野での朝鮮対英輸

出の発展が織り込まれる形となっていた点も看過できない。

　以上要するに、新たに成立した内鮮間協定たおいて朝鮮側は、内地にとっての対英戦略

晶ともいえる自動車球で割当を抑制されたものの、白己の主力製晶ならびに今後新たに発

展が見込まれる製晶では有利な成果を獲得した。その意味で、新たな協定は、それにより

朝鮮の対英輸出を大幅に抑制しようとした内地側の当初の意向を、必ずしも実現するもの

とはいえなかった。むしろそれは、朝鮮輸出壷球工業の発展を改めて遺認することになっ

たと考えることができるのである。

小括

　．号こで最後に、第5章の検討結果をも踏まえつつ、本章で得られた要点を簡単に整理し

て小括としたい。
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表6－17 日本本国の対英電球輸出の推移：、1935～36年

（単イ立：！，OOO個。％）

年次 1935年 ！936年

数量 構成比 順位 数量 構成比 順位
装飾用 6，074 44．O ② 9，557 33．4 ②豆

電
球
自動車球 767 5．6 ④ 3，170 11．1 ①

その他 6，250 45．3 ④ ！3，583 47．5 ③

32燭光以下 248 1．8 18 883 3．1 7そ
の
他
100燭光以下 390 2．8 ⑦ 1，317 4．6 ③

その他 ．62 O．4 ④ 109 0．4 ②

合計 ！3，791 100．O 28，619 100．O

（資料）　　『目本外国貿易年表』1935年り936年版より作成
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　まず日本の電球工業にとって対英輸出は、当時対米輸出とならぶ重要な地位を占めてい

た。それゆえ英国における自国産業保護を目的とした対日輸入制限圧力の拡大は、きわめ

て深刻な問題であった。したがって、こうした状況下で交わされた日英間の数量協定は、

日本側の自主規制により輸出制隈の拡充を阻止し、これまでの輸出水準を維持1確保する

ための“防衛”的な措置であったといえる。

　ところが日本国内の業者が自主的にイギリスヘの輸出を規制する他方で、そうした国内

．統制の回避を意図して植民地朝鮮に進出し、電球の生産ならびに輸出を行う者が急増した。

そしてそのことが、日英協定量を大幅に超過させる主要因となって問題化するに至る。

　つまりこの問題は、日英間の輸出協定を維持するにあたって、単に両者のみの協議によ

ってそれが可能となるものではなかったことを示唆するものとして重要である。言い換え

れば、内地1朝鮮間における輸出調整の実現を不可欠の前提としてはじめて、両国間の協

定が実効力をもつという連関がそこには存在していた。しかも内地1朝鮮間での調整は、

以上の日英関係の安定化のみならず、第4章で注目した問星と下請メーカー間の交渉を進

展させるうえでも重要な意味をもっていた。

　こうしたことから、内地。朝鮮間での調整が繰り返し試みられるが、その過程で本国側

は植民地側に一定の譲歩をせざるをえなかった。つまり本国側は、植民地の工業的発展あ

るいは企業活動を一定程度追認することになっていたのである。

　なお以上の過程において総督府は、重産法とともに工組法の適用除外を内地に対する朝

鮮の利点とすることによって、内地資本の導入を意図した。そして電球工業での統制をめ

ぐっても、朝鮮と内地との一元的統制に反対のスタンスをとったことを確認することがで

きる。つまり経由輸出は厳しく取り締まるが、セメントの場合と同様、工業化を担う現地

企業の生産・輸出活動は保護1容認したのである。

　したがって以上本章でみてきた諸点は、第5章の事例研究で得られた結論を、中小工業

分野において再確認し、豊富化するものであるということができよう。
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紅注：第6章〕

（1）　『釜山商工会議所月報』145号、1937年、31頁。

（2）　なお、表6－1の対英輸出比率は価額べ一スによるものであるが、これを数量べ

　　一スでみた場合には、はやくも1930年に20％を超えている。

（3）　国際電球カルテルは、1925年にアメリカ、イギリス、オランダ、フランスなど18

　　ヶ国の主要電球会杜27杜によって結成された（東電電球株式会杜杜内資料『日本電

　　球の進出と世界電球カルテル』1933年）。

（4）　r海外経済事情』14号、1936年、80頁。

（5）　r日本電球工業組合連合会沿革史』1943年、2！0頁。

（6）　以下の事実経過ならびに引用に関して、特に注記しない場合は、主として外務省

　　　r英国向本邦輸出統制」　（内部資料、制作年不詳）に依拠する。ただし引用文中の

　　括弧内は平沢による。

（7）　『日刊工業新聞』ユ934年6月19日。

（8）　本組合設立当初の組合員は、東京14、大阪2、横浜12、名古屋1、神戸7の計36で、

　　東京方面はほとんどが東京輸出電球工業組合員であった（『東京輸出電球工業組合

　　史』1943年、84～85頁）。

（9）　なお表6－9において、日本案では日本の輸出統計が、また最終協定では英国側

　　のそれが利用された。その場合、前掲表6－6にみられるように、家庭球、変形球

　　は英国統計に比べ日本側のそれが常に大きく上回っていた。これに対して自動車球

　　　と豆球は、その逆であった。こうした相違が、家庭球、変形球において日本案と最

　　終協定数量との乖離をより高める一因ともなっていた。

（10）　r日刊工業新聞』1934年6月20日。

（11）　日本電球工業会r日本電球工業史』1963年、108頁。また別の指摘では、34年5月

　　時点ですでに1年分の協定数を輸出しつくしたとされている（『日刊工業新聞』193

　　5年6月24日）。

（12）　揃掲r英国向本邦輸出統制」265～266頁。

（．∴3）　関税諮問委員会が答申した税率は、　『日刊工業新聞』1934年11月18日に掲載され

　　ているが、その税率は、　「非常に高率にして殆ど禁止税に等しきものなれば一旦実
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（14）

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

（23）

（24）

（25）

（26）

（27）

（28）

（29）

（30）

（31）

（更2）

施されるに於ては折角開拓せる本邦晶の販路も杜絶さるるの慎れある」とされてい

る。さらに『日刊工業新聞』1935年3月23日では、こうした措置の結果、「結局対英

向は家庭球、自動車球に限られる模様とされて来た」と報じている。

　以上、前掲「英国向本邦輸出統制」267～268頁。

　前掲「英国向本邦輸出統制」272頁。

　こρ点、例えば「昭和九年度末期より朝鮮移出が続き、全面的抜売が流行して来

た」　（『関東電球製造工業組合発達史』1939年、201頁）と指摘されている。

　1933年、34年に関しては『京城日報』1935年12月18日、35年は工業組合中央会

　『工業組合』1935年10月号、66頁による。

　ただし現地品、内地品それぞれにしめる対英輸出のシヱアに関しては、残念なが

ら不明であり、朝鮮経由晶のどの程度が対英輸出であったかに関しては明らかでは

ない。

　対英輸出組合の統制規定に関しては、前掲r日本電球工業史』108頁を参照。

　　『日刊工業新聞』1935年2月21日。

　　r中外商業新報』1935年6月12日。

　前掲r東京輸出電球工業組合史』215頁。

　前掲r英国向本邦輸出統制」272頁。

　以上は、主としてr日刊工業新聞』1935年6月7日、　r工業情報』第26号、1935年

6月24日、　r中外商業新報』1935年6月30日による。

　かかる措置に関しては、　r日刊工業新聞』1935年2月28日、同6月2日による。

　　r日刊工業新聞』1935年6月16日。

　以上は、　『日刊工業新聞』1935年5月16日および同、6月14日による。

　　「朝鮮に於ける対英電球輸出統制協約並に電球工業実情視察等に関す亭件報告」

　（『東京輸出電球工業組合史』所収）による。

　以上に関しては、同上報告書の「渡鮮日程」による。

　　『京城日報』1935年9月6日。

　　『中外商業新報』1935年9月17日。

　以上、　r協定覚書」　（r日本電球工業組合連合会沿革史』219～2ユ2頁）による。

また同「細目」では、輸出電球の検査に関して、内鮮両地域が適切な施設をなし、

晶質の向上をはかることなどが規定されていた。
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（33）　『京城日報』1935年9月6日。

（34）　同上。加えて、内地による朝鮮産品の一手買取に関しても、その価格は内地工業

　　組合の協定値段とされており、価格決定が内地側の意向により一方的に左右される

　　ことを朝鮮側は間魑視していた。

（35）～（36）　岡信侠助r内地と外地との産業貿易統制に就て」、　r朝鮮工業協会会報』

　　第29号、1935年7月による。なお、傍点は引用者による。

（37）　r東洋経済新報』19亭6年10月10日、70頁。

（38）　前掲r内地と外地との産業貿易統制に就て」。なお、傍点は引用者による。

（39）　『中外商業新報』1935年9月17日。

（40）　以上、引用は、　『京城日報』1935年9月6日による。なお『日本電球工業史』では、

　　内鮮間の調整に関して、勒鮮総督府側は当初、相当強硬な態度であったと指摘して

　　いる（同書、110頁）。

（41）　以上引用は、日本経済連盟会r我国貿易統制二関スル関係当業者ノ意見蚊二参考

　　資料』1936年11月による。

（42）～（43）　r日刊工業新聞』1935年9月19日。

（44）　前掲r東京輸出電球工業組合史』218～219頁（括弧内は引用者）。なお、ここで

　　いわれる“第三国経由”とは、朝鮮から英国以外の第三国。地域を経由した形の対

　　英輸出をさすものと思われる。

（45）　朝鮮総督府r対英輸出電球統制二関スル件」　（r東京輸出電球工業組合史』所収）。

（46）

（47）

（48）

（49）

（50）

（51）

　『東京輸出電球工業組含史』225頁。

　外務省通商局r昭和十二年度執務報告』1937年12月、431頁。

　『日刊工業新聞』1937年4月14日。

　以上、　『金山商工会議所月報』第145号、1937年5月、31頁。

　前掲r東京輸出電球工業組合史』227～229頁。なお同書によれば、この比率は、

東京における有数の輸出間屋としての地位を占める楢府が、当時組合から割当てら

れていた数量のほとんど全部を朝鮮側に移譲するものであったとされている。

　同上、228頁。
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総播

　以上、本論文では、1930年代に経済統制がどのような遇程を経て登場し、その展開過程

でいかなる問題が惹起され、それに対してどのような動きがみられたのか、という点を中

心に考察を進めてきた。

　本稿の分析をもって30年代における統制の全容を明らかにしえたわけではもちろんない

が、いま以上の検討結果を踏まえ、その基礎構造を総括するとした場合、以下の3点、す

なわち

（1）国内経済の安定化

（2）植民地経済の変質。動揺

（3）輸出相手国の保護主義化二輸入規制

がキー・ファクターとなっていたと考えることができよう。

　これら3点は、大恐慌を契機として生じた新たな要因であった。もちろん（3）の背後には、

日本と同様に当該国の経済安定化があったことは改めて言うまでもない。そしてこうした

新たな課題ないし変化に規定される形で統制経済が展開したといえる。そこで最後にその

基本構造をまとめてむすびとしたい。

　まず（1）関しては、それを実現するにあたり、大工業分野では員数主義を原則とするカル

テル助成と、公益規定にもとづくカルテル行為の監視。規制を備えた重産法による組織化

が展開された。それは各産業の特徴によって、以下の4つの類型に注目することができる。

（AI）

（A■）

（A皿）

（AW）

少数大企業が寡占を形成している業種での統制

大手企業と中小規模経営とが併存している業種での統制

供給サイドが主として中小規模経営であるのに対して需要サイドに強固なカルテ

ルが存在する場合の統制

反対に供給サイドに強固なカルテルが存在し、需要サイドが中小工業業種のであ

る場合の統制

　このうち類型（AI）は、従来の“産業の自治”原則を一部修正してまでも政府の介入を認

めざるをえなかった当該期の産業。企業の状況を理解するえで重要な意味を有していた。
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また類型（A■）～（A1V）は、この組織化が単なる大企業助成にとどまらず、さらに必要な場

合にはそれら企業の行動を規制しつつ業界の安定化をはかるといった特徴を示すものとし

て重要であった。

　他方、工業組合法による中小工業統制を考えるうえでは、以下の3類型に注目すること

ができよう。

（B工）　中小経営のみで構成されている業種での統制

（BI）　工業組合の外に大手企業が存在する場合の統制

（B皿）　問屋制がひろく普及し、組合運営が「加工問屋」によって主導されている業種で

　　　の統制

　とりわけ類型（BI）に関しては、綿織物業での工業組合活動が、一方で重産法によるカル

テル監視。規制と連携する形で支援されていた点が注目される。また類型（B■）に関しては、

工業組合の上部組織である連合会に大手企業の加襯を実現させる形で業界安定化がはから

れた。さらに類型（B皿）については、下請側の組織化をはかりバーゲニング・パワーを付与

する形で、それらの経営安定化とともに労働者の生活安定化がはかられた点が重要であっ

た。

　重産法と工組法とを根拠として、およそ以上のような特徴的構造をもちつつ統制が展開

され、国内経済の安定化がはかられたということができる。

　しかしながら、上記（2）との関連でみた場合、以上のような本国による統制の展開は、直

ちに植民地をも安定化させるものではなかった。また逆に、本国側も植民地の動向を無視

して国内統制、あるいは上記（3）の事態に対処するための輸出統制を展開するわけにはいか

なかった。植民地の企業行動および統治主体＝総督府の政策スタンスが、両統制の実効力

を保つ上で重要な鍵を握ることになっていたからである。

　逆に植民地側からすれば、上記（2）の事態に対処するためには、本国の一元的統制に従う

わけにはいかなかった。ここに30年代の統制経済は、本国の統制とは異なり、植民地側の

事情とりわけ工業化を一定程度許容する形の二元的構造を形成することになったというこ

とができる。さらに言えば、上記（1）と（2）に対する現実的対処策として、二元的な統制構

造を形成しつつ、その下で植民地工業化を追認するというのが、30年代日本統制経済にお

ける全体的な特徴をなしていたと総括することができると思われるのである。
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